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空気調和・衛生工学会東北支部 

第 6 回学術・技術報告会 

口頭発表・ポスター発表講演者および技術展示募集 

 

空気調和・衛生工学会東北支部では第６回学術・技術報告会を下記の要領にて実施いたします。 

つきましては、空気調和・給排水衛生・電気・防災等の建築設備、建築環境工学一般に関する研

究や調査、物件の企画や設計・施工・試験結果等の技術報告、新製品・新素材や試製品の紹介等

の講演および技術展示を募集致します。報告会当日には、若手研究者・技術者を対象とした優秀

発表奨励賞の表彰も行います。産官学各界よりたくさんのご応募を賜りますよう、お願い申し上

げます。また、一般来場者も聴講可能な特別セッションを予定する他、交流会も行いますのでぜ

ひお誘いあわせのうえご参加下さい。 

 

■主  催  空気調和・衛生工学会東北支部 

■共  催  電気設備学会東北支部、建築設備技術者協会東北支部、日本技術士会東北本部 

■協  賛  日本建築学会東北支部、住まいと環境 東北フォーラム 

■後  援  日本空調衛生工事業協会東北支部、東北空調衛生工事業協会、日本設備設計事務所 

協会東北ブロック、宮城県空調衛生工事業協会、日本電設工業協会東北支部、 

全国ビルメンテナンス協会東北地区本部、山形県設備技術協議会、日本冷凍空調学会 

東北地区事業推進委員会 

■日  時  平成 29 年 3 月 14 日（火）8:50～17:20 予定（8:30 受付開始） 

■会  場  東北学院大学多賀城キャンパス工学基礎教育センター 

（受付・展示：ホワイエ、Ａ会場：011 教室、Ｂ会場：021 教室） 

〒985-0873 宮城県多賀城市中央１丁目 13−1  

 (http://www.tohoku-gakuin.ac.jp/campusmap/tagajo.html) 

アクセス JR 仙石線「多賀城駅」から徒歩約 7 分 JR 東北本線「国府多賀城駅」から徒歩約 15 分。 

【口頭発表・ポスター発表・技術展示の申し込み】 

■ｴﾝﾄﾘ締切  平成 29 年 1 月 12 日（木）（口頭発表・ポスター発表講演者・技術展示共通） 

※エントリを受付けた後、後日論文集掲載用原稿を提出頂きます。 

※エントリ用紙は必ず今年度版をご使用下さい。 

■応募資格  発表者（連名者）/展示者（紹介者）のうち少なくとも 1名が本学会または共催・協賛・

後援学協会の会員（会員種別不問）であること。 

■申込方法  エントリ用紙を当学会東北支部ホームページからダウンロードし、必要事項を記載し、

メールにて件名に“第 6 回東北支部学術・技術報告会申込み”と標記のうえお申込み下

さい。 

■登 録 料 ・一般講演(口頭発表・ポスター発表)：一題につき 2,000 円(税込)を当日お支払い下さ

い。連名者は無料です。当日はつり銭のないようご協力ください。 

 ・技術展示出展料：1ブース当り 20,000 円(税込）を期日までに指定の口座へお振込みく

ださい。2月 10 日(金)頃までに出展者(責任者)宛に請求書を送付致します。 

■参 加 費  無 料 

■論 文 集  紙媒体(白黒印刷,1 冊 3,000 円 税込)を当日販売します。また、PDF 版を空気調和･衛

生工学会東北支部 HP よりダウンロード可能です(無償)。PDF 版の掲載予定期間は開催

日の 3月 7日～3月 17 日(予定)です。紙媒体の論文集は部数に限りがありますので、

確実に入手したい方は、エントリ用紙の論文購入欄にてお申込み下さい。 

【口頭発表・ポスター発表】 

■投稿方法 口頭発表・ポスター発表に関わらず、論文集掲載用原稿は偶数頁(最大 6ページ)とし、

期日までに PDF データをメールにて提出頂きます。テンプレートや発表時の諸注意(伝

達事項)は、後日当学会東北支部ホームページに掲載します。 

■原稿締切 平成 29 年 2月 15 日(水)17：00 必着。 

 ※原稿は後日 HP に掲載される伝達事項を確認し、所定のファイル名をつけ提出下さい。 



■講演方法 ・一般講演(口頭発表)：一題に付き発表 9分、討論 3分程度を予定。 

・一般講演(ポスター発表)：ポスター会場でコアタイムに説明・討論(各 9分・3分)。 

・各自パソコンと発表データをご持参ください。 

・接続はシリアル端子のみです。Mac の方、HDMI 端子のみの方 

はアダプタをご準備下さい。 

■採  否 東北支部運営委員会に一任願います。口頭発表の応募数が多い場合、口頭発表で申し

込み頂いても、ポスター発表になる場合があります。 

 

【技術展示】 

■出展内容 ①空気調和･給排水衛生･電気・防災等の建築設備，建築環境工学に関連する研究・調査、

技術・機器・システム等を紹介するポスター等や機器・製品・システム等 
 ②ポスター会場に展示ブース(幅約 180cm×奥行 90cm＋テーブル)を予定。 
 ③午前中に、技術関連展示内容を説明するためのコアタイムを予定しております。 
 ④騒音や振動の発生する展示物のデモンストレーションがある場合は、実施の可否と時

間帯の検討を行いますので、計画内容を事務局までご相談下さい。 
 ⑤電源を要する機器類の電源は、単相 100V、5A 以内でお願いします。 
 ※詳細は、後日「伝達事項」として当学会東北支部 HP に掲載いたします。 
■採  否  東北支部運営委員会に一任願います。 

 

■プログラム（予定） 

  8:30 受付開始(発表者・技術展示代表者は発表・展示前に受付を済ませて下さい) 
  8:50 開会・開会の挨拶 
 午 前 学術・技術報告会（口頭発表、ポスター発表コアタイム）、技術展示コアタイム 
 午 後 学術・技術報告会（口頭発表）、特別セッション 
  閉会行事、優秀発表奨励賞の発表、表彰式 
 17:20 閉会・閉会の挨拶 

■交 流 会 当日 18:30～20:30(予定)。ホテル法華クラブ仙台 4F 藤の間（青葉区本町 2-11-30）、参

加費 5000 円。エントリー時または 3 月 7 日（月）までに当実行委員会へお申込み下さ

い。参加費は当日お支払い下さい。 

■連 絡 先 空気調和・衛生工学会 東北支部第 6回学術・技術報告会実行委員会 

 専用 HP http://tohoku.shasej.org/gakujutu.html 
 〒980-0821 宮城県仙台市青葉区春日町 3-8 春日町ファインビル 4F 

 住まいと環境 東北フォーラム内 

 TEL 022-221-9042 FAX 022-221-9243  

 E-mail tohoku.shase@gmail.com 担当：柴田 

 ※@gmail.com からのメールが受け取れるように設定をお願いします。 

 ※伝達事項は、随時東北支部HPに掲載しますが、ご不明な点は上記までご連絡下さい。 

■会場案内図 
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Collection of Papers of the 6th Conference

 
 

 ································································  

 ································································  

 ················································································  

   ·····························································  

1 5   ·········································································  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

6    
 
 

 

 

 
 
 

   
    

 

1

151

165

166

168

- ⅰ -



空気調和・衛生工学会 東北支部 第６回学術・技術報告会 スケジュール 

 口頭発表A 会場 

（工学基礎教育センター1 階011 教室） 

口頭発表B 会場  

（工学基礎教育センター2 階021 教室） 

技術展示会場 

（工学基礎教育センター1 階ラウンジ） 

開会式 8:50～8:55  

支部長挨拶 

司会：小林 光 

  

学術・技術報告 

（口頭発表） 

9:00～10:00 

【温熱空気環境①】 

A-1～A-5 

司会：内海 康雄 

9:00～9:48 

【給排水衛生・給湯①】 

B-1～B-4 

司会：岡田 誠之 

 

10:05～11:05 

【温熱空気環境②】 

A-6～A-10 

司会：及川 義信 

10:05～11:05 

【給排水衛生・給湯②】 

B-5～B-9 

司会：許 雷 

 

技術展示コアタイム   11:10～11:45 

（展示は 8:50～17:00）  

T-1～T-8 

司会：山田 英明 

学術・技術報告 

（口頭発表） 

12:30～13:18 

【エネルギー消費①】 

A-11～A-14 

司会：鈴木 道哉 

 12:30～13:18 

【騒音振動・光環境】 

B-10～B-13 

司会：赤井 仁志 

 

13:25～14:25 

【エネルギー消費②】 

A-15～A-19 

司会：渡邉 浩文 

13:25～14:13 

【システム開発】 

B-14～B-17 

司会：田中 和則 

 

14:30～15:18 

【再生可能エネルギー】 

A-20～A-23 

司会：後藤 正徳 

14:30～15:18 

【災害避難・放射線】 

B-18～B-21 

司会：須藤 諭 

 

特別セッション 15:30～17:00 

空気調和・衛生工学会 100 周年

プレイベント 

空気調和・衛生工学会東北支部 

地区講演会 

司会：松木 石二 

開会挨拶：小林 光 

主旨説明：渡邉 浩文 

閉会挨拶：赤井 仁志 

  

閉会式 17:00～17:15 

優秀発表奨励賞 発表 

優秀発表奨励賞 受賞式 

司会：小林 光 
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東北学院大学　多賀城キャンパス

　【開会式】 司会： 小林 光 東北大学
　8：50～8：55　　口頭発表A会場 （工学基礎教育センター1階011教室） 

支部長挨拶 空気調和・衛生工学会 東北支部長　 内海 康雄 仙台高等専門学校

2．学術・技術報告〔口頭発表〕
　【温熱空気環境①】 司会： 内海 康雄 仙台高等専門学校
　9：00～10：00　　口頭発表A会場 （工学基礎教育センター1階011教室） 

○ 須田 美 東北文化学園大学 1
髙島 健太 東北文化学園大学
川村 広則 東北文化学園大学
須藤 諭 東北文化学園大学

○ 土屋 茂樹 三機工業㈱ 5
水出 喜太郎 ㈱日建設計
後藤 悠 ㈱日建設計
福森 幹太 三機工業㈱
新村 浩一 三機工業㈱
内田 一也 三機工業㈱

○ 千葉 玲奈 宮城学院女子大学 9

○ 本間 義規 宮城学院女子大学 13

○ 谷口幸多 秋田県立大学 17
長谷川 兼一 秋田県立大学
細淵 勇人 秋田県立大学
松本 真一 秋田県立大学

　【温熱空気環境②】 司会： 及川 義信 新日本空調㈱
　10：05～11：05　　口頭発表A会場 （工学基礎教育センター1階011教室） 

○ 岩原 春香 仙台高等専門学校 21
内海 康雄 仙台高等専門学校
生出 玲士 仙台高等専門学校
佐藤 優太 仙台高等専門学校

○ 石川 実歩 秋田県立大学 ―
長谷川 兼一 秋田県立大学
細淵 勇人 秋田県立大学
松本 真一 秋田県立大学

○ 竹内 信貴 秋田県立大学 25
長谷川 兼一 秋田県立大学
細淵 勇人 秋田県立大学
松本 真一 秋田県立大学

○ 佐藤 有希 秋田県立大学 29
長谷川 兼一 秋田県立大学
細淵 勇人 秋田県立大学
松本 真一 秋田県立大学

○ 佐藤 愛美 秋田県立大学 33
長谷川 兼一 秋田県立大学
細淵 勇人 秋田県立大学
松本 真一 秋田県立大学

掲載
ページ

掲載
ページ

A-9 住宅のダンプネスとアレルギー疾患の因果構造の解明に向けた
基礎研究

A-10 住宅のダンプネスの経年変化が小児・児童の呼吸器系症状に及
ぼす影響に関する研究

A-5 費用対効果の観点から見た断熱改修住宅の環境性能評価

A-6 合宿研修所における温熱環境改善に関する研究

A-7 住宅の温熱環境特性が家庭内血圧の変動に与える影響に関する
研究
－高齢者の高血圧予防に向けて－

A-8 住宅用換気システムの違いが室内熱空気環境に与える影響に関
する実験

A-2 都市部オフィスビルにおける緑陰形成効果と空気熱源機器効率
向上に関する研究

A-3 伝統的民家の工夫を現代の建築設計に生かすための模型実験
－町家の冷気積層型熱対流について－

A-4 排湿層を有する塗壁外断熱システムの断熱・防露性能

公益社団法人 空気調和・衛生工学会 東北支部

第6回 学術・技術報告会

プ  ロ  グ  ラ  ム

平成29年3月14日 (火)

1．開会式

A-1 緑のカーテンの熱環境負荷低減効果に関する研究
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　【エネルギー消費①】 司会： 鈴木 道哉 東北学院大学
　12：30～13：18　　口頭発表A会場 （工学基礎教育センター1階011教室）

○ 菅 晃希 東北工業大学 37
三浦 健太 東北工業大学
許 雷 東北工業大学

○ 三浦 健太 東北工業大学 39
菅 晃希 東北工業大学
許 雷 東北工業大学

○ 青砥 大起 東北工業大学 41
横澤 颯太 東北工業大学
許 雷 東北工業大学

○ 横澤 颯太 東北工業大学 43
青砥 大起 東北工業大学
許 雷 東北工業大学

　【エネルギー消費②】 司会： 渡邉 浩文 東北工業大学
　13：25～14：25　　口頭発表A会場 （工学基礎教育センター1階011教室）

○ 赤井 仁志 福島大学 / 北海道大学 45
奥野 敏彦 東北電力㈱
瀬川 和幸 東北電力㈱
草刈 洋行 ㈱ユアテック
二宮 秀與 鹿児島大学
西山 尚弘 ㈱大林組
長野 克則 北海道大学
葛 隆生 北海道大学

○ 齊藤 正浩 秋田県立大学 51
長谷川 兼一 秋田県立大学
細淵 勇人 秋田県立大学
松本 真一 秋田県立大学

○ 菅野 智之 東北学院大学 55
鈴木 道哉 東北学院大学

○ 中村 省吾 国立環境研究所 61
平野 勇二郎 国立環境研究所

○ 平野 勇二郎 国立環境研究所 63
中村 省吾 国立環境研究所
五味 馨 国立環境研究所
藤田 壮 国立環境研究所

　【再生可能エネルギー】 司会： 後藤 正徳 第一工業㈱
　14：30～15：18　　口頭発表A会場 （工学基礎教育センター1階011教室） 

○ 田村 和輝 秋田県立大学 65
松本 真一 秋田県立大学
長谷川 兼一 秋田県立大学
細淵 勇人 秋田県立大学

○ 東谷 貴 北海道大学 69
葛 隆生 北海道大学
長野 克則 北海道大学
大江 基明 ㈱イノアック住環境
安江 伸二 ㈱イノアック住環境
赤井 仁志 福島大学 / 北海道大学

○ 葛 隆生 北海道大学 73
東谷 貴 北海道大学
長野 克則 北海道大学
赤井 仁志 福島大学 / 北海道大学
奥野 敏彦 東北電力㈱
瀬川 和幸 東北電力㈱
山本 昌志 ㈱ユアテック
草刈 洋行 ㈱ユアテック
大江 基明 ㈱イノアック住環境

○ 昆野 充 新日本空調㈱ 77
佐々木 匡 新日本空調㈱

掲載
ページ

掲載
ページ

掲載
ページ

A-21 浅層土壌による螺旋状地中熱交換器の設計・性能予測手法
第2報：設計・性能予測手法の精度向上の検討と実導入事例との
比較による精度検証

A-22 浅層土壌による螺旋状地中熱交換器の設計・性能予測手法
第3報：設計・性能予測手法を用いた必要地中熱交換器本数の検
討

A-23 酒田市庁舎における地中熱利用システムの施工事例紹介

A-18 福島県新地町における家庭の電力モニタリングに関する研究

A-19 福島県における市町村別の家庭用エネルギー消費量推計

A-20 秋田県の戸建住宅における地中熱ヒートポンプ空調システムの省
エネルギー性に関する事例研究

A-15 事務所建築での内部発熱の変化による空調負荷とヒートポンプへ
の影響

A-16 秋田県における民生家庭部門の低炭素化シナリオの提案
―家庭内エネルギー消費量と二酸化炭素排出量の将来推計―

A-17 太陽光発電を用いたエネルギー自給型まちづくりの検討
その2 仙台地区における建物の省エネルギー化が街区内の電力
自給率に与える影響の研究

A-12 中規模オフィスビルにおけるエネルギー調査（その2）
－東日本大震災前後の比較－

A-13 超高層オフィスビルにおけるエネルギー消費量の調査(その１)
震災前後のエネルギー消費量の比較

A-14 超高層オフィスビルにおけるエネルギー消費量の調査(その2)
震災前後の用途別エネルギー消費のパターン

A-11 中規模オフィスビルにおけるエネルギー消費量調査(その1)
－東日本大震災前後の比較－
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　【給排水衛生・給湯①】 司会： 岡田 誠之 東北文化学園大学
　9：00～9：48　　口頭発表B会場 （工学基礎教育センター2階021教室） 

○ 赤井 仁志 福島大学 / 北海道大学 81
紀谷 文樹 東京工業大学
野知 啓子 関東学院大学
松村 佳明 ㈱山下設計
松鵜 さとみ 鹿児島大学
福島 雅弘 ㈱アクアプロダクト
佐藤 隆 フジカ濾水機㈱
野崎 英之 ミウラ化学装置㈱
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矢部 暁 ＵＲ都市機構

○ 川口 俊哉 関東学院大学 91
大塚 雅之 関東学院大学
石原 唯 関東学院大学
和泉 光 関東学院大学

　【給排水衛生・給湯②】 司会： 許 雷 東北工業大学
　10：05～11：05　　口頭発表B会場 （工学基礎教育センター2階021教室） 

○ 髙島 健太 東北文化学園大学 95
須田 美 東北文化学園大学
川村 広則 東北文化学園大学
須藤 諭 東北文化学園大学

○ 岡田 誠之 東北文化学園大学 101
大古 道男 大丸鐵興㈱

亀谷 圭三 大丸鐵興㈱
○ 田中 和則 (株)ユアテック 105

斎藤 俊幸 (株)ユアテック
草刈 洋行 (株)ユアテック
赤井 仁志 福島大学 / 北海道大学
岡田 誠之 東北文化学園大学
福井 啓太 東北文化学園大学
前田 信治 ㈲前田衛生興業

久住 知裕 宮城県生活環境事業協会
○ 小原 雄輝 北海道大学 107

赤井 仁志 福島大学 / 北海道大学
濱田 靖弘 北海道大学

望月 洋平 関西電力㈱
○ 山崎 森 北海道大学 111

赤井 仁志 福島大学 / 北海道大学
濱田 靖弘 北海道大学
小原 雄輝 北海道大学
豊貞 佳奈子 福岡女子大学
周 潔 福岡女子大学
鉾井 修一 京都大学
伊庭 千恵美 京都大学
竹内 進 東北電力㈱
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B-7 屋外貯水槽の凍結防止対策の実験的検討
第3報：本実験結果と考察

B-8 次世代中央式給湯システムデザインのための動的負荷の研究
第2報：大浴場付きビジネスホテルの給湯負荷

B-9 貯湯槽の断熱性能向上に関する研究
第1報：FRP製と鋼製貯湯槽の断熱強化による損失熱量の変化

B-4 業務用建物への連立節水形トイレの適応の可能性

B-5 建築物の全国的データベースによる水消費原単位の実態に関す
る研究

B-6 災害用貯水槽内の水の動きに関する研究

B-1 建築設備分野での珪藻土式ろ過器の性能評価方法立案のため
の検討
第2報：構成と種類等、性能評価の課題と考察

B-2 災害時のLCPを考慮した建物の給排水設備計画・設計手法に関
する研究
-その1　計画・設計フローの提案と集合住宅への適用の検討-

B-3 台所用途の多種節湯型水栓の節湯効果の評価手法に関する研
究
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○ 品田 直也 新日本空調㈱ 123
永坂 茂之 新日本空調㈱
田村 稔 新日本空調㈱
中川 冬彦 新日本空調㈱
水谷 国男 東京工芸大学

○ 菅原 彩夏 秋田県立大学 125
長谷川 兼一 秋田県立大学
細淵 勇人 秋田県立大学
松本 真一 秋田県立大学

　【システム開発】 司会： 田中 和則 ㈱ユアテック
　13：25～14：13　　口頭発表B会場 （工学基礎教育センター2階021教室） 

○ 兪 帥 東北工業大学 129
許 雷 東北工業大学
裴 清清 広州大学

○ 佐々木 賢知 三機工業㈱ 133
福森 幹太 三機工業㈱

○ 會田 良介 東北大学 137
小林 光 東北大学
弥富 飛鳥 東北大学
村越 綾 東北大学

○ 謝 永杭 東北工業大学 141
許 雷 東北工業大学
裴 清清 広州大学

　【災害避難・放射線】 司会： 須藤 諭 東北文化学園大学
　14：30～15：18　　口頭発表B会場 （工学基礎教育センター2階021教室） 

○ 相澤 拓弥 東北工業大学 143
許 雷 東北工業大学

○ 車塚 亜美 東北工業大学 145
許 雷 東北工業大学

○ 本多 祥平 東北大学 147
野﨑 淳夫 東北文化学園大学
小林 光 東北大学
一條 佑介 東北文化学園大学
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B-19 高齢者施設における避難シミュレーションに関する研究

B-20 原発事故後の建築空間における空間線量率の予測手法に関する
研究
その1　汚染土壌からの放射線が周辺建築環境に及ぼす影響に
ついて

B-21 原発事故後の建築空間における空間線量率の予測手法に関する
研究
その2　放射線解析を用いた方向線量率の測定手法の検討

B-16 中空糸膜式湿式デシカント空調における除湿液の状態による膜の
透湿性能に関する研究

B-17 建築設備設計におけるBIM技術の応用
―中国での利用現状

B-18 BIM技術を活用した学校の防災教育に関する研究

B-13 CIE標準一般天空の天空タイプ決定手法に関する研究
－由利本荘市測定データによる検証－

B-14 溶液除湿型冷却システムの提案に関する研究

B-15 ゼオライト/水系を用いた一体型吸着蓄熱槽の性能試験

B-10 大学内で発生する空調設備の騒音に関する実測調査

B-11 低周波音が脳波に及ぼす影響に関する研究　その２
-脳波成分比率による評価-

B-12 ワイヤを用いた吊り支持機器の制振補強方法
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　【技術展示】 司会： 山田 英明 東洋熱工業㈱
　コアタイム　11:10～11：45　（展示は8：50～17：00）　　技術展示会場 （工学基礎教育センター1階ラウンジ） 

T-1

T-2

T-3 地中熱利用スパイラル型熱交換器

T-4 快適性の測定提案　温度、湿度、熱流、インピーダンス計測

T-5 地中熱ヒートポンプによる、冷暖房システム

T-6 最新空調機器のご紹介

T-7 電気設計容量を軽減する、半導体式床暖房システム　

T-8 データロガー（計測器）

4．特別セッション

空気調和・衛生工学会100周年プレイベント

空気調和・衛生工学会東北支部 地区講演会
　【特別セッション】 司会： 松木 石二 ㈱朝日工業社
　15：30～17：00　　口頭発表A会場 （工学基礎教育センター1階011教室） 

「東北地方におけるスマート設備システムへの期待」 151

プログラム

1. 開会挨拶
第6回学術・技術報告会組織委員長 小林 光 東北大学

2. 主旨説明
空気調和・衛生工学会東北支部 事業委員会 幹事 渡邉 浩文 東北工業大学

3. 主題解説
1）諸外国の取り組み 菅 健太郎 Arup東京事務所
2）「エコ」と「防災」～東松島の復興まちづくり 石垣 亨 東松島市復興政策部
3）東北地方におけるスマート設備システムへの期待 内海 康雄 仙台高等専門学校
　－地域の未来・設備・技術者－

4. ディスカッション
・コーディネーター 渡邉 浩文
・パネリスト 菅 健太郎

石垣 亨
内海 康雄

5. 閉会挨拶
空気調和・衛生工学会東北支部　副支部長 赤井 仁志 福島大学 / 北海道大学

5．閉会式
　【閉会式】 司会： 小林 光 東北大学
　17：00～17：15　　口頭発表A会場 （工学基礎教育センター1階011教室） 

優秀発表奨励賞 発表 優秀発表奨励賞 選考・表彰委員会委員長 須藤 諭 東北文化学園大学

優秀発表奨励賞 受賞式 空気調和・衛生工学会 東北支部長 内海 康雄 仙台高等専門学校
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㈱イノアック住環境

日置電機㈱

サンポット㈱

三菱電機住環境システムズ㈱

㈱サンマックス

江藤電気㈱

3．技術展示

展示
№

展示題目 出展者

配管材のオールプラスチック化
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　　ホテル法華クラブ仙台  4階藤の間

　　　　（仙台市青葉区本町2-11-30）

　【交流会】 司会： 船木 寮一 三建設備工業㈱
　18：30～20：30　　4階藤の間 〔会費：5,000円〕

開会挨拶 空気調和・衛生工学会 東北支部長 内海 康雄 仙台高等専門学校

共催・協賛・後援団体代表祝辞 日本技術士会 東北本部長 吉川 謙造 ㈱ダイワ技術サービス

乾杯 日本空調衛生工事業協会 東北支部長 小野寺 宏允 本山振興㈱

　　　　【　　歓　　談　　】

閉会挨拶 第6回学術・技術報告会 組織委員会委員長 小林 光 東北大学

公益社団法人 空気調和・衛生工学会 東北支部

第6回 学術・技術報告会

交　　流　　会

平成29年3月14日 (火)

★ 交流会
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緑のカーテンの熱環境負荷低減効果に関する研究 

 

○須田美（東北文化学園大学） 

髙島健太，川村広則，須藤諭（東北文化学園大学） 

 
A Study on the Effect of Heating Load Reduction of the Green Curtain. 

Suda Yoshimi (Tohoku Bunka-Gakuen University), 

Takashima Kenta, Kawamura Hironori, Sudo Satoshi (Tohoku Bunka-Gakuen University) 

 

キーワード：緑のカーテン，熱環境負荷低減効果,日射遮蔽率，葉量密度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.はじめに 

 前報 1)では、緑のカーテンによる日射遮蔽効果

に関する実測例について報告し、前報 2）では、

葉量密度と日射遮蔽率の関係は対数関数的上昇

であると予測を立てた。 

 2016年も 5～9月にかけ東北文化学園大学南

側壁面に高さ約 4[m]、幅約 24.4[m]の緑のカーテ

ンを栽培した。繁茂状況はかなり良好であり葉量

密度は、最高 550[枚/㎡]まで生育した。(図 1) 

2.実測概要 

 実測対象として当大学の図書館南側壁面に設

置した緑のカーテンを対象とした。 

 図 2に T型熱電対での温度測定、図 3に日射

量の測定図を示す。植物の種類は、前年度と同様、

ゴーヤ、アサガオ、ユウガオを栽培したが、前報

2）の植物種による日射遮蔽率の違いはあまりな

いといった結果から、ゴーヤを選定し測定した。 

3.壁面温度の上昇抑制効果 

3.1測定概要 

図 4～8に熱電対による温度測定の結果を示 

す。計測項目は、直射日光が当たっている壁面、 

緑のカーテンによってできた日影部分、葉表面の 

温度とした。気温については、当大学の中庭に設 

置した気象記録装置の気温データを使用してい 

る。 

3.2測定結果 

当大学南側図書館壁面の場合、13時半頃若 

しくは 14時頃から日影になるため、直射日光が 

あたっている壁面の温度は低下し始めている。そ 

のため、壁面温度と日影部分の温度差が大きい時 

間帯は 10時頃から 13時頃の間に多く見られた。 

図 1 大学緑のカーテンの繁茂状況 2015年(上)2016年(下) 

 

図 2 熱電対による温度測定 

図 4 温度測定結果① 

図 3 日射量測定図 

A-1
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図 5 温度測定結果② 

  

図 6 温度測定結果③ 

図 7 温度測定結果④ 図 8 温度測定結果⑤ 

図 9 葉量密度と日射遮蔽率の関係 

図 4測定結果①では、直射日光が当たっている

壁面温度は、最高 37.3[℃]に達し、同時刻の日影

部分は 29.0[℃]と、8.3[℃]の温度上昇抑制効果を

確認した。図 5 測定結果②は、最高 45.0[℃]に対

し日影 29.4[℃]であり、最高 15.9[℃]の温度上昇

抑制効果を確認。図 6測定結果③は、最高 42.1[℃]

に対し日影 28.3[℃]であり、最高 13.1[℃]の温度

差を示し、図 7 測定結果④では、最高 41.0[℃]に

対し、日影 28.1[℃]であり、温度差は 12.9[℃]と

なった。図 8 測定結果⑤は、最高 45.7[℃]に対し

日影部分は 29.5[℃]と、16.2[℃]の壁面温度の上昇

抑制効果を確認した。 

3.2まとめ 

 以上の実測結果から、夏期に緑のカーテンを設

置し日影をつくることによって、具体的には 8[℃]

～16[℃]の低減効果が実測され、直射日光が当た

ることによる壁面温度の上昇を抑制することがわ

かった。 

4.葉量密度と日射遮蔽率の関係 

4.1概要 

 前報 2)において、葉量密度と日射遮蔽率の関

係は対数関数的上昇であると予測した。2016

年は 550[枚/㎡]まで生育したため、550[枚/

㎡]から 25[枚/㎡]ずつ減らし、詳細な実測を

行った。 
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4.2結果 

 図 9 に葉量密度と日射遮蔽率の関係をプロットし

たものを示す。図 9 は風が吹いている状態や雲があ

る状態等のデータが混在しており、ばらつきが見ら

れため、風の強さ、雲の量で分け分析を行った。 

図 10に弱風（状態）、図 11に微風（状態）を示す。

微風、弱風は気象庁が定義しており、微風は 10分間

平均風速が 0.3[m/sec]～1.5[m/sec]である風として

おり、弱風は 10 分間平均風速が 1.6[m/sec]～

3.3[m/sec]である風としている。緑のカーテンの遮蔽

性能としては、弱風状態よりも微風状態が高い数値

を示している。 

図 12 に雲量が 50[%]未満（状態）、図 13 に雲量

50[%]以上（状態）の関係を示す。 

雲量 50[%]未満（状態）の場合、葉量密度と日射遮

蔽率の関係性を確認することができたが、雲量 50[%]

以上（状態）では、決定係数が低い値を示したこと

から、関係性は見られない結果となった。 

緑のカーテンの遮蔽性能を表わす状態は、微風状

態且つ、雲量 50[%]未満（状態）の実測データであ

ると考え、図 14に示した。決定係数 R2=0.829とな

り、緑のカーテンの葉量密度と日射遮蔽率の関係は

前報 2）において予測した通り、葉量密度の上昇に対

して日射遮蔽率の上昇は鈍化し、対数関数的関係で

あることがわかった。また、葉量密度が 200[枚/㎡]

に生育すれば、日射遮蔽率は 80[%]以上になること

がわかった。 

図 11 微風状態 

図 12 雲量 50[%]未満状態 

図 14 微風状態、雲量 50[%]未満状態 

図 13 雲量 50[%]以上状態 

図 10 弱風状態 

表 1 微風、弱風の定義 
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表 2 東北文化学園大学図書館南側壁面概要 

壁素材 厚さ[mm]

石こうボード 12
スチレン発泡版 25
コンクリート 163

表 3 壁素材概要 
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60000[Wh]の低減が期待できることがわかった。ま

た、建物の窓面からの熱取得が絶大であるため、緑

のカーテンは壁体よりも、窓面等に設置する方が効

果は大きいことを確認した。 

図 15 南側外壁 1㎡当たりの熱取得 

図 16 南側窓ガラス 1㎡当たりの熱取得 

図 17 図書館南側立面図 

図 18 総熱取得 

5.緑のカーテンの熱環境負荷の低減に関する評価 

5.1概要 

 表 1に対象とした本学の図書館南側壁面の概要、

表 2に壁素材の概要を示す。 

5.2結果 

 図 15に壁 1[㎡]当たりの熱取得、図 16に窓ガラス

1[㎡]当たりの熱取得を示す。遮蔽率は、ある程度生

育すれば遮蔽率は 80[%]相当に達する結果から、

80[%]として計算している。壁の熱取得の場合、最大

値は 16時の 10.68[W/㎡]であり、緑のカーテンを設

置すると 5.98[W/㎡]と約 45[%]の低減効果が期待で

きる。南面の窓ガラスの場合、太陽は 12時に真南に

位置することから、12時に最大となり 248.82[W/㎡]

となった。日射を遮蔽した場合、42.20[W/㎡]となり

83[%]の熱取得削減が期待できることがわかった。図

17に対象の立面図、図 18 に総熱取得を示す。総熱

取得は、本大学図書館南側壁面の実際の熱取得を表

しており、総取得熱約 75000[Wh]に対し、緑のカー

テンを設置した場合は約 15000[Wh]になり、およそ 
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都市部オフィスビルにおける緑陰形成効果と空気熱源機器効率向上に関する研究 

○土屋 茂樹（三機工業㈱，水出 喜太郎（㈱日建設計），後藤 悠（㈱日建設計） 

 福森 幹太（三機工業㈱），新村 浩一（三機工業㈱）内田 一也（三機工業㈱） 

Effect of Shade Tree and Efficiency Improvement of Air-Heat Equipment 

of Office Building in Urban Area 

Shigeki Tsuchiya (Sanki Engineering Co. Ltd.) Kitaro Mizuide (Nikken Sekkei Ltd) 

Yu Goto (Nikken Sekkei Ltd)   Kanta Fukumori (Sanki Engineering Co. Ltd.) 

Koichi Shinmura (Sanki Engineering Co. Ltd.) Kazuya Uchida (Sanki Engineering Co. Ltd.) 

 

キーワード：ミスト噴霧 緑化 排熱利用 

 

はじめに 

大阪市中心部のAビル 1)は、様々な省エネルギー対

策技術を導入した都市型低環境負荷建築となっている。

そのうち、外構緑化及びミスト噴霧、屋上緑化、給湯

機排熱の冷房利用について効果の検証を行ったので報

告する。 

 

1. 外構緑化及びミスト噴霧による暑熱環境緩和 

1.1 概要 

外構緑化及びミスト噴霧の概要を図－1 に示す。建

物の周りを囲むように、クスノキやカツラなど様々な

樹木が植えられている。建物東側は、車道際に植栽帯

を設けた並木道となっている。並木道の両側にある植

込部にミスト装置が設置されており、並木道に向けて

噴霧する。ミストの仕様を表－1に示す。 

1.2 測定方法 

 緑化及びミスト噴霧の効果を確認するため、外構周

辺の温湿度を連続測定し、熱画像を撮影した。外気温

やミスト噴霧量はBEMSデータを用いた。 

温湿度の測定点(図－1)は、噴霧対象エリアの緑化部

「緑化＋ミスト」(3点)、非噴霧エリアの緑化部「緑化」

(2点)、非噴霧エリアの非緑化部 「緑化なし」(1点)の

計６点とした。各点に日除け付きおんどとりを設置し

た。 

 

図－1 外構緑化及びミスト噴霧概要 

石畳

シマトネリコ シナノキ

クスノキ

：温湿度測定点：ノズル設置点

カツラ

ケヤキ
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ミスト+緑化
(1)

ミスト+緑化
(2)

ミスト+緑化
(3)

緑化
(2)

緑化
(1)

緑化なし

熱画像
撮影方向

噴霧方向

 

図－2 ミスト噴霧時の熱画像 

噴霧開始時 5分後

10分後 30分後

40℃

30℃

表－1ミスト設備仕様、及び噴霧条件 

 

<機器仕様> <噴霧条件>

・ノズル個数 80個 ・期間 7/21～9/30(土日除く)

・流量 188L/h ・運転時間 8時～17時
・ポンプ圧力 6MPa ・制御条件温度30℃以上

湿度80％未満

A-2
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1.3 測定結果 

噴霧開始からの時間ごとの熱画像を図－2 に示す。

噴霧開始から時間が経つにつれ、植込部の温度が低く

なっていることがわかる。熱画像の平均温度を比較す

ると、開始直後から 30分後には 3.2℃程度低くなって

いた。 

代表日の温湿度変化を図－3 に示す。日中ではミス

ト噴霧箇所である「緑化＋ミスト」測定点の温度が低

くなっており、ミストによる効果が確認された。「緑化

+ミスト」と「緑化」の平均温度の差は最大で 1.5℃

(16:10)であった。 

測定期間中の噴霧量と各地点の温度、日射量の平均

値を図－4 に示す。緑化部である｢緑化＋ミスト｣「緑

化」測定点の温度がいずれの日も低くなっており、緑

化による効果が確認された。「緑化」測定点と「緑化な

し」の平均温度の差は、最大で 3.1℃(8/13)であった。

なお、8/13の噴霧量が 1m3未満となっているのは、運

転条件である外気 30℃以上の時間が短かったためで

ある。 

また同図より、測定期間中のミスト噴霧量は 9m3で

あった。そのため、水の蒸発潜熱を 2,500kJ/kgとした

場合、合計で 22,500MJの都市熱が緩和されたと考え

られる。 

測定期間中の噴霧時の各緑化部と、非緑化部との平

均温度差を図－5に示す。「緑化」平均温度差は-1.3℃、

「緑化＋ミスト」の平均温度差は-1.7℃となった。その

ため、噴霧による温度低下は 0.4℃、緑化による温度低

下は 1.3℃であると考えられる。「緑化(1)」より「緑化

(2)」のほうが温度低下しているのは、後者のほうは樹

葉が多いためと考えられる。なお、「緑化＋ミスト(2)」

の温度差が小さい原因として、車両進入地点であるた

め、緑被率が小さいことが考えられる。 

 

2. 屋上緑化による空冷熱源機器効率への影響 

2.1 概要 

屋上緑化の概要を図－6 に示す。中央に太陽光パネ

 

図－3 温湿度の経時変化 
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図－6 屋上緑化概要及び測定点 
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図－5 測定位置の比較 
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図－4 計測期間中の平均値 
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ル(PV)が設置されており、その他のメンテ通路などを

除いた可能な限りのスペースを緑化している。緑化に

は、通常の樹種に比べて著しく葉の生育が速く、葉の

蒸散作用及び CO2 の吸着量が多いイモを用いている。

熱源機器の上部を緑化する事で、熱源機器の吸込み温

度を低下させ、機器の効率向上を図っている。 

2.2 測定方法 

屋上緑化の効果をみるため、緑化部と非緑化部で各

測定点(図－6)の表面温度を赤外線式表面温度計で測

定し比較した。緑化部の空気温度は、チラー吸込部に

日除け付温度ロガー(おんどとり Jr RTR-53A)を設置

し連続測定した。非緑化部の空気温度は、ヘリポート

部および A ビルに隣接しほぼ同じ高さの別棟の屋上

部に日除け付温度ロガーを設置し測定した。また、日

射量などのBEMSデータと比較した。 

2.3 測定結果 

各点の表面温度の経時変化を図－7 に示す。夏期晴

天時の日中において、PV表面は 55℃程度、コンクリ

ートスラブ表面では 50℃近くに上昇するが、屋上緑化

の葉面廻りの表面温度は 30℃程度と終日気温よりも

やや低く推移した。 

各部の温度の経時変化を図－8 に示す。日中の緑化

部(チラー吸込部)と非緑化部(ヘリポート部、別棟屋上)

の温度差は、最大で 2.6℃(13:20)であった。 

空調稼動時における日射量と緑化に夜温度低減の

関係を図－9 に示す。緑化による温度低減は大きなバ

ラつきがあり、日射量のみではなく風向などの影響も

大きいと考えられるが、午前中で平均 0.8℃、午後は

0.5℃であった。温度低減量や機器仕様から、午前中に

おける全チラーの省エネルギー量を算出すると平均で

一日あたり 29.8kWh となり、4.3%の効率向上となっ

た。 

3. ヒートポンプ給湯機排熱の冷房利用

3.1 概要 

ヒートポンプ給湯機の冷排熱を冷房に利用するシ

ステムの概要を図－10に示す。電気室はパッケージ空

調機(PAC)により冷房されている。PACの消費電力の

削減のために、ヒートポンプ給湯機稼動時の冷排熱を

電気室に送風するシステムとなっている。 

3.2 測定方法 

測定点を図－11に示す。温度は、冷排熱吹出口(3点、

1700mm×850mm)、室内中央部、室内西側、および

吸込口(3点、熱源機械室への還気口)に温湿度ロガー(T

社製おんどとり)を設置し測定した。風量は、給湯機の

排気側(定格 180m3/min、可変速、3 台)をロガー付ベ

ーン式風速計により測定した。得られた風量、温度か

ら冷排熱量を算出した。 

図－7 各点表面の経時変化(夏期晴天時) 
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3.3 測定結果 

給湯機の冷排熱の温度と風速、及び給湯機の吸込温

度の経時変化を図－12に示す。風速に変動が無いため、

給湯機は定格で運転されており、出力はほぼ一定であ

ったと考えられる。測定風速と定格面風速(2.1m/s)の

値が異なるのは、風速の面分布の影響と考えられる。 

給湯機の主な運転時間帯である22時から25時まで

の温度の平均値を図－13に示す。冷排熱の温度は16℃

程度であった。また給湯機運転日において、吸込温度

と電気室中央部温度のいずれも非運転日よりも低くな

っており、冷排熱の効果が室内中央まで到達している

ことがわかる。 

各測定点の温度と風量から算出した 1 日あたりの冷排

熱量を図－14 に示す。給湯機稼動日における、3 台合計

の冷排熱量は最小 878MJ、最大 1306MJ であり平均は

1011MJ であった。このとき、PAC の COP を 3.6(定格)に

した場合、一日あたりの省エネルギー量は 85.7kWh と試

算できる。日曜における冷排熱量が大きいのは、給湯量が

多く運転時間が長かったためであると考えられる。 

 

4. まとめ 

本報では、都市部における低環境負荷建築に用いら

れている省エネルギー対策技術の概要を示し、効果を

検証した。 

外構緑化とミスト設備の効果の検証では、緑化によ

る温度低下は平均 1.3℃であり、ミスト噴霧により更

に 0.4℃効果を加えていることがわかった。 

屋上緑化の効果の検証では、緑化周りの温度が低減

できていることを確認した。緑化と日除けを併用した

空冷チラーの吸い込み温度は、それらがない場合と比

較して概ね 0.8℃低減できていることを確認した。 

ヒートポンプ給湯機の冷排熱を電気室の冷房に利

用したシステムについて効果を明らかにした。二週間

の実測より、冷排熱量は 1日あたり 1306MJ有ること

を確認した。 
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図－13 給湯機運転時間帯の平均温度 
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伝統的民家の工夫を現代の建築設計に生かすための模型実験  

－町家の冷気積層型熱対流について－ 

○ 千葉玲奈（宮城学院女子大学大学院） 

Model experiments for applying Traditional Technology of the House to Modern Architectural 

Design  

Convective airflow inside the Cool air pool of traditional town house“Machiya” 

Reina Chiba (Miyagi Gakuin Women’s University) 
 

キーワード：町家, 上方開放,  熱対流 

 

1．はじめに 

 近年の住宅は省エネを意識しており、 高気密 ・ 

高断熱への取り組みや、 設備の高効率化は日々進

歩している。 しかし、建築的工夫が考慮されてい

ないまま高断熱 ・ 高気密化が先走ると、 住宅で

は設備の使用が多くなり、 それによって結局エネ

ルギーは減少せずにむしろ増加する可能性がある。

また、2011年の東日本大震災後では、電力不足に

よる夏場の節電への取り組みが行われたが、設備

が十分に機能しない状況下での室内の暑さは多く

の人が経験したはずである。今後、建築的工夫を

見直し、高気密 ・ 高断熱化と合わせていくこと

で設備を必要以上に使わず、 自然エネルギーも生

かす住宅のあり方が重要になってくるのではない

かと考えられる。 

 そこで本研究では、建築的工夫によって夏季の

涼感を得ている京町家に注目し、その涼感に関わ

る「ゆらぎ」の気流性状を把握することを目的と

して、ゆらぎを模型で再現する実験を行った。 

  

2.京町家の環境特性 

 日本の伝統的民家は材料や建物の形態を工夫

し、先人たちは蒸暑に対応してきた。その一つで

ある京都の町家は、様々な工夫が組み合わさって

「ゆらぎ」（熱対流現象）が発生している。それは

以下のようなものである。 

①塀や蔵に囲まれており、日射や周辺からの輻射

の断熱がされる。 

②1 階を主な居住空間とすることで２階が日射の

緩衝空間となる。 

③坪庭と裏庭に挟まれている居室から庭に向かっ

て室内からの熱が排出され、庭から居室には蒸発

冷気が流入する。 

④その蒸発冷気は町家内の安定した気温で室内に

滞留した状態、つまり冷気積層となり、それがわ

ずかな浮力や日射からの条件によって動き、居室

内の空気のゆらぎ（熱対流現象）を生み出す。 

図 1 町家断面の概念図 

 

ゆらぎは居住者に涼感を与え、夏季の快適さに

関わっているということは既往の研究で報告され

ている。しかし、町家で起こるゆらぎを実際に現

代の住宅設計に応用可能な設計手法の実現はなさ

れていない。 

 

3.模型実験の概要 

3.1町家模型 

町家の主な構成要素である坪庭、座敷（1階・2

階）、裏庭を簡略化し、町家を再現した 20/1スタ

イロ模型を作成（W1290mmD60mmH25mm）。

模型高さは SD 選書 59 に収録されているいくつ

かの町家の平均の高さ、模型幅は既往の研究にあ

る町家幅を参考に決定した。また、外部風の影響

を受けないためのカバーも作成し、町家模型とカ

A-3
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バーの一面は観測用にアクリル板となっている。 

3.2 測定方法 

（1）使用機器 

熱電対（T型）、面状発熱体（100V/240W）、保

冷剤（ポレスチレン容器 W230D190H23）、デー

タロガーGRAPHTEC midiLOGGER GL820、オ

イルトレーサー 

（2）各条件の測定 

①太陽光：日射が当たる部分は、座敷 2階南面

と北の蔵・塀に該当する部分だと思われる。そこ

で、温度コントロールがしやすく、レーザー照射

時の観測に影響の出にくい免状発熱体で日射の熱

を再現する。 

②庭の蒸発冷却：庭で起こる蒸発冷却の冷気は

座敷 1階に積層するため、冷気は保冷剤で再現す

る。 

③外部風：今回は人工的に外部風を発生させる

ことはしなかった。しかし、使用教室の換気口や

扉からの風の影響はあると考え、それを外部風と

した。 

④温度分布：模型内に熱電対を 60mm×

90mm の間隔で全 65 点設置し、データロガー

で記録した。また、そのデータで温度分布のコ

ンタを作成した。 

⑤気流：気流を可視化するために、オイルトレ

ーサーを模型内に充満させてレーザー照射をし、

動画撮影した。 

 

 

  

 

 

  

 

図 2 

 

3.3 実験条件 

 外部風の影響を受けないようにカバーを設置

した場合と、カバーなしの 2つの状態で実験を行

った。そして発熱体の加熱のみ、発熱体の加熱と

保冷剤の設置の 2つの場合の case1~case4に分け、

それぞれのケースで南北の温度差を温度差なし、

25℃差、5℃差の 3 条件で気流がどう変化するの

かを比較した。 

カバー有  発熱体のみ        

      発熱体+保冷剤     

カバー無  発熱体のみ    

      発熱体+保冷剤   

         ↓ 

各 caseの南北の発熱体温度差 

①温度差なし（保冷剤は南北に 2個） 

②25℃差（保冷剤は南 2個、北 1個） 

③5℃差（保冷剤は南 2個、北 1個） 

 

４．実験結果 

 今回、全 12 パターンの実験を行っているが、

実験結果の中から町家のゆらぎに関係していると

思われるトレーサーの消失度（模型内のトレーサ

ーが消える様子）、気流動（気流の動く大きさの様

子）、往復動（座敷部分の空気が一斉に動き、元に

戻る様子）の 3つの項目に関わるものについて報

告する。 

4.1 トレーサーの消失度と温度分布 

図３case1(カバー有、発熱体のみ)の模型内の様子 

と温度コンタ 

 

図 4 case3(カバー無、発熱体のみ)の模型内の様

子と温度コンタ 

座敷 1階 

坪庭（南）

（南） 

裏庭（北） 
座敷２階 

  保冷剤配置箇

所 

発熱体 発熱体 

北 

case1 

case2 

case3 

case4 

南 北 

南 北 
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図 5 case4（カバー無、発熱体と保冷剤あり）の 

模型内の様子と温度コンタ 

 

 図 3の case1と図 4の case3ではカバーの有無

によるトレーサーの消失度と温度分布の差が観察

できた。気流速は case1では 0.9m/s、case3では

3.0m/sだった。図 3を見ると模型内全体にトレー

サーが残っているが、図 4ではトレーサーが完全

に消えている。温度コンタによる模型内の温度分

布をみると、カバー有りの図 3では模型内全体が

発熱体近辺の温度とほぼ変わらない温度分布にな

っている。しかし、図 4のカバー無しでは模型内

全体の温度分布が発熱体付近の温度よりも低い値

で分布していた。カバーが無い場合には、発熱体

によって模型内は暖められるが、トレーサーが模

型内に無いことからも、気流が庭の上方開放部か

ら外部へ流れて模型内の温度上昇を抑えられてい

ることが分かる。 

また、図 4の case3と図 5の case4ではカバー

無しで保冷剤の有無によるトレーサー消失度と温

度分布の差が観察できた。case4 の気流速は座敷

上層部 3.6m/s、座敷下層部 1.8m/s だった。保冷

剤を設置した図 5では、カバー無しではあるがト

レーサーが座敷天井部に若干と床付近の中層～下

層部に留まっていることが分かる。この温度コン

タを見てみると、保冷剤で冷やされた空気の温度

分布と、トレーサーがとどまっている場所がほぼ

同じである。冷えた空気は上方開放部から外部へ

流れにくいことが分かった。 

4.2 往復動について 

 今回外部風を意図的には発生させていないが、

実験を行った教室の換気口やドアからの外部風が

発生した。外部風発生時における模型内の気流の 

様子を図 6と図 7に示す。 

 

図 6-1 case3の外部風発生前 

 

図 6-2 case3の外部風発生後 

 

 case3（カバー無し、発熱体温度差なし）では、

外部風発生前の気流は座敷の位置にあることが図

6-1 で確認できる。しかし、南から北の向きに流

れる外部風約 3.0m/sが発生すると、図 6-2で示す

ように気流が外部風と同じ方向に流れ、庭の上方

開放部から外部へ模型内の気流が出て行った。 

 
図 7-1 case4の外部風発生前 

 

図 7-2 case4の外部風発生後 

  

case4(カバー無し、発熱体温度 25℃差、保冷剤

あり)の実験の際に外部風約 3.0m/s が北から南方

向に発生した。外部風発生前は座敷上方（気流速

3.6m/s）の気流は北から南へ、座敷下方（気流速

1.8m/s）では南から北へ向かう気流の傾向がみえ

る。（図 7-1）外部風発生後は座敷上方の気流の向

きは変わらないが、北から南へ向かう気流動が大

南 北 
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きくなった。座敷下方では発生前とは逆に北から

南へと気流の方向が変化した。しかしその後、外

部風が収まるとほぼ外部風発生前の状態に戻り、

外部風と共に気流は完全に出て行かないことが観

察できた。 

4.3 気流の方向性 

南北に設置した発熱体の温度差と、保冷剤の有無

や設置個数による気流の方向性を表 1～3に示す。 

また、方向性の表記は以下である。 

南北の庭から、座敷中央へ向かう気流：C 

南から北へ向かう気流：S→N 

北から南へ向かう気流：N→S 

表 1 南北発熱体の温度差なしの場合 

 case1 case2 case3 case4 
天井付近 C C C S→N 
床付近 C - C C 
天井と床の

関係 
同方向 異なる 同方向 異なる 

 

南北の発熱体温度が同じである場合、気流は南北

の庭から座敷の模型中央に向かう気流の傾向が全

ケースに表れた。case2 の床付近の気流方向は、

気流の動きがほぼ確認できなかった。また、case4

の天井付近の方向は、温度コンタで確認すると北

の発熱体温度が南よりも上がってしまっていたた

め、北の浮力が強く働いたことが考えられる。 

表 2 南北発熱体 25℃差の気流の方向性 

 case1 case2 case3 case4 
天井付近 N→S N→S N→S N→S 
床付近 S→N C S→N S→N 
天井と床の

関係 
逆方向 異なる 逆方向 逆方向 

 

25℃差では天上付近の気流は発熱体温度の高い

南へ動く傾向にあった。また、床付近は保冷剤 2

個を置いている南から北へ冷気が動き、保冷剤が

無い場合でも床付近は天井付近よりも温度が低く、

同じ動きになった。case2 においては、カバーが

有ることで冷気がより床付近に積層し、動きがほ

とんどなかった。 

表 3 南北発熱体 5℃差の気流の方向性 

 case1 case2 case3 case4 
天井付近 C C C S→N 
床付近 C S→N C S→N 
天井と床の

関係 
同方向 異なる 同方向 同方向 

 

南北の発熱体温度差が 5℃では、温度差なしの場

合と気流の傾向がほぼ変化しなかった。case4 で

は南 2個、北 1個の保冷剤を置いていたため、冷

気の方向性が天井付近にも影響したと考えられる。 

 

5．まとめ 

今回の模型実験の発熱体温度差や保冷剤の設置

個数、カバーの有無による気流性状の様子から、

模型内の空気が動くメカズムは以下のように考え

られる。①発熱体によって庭上方部分の空気が温

められて浮力が生じる。（庭部分に乱流の発生）②

その浮力で気流は回転運動始める。③冷気は比重

が重いため、その回転運動にすべてが巻き込まれ

ることはないが、座敷の中間層の温度が上層部に

近い部分は回転運動に引っ張られて動き出す。④

特に、発熱体の温度差が大きいと対称の庭の気流

も動かすことになり、模型内全体に一方向の気流

が生まれる。（座敷部分は層流、しかし座敷天井部

付近は乱流） 

以上のことから、加熱された空気の浮力が模型

内の空気を動かすきっかけとなっている可能性が

高く、そのきっかけで模型内には煙突効果のよう

な作用が働いているのではないかと考えられる。

外部風に関しては、模型内の気流は外部風の影響

で大きく動き、また元の気流状態に戻る様子もあ

ったが、外部風の影響以前に模型内の気流は動い

ていた。そのため、庭の空気が温まり、その浮力

の動きに引っ張られて模型内の熱気や冷気が南や

北に動く様子が「ゆらぎ」ではないかと考える。 
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排湿層を有する塗壁外断熱システムの断熱・防露性能 

○本間義規（宮城学院女子大学） 

 
Hygrothermal Performance of Exterior Insulation and Finish System  

with Moisture Expulsion Layer 
 

Honma Yoshinori (Miyagi Gakuin Women’s University) 
 

キーワード：外張断熱，EIFS，熱水分同時移動 
 

はじめに 

EIFS （ Exterior Insulation and Finish 
System）は、それ自体が外装仕上げとなる外張断

熱システムとして、北米・ヨーロッパで広く普及

している工法であり、日本でも湿式外断熱外装シ

ステムとして知られている 1)。従来、外壁に接着

層を介して貼付け施工されるが、躯体と EIFS 界

面への水分浸透によるトラブルから、現在では防

水工法やハウスラップ、ドレインシステムなどの

対応がとられている。このうち排湿層（空隙）を

有する EIFS は、非密閉空気層を有することにな

るため、断熱性能の低下が懸念されている。 
そこで本研究では、排湿層を有する塗壁外断熱

システムの断熱・防露性能の評価を行うことを目

的に、材料物性等の測定や実験を行うともに数値

シミュレーションを併用しながらそのメカニズム

について解明することを目的としている。今回は、

透湿実験と数値シミュレーションによる事前検討

を行ったので、その結果について報告する。 
 
1. EIFS 透湿度実験 
1.1 実験概要 
(1)  試験体 
 今回の実験評価に用いる EIFS は、室内側に排

湿層の溝のついた EPS の外側に、ガラスファイ

バーメッシュ＋ベースコート、プライマー、フィ

ニッシュコートの 3 層で仕上げられている。そこ

で、これら各々の層の透湿抵抗を求めるために、

表 1 に示す 4 種類のボードについて実験を行った。 
(2)  実験装置 
 図 1 に示す透湿ボックスを用いてドライカップ

法にて試験を行った。試験は JIS，ISO，日本建

築学会規準に準じて行っている 2)～4)。透湿面積は

250mm×250mmとし，無水塩化カルシウム 500g
をボックス内に入れて Hi-Mic-2045（日本精蝋）

で封ろうした。これを恒温恒湿槽（23℃85％）内

に電子天秤とともに設置し、1 分間隔で質量測定

を行った。 
表 1 試験体概要 
番号 試験体 

1 EPS＋下塗材 
2 EPS＋下塗材＋補強材＋プライマー 
3 EPS＋下塗材＋補強材＋プライマー＋仕上材 
4 EPS 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 2 試験結果（透湿抵抗・湿気伝導率） 

材料 
透湿抵抗 
m2sPa/ng 

湿気伝導率 
ng/msPa 

下塗材 0.0042424 0.57514 
補強材＋プライマー 0.0011762 0.04251 

仕上材 0.0038574 0.06740 
EPS 0.0082919 3.58363 

 

試験体 

280 mm 

11
0 

m
m

 

50 mm 
30 mm 

CaCl2, 500g 

図 1 試験体概要（ドライカップ法） 

No_1
y = 7.9781E-08x + 1.9116E-04

R² = 9.9908E-01

No_2
y = 7.2937E-08x + 1.0626E-04

R² = 9.9831E-01

No_3
y = 5.6922E-08x + 4.2701E-04

R² = 9.9625E-01

No_4
y = 1.2060E-07x - 2.0613E-03

R² = 9.9665E-01
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0.028
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図 2 各試験体（＋ボックス）の質量変化 

A-4
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 (3)  実験結果 
 図 2 に経過時間ごとの各試験体の質量変化を示

す。試験体の質量変化の傾きが一定になった時点

のデータを直線回帰してその傾きから透湿抵抗を

算出し、また材料厚みとから湿気伝導率を算出し

た（表 2）。この値を用いて数値シミュレーション

を行う。 
 
2. EIFS 壁体の熱水分同時移動シミュレーション 
2.1 数値解析概要 
(1)材料内の熱水分同時移動 
 排湿層を有する塗壁外断熱システムの断熱・防

露性能を把握するため，ハイグロスコピック領域

における 1 次元非定常熱水分同時移動シミュレー

ションを行う。基礎式・境界条件を(1)～(4)に示す。

κ、νは逐次更新しながら計算する非線形な扱い

とする 6)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2)排湿層内の通気量 
 今回の検討対象である EIFS は、躯体に設置す

る際に通常の通気層（一般には 18mm）と異なり

0～3mm（平均 1.5mm）厚である。そのため、排

湿層出入口の形状抵抗、経路の摩擦抵抗の影響を

より大きく受けると想定される。ISO15099 では

Air gap の通気量計算法を定めているが 6)、その

考え方に準じながら通気量計算法を構築する。 
 通気層内の換気駆動力は浮力ΔPT と風圧力Δ

PW であり、これら圧力と経路の摩擦損失ΔPHP、

通気出入口の形状抵抗損失ΔPZ,in、ΔPZ,outとの差

が動圧ΔPBとなるから、圧力平衡として次式が成

立する。 

 
 
動圧(Pa)：  
 
摩擦損失 (Pa)：  
 
摩擦抵抗係数λ：  
 
ただし，X=64（円管）～96（平行 2 平面） 

 
出入口形状抵抗損失(Pa)： 
 
 
 
入口形状抵抗係数：  
 
 
出口形状抵抗損失：  
 
 
等価直径： 
 
以上より、通気層内風速は次式でもとめることが

できる。 
 
 
 
 
 
 
 
排湿層内が層流の場合、Hagen-Poiseuille 流れ

であることが知られている。摩擦抵抗係数λは断

面形状によって異なり、レイノルズ数を Re とす

るとλ=64/Re（円管）～96/Re（平行 2 平面）で表

現される。今回の試験体形状はこれらの数値の間

に存在すると考えられるので、これをパラメータ

として解析する。なお、Re 数は通気風速の関数で

あるため、本来は収束計算が必要となるが、今回

は前時間ステップの風速を用いることにした。 
(3) 排湿層内の放射対流伝熱および熱水分収支 
 排湿層内の放射対流伝熱は、これらを分離して

扱う。熱水分収支は簡易的に 1 質点系として扱う。

収支式を(14)、(15)式に示す。 

記号： T:温度（℃）,X:絶対湿度（g/kgDA）,λ:熱伝導率（W/mK）,
λx’:湿気伝導率（g/msPa）, c:比熱（J/kgK）,ρ:密度(kg/m3),r:
潜熱(J/kg),Ψ:容積含水率(kg/m3),H:相対湿度(-), κ:絶対湿度変化

に対する含水率変化率（kg/m3(kg/kgDA)）,ν:温度変化に対する

含水率変化率(kg/m3K),  φo:材料空隙率（-） ,γ ’: 空気密度

（kg/m3）,α：総合熱伝達率（W/m2K）, αx’:湿気伝達率(g/m2sPa),  
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記号： ρ：空気密度(kg/m3)，v：通気層風速(m/s)，ν：空気動

粘性係数（1.5×10-4m2/s），Sratio,in：（Sratio,out）：通気入口（出口）

の見つけ面積に対する実面積の割合（N.D.），Deq：等価直径(m)，
SS：通気断面積(m2)，Lr：通気断面の周囲長さ(m)  
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2.2 室内側境界条件 

既報 5)同様、室内温湿度条件は日射入射のある

室内と想定して(16)～(18)式で与える．また、室

内絶対湿度は、外気絶対湿度を基準にしてΔX 
(g/kgDA)高いものとする。今回はΔX=5g/kgDA
（一般的な室内湿度環境よりも高湿）で与えた。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3 計算モデルおよび計算条件 

 計算モデルは木造繊維断熱（HGW16k100mm）

充填壁体の外側に附加断熱として EIFS を設置す

るものとする（図 3）。EIFS の排湿層は図 4 に示

す形状をしている。排湿層の Air gap は 26mm 幅

の二等辺三角形が縦方向に連通しており、その等

価直径は 2.96mm、1gap あたりの断面積は 3.9×
10-5 m2、躯体に接する表面積は 2.5％増加する。 
構成材料の熱湿気物性値は表 2 および既報 5)に

示す値を用いた。計算対象地域は仙台、シミュレ

ーション期間は 2 年とし、1 年目を助走期間とし

て 2 年目の結果で考察した。なお，気象データに

は，EA 気象データ標準年を用いた。 
 
3. シミュレーション結果 
3.1 排湿層の気流速度 
 排湿層の気流速度を図 5 に示す。排湿層風速は

λに比例し、その比率はλの比に等しい。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
年間の平均風速はλ=64/Re、80/Re、96/Re の

順に 0.029、0.0023、0.0019m/s であり、通常の

通気層と比べて非常に緩やかな流れとなる。 
3.2 HGW 外側（結露ポイント）の時系列変動 
 図 6～8 にグラスウール（HGW16K）外側（防

湿層がない繊維系断熱材の外気側なので結露の危

険性が高い）の温湿度年変動（日平均値）を示す。

排湿層のないもの（全面直付け）のものとはやや

異なる変動となるが、摩擦抵抗係数の異なるもの

はほぼ同じ変動となる（これは日平均値だけでな

く，時間変動についても同じ）。図 5 に見るよう

に、排湿層の流量が非常に少ないため、排湿層の

熱水分収支上は摩擦抵抗係数の差は効かないとい

うことを示している。ただし、温度、絶対湿度の

微妙な差異が相対湿度変動に大きく影響している。

年間では 12～1 月頃に 90％を超える状況となっ 
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記号： Tvent：排湿層温度（℃）、Xvent：排湿層絶対湿度(g/kgDA) 
、Tsurf：排湿層内の表面温度（℃、o：外気側、i：室内側）、Xsurf：

排湿層内の表面絶対湿度（g/kgDA、o：外気側、i：室内側）、α

cv：対流熱伝達率（W/m2K）、αx’:湿気伝達率(g/m2sPa)、 Qv:排
湿層風量（m3/s）、LW:検討対象とする排湿層幅(m)、 LH:排湿層

高さ(m) 
 

記号： J:日射量(W/m2), VOL:室容積(m3), 12558J/m3K：空気・家

具等の熱容量の合計，τ：分割時間(s), Swindow:窓面積(m2)，Xh：

絶対湿度の増分(g/kgDA)，DAY：1 月 1 日からの通算日，time：
時刻 
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図 3  検討した EIFS 付き断熱壁体の水平断面 

 

図 4 EIFS の排湿層詳細 

図 5 排湿層内の気流速度（年変動） 
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ており、排湿層を設けることで逆に危険性が高ま

っている。図 9～11 は 1/1～7 における同ポイン

トの温湿度変動である。排湿層ありモデルは緩や

かな変動になっており、排湿層がバッファの役目

を果たしている。絶対湿度（図 11）をみると、排

湿層によって低湿化しているが、その一方で相対

湿度は結露時間帯が生じており、排湿層内を低温

外気が流れることで、わずかながらも温度が低下

することが原因である。1 月熱流積算値(744 時間

分)で比較すると、排湿層なし 11.48MJ/m2、排湿

層あり 11.34MJ/m2で殆ど差がない。 
 
4. まとめ 
 排湿層を有する塗壁外断熱システムの断熱・防 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
露性能について検討した。エネルギー的には殆ど

差がないものの、排湿層が結露リスクをやや高め

ることが推測された。排湿層の気流速度について

は今後、通気実験を行い、理論と現象とが整合す

るかどうかを確認する予定である。 
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図 6 HGW 外側（結露ポイント）の温度年変動 

図 7 HGW 外側（結露ポイント）の相対湿度年変動 

図 8 HGW 外側（結露ポイント）の絶対湿度年変動 

図 9 HGW 外側の温度年時間変動(1/1-1/7) 
 

図 10 HGW 外側の相対湿度時間変動(1/1-1/7) 
 

図 11 HGW 外側の絶対湿度時間変動(1/1-1/7) 

参考文献 1) EIMA, EIFS Industry Members Association, 
http://www.eima.com/， 2)JIS K7225:2005, 硬質発泡プラスチック

-水蒸気透過性の求め方，日本規格協会，3)JIS Z0208:1976，防湿包

装材料の透湿度試験法，日本規格協会，4)ISO 12572 Hygrothermal 
Performance of Building Materials and Products – 
Determination of water vapor transmission properties, 2016，5)
本間義規：付加断熱した非防湿壁体の熱湿気性状に関する数値解析、

空気調和・衛生工学会第 5 回学術・技術報告会論文集、31-35、H28
年 3 月，6)ISO15099 Thermal performance of windows, doors and 
shading devices – Detailed calculations, 2003 
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費用対効果の観点から見た断熱改修住宅の環境性能評価 

○谷口 幸多（秋田県立大学），長谷川兼一（秋田県立大学），細淵勇人（秋田県立大学）， 

松本真一（秋田県立大学） 
Evaluation of the environmental performance of detached houses renovated with thermall 

insulations from the viewpoint of cost effectiveness 
 

Kota Taniguchi (Akita Prefectural University), Hasegawa Ken-ichi (Akita Prefectural 
University), Hayato Hosobuchi (Akita Prefectural University), 

Matsumoto Shin-ichi (Akita Prefectural University) 

 
キーワード：断熱改修，室内温熱環境，エネルギー消費量 

 
はじめに 

住宅部門での二酸化炭素排出量削減が課題と

なっていることを背景に，新築住宅に関しては省

エネルギー法が順次強化されている。しかし断熱

レベルの低い既存住宅の高断熱・高気密化の推進，

いわゆる断熱改修が住宅部門の二酸化炭素排出

量削減のための対策として挙げられるものの，未

だ浸透しているとは言い難い。この原因の一つと

して，断熱改修の費用対効果が明確ではなく，居

住者に対する有益な情報が少ないことが挙げら

れる。よって，既存住宅の断熱改修を促すために

は，住宅性能の向上や温熱環境の評価，エネルギ

ー消費量の削減等，断熱改修がもたらす効果，便

益を明確にし，提示することが必要である。 
そこで本研究では，断熱改修事例 3 件を対象と

し，室内温熱環境やエネルギー消費量の実態調査，

居住者の健康性等を評価し，投資した改修費用の

金額に応じて得られる効果の検討を試みる。

1. 断熱改修事例 
表 1 に改修事例の概要を示す。調査対象とした

3 件の住宅はいずれも山形県内の全体改修事例で

ある。改修費用総額の内，外部建具，断熱・気密，

暖冷房設備，換気設備に掛かった費用の合計を断

熱改修費用とした。それぞれの事例の断熱改修費

用は，K 邸 425 万円，S 邸 753 万円，ST 邸 426
万円であり，単位床面積当たりに換算すると，K
邸 2.2 万円/m2，S 邸 4.0 万円/m2，ST 邸 3.8 万円

/m2である。S 邸と ST 邸の断熱改修費用が K 邸

と比較し，高額である理由として，暖房設備にヒ

ートポンプ式温水暖房システムを採用したこと

が共通してあげられる。 
設計図書より算出した改修後の UA 値[W/(m2･

K)]は，K 邸 0.66，S 邸 0.58，ST 邸 0.62 であり，

事例が位置する 4 地域の基準値 0.75 を全ての事

例が満たし，断熱性能がそれぞれの事例で 6 割～

8 割と大幅に向上した。 
  

改修前 改修後 改修前 改修後 改修前 改修後
1993年（築22年） 2016年 1977年(築33年) 2010年 1975年(築41年) 2016年
154㎡ 190.4㎡ 188.52㎡ 188.52㎡ 116.8㎡ 120.9㎡

HGW16K 200mm
(小屋裏) FF50mm(天井)
FF50mm+XPS HGW10K100mm(屋根)
B3種30mm(屋根)

FF35mm FF35mm
HGW16K100mm HGW10K100mm
XPS30mm(土間) ウレタン40ｍｍ(基礎)
XPS75mm(基礎) XPS B3種25mm(土間)

サッシ部 アルミ 樹脂+アルミ アルミ 樹脂サッシ アルミ 樹脂
Low-e複層
トリプルLow-e

FF式石油ストーブ FF式ストーブ
エアコン ファンヒーター

形態 部分暖房 部分暖房 部分暖房 全館暖房 部分暖房 全館暖房
瞬間式給湯器 自然冷媒HP給湯器 石油給湯器 自然冷媒HP給湯器 ガス給湯器 自然冷媒HP式給湯器
第三種 第三種 なし 第三種 なし 第三種

給湯 電気 ガス
暖房 電気・石油 灯油
その他 ガス（調理） 電気（調理） 都市ガス(調理) 電気(調理) ガス 電気(調理)

1.78[W/(m
2
･K)] 0.66[W/(m

2
･K)] 2.73[W/(m

2
･K)] 0.58[W/(m

2
･K)] 2.63[W/(m

2
･K)] 0.62[W/(m

2
･K)]

総額
断熱改修

＊GW：グラスウール,HGW：高性能グラスウール,FF：フェノールフォーム，XPS：押出法ポリスチレンフォーム

住宅名称 K邸(増築+全体改修) S邸(全体改修) ST邸(全体改修)
所在地 山形県鶴岡市三和町 山形県鶴岡市鼠ヶ関 山形県鶴岡市日和田町
家族構成 祖父母+夫婦+子供(2人) 夫婦+子(成人)+息子夫婦 夫婦+子（3人家族）
概要項目
竣工年
延床面積

断熱材
*

天井・屋根 GW10K100mm

床 なし

Low-e複層

GW10K50mm

壁 GW10K50mm HGW10K 100mm なし GW10K50mm

なし

FF45mm なし なし

単板

HGW16K90mm

FF50mm(天井)

FF35mm+50mm(屋根)

窓
ガラス部 単板 Low-e複層 単板・複層

石油ファンヒーター HP式パネルヒーター

給湯設備
換気設備

熱源
灯油 灯油 電気電気

暖房
設備(部屋) 石油ファンヒーター HP式温水暖房

1,952万円
426万円

工事費用

UA値[W/(m2･K)]
1,522万円
425万円

2,933万円
753万円

表-1 改修事例の概要 

A-5
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2. 室内温熱環境の実測調査 

2.1 調査概要 

ST 邸の改修前後における室内温熱環境を比較

するため，実測調査を実施した。改修前は，室内

4 か所(居間，脱衣所，トイレ，2 階寝室)と外気の

計 5 か所，改修後は室内 5 か所(居間，洗面所，2
階洋室，寝室，玄関)と外気の計 6 か所に小型温湿

度データロガーを設置し，温湿度を 20 分間隔で

測定した。なお，改修前は 2016 年 2 月 15～2016
年 2 月 20 日のデータ，改修後は 2016 年 12 月 18
日～2016 年 12 月 25 日のデータを用いた。 
2.2 実測調査結果 

図 1に改修前の各室における時刻別平均温度変

動を示す。改修前は居間のみ石油ファンヒーター

によって暖房をしていた。朝 6:00 頃に暖房を開始

し，24℃程度まで室温が上昇している。日中は居

住者が不在のため，暖房を行っていないことから

居間の温度は 15℃以下まで低下している。暖房を

行っていない居間以外の部屋は，常に 10℃前後と

低い温度で変動している。居住者が帰宅した後，

再び温度が上昇し始め，団らん時では 25℃程度に

推移している。居間と他室間で 15℃程度と大きい

温度差が生じており，暖房停止後の温度低下が顕

著に表れている。 
図 2に改修後の各室における時刻別平均温度変

動を示す。ヒートポンプ式温水パネルヒーターに

よる終日全館暖房と，外皮の高断熱化により外気

温の影響が小さく，室内は 20℃～23℃程度に維

持されており，居間と他室の温度差も約 2℃と極

めて小さい。改修前と比較し，各室の室温が 10℃
以上上昇し，一日中安定した室温を維持している

ことが確認できる。 
2.3 温熱環境のグレード評価 

改修前後の実測データをもとに，吉野のグレー

ド表 1)に従って温熱環境を 1(劣)～5(優)の 5 段階

で評価した。結果を表 2 に示す。山形県郡部の住

宅はグレードが 2 や 3 といった値に集中しており，

対して高断熱・床暖房グループは，全ての項目に

おいて 4 以上のグレードとなり，良好な温熱環境

であることを示す。 
ST 邸の温熱環境を評価した場合，改修前のグ

レードが 3.0 に対し，改修後は 4.3 に向上し，高

断熱・床暖房と同程度の評価にまで改善した。特

に，団らん時における寝室の温度と便所・廊下の

温度の評価が大幅に向上している。改修前は，居

間以外の空間は暖房しておらず，居間との温度差 
も顕著であったが，改修による高断熱化とパネル 

 
ヒーターによる終日全館暖房の効果によって，居

間と他室間の温度差，居間の床上 1.1m 温度と

0.1m 温度の温度差が解消されたことが，温熱環

境の改善に大きく寄与している。 
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図-1 改修前における冬期温熱環境の時刻別平均

温度変動 
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図-2 改修後における冬期温熱環境の時刻別平均

温度変動 

表-2 ST邸における冬期温熱環境のグレード表 
1 2 3 4 5 改修前 改修後

床上1.1ｍの温度 12 15 18 21 24 5(24.1) 4(22.3)

上下温度差＊1 10 8 6 3 0 3(6.3) 5(1.3)

グローブ温度差＊2 -3 -2 -1 0 1 4(0) 4(-0.3)

2 6 10 14 18 3(10.9) 4(16.1)

4 8 12 16 20 1(6.2) 4(18.4)

2 5 8 11 14 2(5.4) 5(18.7)

平均 3 4.3

便所・廊下の温度（団らん時）＊4

グレード

居
間
温
度

団
ら
ん
時

明け方の最低温度＊3

寝室の温度（団らん時）＊4

*1 床上1mの温度が20℃，外気温が0℃の時の値．

*2 グローブ温度と床上1m温度との差．

*3 外気温が0℃の時の値．

*4 団らん時に，居間の床上1mの温度が20℃，外気温が0℃の時の値．

山形県郡部 高断熱・床暖房
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3. 改修前後の住宅の健康性評価 

3.1 概要 

住宅の健康性評価ツール「CASBEE 健康」2)

を用いて，改修前後で ST 邸の健康性を評価した。

CASBEE 健康は，住宅環境と関連が深い健康に

関する 50の項目に 4段階評価で回答し，その回

答のポイントの合計(320点満点)によって，住宅

全体，各部屋，各健康要素で評価される。 

3.2 結果 

部屋ごとにおける評点の結果を図 3，健康要素

ごとにおける評点の結果を図 4 に示す。改修前の

レーダーチャートを見ると「暖かさ」「清潔さ」

の評点が特に低い。温熱環境の実測調査で示した

ように，改修前は居間のみ暖房をしていたため，

居間以外の室温が低く，温度差を強く感じていた。

また，「清潔さ」の評点が低い理由として，換気

設備が備えられていなかったことから，「カビが

発生している」「トイレやキッチンでにおいがこ

もる」といった問題が生じていたため，「清潔さ」

の評価に影響を及ぼす結果となった。 
改修後の結果を見ると，全ての評価項目におい

て大幅に評点が向上している。断熱改修によって

各室の温熱環境が改善されただけでなく，「清潔

さ」や「静かさ」等の評価も「暖かさ」と同等の

改善効果を示す結果となった。 
 
4. エネルギー消費量と光熱費の実態調査 

4.1 調査概要 

K 邸と S 邸の電気，灯油，ガスの検針表を改修

前後の 1年分入手し，エネルギー使用用途を暖房，

冷房，給湯，その他(家電，調理等)に分類し，用

途別エネルギー消費量を算出した【注】。 
4.2 調査結果 
 図 5 に K 邸と S 邸の年間用途別エネルギー消

費量と光熱費を示す。K 邸の改修後の年間エネル

ギー消費量は平均 61.8%，光熱費は約 31 万円削

減された。改修前，石油ファンヒーターを過剰に

使用していた為，年間光熱費約 54 万円の内，約

24 万円を灯油が占めていた。改修後の高断熱化に

より，石油ファンヒーターの使用台数が減り，設

定温度も控え目になった。また給湯の電化により，

灯油の購入量が 21 万円分と大幅に削減された。 
 S 邸の場合，改修後の世帯人数が 2 名増えたが，

年間エネルギー消費量は約 68%，光熱費は約 6 万

円削減された。K 邸同様，改修前の暖房と給湯の

熱源は灯油であったが，高断熱化と全電化によっ

て高い省エネルギー効果が発揮されたと言える。 
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5. 初期投資回収年数の評価 

改修以降，年間で生じる便益の積算値から断熱

改修費用の回収年数を算出する。光熱費削減額を

指す直接的便益(EB)は K 邸 31 万円，S 邸 6 万円

である。伊香賀ら 3)は温熱環境の改善がもたらす

間接的便益(NEB)は 27,000[円/年・世帯]と示して

いる。また NEB の算定に設定されている世帯数

は 2.63 人/世帯であり，各事例の世帯人員数に換

算した場合，K 邸は 61,597[円/年・世帯]，S 邸は

51,331[円/年・世帯]となる。さらに医療費の社会

的負担を考慮した場合，59,000[円/年・世帯]の便

益 3)が生じ，同様に各事例の世帯人員数に換算す

ると K 邸 134,601 円，S 邸 112,167 円となる。よ

って EB と NEB の合計金額が 1 世帯あたりに生

じる年間の便益となる。 
図 6，図 7 に K 邸と S 邸の便益の積算値と回収

年数を示す。年間の便益を「EB のみ」，「NEB も

考慮」，「社会的負担も考慮」の 3 通りで回収年数

を算出した結果，K 邸が 14 年，12 年，10 年とな

り，S 邸が 137 年，71 年，45 年である。K 邸は

早期回収に期待でき，S 邸は EB のみの回収は困

難であるがNEBを考慮することで最短45年に短

縮される。S 邸の場合，暖房設備にヒートポンプ

式温水パネルヒーターを採用しているため，断熱

改修費用が比較的高額である。パネルヒーターに

よる温熱環境の改善効果はファンヒーターを用

いた場合よりも高いが，その分設備の高額な投資

を要するため，回収年数に長期間を要する結果と

なった。  
 
6. まとめと今後の展望 

断熱改修により，室内温熱環境の改善やエネル

ギー消費量，光熱費の削減効果だけでなく居住者

の健康性も向上した。石油ファンヒーターによる

部分暖房よりヒートポンプ式温水パネルヒータ

ーによる終日全館暖房の方が温度むらや温度差

が生じにくく，温熱環境のグレードが高い。また，

健康性を評価した際，暖かさの改善率が約 19%高

いが費用が高額である分，回収年数に長期間を要

する。 
 今後，あらゆる設備的手法による温熱環境の改

善効果を調査することで，より明確な費用対効果

の提示に期待できる。 
 
【注】電気：3.6MJ/kWh，灯油：36.7MJ/L，ガ

ス：99.1MJ/m3 
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キーワード：熱中症, 研修施設, 温熱環境, 部活動 

 

1．はじめに 

1.1 背景 

近年、地球温暖化の影響により平均気温が上昇

傾向にあり、熱中症患者数の増加が懸念されてい

る[1]。仙台高専名取キャンパスにおいては昨年度、

夏季の部活動中に部員が熱中症を発症した事例が

みられた。夏季にキャンパス内の合宿研修所（以

下、研修所）を利用して放課後の部活動や合宿を

行う部もあり、研修所利用中に熱中症を発症する

可能性が示唆される。 

1.2 目的 

本研究では、高齢者の包括的見守り支援システ

ムの構築を最終的に目指している(図 1)。昨年度は、

名取市が避難所に指定している研修所において熱

中症に罹患した高齢者を想定した小範囲のパーテ

ーション内部における実測を行った[2]。研修所は

今後、改修工事が行われる予定であるが、現在の

研修所全体の室内環境や冷房の効果等については

把握されていない。本報では、高齢者だけでなく

学生もシステムを利用することを想定し、研修所

の温熱環境に関する基礎的実測調査を行う。 

 

2．実測概要 

2.1 対象建物と測定項目 

仙台高専名取キャンパス内の合宿研修所を対象

に測定を行う。平面図とその中に温湿度測定点、

PMV 計の位置を Fig.2 に示す。室内温湿度の測定

は測定点 12点におんどとり Jr.を設置(図 2内赤

点の位置に床上+100mm，床上+1200mm，天井-100mm，

青点の位置は床上+1200mm)して測定を行った。消

費電力量はエアコン使用に生じた電力を把握する

ため、使用コンセントに消費電力量計を設置して

測定した。使用した実験機器を表 1に示す。 

インターネット
（IP-sec VPN接続）

学内既存ネットワーク

固定無線基地局（FWA）
可搬式無線スペクトラムアナライザ

データ管理機器制御システム

可搬型野外無線基地局
無線アクセスポイントB

制御用空調機器

ハイブリットポールA

野外無線基地局
無線アクセスポイントA

屋内外環境
モニタリングシステム

接続用スイッチ兼ルータ 接続用スイッチ兼ルータ

屋内外気象観測装置

研究室 合宿研修所

： VPN

タブレット端末

 

図 1 システム概要図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 研修所内平面図兼配置図（S=1/300） 

表 1 実験機器表 

機器名 製造 型名
測定時
間間隔
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録される計測データ
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ワイヤレスコミュニ
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度、気温、
気流速度、

湿度、
PMV、PPD
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計測ソフト

ウェア

(株)RATOC
Systems

1時間
RATOC

ワットチェッ
カー

REX –
BTWATTC
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Bluetoothワット
チェッカー

ポータブルPMV計
京都電子
工業(株)

消費電力量

 

 

1-1

1-2

1-3

2-1

2-2

2-3

3

4

5

6
7

810

11

12

9

PMV計

：カーテン 

A-6
―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

2017.3.14 (東北学院大学 多賀城キャンパス)

空気調和・衛生工学会　東北支部　第6回　学術・技術報告会　論文集

―――――――――――――――――――――

- 21 -



 

2.2 実験条件 

研修所において、冷房を使用する際に、窓・カ

ーテンの開閉、運転時間別の使用パターンを組み、

条件ごとの室内温・湿度と消費電力量、PMV の値

を測定した。設定温度は文献[3]より全ての Case

で 27℃とした。実験条件を表 2に示す。 

Case1～7の他、実際に研修所が夏季合宿で利用

されている際の温熱環境と冷房使用状況を把握す

るため、合宿日（在室時間帯あり）に測定を行っ

た。合宿日の窓やカーテンの開閉は研修所利用者

に委ねるものとし、冷房使用の有無は消費電力量

により判断した。実験は、夏季実測として 2016

年 7月 1日から 9月 10日に行った。 

 

3．結果と考察 

3.1 測定結果 

温度の測定結果は、10分間隔の測定値を 1時間

値として平均したものである。全天日射量の値は、

気象庁 HPより仙台市の値を参照した。図 3～8に

おける参照用標準データは、Caseごとの室内温熱

環境の傾向を把握するため測定日すべての平均を

取りグラフ化したものである。測定点 1と測定点

2 は鉛直方向 3 点で測定したが、グラフ内の値は

鉛直方向 3点の平均値である。なお、参照用標準

データ作成にあたり使用した対象日はそれぞれ外

気条件が同様な日（一日中晴天、最高外気温度

27℃以上、日積算日射量 4000W/㎡以上）とした。 

表 3に、Case 1～Case 7の 14時台において室

内温度が高い測定点から順に並べた表を示す。測

定点 1,4,12の温度が高く、9,10,11の温度が低く

なる傾向がみられた。 

3.2 Case 1と Case 2の結果の比較 

窓とカーテンを閉め切り、冷房停止させた場合

の Case 1(基準ケース, 図 3)と Case 2(図 4)にお

いて測定点 1と外気温度の差を比較する。Case 2

で窓を開けた午前9時から午後5時までをみると、

Case 1では冷房を稼働させていないため 4.0℃も

の差がみられた。一方、窓を開けた Case 2では同

時間帯の室内外温度差を最大でも 2.4℃に抑えら

れていた。また、Case 1では測定点 9,10,11を除

く9点で午前10時を境に室内温度が外気温度を上

回った。一方、Case 2 では測定点 1,6,7,12 の 4

点のみ外気温度を上回り、その他の測定点は外気

温度を下回る時間帯が見られた。 

表 2 実験条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3 測定点別温度順位 

 Case 1 Case 2 Case 3 Case 4 Case 5 Case 6 Case 7
1 12 1 4 4 12 1 12
2 1 6 1 1 1 4 8
3 4 7 6 12 6 12 4
4 5 12 12 7 5 6 6
5 8 4 7 6 7 8 1
6 6 8 8 8 8 5 7
7 7 2 5 5 4 7 5
8 2 5 2 2 2 2 2
9 3 10 3 3 3 3 3

10 10 3 10 11 10 11 11
11 11 11 11 10 11 10 10
12 9 9 9 9 9 9 9

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 Case 1 参照用標準データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 Case 2 参照用標準データ 

Case 1 × × ×

Case 2 × 9:00～17:00 9:00～17:00

Case 3 9:00～17:00 × 9:00～17:00

Case 4 9:00～17:00 × ×

Case 5 × 12:00～14:00 12:00～14:00

Case 6 12:00～14:00 × 12:00～14:00

Case 7 12:00～14:00 × ×
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3.3 Case 1と Case 4の結果の比較 

Case 1(基準ケース, 図 3)と Case 4(図 5)で測

定点 1と外気温度の差を比較する。Case 4の居住

域温度の中で最も高いのは測定点 4だが、小部屋

のドアを閉めて実測しており局所的に室内温度が

上昇したと考えられるため、測定点 1の温度で比

較する。Case 4で冷房を運転させた午前 9時から

午後 5時までをみると、Case 1の 4.0℃の差に対

し、Case 4では同時間帯の室内外温度差を Case 2

の場合と同じく最大でも 2.4℃に抑えられていた。 

ただし、Case 4 では正午 12 時頃まではほとん

どの測定点が外気温度を下回っていたが、その後

は測定点 9,10,11以外の測定点すべてにおいて外

気温度を上回っていた。 

以上 3.2節と 3.3節の結果を踏まえ、現在の研

修所においては冷房運転時よりも窓を開けた場合

の方が室温を下げる可能性がある。 

3.4 合宿中の冷房使用と室内温度の関係 

部活動の夏季合宿において研修所が利用されて

いる際の室内温度を、24時間運転日(図 6)と一部

時間帯運転日(図 7)、冷房非稼働日(図 8)の参照用

標準データを用いて比較する。これら 3つの参照

用標準データのうち 24 時間運転日の参照用標準

データで最高外気温度 32℃を示した。すなわち、

合宿中の学生は外気温度が高い日に 24 時間運転

をしていた頻度が高いといえる。しかし、室内の

温度グラフを見てみると、冷房連続稼働中にもか

かわらず一部時間帯運転日、冷房非稼働日のグラ

フとの間に大差が見られず、室内外温度差は午後

1時頃に 2.5℃まで達した。外気温度の高さに起因

しているものと思われる。この結果から、連続運

転でも冷房効果が十分に発揮されておらず、連続

通風をした方が室内温度を下げる可能性があると

いえる。 

3.5 日射量と室内温度、消費電力量の関係 

Case 1～4 の実測結果から、日積算消費電力量

と室内居住域温度、水回り温度、日積算全天日射

量および日平均外気温度の関係を図 9～図 12に示

す。消費電力量と日射量は、冷房運転時間中の積

算値とし、室温は居住域と水回りそれぞれの一日

の平均値を用いた。 

 日射量と室内居住域温度並びに水回り温度は、

正の相関があった（R2=0.55・R2=0.45）。水回りの

測定点は北側で日射が入らず、床がコンクリート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 Case 4 参照用標準データ 
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図 6 合宿中(24時間運転日)参照用標準データ
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図 7 合宿中(一部時間帯運転日)参照用標準データ 
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図 8 合宿中(非稼働日) 参照用標準データ 
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で熱容量が大きいため室内居住域温度よりも日射

量との相関が低くなったものと思われる。日射量

と消費電力量についても正の相関があった

(R2=0.55)。また、消費電力量と室内居住域温度に

ついてはさらに高い相関(R2=0.79)を示した。図

11内の Case 3において室内温度 22℃、消費電力

量 2.0kWhの日があるが、この日は人の出入りがあ

った。すなわち日射量や室内居住域温度が高い場

合、それに伴って消費電力量も増加している。   

以上より、今回の実測において日射量、消費電

力量、室内温度は互いに相関関係にあるといえる。 

 

4．まとめ 

 以下に、今回の実測から得た知見を述べる。 

1）温度は、全ケースを通して測定点 1，4，12が

高く、測定点 9，10，11が低い傾向がみられた。 

2）夏季の研修所では一日のうち最も室内温度が高

い時間帯は午後 2時前後であった。しかし、通風

を行った場合には外気温度のピークと同様正午

12時頃であった。 

3）冷房時よりも通風時の方が室内温度上昇を抑え

られた。 

7）24時間の連続運転でも冷房の効果が十分に発 

揮されておらず、連続通風をした方が室内温度を

下げる可能性がある。 

9）日射量、消費電力量、室内温度は互いに相関す

る。 

 今後は、24時間連続して通風を行った場合の実

験やエアコンの設定温度を下げた場合の温度改善

効果について知見を得たい。また、日射による研

修所の壁体や屋根の温度上昇が高いことが示され

たので、遮熱塗料を塗布した際の実測を行いたい。 
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図 10 日射量と水回り温度の関係 
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図 11 消費電力量と室内居住域温度の関係
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図 12 日射量と消費電力量の関係 
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住宅用換気システムの違いが室内熱空気環境に与える影響に関する実験 

○竹内信貴（秋田県立大学），長谷川兼一（秋田県立大学）， 

細淵勇人（秋田県立大学），松本真一（秋田県立大学） 

Experimental study of indoor environmental characteristics  
among several mechanical ventilation systems 

 
Takeuchi Nobutaka(Akita Prefectural University), Hasegawa Ken-ichi (Akita 

PrefecturalUniversity),Hosobuchi Hayato (Akita Prefectural University),Matsumoto Shin-ichi 
(Akita Prefectural University) 

 

キーワード：換気システム，実験住宅，比較対照実験，室内温湿度，エネルギー消費量 
 

はじめに 

シックハウスの原因となる化学物質の室内濃度

を下げるため，2003 年に住宅への機械換気システ

ムの設置が義務付けられた。住宅の居室には 0.5
回/h 以上の換気回数を確保することが必要とな

ったが，換気システムにはいくつかの種類があり，

その違いにより換気性状や室内環境に差が生じる

可能性がある。 
本研究グループでは，換気システムの種類の違

いが室内熱空気環境やエネルギー消費量にどの程

度影響を与えているか定量的に把握するために，

実大試験家屋を用いた比較対照実験を企画した。

本研究では，その概要を示すとともに，異なる換

気システムを運用した場合の環境性能を考察する。 
 
1. 実験概要 

1.1 実験住宅と実験条件 

実験家屋を図-1 に，その概要を表-1 に，試験室

平面図を図-2 に示す。実験住宅は秋田県立大学本

荘キャンパス内に建設された秋田スギ実験棟であ

り，二階の 2 室(C 室，D 室)を実験に使用する比

較対照実験を実施する。両室共に，床面積 33.1m2 
(南：20.7 m2，北：12.4 m2)，居室容積 92.7 m3 (南：

58.0 m3，北：34.7 m3)であり，南室と北室に仕切

られた部屋がある。実験では南室を空調室，北室

を非空調室として南室のみ温湿度を制御する。実

験中，電気ヒーターにより暖房し，20℃に設定し

て常時稼働させる。6 時から 8 時と 18 時から 21
時の間に一人の成人男性が南室にいることを想定

した加湿量(34g/h)を加湿器により維持した。表-2 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
に使用する換気システムの仕様を，図-3 に実験条

件と矢印で換気経路を示す。実験 1 では両室の環

境性能が同等であるかを確認するために，両室に

ある排気用パイプファンを用いて第三種機械換気

システムで検証する。実験 2 では第三種と第一種

の機械換気システムの違いを評価する。実験 3 で

は南室のみを用いて，第一種機械換気システム(壁

表-1 試験家屋概要 

2

2

2

2

2 2

2 2

3

3

竣工 2003年3月

構造規模 木造2階建て

主要用途 実験用建物

工事種別 新築

建築面積 115.9m

延床面積 176.6m

南室 20.7m

北室 12.4m

南室 58.0m

北室 34.7m

C室 1.4cm /m

D室 1.4cm /m

容積 試験室容積

隙間相当面積(C値)

面積

試験室面積

図-1 試験室平面図 

A-8
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掛式)の顕熱交換と全熱交換の違いを評価する。実

験 4 では第一種機械換気システム(ダクト式)の全

熱交換と第三種機械換気システムの違いを評価す

る。実験 2 と 4 では D 室(第三種機械換気)を標準

とする。 
1.2 各種物理量の計測方法 

 両室の温度は熱電対(温度測定精度±0.2℃)を，

相対湿度は温湿度センサー(湿度測定精度±3％) 
を用いて測定し，データロガーにて 10 分間隔で

自動記録する。また，加湿器の加湿量を電子天秤

を用いて重量変化により把握した。さらに，換気

システムと電気ヒーターの電力量も計測する。 
 
2. 両室の気密性能と換気量測定 

両室の隙間相当面積 (C 値 )を気密測定器

(KNS-4000Ⅱ )で計測したところ，両室共に

1.4cm2/m2 となり，同等の気密性能であることを

確認した。部位別の気密測定試験では，南室と北

室にある窓周りを調べた。初めに南室の窓周りと

北室の窓周りにシールをして測定し，順次，南室

の窓周り，北室の窓周りのシールを外して測定し

た。各々の測定値の差によって，部位の総相当隙

間面積が算出され，その結果を表-3 に示す。北室

と南室の窓周りには合計 20cm2 程度の隙間が存

在し，建物全体の約 40％の隙間が集中しているこ

とが分かる。その他は，壁と床・天井との取り合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

換気システムの種類 消費電力(W) 換気風量(m /h) 騒音(dB) 質量(kg) 顕熱交換率(％) エンタルピー交換率 (％)

排気用のパイプファン

給気用のパイプファン

3.2 60.0 22 0.82

2.9 50.0 27 0.67

壁掛け式の全熱交換器 12.5 31.5 29 4.30 75

壁掛け式の顕熱交換器 12.5 28.5 26 4.30 70

ダクト式熱交換器 8.0 75.0 24 12.5 82 78

3

図-2 試験室平面図 

表-2 換気システムの仕様 

図-3 換気経路と実験条件 

2
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C-5

D-1

D-2

D-3

D-4

D-5

温湿度測定点

全熱交換

実験 1

C 室

両室が同等であるかの確認 ( 第三種機械換気システムを使用 )

第一種機械換気システムと第三種機械換気システムの比較

第一種機械換気システムの全熱交換と 顕熱交換の比較

第一種機械換気システムの全熱交換と第三種機械換気システムの比較

南室

給気口

室温 20.0℃ 室温

10.2℃

※実験対象と

   しない

※実験対象と

   しない

外気温 3.8℃
加湿量 40g/ｈ

アンダーカット

排気口

北室

室温 19.8℃ 室温

10.5℃外気温 0.9℃
加湿量 38g/ｈ

室温 19.9℃ 室温

11.7℃外気温 1.5℃
加湿量 40g/ｈ

室温 20.0℃
[1 回目 ]

[2 回目 ]

[1 回目 ]

[2 回目 ]

全熱交換

外気温 2.4℃
加湿量 34g/ｈ

室温 20.0℃
外気温 -1.7℃
加湿量 314g/ｈ

室温 20.3℃ 室温

11.2℃外気温 3.8℃
加湿量 46g/ｈ

室温 20.2℃ 室温

10.5℃外気温 0.9℃
加湿量 40g/ｈ

室温 20.3℃ 室温

11.4℃外気温 1.5℃
加湿量 46g/ｈ

D 室

実験 2

実験 3

実験 4

自然給排気

機械給排気

機械給排気 ( 壁掛型の熱交換器 ) ダクト

機械給排気 ( ダクト式の熱交換器 )

室温は南室の平均測定温度と北室の平均測定温度を記す

加湿量は加湿時間に加湿器から出た平均水蒸気量を記す

室温 20.2℃

顕熱交換

外気温 2.4℃
加湿量 37g/ｈ

室温 20.2℃
外気温 -1.7℃
加湿量 333g/ｈ

図-4 排気用(左)と給気用(右)パイプファン 
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図-7 南室，給気口の絶対湿度と加湿量(実験 2) 

図-5 各実験の日積算電力量 
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い部に存在するものと推察される。また給気口，

排気口，アンダーカットの総相当隙間面積を表-4

に示す。これらのデータは今後予定している数値

解析のための基礎データに用いる。 
また，両室にある排気用パイプファンの換気量

を風量測定器(KNS-233 型)で計測したところほ

ぼ同等であり，C 室は 42.4m3/h(0.46 回/h)，D 室

は 42.0m3/h(0.45 回/h)であることを確認した。 
 
3. 実験結果と考察 

3.1 両室が同等であるかの確認(実験 1) 

 両室の同等性を確認するため，暖房設定温度，

加湿量を同じにして連続する 3 日間を計測した。

南室では両室ともにほぼ同じ温度であったが，北

室と排気口では両室に平均 1.0℃の差が生じ，D
室の温度が高い。今後の実験では，この程度の差

があることを前提に考察する。図-5 に各実験の日

積算電力量を示す。実験 1 の電力量を見ると，D
室の電気ヒーターの日積算電力量が 0.7kWh，C
室より大きくなった。今後の実験ではこの差を考

慮する。 
3.2 第一種と第三種機械換気システムの比較 

(実験 2) 

 図-6 に両室の南室，給気口の温度と日積算電力

量を，図-7 に両室の南室，給気口の絶対湿度と加

湿量を示す。図-6 を見ると，第一種換気である C
室の方が確実に既定の換気がされている様子が窺

える。特に C 室の給気口の温度は外気とほぼ同じ

であり，外気が取り込まれているのに対して，D
室では室温に近く，十分な外気の流入が確認でき

ない。図-6 の日積算電力量を見ると，換気量が確

保されている分，C 室の方が多くなっている。 
3.3 第一種機械換気システムの全熱交換と顕熱

交換の比較 (実験 3) 

 実験3を2回実施し，1回目34g/h，2回目350g/h
の加湿量であった。図-8 に両室の南室，給気口の

温度と日積算電力量を，図-9 に両室の南室，給気

口の絶対湿度と加湿量を示す。南室と給気口の絶

対湿度は D 室よりも C 室の方が高くなっている。

これは C 室で全熱交換されているためであり，冬

季の室内での過乾燥防止に寄与することが期待で

きる。電力量を見ると，C 室よりも D 室の方が大

きい。これは表-2 に示すとおり，C 室の全熱交換

器の方が顕熱交換率が高いためと考えられる。 
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表-4 給気口などの総相当隙間面積(αA)測定結果 
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3.4 第一種の全熱交換と第三種換気の比較 (実

験 4) 

 図-10 に両室の南室，北室の温度と日積算電力

量を，図-11 に両室の南室，北室の絶対湿度と加

湿量を示す。南室の絶対湿度は全体的に C 室の方

が D 室よりも高く，第一種の全熱交換器を使用す

ることで，南室では過乾燥が防止できる可能性が

ある。また，北室では D 室の方が C 室よりも絶

対湿度が高い。表-2 に示すように，C 室の方が

25％程度換気量が多いため，北室の温湿度は南室

に近くなると考えられるが，非暖房室が高湿度に

なることを抑制している。図-10 の換気システム

の日積算電力量を見ると， C 室の方が D 室より

0.1kWh 程度大きくなっているが，全体でみると

C 室の方が電力量は少ない。 
 
4. 結論  

 本研究により以下のことが分かった。 
(1)換気システムの違いによって室内の温湿度や

エネルギー消費量に違いが現れる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(2)熱交換器には全熱交換と顕熱交換があるが，室

内の絶対湿度に明確な差が確認できた。 
(3)第一種機械換気システムでは安定した換気量

が得られる。さらに全熱交換にすることにより，

暖房時の電力量を少なくすることができるととも

に，冬の過乾燥防止や非暖房室の高湿度状態を抑

制する可能性がある。 
 
謝辞 

 本実験を進めるにあたっては，パナソニックエ

コシステムズ株式会社より換気用機材の提供を頂

きました。ここに記して，深甚なる謝意を表しま

す。 
 

参考文献 

1）一般社団法人日本サステナブル建築協会：省

エネ技術を用いた室内高温化及び室内空気汚染の

抑制手法に関する検討調査報告書，第 4 章，

(2012-3)，pp.47-92 
2）渡辺要編：建築計画原論Ⅲ，(1965)，pp.161 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

-10

-5

0

5

10

15

20

25

30

0:00 12:00 0:00 12:00 0:00
1/13 1/14

温
度

[ ℃
]

2017 年 1 月 13 日～ 14 日

C室南室(19.9℃)

D室南室(20.2℃)

外気

C室給気口(16.4℃)

D室給気口(10.8℃)

※()内は期間平均の温度を記す

C 室換気システム

C 室ヒーター

日
積

算
電
力
量

[k
W

h
]

D 室換気システム

D 室ヒーター

0

10

20

30

0

2

4

6

8

10

12

絶
対

湿
度

[g
/K

g
(D

A
)]

0:00 12:00 0:00 12:00 0:00

1/13 1/14

2017 年 1 月 13 日～ 14 日

0
100
200
300
400
500

1
時

間
当

た
り

の
加

湿
量

[g
/h

]

D室南室

C室南室

外気

C室加湿量 D室加湿量
D室給気口

C室給気口

-10

-5

0

5

10

15

20

25

30

0:00 12:0012:00 0:00 12:000:00 0:00

1/21 1/231/22

温
度

[ ℃
]

2017 年 1 月 21 日～ 23 日

0

10

20

30

D室南室(20.3℃)

C室北室(11.7℃)

D室北室(11.4℃)

C室南室(20.0℃)

C 室換気システム D 室換気システム

C 室ヒーター
D 室ヒーター

外気

日
積

算
電
力
量

[k
W

h
]

※()内は期間平均の温度を記す

0

1

2

3

4

5

6

7

絶
対

湿
度

[g
/K

g
(D

A
)]

2017 年 1 月 21 日～ 23 日

1
時

間
当

た
り

の
加

湿
量

[g
/h

]

0:00 12:0012:00 0:00 12:000:00 0:00

1/21 1/231/22

C室南室

C室北室
D室北室

外気

D室南室

0

20

40

60

80

100

C室加湿量 D室加湿量

図-8 南室，給気口の温度と日積算電力量(実験 3) 図-10 南室，北室の温度と日積算電力量(実験 4) 

図-9 南室，給気口の絶対湿度と加湿量(実験 3) 図-11 南室，北室の絶対湿度と加湿量(実験 4) 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

2017.3.14 (東北学院大学 多賀城キャンパス)

空気調和・衛生工学会　東北支部　第6回　学術・技術報告会　論文集

―――――――――――――――――――――

- 28 -



 

住宅のダンプネスとアレルギー疾患の因果構造の解明に向けた基礎研究 

○佐藤 有希（秋田県立大学），長谷川兼一（秋田県立大学）， 細淵勇人（秋田県立大学）， 
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Evaluation of the causal structures of the association between home dampness and allergic 
disease 

Sato Yuki (Akita Prefectural University), Hasegawa Ken-ichi (Akita Prefectural University), 
Hosobuchi Hayato (Akita Prefectural University),  

Matsumoto Shin-ichi (Akita Prefectural University) 
 

キーワード：ダンプネス，アレルギー疾患，因果構造 
 

はじめに 

住宅のダンプネス（高湿度環境）と喘息やアレ

ルギー性鼻炎などの健康影響との関係に着目した

先行研究は多い。WHO（世界保健機関）は 2009
年にダンプネスとカビに関する室内環境ガイドラ

イン 1）をまとめ，ダンプネスに関連する知見を整

理している。その上で，ダンプネスと健康影響と

の関連には解明されていない点があるものの，ダ

ンプネスを無視できない問題としている。しかし，

化学物質や真菌などの具体的な曝露要因との因果

関係を明示する知見は少なく，現段階では，ダン

プネスという包括的に表現された指標との関連性

が確認できるのみである。 
ダンプネスから健康に連鎖する因果構造は，図

—1 に示すように，室内環境の汚染が介在している

と仮定できる。このような構造が明らかになれば，

建築的な防除策の構築につながると期待できる。

そこで本研究では，全国的な調査データを用いて，

①ダンプネスの程度が重篤である住宅の室内環境

を明らかにすること，②住宅のダンプネスと健康

影響との因果構造を統計的に分析し，因果関係を

明らかにすること，を目的とする。 
 
1. 研究方法 

1.1 調査概要 

調査では，2015 年 1 月に実施したインターネ

ットを介したアンケート調査のうち，実測調査に

協力できると回答した東日本の住宅 60 件を対象

とした。アンケート調査では，冬期の室内環境に

着目し，暖房・換気設備の種類や使用状況，加湿・

除湿の状況，室内環境として結露・カビの発生や 

 
図-1 ダンプネスと健康の因果構造の例 

（文献 2 をもとに作成） 
 

窓ガラスの結露の程度・頻度などについて尋ねた。

また，医師の診断に基づくアレルギー疾患の有無

やアンダーソンの定義に基づく自覚症状 3）の有無

により子供の健康状態を把握する。 
実測調査は，30 件に分けて 2015 年 2 月上旬と

下旬の連続する 5 日間に実施し，居間と寝室の室

内温湿度，化学物質濃度，窓ガラスの結露量，床

ダスト内に含まれる微生物量を測定した。床ダス

ト内に含まれる微生物は DNA 解析により真菌な

どを同定する。各項目に対応する測定キットを対

象住宅に送付し，居住者に計測機器の設置や窓ガ

ラスの結露水・床ダストの採取を依頼した。 
1.2 ダンプネスの評価法 

 表—1 に示すように，回答者が容易に観察可能な

結露・カビの発生や，知覚可能なカビ臭を評価項

目とする。結露の発生箇所では，窓以外での発生

を重篤な状態とし，冬期にガラス面での結露の程 
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外的要因
 雨・雪・土壌水分
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度・頻度が高いほど点数が高くなる。カビ・カビ

臭の発生箇所では，水回り以外での発生を重篤な

状態とする。以上 8 種類の各評価項目を 3 点満点

とし，その合計（24 点満点）よりダンプネスの程

度を評価する。 
 

2. ダンプネスの程度の評価結果 

 図—2 にダンプネスの程度の分布を示す。ダンプ

ネスの程度は上記に示した評価法で点数を付け，

2013 年度の全国調査の結果 2）をもとに，評点 0
～6.3 をランク 1，評点 6.3～10.5 をランク 2，評

点 10.5～13.3 をランク 3，評点 13.3～24.0 をラ

ンク 4 とする。ランク 4 をダンプネスの程度が最

も重篤であると判別している。図を見ると，評点

2～24 の広い範囲に分布している。 
 
3. ダンプネスの室内環境に関する要因解析 

3.1 解析概要 

 ダンプネスの程度と各種物理量との関連を評価

するため，Kruskal-Wallis 検定と重回帰分析を用

いて統計分析を行った。分析には IBM SPSS 
Statistics Ver.20 を用いた。 
 Kruskal-Wallis 検定はノンパラメトリック検

定の一つで，3 群以上における代表値の差の検定

である。室内温湿度や化学物質濃度などの代表値

を従属変数，ダンプネスの程度を 4 つのランクに

分類し，それらを独立変数とした。 
 重回帰分析は多変量解析の一つで，一つの従属

変数を複数の独立変数から予測・説明する統計手

法である。ダンプネスの評点（0～24 点）を従属

変数，単変量解析の結果をもとに選定した物理量

を独立変数とした。 
3.2 解析結果 

 図—3 にダンプネスの程度と在室時の絶対湿度

との関係を示す。Kruskal-Wallis 検定の結果，居

間において有意な関連性があり，居間・寝室とも

にダンプネスの程度のランクが高くなると在室時

の絶対湿度も高くなる傾向がある。ランク 1 と比

較して，ランク 3・ランク 4 の居間における在室

時の絶対湿度は有意に高い。 
 図—4 にダンプネスの程度と絶対湿度の日較差

との関係を示す。Kruskal-Wallis 検定の結果，居

間・寝室ともに有意な関連性があり，ダンプネス

の程度のランクが高くなると絶対湿度の日較差も 

表-1 ダンプネスの評価法 

 
 

 
図-2 ダンプネスの程度の分布 

 

 

図-3 ダンプネスの程度と在室時の絶対湿度 
との関係 

 

 

図-4 ダンプネスの程度と絶対湿度の日較差 
との関係 

(1)居間・寝室の結露箇所(6点)

　「窓ガラス，窓枠，外気に面する扉等」とそれ以外での発生箇所の数により評価

(2)居間・寝室の窓ガラスの結露の程度(6点)

　「なし」～「水滴が流れる程度」までの程度により評価

(3)居間・寝室の窓ガラスの結露の頻度(6点)

　「なし」～「常に発生する」までの頻度により評価

(4)浴室以外のカビの発生箇所(3点)

　「なし」～「3箇所以上」までの発生居室の数により評価

(5)カビ臭の発生箇所(3点)

　「台所・洗面所・浴室」とそれ以外での発生居室の数により評価
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大きくなる傾向がある。居間・寝室ともに，ラン

ク 1 と比較して，ランク 4 の絶対湿度の日較差は

有意に大きい。 
 図—5 にダンプネスの程度とアセトン／アクロ

レインの濃度との関係を示す。Kruskal-Wallis 検

定の結果，居間において有意な関連性があり，居

間・寝室ともにダンプネスの程度のランクが高く

なるとアセトン／アクロレインの濃度も高くなる

傾向がある。ランク 1 と比較して，ランク 4 の居

間でのアセトン／アクロレイン濃度は有意に高い。 
 表—2 に重回帰分析の結果を示す。ANOVA（分

散分析表）の結果は有意で，決定係数 R2 は 0.64
であったため，適合度は高いといえる。標準偏回

帰係数とは，各独立変数が従属変数にどの程度影

響しているかを示す係数である。 Sordaria 
macrosporaとPenicillium digitatumを除く全て

の要因の標準偏回帰係数の値が正であり，ダンプ

ネスを重篤化させる要因であると考えられる。各

要因の標準偏回帰係数の値に大きな差がなく，い

ずれの要因もダンプネスへ有意な影響を及ぼして

いると考えられる。 
 
4. ダンプネスの因果構造の解析 

4.1 解析概要 

 住宅のダンプネスと健康影響との因果関係を明

らかにするため，共分散構造分析を行った。共分

散構造分析とは，直接観測できない潜在変数を用

いて，構成概念間の関係を検討する統計手法であ

る。分析には IBM SPSS Amos Ver.21 を用いた。 
 住宅のダンプネスが健康に影響を及ぼすという

仮説のもと，その因果関係を検証するとともに，

因果関係の強さや各要因の影響度を分析する。本

研究では，調査対象の住宅の中学 1 年生までの子

供 87 人分のデータを使用した。Kruskal-Wallis
検定や重回帰分析の結果を踏まえて潜在変数の測

定指標を選択した。また，健康影響として，医師

の診断に基づく「アレルギー疾患」とアンダーソ

ンの定義に基づく「自覚症状」のそれぞれについ

て統計モデルを作成した。最適モデルを作成する

ため，仮説の範囲内で測定指標の変更などの修正

を行っている。 
 統計モデルの適合度を判断するため，𝑥2適合度

検定注 1）や GFI（Goodness of Fit Index）注 2）な

どを用いた。 

 
図-5 ダンプネスの程度と 

アセトン／アクロレインの濃度との関係 
 

表-2 重回帰分析結果 

 
 

4.2 解析結果 

 図—6 にダンプネスとアレルギー疾患の共分散

構造分析結果を示す。𝑥2値=29.868，p 値=0.054，
GFI=0.914 であり，適合度は高い。「ダンプネス」

から「Chaetomium thermophilum」「Aspergillus 
fumigatus」「相対湿度の日較差」へのパス係数が

大きく，これらの要因はダンプネスに大きく影響

していると考えられる。「ダンプネス」から「アレ

ルギー疾患」へのパス係数は 0.11 で大きくはない

ものの，アレルギー疾患はダンプネスが原因の一

つであるという因果関係は明確である。 
 図—7 にダンプネスと自覚症状の共分散構造分

析結果を示す。𝑥2値=28.943，p 値=0.067，
GFI=0.929 であり，適合度は高い。ダンプネスと

アレルギー疾患の因果モデルと同様に，「ダンプネ

ス」から「Chaetomium thermophilum」

「Aspergillus fumigatus」「相対湿度の日較差」

へのパス係数が大きい。「ダンプネス」から「自覚

症状」へのパス係数は 0.79 であり，住宅のダンプ

ネスが自覚症状の発症に大きく影響している。 
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ランク1 ランク2 ランク3 ランク4

ダンプネスの程度

(a)居間 (b)寝室

n=6 n=12 n=13 n=29

Kruskal-Wallis検定：p<0.01

ランク1 ランク2 ランク3 ランク4

ダンプネスの程度

n=6 n=12 n=13 n=29

p<0.05

下限 上限
要因

95%信頼区間
有意確率偏回帰係数 標準偏回帰係数

アセトン/アクロレイン

寝室絶対湿度の日較差

定数

2-エチル-1-ヘキサノール

2-メチル-1-ブタノール

Chaetomium thermophilum

Sordaria macrospora

Penicillium digitatum

R2 =0.64 ，ANOVA p<0.001

*** p<0.001 ，** 0.001<p<0.01 ，* 0.01<p<0.05

5.70 2.96 8.43 0.000***

0.06 0.33 0.03 0.09 0.001***

0.30 0.30 0.12 0.48 0.001***

-0.50 -0.30 -0.81 -0.20 0.002**

3.11 0.41 1.66 4.57 0.000***

1.25 0.26 0.43 2.07 0.004**

1.95 0.25 0.53 3.38 0.008**

-2.43 -0.20 -4.86 -0.01 0.049*
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図-6 ダンプネスとアレルギー疾患の因果モデル 

 

 
図-7 ダンプネスと自覚症状の因果モデル 

 
5. 結論 

 ダンプネスの程度が重篤である住宅の室内環境

を明らかにし，住宅のダンプネスと健康影響との

因果関係を明らかにするため，調査データを統計

的に分析した。その結果，ダンプネスに大きく影

響している物理量として，真菌濃度や湿度が確認

できた。また，ダンプネスと健康影響との因果関

係が明示され，特に自覚症状の発症にはダンプネ

スが大きく影響していることがわかった。本研究

の結果を踏まえると，健康に影響を及ぼすダンプ

ネスの防除策として，湿度調整や適切な換気の重

要性が確認できる。 
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注 釈 
1) 𝑥2適合度検定はモデルとデータのズレの大きさを

測って行う検定で，𝑥2値が小さいほどモデルはデ

ータに適合している。 
2) GFI は観測データをモデルが表している割合で

ある。0.9 より大きい場合があてはまりの良いモデ

ルと判断される。 
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住宅のダンプネスの経年変化が小児・児童の呼吸器系症状に及ぼす影響に関する研究 

○佐藤愛美（秋田県立大学），長谷川兼一（秋田県立大学），細淵勇人（秋田県立大学）， 

松本真一（秋田県立大学） 

Association between yearly changes of home dampness and respiratory symptoms among 

children 

Manami Sato (Akita Prefectural University), Hasegawa Ken-ichi (Akita Prefectural 

University), Hosobuchi Hayato (Akita Prefectural University), Matumoto Shin-ichi (Akita 

Prefectural University) 

 

キーワード：ダンプネス 経年変化 アレルギー性症状  

 

はじめに 

住宅のダンプネス(湿気が高い状態)により，室

内環境が汚染され，その結果アレルギーの発症や

悪化を誘発することが既往研究 1)において指摘さ

れている。通常，このような関連性を評価する場

合，調査時点の室内環境や子供の健康状況を尋ね

て分析することが多い。通常，アレルギー性症状

の発症と室内環境との関連性を評価する場合，調

査時点の室内環境や子供の健康状況を尋ねて分析

することが多い。しかしながら，ダンプネスが健

康に影響しているといったエビデンス(証拠)を得

るためには，調査時点では，症状と室内環境との

因果関係が明確にはならない。そこで，同じ世帯

を対象とし，一定期間の曝露環境や症状の経過を

追跡することで，相互の関連の強さに基づいて，

有効な防除するための対策を選択できると期待し

ている。 

本研究では，アレルギー性症状と住宅のダンプ

ネスとの関連性を明らかにするために，子供のア

レルギー性症状と住宅のダンプネスによる室内環

境汚染への曝露に関するアンケート調査の結果を

用いて，一年間ではあるが室内環境の悪化が子供

の呼吸器系症状にどの程度影響しているかを統計

的に分析した。 

 

1. ダンプネスと子供の健康に関する調査結果 

1.1 調査概要 

本調査は，インターネットを介したアンケート

調査であり，2013年度と 2014年度の二時点に同

じ対象に回答を求めた。調査対象地域は表 1に示

す通り全国の都道府県であり，地域 1から 6に対

して協力を依頼した。調査では小学生以下の子供

が含まれる家族世帯を回答者として募り，条件に

合う世帯を無作為に抽出した。回答は保護者が行

い，2名までの子供(N=4,343)の健康状態を尋ねた。 

調査の結果，表-1に示すように，十分な有効回

答(3,765世帯，回収率：74.2％)が得られた。健康

状態の自覚症状では，アンダーソンの定義 2)に基

づき，眼症状(目のかゆみ等)，鼻症状 (鼻水，鼻づ

まり等)，喉症状(のどが痛い，咳が出る等)，皮膚

症状(手が乾燥する等)，精神・神経症状(頭が痛い

等)の 5症状に注目した。 

1.2 調査期間 

 調査は連続する 2年(二時点)の厳寒期に行われ

た。1年目の調査は 2014年 1月 31日～2月 3日，

2年目の調査は 2015年 1月 23日～26日に実施

され，それぞれその時点での室内環境等の回答を

求めた。 

表-1 調査地域と配布数・回収率 

回収率（%）地域

茨城，群馬，埼玉，富山，

千葉，東京，神奈川，静岡，

愛知，三重，大阪，和歌山，

山口，徳島，香川，愛媛，

高知，福岡，佐賀，長崎，

熊本，大分

宮崎，鹿児島，沖縄

石川，福井，山梨，岐阜，

滋賀，京都，兵庫，奈良，

鳥取，島根，岡山，広島

合計

地域3

地域4

地域5

地域6

地域1 北海道 72.2

青森，秋田，岩手地域2 71.3

宮城，山形，福島，栃木，
新潟，長野

73.6

74.8

76.0

67.8

配布数

1,613

1,628

205

514

296

815

5,071

有効回答数

1,206

1,238

139

371

211

600

3,765 74.2  

A-10
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1.3 ダンプネスの評価法 

 表-2にダンプネスの程度の評価法を示し，回答

者が容易に観察可能な結露・カビの発生や，知覚

可能なカビ臭を評価項目に基づき評価した。アン

ケート調査ではそれぞれの評価項目について居住

者の主観で回答を求めた。結露の発生箇所は窓以

外での発生を重篤な状態とし，冬季にガラス面で

の結露の程度・頻度が高い程，点数が加算されて

いく。表に示す 8種類の項目を 3点満点で評価し，

その合計(満点 24 点)によりダンプネスの程度の

ランクを評価する。 

 

表-2 ダンプネスの程度の評価法 2） 

(1)居間・寝室の結露箇所(6点)

「窓ガラス，窓枠，外気に面する扉等」とそれ以外での発生箇所の数により評価

(2)居間・寝室の窓ガラスの結露の程度(6点)

「なし」～「水滴が流れる程度」までの程度により評価

(3)居間・寝室の窓ガラスの結露の頻度(6点)

「なし」～「常に発生する」までの頻度により評価

(4)浴室以外のカビの発生箇所(3点)

「なし」～「3箇所以上」までの発生居室の数により評価

(5)カビ臭の発生箇所(3点)

「台所・洗面所・浴室」とそれ以外での発生居室の数により評価
 

 

2. 調査結果 

2.1 ダンプネスの程度 

 図-1に二時点におけるダンプネスの程度のラ

ンクの関係を示す。図は分析対象とした子供の数

(N=4,343)に基づいており，同じ住宅に住んでい

ても別の住宅の結果として扱った。 

図を見ると前年度にダンプネスのランク 1，2

に評価されている住宅であっても，次年度にはダ

ンプネスのランク 3，4 に変化する場合がある。

このような住宅は，2 年目にダンプネスによる室

内環境汚染が重篤化した群とみなせ，全体の

26.3％が該当する。また，前年度，ダンプネスの

程度のランク4に評価されている住宅が 20.1％で

あったが，次年度は 18.7％となり 1.4ポイント減

少した。 

2.2 アレルギー性症状の申告割合とダンプネス

の程度 

図 2に，二年目におけるダンプネスの程度のラ

ンクと各ランクにおけるアレルギー性症状の申告

割合の関係について示す。住宅のダンプネスの程

度のランクが高くなると症状の申告割合が有意に

高くなることが分かる。 

1 2 3 4
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29.6

※数値は全体(N=4,343)に対する割合[％]
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ダンプネスの程度のランク(2013年度調査)  

図-1 ダンプネスの程度と症状の申告割合 
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図-2 二年間におけるダンプネスの程度のランク 

 

また，鼻症状に関しては，どのダンプネスの程度

のランクにおいても最も割合が高く，ランクが高

くなるにつれて傾きも他の症状に比べ，上昇する

こと，次いで喉症状も鼻症状同様に高い割合を示

していることから，高湿度環境に曝露されると呼

吸器系の症状を誘発するという既往の研究の知見
5)と照合する。 

2.3 2年間での自覚症状と申告割合 

各自覚症状の有症率は，眼症状 3.6％，鼻症状

9.4％，喉症状 5.9％，皮膚症状 3.6％，精神・神

経症状 1.0％である。 

図-3 に二年目調査でのアンダーソンの定義に

基づく自覚症状の申告割合を男女別・年代別に示

す。各症状についてみてみると，全体的に鼻症状

の申告割合が高い。鼻症状では 4～6 歳，小学校

低学年，小学校高学年の年代で男児の方の割合が

高く，それぞれ 9.4％，11.5％，9.6％となってい
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る。喉症状において，男児は年代が上がることに

申告割合が減少していることが確認できる。一般

に，男児の方がアレルギー性症状が出やすいとい

われて言われているが，今回の結果では必ずしも

合致しているわけではない。 

各症状とも，2 年目に初めて症状を発症し始め

た割合は，全体的に割合が高くなっていることが

確認できる。鼻症状において，次年度に症状を申

告し始めた割合は 5.0％を超えている。特に 3 歳

以下の男女では，男児 7.0％，女児 7.6％と高い割

合を示す。これは，他の年代よりも住宅にいる時

間が長いことが考えられる。すべての年代でこの

結果は室内環境汚染に一定期間曝露されたことに

よる影響が含まれると考えられる。 

 

3. ロジスティック回帰分析による要因解析 

3.1 分析方法 

 小児・児童の健康に影響を及ぼす環境要因を分

析するために，交絡因子の影響を取り除いた上で，

2 つの観点からロジスティック回帰分析を行った。

1 つは，2 年目でダンプネスが重篤化した世帯を

従属変数に，各環境要因を独立変数として，もう

1 つは，アンダーソンの定義に基づく 5 症状の 2

年目での発症の有無を従属変数，ランクの変化の

有無，2 年目のダンプネスの程度のランクを独立

変数とした。 

統計分析では，まず，単変量解析を行い，有意

確率が p<0.2であった要因を抽出した。次に，こ 

れらを独立変数として多変量解析を行い，尤度比 

 

に基づく変数減少法により，調整オッズ比 注 1)を 

算出した。交絡因子にとして個人属性の項目を強

制投入している。なお，解析には IBM SPSS 

Statistics Ver.23を用いた。 

3.2 分析結果 

(1)環境要因とダンプネスとの関係 

 表-3に，ダンプネスが重篤化した世帯に対する

環境要因の調整オッズ比を示す。居間の起床時の

寒さでは，特に「やや寒い」～「非常に寒い」の

調整オッズ比が有意に 1より大きく，住宅の断熱

性能が低くなると，ダンプネスが重篤化するリス

クが高まると考えられる。浴室換気では「換気設

備を使用していない」の調整オッズ比が

1.67(p<0.05)となり，湿度が高い浴室の換気が行

われないとダンプネスが重篤化する傾向が確認で

きる。 

 

表-3 ダンプネスが重篤化した世帯に対する環境

要因の調整オッズ比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2年
目

の
症

状
申

告
割

合
[%

]

眼症状 鼻症状 喉症状 皮膚症状 精神・神経症状

初年度に症状申告

次年度に初めて
症状申告

3歳以下(N=158)
4～6歳(N=478)

男子

小学校高学年(N=801)
小学校低学年(N=705)

3歳以下(N=170)
4～6歳(N=474)

女子

小学校高学年(N=846)
小学校低学年(N=711)

アンダーソンの定義に基づく自覚症状

度数要因 有意確率95％信頼区間

どちらでもない
非常に寒い
寒い
やや寒い
暑い
p for trend

居間起床時寒さ

*** P<0.001 ** 0.001<P<0.01

交絡因子：地域区分，住宅形式

* 0.01<P<0.05

終日運転
状況に応じて
使用していない
換気設備がない
p for trend

浴室換気扇

454 1.00

0.000

312 2.98

-
-
-

1.59 - 5.61 0.001
926 3.28 -1.90 5.68 0.000
984 2.26 -1.30 3.95 0.004
21 7.29 -2.16 24.58 0.001

649 1.00

0.004

1645 0.80 0.58 1.12 0.192
240 1.67 1.04 2.69 0.033
163 0.59 0.29 1.20 0.147

***

**

**
**

*

適合率91.7％　HosmerとLemeshowの検定 0.318

調整
オッズ比

図-3 二年目調査での自覚症状の申告割合 
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(2) 子供の健康影響 

表-4に，鼻症状に対するダンプネスの変化の調

整オッズ比を示す。「ダンプネスの程度のランク

に変化なし世帯」に対する「2 年目でダンプネス

の程度のランク 4に評価された世帯」の調整オッ

ズ比が 2.42(p<0.001)となる。また，ダンプネス

の程度のランクが大きくなるほど有意に調整オッ

ズ比が大きくなることが示され，鼻症状へのリス

クを高めている。 

表-5に，喉症状に対するダンプネスの変化の調

整オッズ比を示す。「2 年目でダンプネスの程度

のランク 4に評価された世帯」の調整オッズ比が

1.85(p<0.05)となる。また，ダンプネスの程度の

ランクでは重篤であるランク 4 で 3.01(p<0.001)

になり，ダンプネスが重篤化するほど，喉症状に

おいても同様に発症リスクが高まると考えられる。 

 

表-4 鼻症状に対する環境変化の調整オッズ比 

度数要因 有意確率95％信頼区間

*** P<0.001 ** 0.001<P<0.01

交絡因子：地域区分，子供性別年代，

* 0.01<P<0.05

*** P<0.001 ** 0.001<P<0.01 * 0.01<P<0.05

**

適合率90.6％　HosmerとLemeshowの検定 0.479

重篤
変化なし

ランク変化
2231 1.00
100 2.42 0.001

度数要因 有意確率95％信頼区間

ランク2
ランク1

ランク4
p for trend

ランク3
ダンプネスの
程度のランク ***

***

適合率90.6％　HosmerとLemeshowの検定 0.574

1208 1.00
375 1.11 0.662
210 2.93 0.000
538 2.95 0.000

0.000

調整
オッズ比

調整
オッズ比

0.69 1.79-

1.43 4.10-

1.86 4.60-
2.11 4.13-

回答者自身のアレルギーの有無

交絡因子：地域区分，子供性別年代，
回答者自身のアレルギーの有無  

 

表-5 喉症状に対する環境変化の調整オッズ比 

*** P<0.001 ** 0.001<P<0.01 * 0.01<P<0.05

*** P<0.001 ** 0.001<P<0.01 * 0.01<P<0.05

交絡因子：地域区分，子供性別年代，
回答者自身のアレルギーの有無

交絡因子：地域区分，子供性別年代，
回答者自身のアレルギーの有無

度数要因 有意確率
調整

オッズ比

調整
オッズ比

95％信頼区間

**重篤
変化なし

ランク変化

度数要因 有意確率95％信頼区間

ランク2
ランク1

ランク4
p for trend

ランク3
ダンプネスの
程度のランク ***

**

適合率92.2％　HosmerとLemeshowの検定 0.211

2332 1.00
105 1.85 0.042

1234 1.00
403 1.77 0.012
220 1.62 0.099
580 3.01 0.000

0.000

適合率92.2％　HosmerとLemeshowの検定 0.222

1.02 3.35-

1.13 2.75-
0.91 2.88-
2.11 4.29-

 

4. まとめと今後の展望 

 本研究では，短期間ではあるがダンプネスの程

度が重篤化するに伴い，呼吸器系症状の発症のリ

スクが高くなることを示すことができた。 

今後は，長期的に継続された調査データを用い

て，高湿度環境への曝露と症状の発症との関連性

を明らかにすることが必要である。特に，アレル

ギー性症状は出生時から小学生までの間で発症，

治癒するといわれている。このような期間で，ダ

ンプネスと症状の有無を調査すれば，ダンプネス

が呼吸器系症状の発症に影響していることが明確

になるため，健康面から見た住環境整備に大いに

貢献できる。 
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注釈 

1) オッズ比とは，ある要因を有する人がそれを

有しない人に比べて，ある結果をもたらす可

能性の高さを示す統計的な尺度のことであ

る。単変量解析で得られるオッズ比を調整し

ないオッズ比といい，多変量解析で得られた

オッズ比を調整オッズ比と呼ぶ。 
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中規模オフィスビルにおけるエネルギー消費量調査(その 1) 

震災前後のエネルギー消費量の比較 

○菅 晃希，三浦健太，許 雷（東北工業大学） 

Energy Consumption Survey in a Medium Scale Office Building Part1 

Comparison Before and After The Great East Japan Earthquake 

 

Kan Koki, Miura Kenta, Xu Lei (Tohoku Institute of Technology) 

 

キーワード：オフィスビル,震災前後の比較,削減率,電力消費量 

 

はじめに 

日本において節電対策の検討及び再生可能エネ

ルギーを含むスマートエネルギーの整備促進への

機運が高まる中、最大電力を含めて建物のエネル

ギー消費構造を詳細に分析可能な時刻別データ整

備に対する社会ニーズが高まっている 1)。 

オフィスビルでは長期休暇がなく照明、コンセ

ント、冷暖房設備などを長時間利用するためエネ

ルギー消費量が多い傾向がある。オフィスビルの

エネルギー消費の特徴としては時間帯によって異

なる。操業時間帯においては、全日のうち最もエ

ネルギー消費が大きい。特に夏期においては電力

の最大値が発生する。このため使用者自らの省エ

ネルギーへの取り組みが消費量に大きく影響する。 

 本研究では東日本大震災の震災前後のエネルギ

ー消費量の比較に重点を置きながら解析を行い、

オフィスビルにおける省エネルギー対策を分析し

ていく。 

 

1. 調査概要 

本研究の調査対象である Aビルは、東京都品川

区に立地している地上 8階、地下 1階の鉄筋コン

クリート造の建物である。延べ床面積は 9,600㎡、

基準階面積は 900㎡となっており、賃貸事務所面

積は各階によって面積が異なっている。調査期間

は 2010年 4月～2013年 3月の 3年間であるが東

日本大震災の影響で 2011 年 3 月のデータは含ま

れていない。 

 Aビルの主なエネルギー消費先として専有部室

内機・室外機のインテリア系統、専有部室内機・

室外機のペリメータ系統、コンセント、照明、空

気搬送がある。その他の用途として ELV・自動販

売機・シャッター等となっている。 

2.  Aビルの調査結果 

2.1 年度別電力消費量及び用途別削減率 

 2010年度～2012年度の年度別一次エネルギー

消費量及び用途別二次エネルギー電力消費量を表

-1および図-1に示す。3年間を比較すると震災前

の 2010 年度の一次エネルギー消費量は最も大き

く 2561.1MJ/(㎡.年)である。震災後の年度別消費

量と比較すると特に震災直後の 2011 年度は

1689.8MJ/(㎡.年)と 34％削減されているのがわ

かる。しかし翌年の 2012 年度は 1865.2MJ/(㎡.

年)と 27％削減されているが前年に比べ消費量が

増えている。用途別では 3年間それぞれコンセン

トの消費量が最も多くなっていて次いで熱源・熱

搬送となっている。空気搬送の消費量においては

震災前よりも震災後の 2012 年度が上回る結果と

なった。 

       

 表-1年度別一次エネルギー消費量 (単位：MJ/㎡.年)  

 2010年度 2011年度 2012年度 

一次エネルギー 2561.1 1689.8 1865.2 
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図-1用途別二次エネルギー消費量及び削減率 

A-11
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2.2 月別電力消費量の比較 

2010年度～2012年度の月別電力消費量を図-2

に示す。震災前後の夏季を比較すると震災前の

2010年度に比べて震災後の 2011年度は消費量が

大幅に減っている。また他の季節と比較しても夏

季が最も削減されているため、夏期に積極的に節

電が行われたことが考えられる。2011 年度の 4

月～6 月にかけて消費量が多くなっているのは震

災直後の復旧作業が原因と考えられる。 

 

図-2 月別電力消費量(kWh/㎡.月) 

 

2.3 夏季・冬季における月別電力消費量及び 

   削減率 

6月から 9月までに照明、コンセント、空調、

その他などを含む電力消費量の合計値を表-3 に

示す。2010年は 100.5万 kWh(104.4kWh/㎡.月)

であるが、2011 年は 63.9 万 kWh(66.4kWh/㎡.

月)であり、電力消費量は 36%削減されている。2

年間では 7月が最も電力が削減されており震災前

の 26.6 万 kWh/月(27.7kWh/㎡.月)から震災後の

15.5万 kWh/月(16.1kWh/㎡.月)に減った。7月と

8 月の削減率が特に大きくなっており 7 月が

41.9%、8月が 40.2%になり、次いで 9月の 37.8%

となる。6月の削減率が 24.1%となり最も小さい。 

 

表-3 月別電力消費量及び削減率 (夏季) 

次に冬季の 12月から 2月までの電力消費量の合

計値を表-4示す。2010年は 57.7kWh(59.9kWh/

㎡.月)であるが、2011年は 43.1万 kWh(44.8kWh/

㎡.月)であり、電力消費量は 25%削減されている。

2年間では、いずれも 1月に電力消費量のピーク

を迎え、震災前から 25.3%削減されている。しか

し、夏季に比べ全体的に削減率が低い数値となっ

ている。 

 

表-4 月別電力消費量及び削減率 (冬季) 

月別 
電力消費量(kWh) 

平米あたり電力量

(kWh/㎡.月) 
電力消費量

削減率 
2010年 2011年 2010年 2011年 

12月 192,223 138,942 19.9 14.4 27.7% 

1月 201,282 150,432 20.9 15.6 25.3% 

2月 184,016 142,500 19.1 14.8 22.6% 

合計 577,521 431,874 59.9 44.8 25.2%(平均) 

 

4 結論 

 本研究では DECC データを基にオフィスビル

における震災前後のエネルギー消費量の分析、省

エネルギー対策を調査することができた。 

 標準的な 5000 ㎡のオフィスビルにおいての用

途別エネルギー消費量の割合では空調が 49％、照

明が 25％である 2)。本調査結果では熱源・熱搬送

が 33％、照明・コンセントが 56％となっており、

空調よりも照明・コンセントの割合が多くなって

いる。 

 全体を通して、震災後は消費量が少なくなって

おり、特に夏季の削減率が大きく、ピークの 8月

では削減率が 40%である。また震災前の 2010年

度から震災後の 2011 年度においての削減率は

34%であった。このことから震災後は節電を徹底

した成果がみられた。しかし 2012年度は 2011年

度に比べ削減率が 27%と減少し、消費量も増加し

ているため時間が経過するにつれて節電の意識が

薄れていることが考えられる。 
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集委員会：平成 25年省エネルギー基準に準拠した算

定・判断の方法及び解説Ⅰ非住宅建築物(第二版) 

(平成 26年 4月 1日) 

月別 
電力消費量(kWh) 

平米あたり電力量

(kWh/㎡.月) 
電力消費

量削減

率 2010年 2011年 2010年 2011年 

6月 232,913 176,806 24.2 18.3 24.1% 

7月 266,685 155,000 27.7 16.1 41.9% 

8月 271,940 162,518 28.2 16.9 40.2% 

9月 233,936 145,486 24.3 15.1 37.8% 

合計 1,005,474 639,810 104.4 66.4 
36.0%(平

均) 
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中規模オフィスビルにおけるエネルギー調査（その 2） 

用途別エネルギー消費パターンの解析 

○三浦健太，菅 晃希，許 雷（東北工業大学）， 

Energy Consumption Survey in a Medium Scale Office Building Part2 
Energy Consumption Pattern Before and After The Great East Japan Earthquake 

Miura Kenta, Kan Koki, Xu Lei (Tohoku Institute of Technology),  
 

キーワード：エネルギー消費	 負荷パターン 
 

はじめに 

 その 1ではオフィスビル全体のエネルギー消費
量を記載した。その２ではオフィスビルの用途別

エネルギー消費量について調査行った。また電力

負荷や削減率、用途別負荷パターン、平均時刻別

パターンについて報告を行う。 
 

1 用途別エネルギー消費量削減率 

	 2010年度に対して震災後 2年間の用途別エネ
ルギー消費量削減率を表-1に示す。2年間を比較
すると 2011年度は照明以外の用途で削減率が大
きくなっている。用途別にみても照明の削減率が

最も大きく、2012年度では 52.1％と最も大きく
なっている。そのため照明が最も節電しやすい環

境にあるが熱源・熱搬送は削減率が低いことから

節電しにくいことが考えられる。 
表-1	 用途別エネルギー消費量削減率	 

 
熱源・熱

搬送 照明 コンセン

ト その他 

2011年 29.6% 42.5% 38.4% 39.7% 
2012年 26.5% 52.1% 27.4% 38.7% 

 

2 時刻別電力負荷の比較 

	 図-1および図-2に照明における時刻別電力負

荷を示す。最大値は夏季 13時～15時の 6.5W/㎡
で 12時～13時の間に負荷が小さくなっている。
また震災後以降はどの時間も震災前に比べ負荷が

小さくなっている。 
	 図-3および図-4にコンセントにおける時刻別

電力負荷を示す。最大値は夏季 13時～16時の
16.0W/㎡で 2010年度から 2011年度夏季の 12時
～13時にかけては負荷が小さくなっているが
2011年度冬季からは負荷が変化しなかった。 
	 図-5および図-6に熱源機器における時刻別電

力負荷を示す。夏季・冬季ともに 8時から急激に
負荷が大きくなる傾向が見られる。夏季にかけて

は震災後に負荷が小さくなっているが冬季にかけ

ては震災後にピーク時の負荷が大きくなっている。

またオフ時にかけて震災後は負荷が小さくなって

いる。 
 
	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

図-1	 照明(夏季)時刻別負荷	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

 

図-2	 照明(冬季)時刻別負荷	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

 

図-3 コンセント(夏季)時刻別負荷	 

A-12
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図-4	 コンセント(冬季)時刻別負荷	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

図-5	 熱源機器(夏季)時刻別負荷	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

図-6	 熱源機器(冬季)時刻別負荷	 

	 

3 平日時刻別負荷パターン 

図-７に夏季における全体の平均時刻別パタ

ーンを示す。震災前後の 2010年度から 2012
年度の夏期を見ていく。グラフの形状としては

ほぼ同じようなパターンになっている。8時か
ら負荷の割合が高くなり始め、10時～18時ま
でピークを迎え、19時から負荷の割合が低くな
る。これは震災前後共にほぼ同じである。最大

値はそれぞれ、2010年度は13時～16時の4.8％、
2011年度は 13時～16時の 5.2％、2012年度
は 15時～16時の 4.9％となっている。 

図-８に冬季における全体の平均時刻別パタ

ーンを示す。震災前後の 2010年度から 2012
年度の冬期を見ていく。グラフの形状としては

震災前後共にほぼ同じようなパターンになって

いて、1日を通してほとんど変化が見られない
結果となった。昼間に負荷パターンがやや大き

くなるが夜間と比較しても値はほとんど変わら

ないことが分かる。最大値はそれぞれ、2010

年度は 16時～18時の 4.5％、2011年度は 16
時～18時の 4.6％、2012年度は 13時～18時の
4.5％となっている。 

 

図-７ 夏季における平日時刻別パターン

 

図-８ 冬季における平日時刻別パターン 

結論 

	 本研究では用途別のエネルギー消費量について

の解析を行った。 
	 負荷パターンに関しては震災後のオフ時は負荷

が小さくなっているため、夜間など利用時間以外

には無駄な電力を使用しないようにしていること

が考えられる。また、時刻別データ 12時から 13
時にかけて負荷が小さくなっているのは昼休みに

事務所の照明の消灯を徹底しているためだと考え

られる。 
	 今回調査したオフィスビルでは照明・コンセン

トにおいて昼休憩の節電やオフ時に無駄な電力の

使用を控える省エネルギー対策が行われていた。

熱源機器は夏季のみ電力の削減がみられた。 
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超高層オフィスビルにおけるエネルギー消費量の調査(その 1) 

震災前後のエネルギー消費量の比較 

○青砥大起，横澤颯太，許雷(東北工業大学) 

Energy Consumption Survey in a High-Rise Office Building (Part1) 

Energy Consumption Comparison Before and After The Great East Japan Earthquake 

Aoto Daiki, Yokosawa Sota, Lei Xu(Tohoku Institute of Technology)  

 

キーワード：電力消費量、電力負荷、エネルギー調査 

 

1. はじめに 

 我が国のエネルギー自給率は 2012 年で 5％と

極めて低く、大半のエネルギーを海外に依存して

いる状況である 1)。建築物分野で消費されるエネ

ルギーは、全分野の 1/3を占め、他部門（産業・

運輸）と比べ増加が顕著である。特に東日本大震

災以降、エネルギー需給構造の安定化が不可欠と

なっている。建築物で消費されるエネルギーを削

減することは重要な課題であり早急に取り組むべ

きであると考える。 

 

2. 調査概要 

本研究の調査対象であるオフィスビルは首都圏

に立地している。建物は地下 4 階、地上 54 階、

搭屋 3階で構成され、主要用途は、事務室、店舗、

駐車場、診療所であり、延べ床面積は約 183000

㎡である。本建物は、地域冷暖房(以下 DHC)から

冷熱、温熱を受給している。 

中央監視設備(BEMS)で記録された時刻別電力

消費量を解析、調査する。その際、電力消費量と

冷熱使用量、温熱使用量を比較できるようにする

ために一次エネルギーに換算する。換算係数は電

力では昼間 9.97MJ/kwh、夜間 9.28MJ/kWhであ

り、冷熱と温熱は共に 1.36MJ/MJ である 2)。そ

こから建物全体の各負荷や用途ごとの負荷を算出

し、震災前後で比較する。本研究で算出したもの

は、電力負荷、冷房負荷、暖房負荷(給湯負荷を含

む)である。冷房負荷、暖房負荷においては地域冷

暖房からの冷熱と温熱の供給から算出した。 

 

3. 調査結果と分析 

3.1  年度別の一次エネルギー消費量の比較 

 年間一次エネルギー消費量のグラフを図-1 に

示す。用途ごとの値も一緒に示すが、全体は 2010

年の値が約 2583.0MJ/(㎡・年)、2011年の値が約

2140.5MJ/(㎡・年)、2012年の値が約 2223.6(MJ/

㎡・年)となっている。2010年から 2011年の削減

率は 17.1％、2010 年から 2012 年の削減率は

13.9％と震災前後で消費量が減っていることが分

かる。しかし、削減率が小さくなっていることか

ら電力消費量が戻りつつあることが考えられる。 

表-1に用途ごとの割合を示す。これより、各年

照明・コンセントの割合が約半分占め、他よりも

明らかに高いことが分かる。年度別に比較すると 

どの年度においても割合に大きな変化は見られな

かったため、エネルギー消費量が全体的に削減さ

れていたことが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 年間一次エネルギー消費量 

 

表-1 年間一次エネルギー消費量の割合(%) 

 照明コンセント 冷熱 その他 温熱 空気搬送 熱源熱搬送 

2010 42 20 18 13 5 2 

2011 47 18 18 16 4 2 

2012 46 17 18 17 4 2 

A-13
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3.2 月別の一次エネルギー消費量 

 年度ごとの月別の建物全体の一次エネルギー消

費量のグラフを図-2に示す。各年度で 7月、8月

にピークを迎え、4月、5月、10月、11月の中間

期はエネルギー消費量が少ない傾向がある。     

8月のエネルギー消費量をみると 2010年度が

約 277.1MJ、2011年度が約 208.8MJ、2012年度

が約 208.9MJである。2010年度から 2011年度

の削減率は約 24.6%、2010年度から 2012年度の

削減率も前年と同じで約 24.6%となっている。 

全体を通してみると夏期は大幅に削減されてい

るが、中間期においては削減率が下がっているこ

とが分かる。冬期において削減はされているもの

の他の時期と比べると削減率が低い傾向にある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 月別の建物全体の一次エネルギー消費量 

 

3.3 平日における時刻別電力負荷の比較 

 平日の時刻別電力負荷パターンの比較を図-3

に示す。グラフより、夏期(6月～9月)を中心に震

災前の 2010 年に比べて震災後の 2011 年、2012

年は電力消費量が抑えられているのが分かるが、

冬期(12 月～3 月)にはあまり差が見られない。こ

れより、夏期の節電がよくわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 平日における時刻別電力負荷率 

3.3  7月平日の時刻別電力負荷 

年度別の7月平日の時刻別電力負荷を図-4に示

す。年間を通して最も電力負荷の高い 7月を比較

する。2010年度は、各年度の中で最も高く最大値

は約 41W/㎡である。2011年度は午前のオフィス

の立ち上がり時間が遅く、最大値は約 28W/㎡で

あり、2010年度と比べると電力負荷も大幅に削減

されている。2012年度においてはオフィスの立ち

上がり時間が 2010 年度と同じ程度に戻ったが、

電力負荷は継続して削減されており、最大値は約

30W/㎡である。 

 

 

図-4 7月平日の時刻別電力負荷 

 

4 結論 

 全体を通してみると 2010 年度のエネルギー消

費量が各年度の中で最も多い傾向が見られた。

2011年度は 2010年度と比べると削減され、2012

年度は 2010年度に比べると削減されており 2011

年度と比べると増加する傾向が見られた。 

震災直後は省エネルギーに対する意識が感じら

れたが、管理者だけでなく使用者 1人 1人が省エ

ネルギーに対する意識を向上させることが必要で

あると考える。 

 

参考文献 

1) 関西電力：日本のエネルギー事情,  
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超高層オフィスビルにおけるエネルギー消費量の調査(その 2) 

震災前後の用途別エネルギー消費量のパターン 

○横澤颯太(東北工業大学)，青砥大起(東北工業大学)，許雷(東北工業大学) 

 

Energy Consumption Survey in a High-Rise Office Building 

Energy Consumption Pattern Before and After The Great East Japan Earthquake 

Aoto Daiki, Yokosawa Sota, Lei Xu (Tohoku Institute of Technology) 

 

キーワード：電力消費量、電力負荷、エネルギー調査 

 

はじめに 

超高層オフィスビルにおけるエネルギー消費量

の調査(その 1)では建物全体の消費量の比較につ

いて説明したが、超高層オフィスビルにおけるエ

ネルギー消費量の調査(その 2)では東日本震災前

後の用途別エネルギー消費量の比較について報告

する。 

 

1. DHCのエネルギー消費量 

1.1 月別冷熱使用量(DHC)の比較 

 図-1 に DHC からの月別冷熱引き込み量(MJ/

㎡)を示す。夏期（4月～9月）は 8月にピークを

迎え、冬期(10 月～3 月)においてはほとんど使用

していないことが分かる。年度別に比較すると、

どの月においても 2010 年度の値が最も高く、

2011年度と 2012年度においては大きな差は見ら

れない。2010年度と 2011年度の 8月の冷熱使用

量を比較すると削減率は 26.6%とおおよそ 1/4削

減している。年間を通してみると冷熱使用量は、

冬期は使用量が少なく、使用量が多い夏期には震

災前後において大きく削減されていることが分か

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 DHC冷熱一次エネルギー消費量 

 

1.2 月別温熱使用量(DHC)の比較 

 図-2 に DHC からの月別温熱使用量(MJ/㎡)を

示す。冬期は 1月にピークを迎え、夏期において

はほとんど利用していないことが分かる。使用量

が多い 12月～3月においては 2010年度の値が最

も低く 2011年度、2012年度はほぼ同じ値を示し

ている。年間を通してみると温熱使用量は震災前

後において削減されるどころか増加傾向にあるこ

とが分かった。以上から、温熱使用量は冷熱使用

量とは違い削減しにくい項目であると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 DHC温熱一次エネルギー消費量 

 

2 照明・コンセントのエネルギー消費量 

2.1 月別の電力消費量 

 図-3に照明・コンセントにおける月別一次エネ

ルギー消費量を示す。毎月 2010 年の電力消費量

よりも 2011年、2012年の電力消費量のほうが削

減されている。8月、9月、2月のみ 2011年より

も2012年の電力消費量のほうが削減されている。 

表-1に照明・コンセントにおける時期ごとの電

力消費量削減率を示す。時期で比較すると 2010

年から 2011年の夏期の削減率が 22.1％に対して

冬期が 9.7％、2010年から 2012年の夏期の削減

A-14
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率が 21.5％に対して冬期が 9.0％と大きな差が見

られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 照明・コンセント月別一次エネルギー消費量 

 

表-1 時期ごとの照明・コンセント削減率（％） 

注)2010年を基準とする 

 

2.2夏期平均の時刻別電力消費量 

 図-4に夏期平均の時刻別電力消費量を示す。震

災前後で勤務時間帯に変化が見られる。2010年と

2011年で最大 7W/㎡の差が生まれた。また、2011

年は他の年と比べて消費量の上がり始めの時間と

昼に下がる時間にずれが生じているのがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 夏期平均の時刻別電力消費量 

 

2.3 冬期平均の時刻別電力消費量 

 図-5に冬期平均の時刻別電力消費量を示す。夏

期ほどの変化は無いがこちらも震災前後で勤務時

間帯に変化が見られる。2010年と 2011年で最大

5W/㎡の差が生まれた。また、夏期と同様に 2011

年は他の年と比べて消費量の上がり始めの時間と

昼に下がる時間にずれが生じている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 冬期平均の時刻別電力消費量 

 

3. 結論 

 本研究は超高層オフィスビルの BEMSデータ

を基に震災前後で比較を用途ごとに行った。また、

今回の研究対象のオフィスビルが地域冷暖房の利

用があるため冷房負荷、暖房負荷を DHC冷熱、

温熱の消費量として比較した。 

 消費量が最も多い照明・コンセントは全体の約

半分を占め、削減率が 2010年から 2011年で約

17％、2010年から 2012年で約 15％であった。

夏期の削減が大きく影響されている。冷熱は削減

率が 2010年から 2011年で約 27％、2010年から

2012年で約 25％であった。温熱に関しては 2010

年から 2012年まで削減されず、毎年少しずつ電

力消費量が増えるという結果になった。冬期より

も夏期のほうが節電しやすい環境にあるといえる。 

 これらより震災後の2011年は震災前の2010年

よりも温熱を除いて消費量の削減に成功している。

特に夏期における節電が目立っている。 

 しかしながら2011年と2012年を見るとどの用

途も増加傾向にあることがわかる。震災により節

電する傾向があったが意識の薄れにより再び電力

消費量が増えているのではないかと考える。 
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 夏期 冬期 

2011年 22.1 9.7 

2012年 21.5 9.0 
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事務所建築での内部発熱の変化による空調負荷とヒートポンプへの影響 

○赤井仁志（福島大学），奥野敏彦，瀬川和幸（東北電力㈱），草刈洋行（㈱ユアテック），  

二宮秀與（鹿児島大学），西山尚弘（㈱大林組），長野克則，葛隆生（北海道大学） 

Influence to Thermal Load and Heat Pump Energy Consumption to use for Heating and Cooling 
with Internal Heat Generation Decrease in Office Buildings at the Tohoku Region in Japan 

AKAI Hitoshi (Fukushima Univ.), OKUNO Toshihiko,  
SEGAWA Kazuyuki (Tohoku-Electric Power Co., Inc.), KUSAKARI Hiroyuki (Yurtec Corporation), 

NIMIYA Hideyo (Kagoshima Univ.), NISHIYAMA Naohiro (OBAYASHI CORPORATION), 
NAGANO Katsunori, and KATSURA Takao (Hokkaido Univ.) 

 

キーワード：節電化，LED 照明，空調熱負荷，ヒートポンプ 
 
はじめに 

OA機器の節電化や照明器具のLED化、一人当たりの

専有面積の拡大等に伴い、事務所建築や事務所系テナン

ト建築の執務室などで、内部発熱量に減少傾向が見られ

る。これにより、暖房熱負荷が増え、冷房熱負荷が減る

ことから、暖冷房熱源のエネルギー消費量にも影響を与

える。 
このため空調熱源や換気方式の選択、省エネルギー手

法が変化する可能性がある。また、寒冷地・積雪地での

執務スペースの無暖房熱源エリアや、年間外気冷房箇所

の見直しなどが生じることも予想される。 
そこで、新潟県を含む東北7県に建つ事務所系ビルが、

OA機器の節電化や照明LED化で、冷房時と暖房時の空

調熱負荷が変化することによって、4つの異なるヒートポ

ンプ熱源のエネルギー消費量にどのように影響を与える

かを考察したので報告する。 
 

1. 建築・OA機器・照明器具等の内部発熱など条件 

空調対象面積約 810 ㎡、RC 造の事務所系建築を想定

して、在室人員やOA機器を表-1の通り、条件を変えた。

従来の内部発熱の条件は、国土交通省の平成22年度建築

基準整備促進事業「業務用建築物のためのエネルギー消

費量評価手法に関する基礎的調査」調査報告書を参考に

した。節電化後の内部発熱の条件は、財団法人建築環境・

省エネルギー機構（IBEC）の平成 15 年「建築物の省エ

ネルギー基準と計算の手引き」性能基準（PAL / CEC）
とした。照明は、Hf 蛍光灯を中心とした照明器具から、

LED に変更したこととした。なお、照明の内部発熱は、

空調が施された箇所のみで試算した。 
断熱は、事務所系建物の建築場所に関わらず、外壁を

発泡ウレタン25 ㎜厚、屋根を発泡ウレタン40㎜厚とし

た。外壁に取り付ける窓ガラスは、複層普通ガラスとし

た。 
空調と照明の稼働日と時間は、つぎの通りである。 
・暖房：12月～3月、83日/年  
・冷房：5月～10月、126日/年 
・照明：250日/年  
・1日の稼動時間：12h/日（8時～20時） 

暖房季と冷房季に分けたが、部屋の配置や方角により、

後述するように暖房季に冷房熱負荷が出現したり、冷房

季に暖房熱負荷が生じたりする。 
以上の条件に従って、HASP/ACLD（建物の熱応答計

算プログラム）を用いて、改修前後の 1 年間の暖冷房の

熱負荷の推移を試算した。試算した地点は図-1であるが、

紙面の関係で抜粋して報告する。なお、外気温度や湿度

は、各地点のAMeDAS標準気象条件とした。 
 

2. 暖冷房熱負荷 

AMeDAS観測点・福島の従来の内部発熱の条件による

暖冷房熱負荷の年間推移が図-2である。節電化後の内部

発熱の条件によるものが、図-3である。暖房熱負荷が増

従来の内部発熱条
件に用いた値

節電化後の内部発
熱条件に用いた値

在室人数[人/㎡] 0.2 ※
1

0.1 ※
2

OA機器[W/㎡] 20.0 ※
1

12.0 ※
2

※1　国土交通省：H22年度建築基準整備促進事業「業務

用建築物のためのエネルギー消費量評価手法に関する基
礎的調査」調査報告書より

※2　財団法人建築環境・省エネルギー機構：H15「建築物

の省エネルギー基準と計算の手引き」性能基準(PAL/CEC)
より

表-1 在籍人員とOA機器の試算条件 

A-15
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えて、冷房熱負荷が減ることが分かる。節電化後に、冷

房季に暖房熱負荷が出現するのが増える。 
暖房熱負荷と冷房熱負荷の推移を明確にするために降順

図を用いた。図-4が従来の内部発熱の条件、図-5が節電

化後の内部発熱の条件である。福島も含めた AMeDAS
観測地点での最大暖冷房熱負荷が表-2、年間暖冷房熱負

荷が表-3である。 
執務空間の節電化による内部発熱減少に伴い加熱負荷

が減るのは当然であるが、暖房熱負荷が大きく増えた。 
 

3. ヒートポンプ熱源方式ごとのエネルギー消費量 

前項の暖冷房熱負荷に従い、4種類のヒートポンプチリ

ングユニットごとにエネルギー消費量を求めた。チリン

グユニットの種類とシミュレーション用いたチリングユ

ニット機種は、つぎの通りである。 
・高効率空冷式：M社 MCHV-P 
・寒冷地対応型空冷式：M社製 MCHV-HP 
・地中熱利用（open）：D社製 SI TUR+ 
・地中熱利用（close）：D社製 SI TUR+ 
地中熱利用（open）は、オープン・ループ方式の略で、

地下水利用ヒートポンプである。地中熱利用（close）は、

クローズド・ループ方式の略で、U 字型の架橋ポリエチ

レン製の地中熱交換器を埋設したものである。 

図-1試算対象地点 

図-2 暖冷房熱負荷の年間推移 

（福島・従来の内部発熱条件） 

図-3 暖冷房熱負荷の年間推移 

（福島・節電化後の内部発熱条件） 

図-4 暖冷房熱負荷の降順図 

（福島・従来の内部発熱条件） 

図-5 暖冷房熱負荷の降順図 

（福島・節電化後の内部発熱条件） 
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表-2 従来と節電化後の内部発熱条件の違いによる最大暖冷房熱負荷の比較 

従来 節電化後 従来 節電化後

青森 294.0 325.7 153.8 121.2

むつ 327.3 358.4 148.4 116.0

八戸 278.9 358.4 174.2 115.5

盛岡 339.1 369.9 170.1 137.9

宮古 296.1 327.6 150.1 117.4

鹿角 339.2 410.1 132.6 95.5

秋田 330.6 362.2 178.3 141.9

仙台 268.6 300.3 168.9 136.5

石巻 263.5 295.4 184.8 152.4

山形 277.0 308.6 166.0 133.4

酒田 268.0 299.8 184.2 151.6

福島 288.5 320.1 180.4 147.9

小名浜（いわき市） 216.6 228.9 173.8 127.6

白河 334.2 364.9 167.5 135.0

若松（会津若松市） 317.1 348.6 181.8 149.3

新潟 245.0 276.7 199.7 163.3

高田（上越市） 272.7 303.7 205.7 173.3

相川（佐渡市） 251.7 283.3 194.4 157.8

暖房［kW］ 冷房［kW］

宮城

山形

AMeDAS
観測地点名

福島

新潟

県名

青森

岩手

秋田

表-3 従来と節電化後の内部発熱条件の違いによる年間暖冷房熱負荷の比較 

従来 節電化後 従来 節電化後

青森 88,570 136,530 55,914 24,941

むつ 97,240 149,261 46,002 19,145

八戸 84,431 149,432 49,611 19,045

盛岡 93,273 141,390 58,237 27,506

宮古 73,861 124,664 50,595 22,470

鹿角 88,327 151,291 53,991 26,556

秋田 79,788 125,254 69,870 36,447

仙台 61,228 106,203 64,191 30,232

石巻 64,341 109,567 61,921 28,244

山形 77,532 122,131 69,839 35,525

酒田 66,020 109,478 73,940 38,475

福島 60,533 102,198 75,766 38,485

小名浜（いわき市） 40,459 72,358 76,526 34,625

白河 68,913 114,245 65,317 31,747

若松（会津若松市） 78,951 121,396 79,534 43,061

新潟 56,942 96,124 87,889 48,111

高田（上越市） 57,397 97,038 89,708 50,417

相川（佐渡市） 55,496 96,716 79,000 41,301

暖房［kW/年］ 冷房［kW/年］
県名

AMeDAS
観測地点名

青森

岩手

秋田

宮城

山形

福島

新潟
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空気熱源チリングユニットのエネルギー消費量の試算

では、温湿度補正と着霜補正を行っている。しかし、雪

や雹等が付着することによる能力低下の正確なデータを

得ることができなかったために、補正は省いた。 
地中熱利用（open）のチリングユニットの熱源水の入

口温度は、AMeDAS観測点ごとに年平均気温とした。ま

た、井水ポンプの搬送動力は、エネルギー消費量に含め

ていない。同様に、地中熱利用（close）の 1 次側循環ポ

ンプの搬送動力も含めていない。 
地中熱利用（close）は、暖冷房熱負荷の値を地中熱交

換器採放熱量 60.0W/m で除して、長さを求め、100m/
本に繰り上げた本数で換算した。地中熱交換器の採熱量

を 60.0W/m とした根拠は、国土交通省「官庁施設の熱

源設備における地中熱利用システム導入ガイドライン

(案)」で、設計時の地中熱交換器の採放熱量に、この値が

示されていることによる。 
図-6と図-7は、従来の内部発熱の条件と節電化後の内

部発熱の条件のヒートポンプ熱源方式ごとの福島での暖

房と冷房の年間電力消費量である。OA機器や照明の節電

化は、暖冷房熱源のエネルギー消費量の増加に繋がるこ

とがわかる。福島も含めた AMeDAS 観測地点での、暖

房の年間電力消費量が表-4、冷房の年間消費電力量が表

-5、暖房と冷房を合わせた年間電力消費量（年間暖冷房

電力消費量）が表-6である。 
この年間暖冷房電力消費量に、照明の年間電力消費量

を加えたものが、図-8と図-9である。 
照明の年間電力消費量は、Hf蛍光灯を中心とした従来

の内部発熱条件が45,957kWh/年、LEDにした節電化後

の内部発熱条件が 13,846kWh/年である。暖冷房に関わ

る電力消費量に照明の電力消費量を合わせれば合計のエ

ネルギー消費量は、改修後に減じる。 
 

まとめ 

寒冷地・積雪地の事務所系建物では、執務スペースの

内部負荷減少が、空調熱源のエネルギー消費量の増加を

招くことがわかった。空調・換気システムの計画では、

つぎのことに留意する必要がある。 
・高効率の空調方式や換気方式の選定、建物の断熱

性・気密性の設定等の考慮が必要 
・空調熱源では、地中熱利用ヒートポンプの導入 

図-6 ヒートポンプ熱源ごとの電力消費量 
（福島･従来内部発熱・暖冷房熱源分のみ） 

図-7 ヒートポンプ熱源ごとの電力消費量 
（福島･節電化後内部発熱・暖冷房熱源分のみ） 

図-8 ヒートポンプ熱源ごとの電力消費量 
（福島･従来内部発熱・暖冷房熱源＋照明） 

図-9 ヒートポンプ熱源ごとの電力消費量 
（福島･節電化後内部発熱・暖冷房熱源＋照明） 

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

2017.3.14 (東北学院大学 多賀城キャンパス)

空気調和・衛生工学会　東北支部　第6回　学術・技術報告会　論文集

―――――――――――――――――――――

- 48 -



 

・しかし、暖房熱負荷が増えることから、地中熱利用

ヒートポンプ（close）の採用にあたっては長期的な

地中温度の低下防止を考慮 
・搬送（ポンプ）動力のインバータ制御を含めた高効

率システム 

・換気方式では、顕熱交換器の活用による外気導入に

よる熱負荷の低減手法の導入 
中でも、地中熱利用ヒートポンプシステムの導入は効

果的と考えられる。 
 

表-4従来と節電化後の内部発熱条件の違いによるヒートポンプ熱源ごとの暖房分電力消費量の比較 

青森 36,659 41,134 16,807 17,910 53,738 60,543 25,907 27,912

むつ 35,795 40,110 15,606 19,962 49,319 55,253 21,659 31,024

八戸 34,137 38,281 16,144 17,121 56,833 64,041 28,572 30,613

盛岡 39,220 44,015 17,834 18,851 56,906 64,103 27,034 28,921

宮古 29,629 33,181 14,042 14,745 46,651 52,481 23,700 25,215

鹿角 42,823 48,110 19,507 20,981 60,553 68,257 28,817 31,330

秋田 32,543 36,471 14,803 15,554 48,588 54,697 23,238 24,711

仙台 23,660 26,457 11,234 11,778 38,617 43,426 19,487 20,720

石巻 24,838 27,792 11,982 12,608 39,983 44,937 20,404 21,763

山形 31,144 34,902 14,411 15,293 46,651 52,563 22,701 24,403

酒田 25,620 28,683 12,069 12,703 40,318 45,372 20,014 21,372

福島 23,403 26,177 10,986 11,461 37,485 42,164 18,548 19,627

小名浜（いわき市） 14,224 15,869 7,277 7,586 26,241 29,472 14,325 15,179

白河 27,411 30,721 12,881 13,457 42,795 48,219 21,354 22,576

若松（会津若松市） 31,900 35,757 14,675 15,488 46,943 52,833 22,564 24,090

新潟 20,717 23,148 10,205 10,719 33,400 37,469 17,227 18,367

高田（上越市） 21,199 23,710 10,323 10,818 33,915 38,102 17,453 18,542

相川（佐渡市） 20,190 22,560 9,963 10,453 33,333 37,427 17,364 18,459

福島

新潟

秋田

宮城

山形
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地中熱
(close)

地中熱
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式
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式

地中熱
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高効率空冷
式

寒冷地空冷
式

地中熱
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県名
AMeDAS

観測地点名

従来の内部発熱条件［kWh/年］ 節電化後の内部発熱条件［kWh/年］

表-5従来と節電化後の内部発熱条件の違いによるヒートポンプ熱源ごとの冷房分電力消費量の比較 

青森 13,626 15,118 8,187 8,899 6,275 6,724 3,652 3,844

むつ 10,927 12,642 6,718 7,047 4,668 5,323 2,803 2,864

八戸 12,037 13,367 7,264 7,844 4,684 5,069 2,788 2,879

盛岡 14,334 15,637 8,527 9,113 6,943 7,335 4,027 4,195

宮古 12,244 13,584 7,408 8,010 5,622 6,037 3,290 3,454

鹿角 13,867 15,362 8,254 8,642 6,647 7,174 3,877 3,970

秋田 17,512 18,580 10,336 11,433 9,372 9,592 5,392 5,764

仙台 15,833 17,110 9,609 10,818 7,704 8,000 4,526 4,884

石巻 14,925 16,876 9,066 10,204 6,982 7,713 4,135 4,458

山形 17,651 18,432 10,270 11,656 9,272 9,259 5,224 5,694

酒田 18,468 19,602 11,136 12,728 9,889 10,092 5,794 6,314

福島 19,319 19,962 11,550 12,982 10,145 10,002 5,867 6,323

小名浜（いわき市） 18,392 20,862 11,810 13,677 9,042 10,063 5,673 6,156

白河 15,971 17,546 9,563 10,514 7,966 8,519 4,648 4,955

若松（会津若松市） 20,152 21,192 11,696 13,144 11,179 11,362 6,333 6,845

新潟 22,203 23,348 13,669 15,952 12,448 12,650 7,482 8,173

高田（上越市） 22,819 23,826 13,844 15,954 13,132 13,267 7,780 8,487

相川（佐渡市） 19,542 21,137 12,248 14,106 10,471 10,986 6,403 6,946

地中熱
(close)

地中熱
(close)

山形
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新潟

岩手

秋田

宮城
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寒冷地空冷
式

地中熱
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県名
AMeDAS

観測地点名

従来の内部発熱条件［kWh/年］ 節電化後の内部発熱条件［kWh/年］
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表-6従来と節電化後の内部発熱条件の違いによるヒートポンプ熱源ごとの暖房＋冷房分電力消費量の比較 

青森 50,285 56,251 24,993 26,808 60,013 67,267 29,559 31,755

むつ 46,722 52,752 22,324 27,009 53,988 60,577 24,462 33,888

八戸 46,175 51,648 23,407 24,965 61,516 69,110 31,360 33,492

盛岡 53,554 59,653 26,361 27,964 63,849 71,437 31,062 33,117

宮古 41,873 46,765 21,450 22,755 52,273 58,518 26,990 28,669

鹿角 56,690 63,471 27,761 29,624 67,200 75,431 32,694 35,300

秋田 50,055 55,050 25,139 26,986 57,961 64,289 28,630 30,475

仙台 39,493 43,568 20,844 22,595 46,321 51,426 24,012 25,604

石巻 39,763 44,669 21,048 22,811 46,964 52,650 24,539 26,221

山形 48,795 53,334 24,682 26,949 55,923 61,822 27,925 30,097

酒田 44,088 48,285 23,205 25,431 50,207 55,464 25,809 27,685

福島 42,722 46,139 22,536 24,444 47,629 52,166 24,414 25,951

小名浜（いわき市） 32,616 36,731 19,086 21,263 35,283 39,534 19,997 21,334

白河 43,382 48,267 22,444 23,971 50,760 56,738 26,002 27,530

若松（会津若松市） 52,053 56,950 26,371 28,632 58,123 64,195 28,897 30,934

新潟 42,920 46,496 23,873 26,671 45,848 50,119 24,709 26,540

高田（上越市） 44,018 47,536 24,167 26,772 47,047 51,369 25,233 27,029

相川（佐渡市） 39,732 43,698 22,211 24,559 43,804 48,412 23,767 25,405
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観測地点名

従来の内部発熱条件［kWh/年］ 節電化後の内部発熱条件［kWh/年］

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

2017.3.14 (東北学院大学 多賀城キャンパス)

空気調和・衛生工学会　東北支部　第6回　学術・技術報告会　論文集

―――――――――――――――――――――

- 50 -



 

秋田県における民生家庭部門の低炭素化シナリオの提案 

―家庭内エネルギー消費量と二酸化炭素排出量の将来推計― 

○齊藤 正浩（秋田県立大学），長谷川兼一（秋田県立大学），細淵勇人（秋田県立大学）， 

松本真一（秋田県立大学） 

Proposal of Scenarios in Residential Sector Towards Low Carbon Society at Akita prefecture 
-Future Estimation of Energy Consumption and Carbon Dioxide Emission in the Houses- 

 

Saito Masahiro (Akita Prefectural University), Hasegawa Ken-ichi (Akita Prefectural 
University), Hayato Hosobuchi (Akita Prefectural University), 

Matsumoto Shin-ichi (Akita Prefectural University)  
 

キーワード：民生家庭部門，エネルギー消費量，二酸化炭素排出量，マクロモデル，低炭素化 
 

はじめに 
近年、地球温暖化やエネルギー資源の枯渇が問
題となっている。2016年にパリ協定が発効され、
日本は新たに「地球温暖化対策計画」1)を策定し
た。削減目標は、民生家庭部門で二酸化炭素排出
量を 2030年時 2013年比 39.3%削減である、さら
に、2050年にゼロエミッション(以後、ゼロエミ)
化達成を掲げている。秋田県は、「第 2 次秋田県
地球温暖化対策推進計画(素案)」2)を作成している
が、各種対策の実効性を高め、確実に二酸化炭素
排出量を削減することが期待される。そのために
は、確度の高い将来予測を行い、ライフスタイル
や家族構成、気象の変化に対応できるマクロモデ
ルによる推計が有効である。 
 既往研究 3)では、民生家庭部門のエネルギー消
費量の予測のためにマクロモデルを構築し、秋田
県での将来推計を試みた。しかしながら、冷房用、
家電機器用エネルギー消費量の予測精度に課題を
残した。そこで本研究では、マクロモデルの予測
精度の向上に取り組み、さらに秋田県における民
生家庭部門の低炭素化シナリオの提案を行う。 
 なお、本研究では削減割合が大きい国の削減目標

を最終目標としている。 
 
1. マクロモデルの概要 
1.1 マクロモデルの構成 
図 1にマクロモデルの計算フローを示す。灰色
の欄は既往研究から改良した項目を示す。既往研 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図-1 マクロモデルの計算フロー 
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究 3)を参考に、用途別(暖冷房用，給湯用，その他
用)に 7家族類型別(2.5に示す)・3住戸形態別(戸
建住宅・RC造集合住宅・木造集合住宅)エネルギ
ー消費量を市町村毎に算出し、家族類型別世帯数
を乗じることで秋田県全体のエネルギー消費量を
算出した。なおこのモデルは、家族類型毎の一般
的なエネルギー消費量を推計し、それぞれに年代
別世帯数を乗じるマクロな視点で構築されている。 
二酸化炭素排出量の推計では、用途ごとにエネ
ルギー源を分類し、二酸化炭素排出係数 4) 5)を乗
じた。2011年に生じた東日本大震災の影響により
二酸化炭素排出係数は2015年に増加しているが、
それ以降の二酸化炭素排出係数を一定と想定して
推計する。気象データは、拡張アメダス気象デー
タ 6)を用いる。 
1.2 暖冷房用マクロモデル 
 拡張デグリーデー法 7)を用いて住戸形態別、断
熱水準別に暖冷房負荷を計算する。冷房負荷の算
定に相当外気温を用いることにより、予測精度の
向上を図った。 
1.3 給湯用マクロモデル 
 生活スケジュール自動生成プログラム
SCHEDULE Ver2.08)を用いて行為別に使用頻度、
水量を算出した。給湯設定温度と市町村毎の気温
との差から、給湯負荷を求める。 
1.4 その他用マクロモデル 
 照明・厨房・娯楽情報・家事衛生・その他に分
類した。家族類型別に機器の使用時間，消費電力
を生活スケジュール自動生成プログラム
SCHEDULE Ver2.08)を用いて求めた。既往研究
3) では一定としていた機器効率、所有台数を参考
資料 9) 10) 11)より年代別に設定した。 
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1.5 家族類型 
 高齢単独世帯・その他単独世帯・高齢夫婦世帯・
その他夫婦世帯・夫婦と子からなる世帯・ひとり
親と子からなる世帯・その他世帯の 7家族類型に
分類した。家族類型別世帯数の推移を図 2に示す。
2015年までを国勢調査 12)の統計値、2020年から
2035 年までを人口問題研究所 13)の推計値を用い
た。2040年から 2050年までは、2020年から 2035
年の人口問題研究所 13)による推計値から作成し
た近似式に、推計する年代を代入することにより
独自推計を行った。 
 2005年に世帯数は最大となり、その後は減少傾
向を示す。夫婦と子世帯、その他世帯が減少して
いるが、高齢世帯では顕著な減少傾向は見られな
い結果となった。これは秋田県の少子高齢化問題
を表しているといえる。 
1.6 断熱水準別住宅シェア 
 住戸形態別住宅ストックにおける断熱水準毎の
シェアを、年代別に推計する。なお、2020年以降
のすべての新築住宅は、省エネルギー基準が適用
されると想定した。 
2. マクロモデルを用いた将来推計 
2.1 マクロモデルの精度検証  
 図 3 に 1990 年から 2010 年までの秋田県全体
の用途別民生家庭部門エネルギー消費量を、統計
値 14)と比較して示す。推計値と統計値との差は最
大 6.4%となった。また、既往研究 3)の推計値と比
較すると、1990年で統計値との差を 2.6ポイント
改善することができた。2000年以降は統計値と比
較し±1%という結果だが、それ以前はその他の用
途で統計値と差が生じており，課題を残した。 
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図-3 推計値と統計値の比較 図-2 家族類型別世帯数の推移 
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2.2 低炭素化シナリオの設定 
表 1、2 に本研究で設定した 2 つのシナリオを
示す。なお、BAUの条件では 2015年の状態が継
続すると想定した。表 1の県対策シナリオは、参
考資料 2)を基に作成した。住宅の断熱水準向上、
高効率機器の普及、HEMS導入によるエネルギー
消費量の削減を反映した。なお住宅性能の向上に
よる二酸化炭素排出量の削減を推計するため、国
民運動による削減対策は反映していない。表 2の
ゼロエミッションシナリオは県対策シナリオに加
え、機器の効率、普及率向上と太陽光パネルによ
る発電を反映させたが、併せてゼロエミ化達成に
どの程度創エネが必要かを検討する。暖房機器の
効率向上はトップランナー制度を参考とした。普
及率、発電量が想定可能な太陽光発電、風力発電
のみをゼロエミシナリオにおける創エネの対象と
した。太陽光パネルの発電電力は、参考文献 15) 16) 
を参考に算出した。風力発電における設備利用率
を、沿岸部では 30%、内陸部では 20%と設定した。 
なお県対策、ゼロエミシナリオ共に削減対策は

2020年から適用されると設定した。 
2.3 推計結果 
図 4、5 にシナリオ毎の推移を、図 6、7 には。

2030年、2050年の推計値を抜粋したグラフを示
す。国の削減目標は民生家庭部門で、二酸化炭素 
排出量を 2030年時 2013年比 39.3%削減、2050 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

年にゼロエミッション化達成である。BAU シナ
リオでは世帯数の減少に伴い二酸化炭素排出量が
減少しており、省エネルギー基準を満たす住宅が
増えることにより暖房用エネルギー消費量が減少
していることが分かる(図6参照)。しかしながら、
2030年、2050年における国の削減目標を達成で
きない。県対策シナリオにより、2030年の削減目
標は達成可能となるが 2050 年にゼロエミ化は達
成出来ない。ゼロエミ化するには、ゼロエミシナ
リオに加えて、6.6[PJ]創エネが必要である(図 4
参照)。これは太陽光発電量に換算すると、表 2に
示した能力を持つ太陽光パネルが 11.4[km2]必要
となる。風力発電量に換算すると、内陸の場合
104.8 [万 kW]、沿岸の場合 69.9 [万 kW]の発電容
量を持つ設備による発電が必要となる。 
 
3. 結論  
民生家庭部門の低炭素化シナリオを提案するた
めにマクロモデルを構築し、3 パターンのシナリ
オを推計した。その結果、県の対策により 2030
年の二酸化炭素削減目標を達成できるが、2050
年のゼロエミッション化達成には，更なる省エ
ネ・創エネが必要であることが分かった。今後は
建設・解体段階のモデルを追加し、確度の高い将
来推計が望まれる。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表-1 県対策シナリオの設定条件 

表-2 ゼロエミッションシナリオの設定条件 

対策内容

エネルギー管理 HEMS 等の導入率が 100％

高効率機器の普及

導入目標(目標：2030年度)

・省エネ基準を満たす住宅ストックの割合 30％

・高効率給湯器の累計導入台数 2013年度比 5倍

・高効率照明の累計導入割合 100％

・家電機器の消費電力改善(2012年度比)

冷蔵庫： 19.6%改善

DVD： 12.5%改善

温水便座： 27.8%改善

テレビ： 20.3%改善 炊飯器： 3.5%改善

住宅の省エネ化
・新築住宅の省 エネ基準適合率 100％

対策内容

太陽光パネル普及

高効率機器の普及

発電容量：3.3[kW]，発電面積：33[m ]が戸建で20%普及

導入目標(目標：2050年度)

電気COP： BAU= 1.00 → 2030= 1.17 2050= 5.05

ガスCOP： BAU= 0.82 → 2030= 0.86 2050= 0.86
灯油COP： BAU= 0.85 → 2030= 0.86 2050= 0.86

・高効率給湯機の類型導入割合
・暖房機器の効率向上

100%

2
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太陽光発電を用いたエネルギー自給型まちづくりの検討 

その 2 仙台地区における建物の省エネルギー化が 
街区内の電力自給率に与える影響の研究 

 

○菅野 智之（東北学院大学），鈴木 道哉（東北学院大学） 

Study of Energy Self-Sufficient Urban Development by Solar Power 

Part2; Effect of Energy-saving of Buildings to Self-sufficiency of 

Electric Demand in Sendai Area 

Kanno Tomoyuki(Tohoku Gakuin University), Suzuki Michiya(Tohoku Gakuin University) 

 

キーワード：省エネルギー，太陽光発電，電力自給 

 

はじめに 

最近の新規のまちづくりでは、地球温暖化等に

対する措置の 1 つとして低炭素化に向けた目標が

掲げられ、また災害時等における自立性確保の観

点から、街区内でのエネルギー自給に着目した事

例が増えている。前報 1)では仙台都市圏内の立地

を想定した仮想街区を対象に、太陽光発電を用い

た電力自給のシミュレーションを行った。その結

果、建物用途間での電力融通と蓄電池の使用によ

り街区内の年間電力の約 7 割が自給可能であり、

さらに約 3 割の電力需要低減により完全な電力自

給達成が可能であるという結論を得られた。 

そこで本報告では通常と、建物における一般的

な省エネルギー手法を導入した場合の 2 つのシミ

ュレーション結果を比較することで、省エネルギ

ー化によりどれ程完全な電力自給達成に近づける

ことが可能かを明らかにした。 

 

1．街区条件設定 

シミュレーション対象の仮想街区の総敷地面積

は前報 1)と同様に 41 万㎡とし、立地する建物用途

とその構成割合も同様に日本全国の延床面積の統

計に準じた。しかし構成割合については、最新の

統計調査の結果などにより再推計したため、前報
1)との差分と共に表-1 に示す。建物用途毎の延床

面積の推計方法については表-2に示す。 

また容積率と建ぺい率の設定値は、戸建住宅は

最新の総務省の統計調査 2)の値を使用し、その他

の建物用途は前報 1)と同様に実在する建物数棟を

モデルに算出した値の平均値を使用した。以上の

設定値と、表-1の構成割合の「本報告」より算出

された各面積の想定値を表-3に示す。 

 

 

 

 

 

表-1 全国統計（H25年度･コンビニのみH19年度） 

 
 

 

表-2 延床面積統計値の推計方法 

 

本報告 前報1)

戸建住宅 37,133 1 59.6 57.3 +2.3

集合住宅 11,645 2 18.7 20.0 -1.3

- -

3 7.8 7.2 +0.6

小売店 3,140 4 5.0 6.9 -1.9

飲食店 654 5 1.1 0.9 +0.2

コンビニ 81 6 0.1 0.1 +0.0

7 5.9 5.1 +0.8

8 1.8 2.5 -0.7

- -

- -

100.0 100.0

学校 3,648

不選定

不選定

計 76,472

病院 1,130

劇場 357

ホテル 912

事務所 4,836

店舗

差分

(％)

構成割合(％)

住宅 48,778

建物用途 延床面積(十万㎡)
選定

No.

選定から除外

3,875

工場･倉庫･市場 12,936

項目

戸建住宅 a1

集合住宅 a2

b

c

小売店 d1

飲食店 d2

コンビニ d3

e

f

g

h

業務用建物床面積の統計データ
4)
による

店舗

劇場

工場･倉庫･市場

建物用途

住宅

事務所

計 a1～hの和による

総務省の統計書
3)
の全国計の木造家屋の工場･倉庫及

び、木造以外の家屋の工場･倉庫･市場の床面積の総数

の和による

延床面積の推計方法

総務省の統計調査
2)
の全国の一戸建の総数に、1住宅当

たりの延べ面積を乗じたものによる

総務省の統計調査2)の全国の長屋建及び共同住宅の総

数に、1住宅当たりの延べ面積をそれぞれ乗じたもの

の和による

総務省の統計書3)の全国計の木造家屋の事務所･銀行･

店舗及び、木造以外の家屋の事務所･店舗･百貨店･銀

行の床面積の総数の和からｃ、d2、d3を減じたものに

よる

業務用建物床面積の統計データ4)による

商業統計表5)の業態別売場面積のコンビニエンススト

アに、ある一般的なコンビニの店舗から算出した売場

面積に対する延床面積の倍率1.61を乗じたものによる

業務用建物床面積の統計データ4)による

業務用建物床面積の統計データ4)による

業務用建物床面積の統計データ
4)
による

業務用建物床面積の統計データ4)による

学校

病院

ホテル

A-17
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2．電力需要量の推計方法 

 電力需要量の推計において、戸建住宅、集合集

宅、事務所、小売店、学校、病院の 6 建物用途に

ついては、空調に係る部分を HASP[※]により算

出した。その際、一般的な想定を「通常仕様」、省

エネルギー手法を導入した想定を「省エネ仕様」

と呼称し、モデル建物を表-4の通り作成した。導

入した省エネルギー手法は、断熱材の強化、窓仕

様の強化、照明の LED 化、空調機器の最新化、

全熱交換器の採用（事務所以外）である。 

ここで空調設定温度に関しては冷房 26℃（病院

の「病室」、「ホール･廊下」のみ 28℃）、暖房 22℃

とした。また住宅系における外気温 26℃未満時の

冷房は、窓開け換気で対応するものとし、空調負

荷には算入しなかった。なお学校のモデル建物は、 

 

T 大学の 5 号館とした。各内部発熱および空調の

スケジュールは表-5に示している。また表-4中の

「熱源効率」の各 COP は文献 6)を参照して補正

せず、定格値のまま使用した。 

 

表-3 シミュレーション設定値および想定値

 

表-4 HASP 計算条件およびモデル建物諸元 

 
[※] 一般社団法人 建築設備技術者協会：動的熱負荷計算･空調システム計算プログラム 

容積率 建ぺい率 延床面積 建築面積 敷地面積

1 戸建住宅 47.8 30.9 899 581 1,880

2 集合住宅 75.3 25.1 282 94 374

3 事務所 128.2 21.4 117 19 91

4 小売店 41.7 41.7 76 76 182

5 飲食店 19.6 19.6 16 16 81

6 コンビニ 17.6 17.6 2 2 11

7 学校 113.1 25.3 88 20 78

8 病院 76.1 28.7 27 10 36

- 道路･公園等 - - - - 1,367

1,507 818 4,100

選定

No.
建物用途

設定値(％) 想定値(百㎡)

計

通常仕様 省エネ仕様 通常仕様 省エネ仕様

蛍光灯[注1] LED[注2] 蛍光灯[注1] LED[注2]

LDK 30.5 15.6 6.9 3.7 2.8 LDK 26.5 18.0 7.9 4.2 3.2

子供室1 11.1 10.7 7.2 5.0 3.9 洋室1 10.9 11.0 7.3 5.1 3.9

子供室2 11.1 10.7 3.4 5.0 3.9 洋室2 8.3 14.3 4.6 6.7 5.2

寝室 13.7 17.4 5.8 4.1 3.1 和室 9.9 24.0 8.1 5.7 4.3

50 160 50 80

60 90 15 40

30 30

50 90

2.65 3.20 2.65 3.20

3.68 3.86 3.68 3.86

複層 Low-Eペア 複層 Low-Eペア

中間色 明色 中間色 明色
なし あり[注4] なし あり[注4]

通常仕様 省エネ仕様 通常仕様 省エネ仕様

蛍光灯[注5] LED[注6] 蛍光灯[注5] LED[注6]

玄関ホール 98.3 3.6 20.0 14.8 7.3 売場 495.0 16.7 25.0 19.7 9.7

事務室 1980.7 11.9 20.0 14.8 7.3 事務室 23.0 26.2 15.0 14.8 7.3

作業室 46.0 4.8 15.0 9.8 4.9

その他 240.0 9.5 5.0 19.7 9.7

50 75 15 75

15 50 15 50

0 30 30 45

3.10 3.86 3.10 3.86

3.70 4.19 3.70 4.19

単層 Low-Eペア 単層 Low-Eペア

中間色 明色 中間色 明色
なし あり[注8]

通常仕様 省エネ仕様 通常仕様 省エネ仕様

蛍光灯[注5] LED[注6] 蛍光灯[注5] LED[注6]

1F講義室 432.0 32.1 2.7 9.8 4.9 病室 478.0 11.9 3.0 5.9 2.9

2F講義室 459.0 80.9 2.8 9.8 4.9 診療室等 681.4 8.3 20.0 19.7 9.7

3F南側研究室 284.8 6.0 9.3 9.8 4.9 売店･薬局等 208.0 17.9 3.0 19.7 9.7

3F北側研究室 197.5 6.0 9.3 9.8 4.9 ナースsta. 95.0 23.8 20.0 9.8 4.9

4F製図室 612.0 25.0 0.3 19.7 9.7 事務室 104.9 23.8 20.0 14.8 7.3

ホール･廊下 2834.8 3.6 20.0 14.8 7.3

50 75 50 75

25 50 25 50

25 25 0 30

0 30

3.10 3.86 3.10 3.86

3.70 4.19 3.70 4.19

単層 Low-Eペア 複層 Low-Eペア

中間色 明色 中間色 明色
なし あり[注8] なし あり[注8]

55.6

窓面積率(％) 11.0 照明
9)

内部発熱量(Ｗ/㎡)

共通仕様

人体
空調面積(㎡) 66.4

構造

延床面積(㎡)

木造2階建

120.0

窓ガラス

全熱交換器設置

換気回数(回/h)10) 全共通:0.5

熱源効率 [注3]

コンセ

ント 8)

2階天井

外壁

RC造5階建 共通仕様

窓面積率(％) 38.0

5,704.0(一戸75.0)

全共通:0.5

全熱交換器設置

換気回数(回/h)10)

窓ガラス

断熱材厚(mm)7)

スチレン発泡板;

λ=0.037(Ｗ/mK)

屋根

外壁

熱源効率 [注3]
冷房COP

暖房COP

内部発熱量(Ｗ/㎡)延床面積(㎡)

人体
コンセ

ント 8)
照明

9)

空調面積(㎡)

2,079.0

構造 RC造6階建 共通仕様

窓面積率(％) 22.0

構造

内壁

1階床

断熱材厚(mm)7)

スチレン発泡板;

λ=0.037(Ｗ/mK)

空調面積内訳

構造

窓仕様
ブラインド

窓仕様

一戸あたり

空調面積内訳

S造平屋建 共通仕様

換気回数(回/h)10) 全共通:0.9

窓ガラス

全熱交換器設置 あり[注8]

空調面積内訳

断熱材厚(mm)

スチレン発泡板;

λ=0.037(Ｗ/mK)

屋根

外壁

1階床

内部発熱量(Ｗ/㎡)延床面積(㎡) 2,934.2

人体
コンセ

ント 8)

照明

延床面積(㎡) 960.0

人体
空調面積(㎡)

コンセ

ント 8)

照明

空調面積(㎡) 804.0

窓面積率(％) 13.0

内部発熱量(Ｗ/㎡)

換気回数(回/h)10) 売場:1.2、 事務室:1.8、 作業室:0.4、 その他:6.2

窓ガラス

全熱交換器設置

空調面積内訳

断熱材厚(mm)

スチレン発泡板;

λ=0.037(Ｗ/mK)

屋根

外壁

床

暖房COP
熱源効率 [注7]

冷房COP

共通仕様

窓面積率(％) 18.0

窓ガラス

全熱交換器設置

空調面積内訳

内壁

断熱材厚(mm)

スチレン発泡板;

λ=0.037(Ｗ/mK)

屋根

外壁

1階床

病室:1.1、 診療室等:0.9、 売店･薬局等:0.9、

ナースsta.:0.9、 事務室:1.9、 ホール･廊下:0.9

窓ガラス

全熱交換器設置

空調面積内訳

断熱材厚(mm)

スチレン発泡板;

λ=0.037(Ｗ/mK)

屋根

外壁

1階床

熱源効率 [注7]
冷房COP

暖房COP

換気回数(回/h)10)

事務所 小売店

戸建住宅 集合住宅

学校 病院

熱源効率 [注7]
冷房COP

暖房COP

冷房COP

暖房COP

熱源効率 [注7]
冷房COP

暖房COP

換気回数(回/h)10) 1F講義室:2.3、 2F講義室:5.8、

3F南側研究室:0.5、 3F北側研究室:0.5、 4F製図室:1.8

内部発熱量(Ｗ/㎡)延床面積(㎡) 2,815.2

人体
コンセ

ント 11)
照明12)

空調面積(㎡) 2,085.6

ブラインド

窓仕様 窓仕様

窓仕様 窓仕様

ブラインド ブラインド

ブラインド ブラインド

内部発熱量(Ｗ/㎡)延床面積(㎡) 5,494.0

人体
コンセ

ント 8)
照明13)

空調面積(㎡) 4,402.1

構造 RC造3階建 共通仕様

窓面積率(％) 8.0

構造 RC造4階建
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表-5 各内部発熱および空調スケジュール設定 

 

6 建物用途の空調に係る部分以外の電力需要量

は、既存エネルギーデータ 14)から入手した。さら

に上記以外の 2 建物用途（飲食店、コンビニ）の

電力需要量も既存エネルギーデータ 14)から入手

したが、これらは面積割合が小さいことから省エ

ネルギー化の対象からは除外した。 

以上より算出･入手した建物用途毎の電力需要

量を時刻別の延床面積あたりに換算し、表-3の延

床面積の想定値を乗じることで、365 各日の時刻

別の電力需要量を推計した。 

 

3．太陽光発電量の推計方法 

3.1 太陽電池パネルの条件設定 

 太陽電池パネルの設置場所は、建物屋上（屋根）

と戸建住宅以外の建物用途における平置き駐車場

の駐車スペース部分の上部とした。設置割合は前

報 1)と同様とし、算出された建物用途毎の太陽電

池パネル面積の想定値を表-6に示す。 

また太陽電池パネルのアレイ出力は、市販され

ている中での最高クラスのものの値を採用し、戸

建住宅は 201W/㎡[注 9]、戸建住宅以外の建物用途

は 212W/㎡[注 10]とした（JIS C 8918 標準状態下）。

これに建物用途毎の太陽電池パネル面積の想定値

を乗じ、それぞれの太陽電池アレイ出力合計を算

出した。表-6に併せて示す。さらにパワーコンデ

ィショナも同様に、変換効率が最高クラスのもの

の値を採用し、戸建住宅は 98.0%[注 11]、戸建住宅

以外の建物用途は 98.6%[注 12]とした。 

3.2 太陽光発電量の算出式 

 発電量の算出式は式(1)の通りとした。これは文

献 15)中に記載のある年間発電量の算出式を時刻

別に置き換えたものである。式(1)中の時刻別アレ

イ面日射量は前報 1)と同様に日射量データベース
16)から入手したが、月毎の時刻別に平準化したも

のを使用した前報 1)に対し、今回は 365 各日のも

のを使用し時刻別の発電量 Eh(kWh)を推計した。 

 

Eh＝ (PAS・H・K) / GS …(1) 

PAS ：標準状態下の各太陽電池アレイ出力合計(kW) 

H ：時刻別アレイ面日射量(kWh/㎡) 

K ：総合設計係数 

（各パワーコンディショナ変換効率、結晶系シリコン

太陽電池の月毎の補正係数参考値 17)およびその他汚

れ等の損失補正係数として 0.95 を乗じた値） 

GS ：標準状態下の日射強度(kW/㎡)＝1 

 

表-6 太陽光発電のシミュレーション想定値 

 

建物用途 内訳 内部発熱スケジュール 空調スケジュール 建物用途 内訳 内部発熱スケジュール 空調スケジュール

LDK

月～金　6：00-8：00-17：00-23：00

　　　　　(100％)(0％)(100％)

土日祝　8：00-23：00　(100％)

月～金　6：00-8：00、

             17：00-23：00

土日祝　8：00-23：00

LDK

月～金　6：00-8：00-17：00-23：00

　　　　　(100％)(0％)(100％)

土日祝　8：00-23：00　(100％)

月～金　6：00-8：00、

             17：00-23：00

土日祝　8：00-23：00
子供室1 20：00-24：00  (100％) 20：00-24：00 洋室1 20：00-24：00　(100％) 20：00-24：00

子供室2 20：00-24：00  (100％) 20：00-24：00 洋室2 20：00-24：00　(100％) 20：00-24：00

寝室 23：00-24：00  (100％) 23：00-24：00 和室 23：00-24：00　(100％) 23：00-24：00

玄関ホール
月～金　9：00-20：00  (100％)

土日祝　終日0％

月～金　8：00-19：00

土日祝　終日空調なし
売場

[人体･照明]

　　　　9：00-21：00  (100％)

[コンセント]  終日100％

9：00-21：00

事務室
8：00-13：00-22：00-23：00

　(80％) (100％) (50％)
9：00-19：00

作業室
8：00-12：00-13：00-18：00-21：00

　(100％)(80％) (100％)(80％)
9：00-19：00

その他 9：00-21：00  (100％) 9：00-21：00

1F講義室

月～金　9：00-12：00-13：00-18：00

　　　　　(60％) (20％) (60％)

土日祝　終日0％

月～金　9：00-18：00

土日祝　終日空調なし
病室

[人体]  終日100％

[コンセント･照明]

　　　　7：00-21：00  (100％)

7：00-21：00

2F講義室

月～金　9：00-12：00-13：00-18：00

　　　　　(60％) (20％) (60％)

土日祝　終日0％

月～金　9：00-18：00

土日祝　終日空調なし
診療室等

月～金　8：00-18：00  (100％)

土日祝　終日0％

月～金　8：00-18：00

土日祝　終日空調なし

3F南側研究室

月～金　9：00-12：00-15：00-18：00

　　　　　(60％) (80％) (60％)

土日祝　終日0％

月～金　9：00-18：00

土日祝　終日空調なし
売店･薬局等

月～金　8：00-18：00　(100％)

土日祝　終日0％

月～金　8：00-18：00

土日祝　終日空調なし

ナースsta. 終日100％ 終日空調あり

事務室
月～金　8：00-18：00　(100％)

土日祝　終日0％

月～金　8：00-18：00

土日祝　終日空調なし

4F製図室
月～金　15：00-18：00  (50％)

土日祝　終日0％

月～金　15：00-18：00

土日祝　終日空調なし
ホール･廊下 7：00-21：00  (100％) 7：00-21：00

戸建住宅 集合住宅

小売店事務所

学校 病院

事務室

月～金　[人体･コンセント]

9：00-12：00-13：00-18：00-19：00

　(100％)(50％) (100％)(50％)

月～金　[照明]

9：00-12：00-13：00-19：00

　(100％)(70％)(100％)

土日祝　終日0％

月～金　8：00-19：00

土日祝　終日空調なし

3F北側研究室

月～金　9：00-12：00-15：00-18：00

　　　　　(60％) (80％) (60％)

土日祝　終日0％

月～金　9：00-18：00

土日祝　終日空調なし

建物屋上

(屋根)

駐車スペース

部分の上部
合計

1 戸建住宅 218 0 218 4,377

2 集合住宅 37 52 89 1,887

3 事務所 8 20 28 588

4 小売店 61 45 106 2,245

5 飲食店 13 20 33 697

6 コンビニ 2 2 4 77

7 学校 8 3 11 240

8 病院 4 8 12 254

選定

No.
建物用途

太陽電池パネル面積の想定値(百㎡)
太陽電池アレイ

出力合計(kＷ)
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4．電力需要量･発電量の算出結果 

 建物用途毎の各仕様における時刻別電力需要量

および時刻別発電量の算出結果を図 1～図 5 に示

す。ここでは 365 各日のうち中間期（5 月）の、

電力需要量に関しては代表日、発電量に関しては

時刻別に平均した算出結果を示す。また各図中の

凡例は全て共通で、「街区全体」は立地を想定した

8 建物用途の時刻毎の合計値を示している。 

 

5．電力自給達成の評価 

5.1 電力自給率の算出方法 

前報 1)と同様に電力自給達成に向けた評価指標

を電力自給率(%)と呼称し、式(2)の通り定義した。

また発生する余剰発電量の低減を図るために以下

の 3 パターンを想定し、電力自給率を算出した。 

(Ⅰ) 街区内の建物用途間で電力融通を行わない 

(Ⅱ) 街区内の建物用途間で電力融通を行う 

(Ⅲ) 電力融通に加え、蓄電池を使用する 

 

（電力自給率）＝ {Σ(A－B＋C) /ΣD}×100 …(2) 

A： 年間総発電量(kWh) 

B： 年間総余剰発電量(kWh) 

C： 年間総蓄電量(kWh) ＊パターン(Ⅰ)･(Ⅱ)の場合はゼロ 

D： 年間総電力需要量(kWh) 

 

5.2 電力自給率の算出結果 

 算出結果を前報 1)の結果も併せて表-7 に示す。 
 

表-7 パターン毎の年間の電力自給率 

 

 

 
  図-5 平日･休日時刻別発電量（仕様共通） 

 

 

 
図-1 平日時刻別電力需要量（通常仕様） 

 

 
図-2 休日時刻別電力需要量（通常仕様） 

 

 
  図-3 平日時刻別電力需要量（省エネ仕様） 

 

 
  図-4 休日時刻別電力需要量（省エネ仕様） 

 

前報1)

省エネ仕様

(Ⅰ) × × 40.0 33.1 35.2

(Ⅱ) ○ × 45.2 36.6 37.9

(Ⅲ) ○ ○ 67.9 70.8 80.1

通常仕様

本報告

年間の電力自給率(％)パターン想定

建物用途間

電力融通

蓄電池

使用

0.0

1.5

3.0

4.5

6.0

0h 6h 12h 18h 24h

(1,000kWh) 

0.0

1.0

2.0

3.0

0h 6h 12h 18h 24h

戸建住宅 

集合住宅 

事務所 

小売店 

飲食店 

コンビニ 

学校 

病院 

街区全体 

(1,000kWh) 

0.0

1.0

2.0

3.0

0h 6h 12h 18h 24h

(1,000kWh) 

0.0

1.0

2.0

3.0

0h 6h 12h 18h 24h

(1,000kWh) 

0.0

1.0

2.0

3.0

0h 6h 12h 18h 24h

(1,000kWh) 
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5.3 考察と検討 

表-7における通常仕様の「本報告」と「前報 1)」

を比較すると、(Ⅰ)および(Ⅱ)のパターンでは年間

の電力自給率に約 7～9%の差が生じる結果とな

った。これは計算に使用したデータ数の違いによ

るものと考えられる。「前報 1)」では、電力需要量

は各月代表 2 日（平日･休日）×12 か月×毎時、

日射量は各月代表 1 日×12 か月×毎時に対し、

「本報告」では共に 365 各日×毎時のデータを使

用した。そのため「本報告」の方が日々の電力需

要量や発電量の変動が大きく、電力自給率の算出

結果に影響したと考えられる。一方、(Ⅲ)のパタ

ーンでは、蓄電池の損失を除いた発電量の積算値

全てが電力自給率の計算に加えられるため、算出

結果の差も小さくなったと考えられる。これより

本報告における蓄電池を大規模に使用する前提の

計算では、天候などによる気温や日射量の変動は、

年間の電力自給率の算出結果にそれ程大きな影響

は与えないことが明らかとなった。 

 続いて「本報告」の「通常仕様」と「省エネ仕

様」の算出結果を比較すると、(Ⅰ)および(Ⅱ)のパ

ターンでは電力自給率の上昇は約 2～3%に過ぎ

ず、(Ⅲ)のパターンでも 10%弱しか上がらなかっ

た。これより建物における一般的な省エネルギー

手法を導入し、街区内の建物用途間の電力融通と

蓄電池を使用した場合でも、本報告では完全な電

力自給達成には届かないことが明らかとなった。

達成のためには、さらなる高度な省エネルギー手

法の導入や、住民の意識を高め省エネルギー行動

を促すなどの策を講じる必要があると考えられる。 

さらにもう 1 つの検討として、HASP で計算し

た 6 建物用途の年間総電力需要量を各仕様におい

て求め、その低減割合を省エネルギー率として算

出した。結果を併せて図-6に示す。建物用途毎に

比較すると、延床面積あたりでは事務所が最も高

く、小売店と病院も比較的高い値となった。これ

より本報告の計算条件においてはこの 3 建物用途

が、省エネルギー手法の導入による電力需要量削

減効果が大きいことが明らかとなった。以上より

省エネルギー化の観点での事務所と小売店、そし

て病院は、街区内の電力自給率に与える影響が大

きい建物用途であるといえる。 

 

 

 

 

図-6 建物用途毎の省エネルギー率 

 

 

6．結論 

 本報告において得られた知見を以下にまとめる。

なおこの結論は、仙台都市圏内（仙台市内および

その周辺近接地域）にて適用される。 

 

(ⅰ) 一般的な想定と省エネルギー手法を導入し

た想定の建物の空調負荷計算を行い、建物用途毎

の時刻別電力需要量を算出した。 

(ⅱ) 本報告の条件下では、建物用途間の電力融通

を行わない･行う場合を想定し建物の省エネルギ

ー手法を導入しても、街区内の電力自給率の上昇

は少ないことが明らかとなった。 

(ⅲ) 本報告の条件下では、建物用途間の電力融通

と蓄電池を使用する場合を想定し建物の省エネル

ギー手法を導入することで、街区内の電力自給率

は約 10%上昇することが明らかとなった。しかし

ながら年間で 100%には届かず、完全な電力自給

達成はならなかった。 

(ⅳ) 本報告の条件下では、HASP による空調負荷

計算を行った 6 建物用途（戸建住宅、集合住宅、

事務所、小売店、学校、病院）のうち、事務所が

省エネルギー手法の導入による延床面積あたりの

電力需要量削減効果が大きく、次いで小売店と病

院が大きいことが明らかとなった。これら 3 建物

用途は電力自給率に与える影響が大きいといえ、

これらの構成割合が大きい街区においては建物の

省エネルギー手法の導入は、電力自給率の観点で

より効果的であると考えられる。 
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注 釈 

[注 1] T社蛍光ランプ 型番：FCL30EX-D/28-Z 

[注 2] T社 LED ランプ 型番：LEDH81800-LC 

[注 3] M社住宅用ルームエアコン（共通） 

 <通常仕様> 型番：MSZ-AX50HS-T 

 <省エネ仕様> 型番：MSZ-X6316S-W 

[注 4] M社住宅用全熱交換器 型番：VL-08SR2 

[注 5] P社蛍光ランプ 型番：FSA41038F VPN9 

[注 6] T社 LED ランプ 型番：LEDT-54521HNK-LS9 

[注 7] M社空冷ヒートポンプ式パッケージエアコン（共通） 

 <通常仕様> 室外ユニット型番：PUHY-P450M-E 

   室内ユニット型番：PLFY-P45AM(H)-E 

   （室外ユニット 1台につき 10台設置） 

 <省エネ仕様> 室外ユニット型番：PUHY-GP450SDMG3 

  室内ユニット型番：PLFY-EP45EMG3 

  （室外ユニット 1台につき 10台設置） 

[注 8] M社業務用全熱交換機 型番：LGH-N50CX 

[注 9] S社太陽電池パネル 型名：SPR-250NE-WHT-J 

[注 10] S社太陽電池パネル 型名：SPR-X21-345-COM 

[注 11] M社パワーコンディショナ 型名：PV-PN44KX22 

[注 12] T社パワーコンディショナ 型名：PVL-LO500E(J) 
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福島県新地町における家庭の電力モニタリングに関する研究 

○中村省吾（国立環境研究所），平野勇二郎（国立環境研究所） 

Study on Residential Electricity Monitoring in Shinchi-Town, Fukushima Prefecture 

Nakamura Shogo (National Institute for Environmental Studies),  

Hirano Yujiro (National Institute for Environmental Studies) 

 

キーワード：電力消費，モニタリング，スマートメータ，情報通信システム 

 

はじめに 

 福島県新地町は環境未来都市に選定され、環

境・経済・社会の価値を高める「スマート・ハイ

ブリットタウン」構想を掲げ、地域における省エ

ネルギー行動を支援する地域の情報ネットワーク

システム（地域 ICTシステム）の導入を進めてい

る。この構想では、地域住民と自治体や研究機関、

企業の間を双方向型の情報ネットワークで繋ぎ、

地域環境や生活の情報を共有する新しい地域情報

基盤のプロトタイプを構築する。この技術開発・

実装に向けて、2013 年 3 月には新地町と国立環

境研究所の間に連携・協力に関する基本協定が締

結された。現在、新地町の住宅や公共施設等にタ

ブレット端末を整備してスマートメータによるエ

ネルギー消費情報の表示や、健康・福祉、交通な

どの地域における社会コミュニティ活動や復興ま

ちづくりに関する情報を共有する地域 ICT シス

テムの構築を進めている。この地域 ICTシステム

は、ユーザー側からはタブレット端末「新地くら

しアシストタブレット」を介して、自治体からユ

ーザーへ種々のサービス情報の発信や、ユーザー

間のコミュニケーションなど、双方向的な情報の

発受信が可能である。このシステムから取得した

地域情報データを解析し、復興まちづくり支援や

地域活性化に貢献することを目的としている。 

本稿ではこの地域 ICT システム開発の一環と

して、住戸における電力計測機器とクラウドサー

バ、タブレット型携帯端末を利用した家庭のエネ

ルギー消費モニタリングの事例を紹介する。 

 

１．地域 ICTシステムの機能 

 図-1 に現在開発を進めているシステムのエネ

ルギー部分の概念図を示す。基本コンセプトとし

て、まず供給側では火力発電や自然エネルギーを

併用し、発電量と CO2排出量を予測し、その予測

情報を制御情報として活用する。一方、需要家側

では各家庭においてスマートメータを導入し、

「新地くらしアシストタブレット」をスマートメ

ータの表示端末として用いる。このシステムは双

方向型の情報端末であり、供給側と需要側の情報

がスマート・ハイブリッドセンターに集積され、

エネルギー需給情報を一括管理する。この情報シ

ステムを用いて、例えば需給情報に応じた需要側

への節電メッセージの送付、節電行動の「見える

化」、地域内での省エネランキング情報の提供など

を行う。最終的には、需要側と供給側を地域 ICT

システムにより直接結びつけることによるエネル

ギー価格のダイナミックプライシングを導入し、

需給平滑化による自然エネルギー導入拡大とそれ

に伴う CO2排出削減の実現を目指す。 

このシステムの機能の詳細は開発中であるが、

すでにエネルギー使用量の見える化や他の種々の

機能を実装し、新地町において約 100世帯にタブ

レット端末を配布して実証実験を進めている。ま

た、本稿はエネルギーに着目しているが、他にも

例えば地域情報マップ、地域掲示板、災害情報の

表示、町の新着情報の表示、町役場によるアンケ

ートの効率化などの様々機能を実装している。 

 
図-1地域 ICTシステムの概念図（一部） 

A-18
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２．エネルギーモニタリング 

図-2 にタブレット端末における表示例を示す。

この画面では、電力消費量をリアルタイムで見え

る化するとともに、多世帯と比較する省エネラン

キングの表示や地域内電力使用状況の表示を可能

にする。また、地域の省エネキャンペーンによる

インセンティブの付与や、各世帯の電力使用状況

に応じた省エネ情報の提供が可能である。 

図-3、図-4にこのシステムにより取得した電力

データの例を示す。ここでは日別、時刻別のデー

タの例を示した。なお、図の細線は個別サンプル

のデータであるが、ここでは見やすさを考慮して

10世帯のみを抽出して図化し、これとあわせて抽

出した 10 世帯の平均と全体の平均を太線で図化

した。これはごく一例であり、サーバには全ての

モニター世帯の時刻別のデータが常に蓄積されて

いる。また、電力計測は 6系統に分かれてデータ

取得しているため、主要機器情報と合わせて大体

の用途の把握が可能である。 

 

３．省エネキャンペーン 

 地域 ICTシステムの活用事例として、世帯単位

での省エネルギーに向けた取組みの推進と、情報

提供によってモニターに気づきをもたらすため、

エネルギー機能を活用したキャンペーン形式の省

エネ実験を実施した。 

このキャンペーンは、節電率により各世帯の順

位づけを行ない、期間を通じた平均節電率による

ランキングで上位の世帯に報奨を贈呈することと

した。報奨は町内施設で利用可能な商品券とした。

キャンペーンはこれまでに 3回実施し、報奨や事

前情報提供などを変化させて種々の実験を行って

いる。この省エネキャンペーンは研究者サイドか

らは省エネルギー行動実施に関する実証実験でも

あり、住民への経済的インセンティブの付与や省

エネ情報提供の効果についての有益な成果を得た。

結果の詳細は文献 1)を参照されたい。 

 

まとめ 

本稿では著者らが新地町において開発を進めて

いる地域 ICT システムによる電力モニタリング

の例を紹介した。この例はまだ開発中であるが、

その後の状況として新地町はスマートコミュニテ

ィ事業に採択されており、今後、このエネルギー

ネットワークに地域 ICT システムを結びつける

予定である。また、現在は見える化の段階である

が、次に地域における節電のポイントシステム、

さらにダイナミックプライシングや自動デマンド

レスポンスへと発展させる予定である。 
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図-2エネルギー画面の表示例 
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図-3日別消費電力の例（2014年 12月） 
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図-4時別消費電力の例（2014年 12月 8日） 
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はじめに 

地域における省エネルギーや CO2 排出量の削

減は地方自治体にとってきわめて重要な課題であ

る。とくに、生活行動に伴うエネルギー消費起源

の CO2排出削減に関する研究事例として、都市域

におけるモニタリングや建築レベルのシミュレー

ションの事例は多い。また、全国レベルではマク

ロモデルに基づく推計も行われている。しかしな

がら、大都市から離れた中山間地などでは人口減

少が進んでいることから、都市以外の地域におけ

る様々な地域条件において調査事例を蓄積するこ

とが必要である。とくに地域の低炭素型ライフス

タイルによる対策を考えた場合、民生・産業・運

輸の全部門を通じた CO2 排出を消費者側から把

握することも重要である。このためには、工業製

品購入による CO2 排出も工場側ではなく消費者

側の地域においてカウントすることも必要となる。

こうした背景から、本研究では自治体スケールの

詳細なエネルギー消費とそれに伴う CO2 排出量

の推計を行った。 

 

１．解析対象地域とモデル 

本研究では対象地域として福島県の各市町村を

選択した。ただし現在の福島県は東日本大震災に

伴う原子力発電所の事故による避難指示等で種々

のデータも不十分であり、非常に現状が把握し難

い状況である。そこで本研究では震災前の 2010

年を対象年とした。ただし、データの都合で必要

に応じて他年次データも用いた。 

本研究では民生家庭部門におけるエネルギー消

費起源の CO2排出に加えて、自家用車の利用によ

るガソリン消費起源の CO2排出、工場や業務施設

におけるエネルギー消費起源の CO2 排出を消費

者側から比較可能な形で示した。本研究における

推計手法を図-1に示す。推計手順として、まず家

計調査による光熱費の支払額と小売物価統計によ

るエネルギー価格から直接エネルギー消費を算出

し、著者らによる用途分解手法 1)により気温と人

口密度から地域およびエネルギー利用の用途に分

解した。また、井原ほか 2)の手法を参考に、2005

年の産業連関表を用いて直接・間接 CO2排出を算

出し、直接 CO2 排出および電力消費による間接

CO2排出を前述の直接エネルギー消費によるCO2

排出と対応させることにより用途分解した。その

際、市町村別の消費支出データは家計調査の市町

村別推計値 3)を用いた。 

 

２．推計結果 

エネルギー源別の CO2 排出の推計結果を図-2

に示す。ここでは生活行動に伴う CO2排出を検討

するため、間接 CO2排出も対等に比較可能な形で

示した。この結果，直接エネルギー消費に関して

 
図-1本研究の手法 
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は灯油の消費量が比較的大きく、著者らの既報と

比較すると寒冷地の特徴が読み取れる。また，電

力起源の CO2排出と燃料消費の CO2排出を合わ

せて考えた場合，平均的には他の間接 CO2排出よ

りも若干大きい。この結果から、当然ながら CO2

削減のためには当然ながら省エネルギー行動は重

要であるが、間接 CO2削減も同様に重要であるこ

とが推察される． 

次に直接エネルギー消費分を用途別に分解した

結果を図-3 に示す。この図から、照明・動力の

CO2排出量は比較的多く、直接エネルギー消費分

の約半分を占めるという結果となった。また、寒

冷地の特徴として暖房と給湯も比較的大きいこと

から、温熱供給方法も例えば太陽熱利用やコージ

ェネレーションなど様々な方策について検討する

価値がある。一方、寒冷地であるため、冷房は暖

房や給湯と比較し非常に小さく、図-3上ではほと

んど確認できない結果となった。 

 

３．まとめと今後の課題 

 本稿では福島県の各市町村を対象として、エネ

ルギー消費起源の CO2 排出量の推計結果を示し

た。ただし人口密度が極端に低い場合に既往研究
3)のモデル式の適用性については検証が必要であ

る。また、間接 CO2排出推計では、消費支出のデ

ータとして家計調査の地域別推計値 3)を用いたが、

この CO2 排出の推計精度は家計調査の地域別推

計精度に依存するため、今後検証が必要である。 
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図-2エネルギー源別の CO2排出量の算定結果

 
図-3エネルギー消費による CO2排出量の用途分解の結果 

 

0.0

0.5

1.0

1.5

福
島
市

会
津
若
松
市

郡
山
市

い
わ
き
市

白
河
市

須
賀
川
市

喜
多
方
市

相
馬
市

二
本
松
市

田
村
市

南
相
馬
市

伊
達
市

本
宮
市

桑
折
町

国
見
町

川
俣
町

大
玉
村

鏡
石
町

天
栄
村

下
郷
町

檜
枝
岐
村

只
見
町

南
会
津
町

北
塩
原
村

西
会
津
町

磐
梯
町

猪
苗
代
町

会
津
坂
下
町

湯
川
村

柳
津
町

三
島
町

金
山
町

昭
和
村

会
津
美
里
町

西
郷
村

泉
崎
村

中
島
村

矢
吹
町

棚
倉
町

矢
祭
町

塙
町

鮫
川
村

石
川
町

玉
川
村

平
田
村

浅
川
町

古
殿
町

三
春
町

小
野
町

広
野
町

楢
葉
町

富
岡
町

川
内
村

大
熊
町

双
葉
町

浪
江
町

葛
尾
村

新
地
町

飯
舘
村

C
O
2
排
出
量

[M
t-
C
O
2
/年

]

ガソリン

ガス 灯油 電力

間接CO2排出
（製品・サービス消費）

0.0

0.5

1.0

1.5

福
島
市

会
津
若
松
市

郡
山
市

い
わ
き
市

白
河
市

須
賀
川
市

喜
多
方
市

相
馬
市

二
本
松
市

田
村
市

南
相
馬
市

伊
達
市

本
宮
市

桑
折
町

国
見
町

川
俣
町

大
玉
村

鏡
石
町

天
栄
村

下
郷
町

檜
枝
岐
村

只
見
町

南
会
津
町

北
塩
原
村

西
会
津
町

磐
梯
町

猪
苗
代
町

会
津
坂
下
町

湯
川
村

柳
津
町

三
島
町

金
山
町

昭
和
村

会
津
美
里
町

西
郷
村

泉
崎
村

中
島
村

矢
吹
町

棚
倉
町

矢
祭
町

塙
町

鮫
川
村

石
川
町

玉
川
村

平
田
村

浅
川
町

古
殿
町

三
春
町

小
野
町

広
野
町

楢
葉
町

富
岡
町

川
内
村

大
熊
町

双
葉
町

浪
江
町

葛
尾
村

新
地
町

飯
舘
村

間接CO2排出（製品・サービス消費）

自動車 照明・動力 冷房

暖房 給湯 調理

C
O
2
排
出
量

[M
t-
C
O
2
/年

]

―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

2017.3.14 (東北学院大学 多賀城キャンパス)

空気調和・衛生工学会　東北支部　第6回　学術・技術報告会　論文集

―――――――――――――――――――――

- 64 -



 

秋田県の戸建住宅における地中熱ヒートポンプ空調システムの 

省エネルギー性に関する事例研究 

○田村和輝（秋田県立大学），松本真一（秋田県立大学），長谷川兼一（秋田県立大学）， 

細淵勇人（秋田県立大学）， 

Case study of energy performance in a detached house with  
grand source heat pump system in Akita 

 
Tamura Kazuki(Akita Prefectural University), Matsumoto Shin-ichi (Akita Prefectural 

University), Hasegawa Ken-ichi (Akita Prefectural University), Hosobuchi Hayato (Akita 
Prefectural University)  

 
キーワード：住宅用地中熱ヒートポンプ，省エネルギー性，温熱環境，実測調査 

 
 
 

はじめに 
地球温暖化問題に対して，住宅分野で省エネル

ギー住宅の普及が進められているが，その環境計画

手法の一つとして自然エネルギーの利用が挙げられ

る。現在，自然エネルギー利用技術の一つとして地

中熱ヒートポンプ（以降，GSHP）が実用段階にあるが，

実際に居住者が使用している状態での実測を実施し

た例が少ないのが現状である。したがって，室内温熱

環境やエネルギー消費量の実態を把握し，空調シス

テムの高効率設備としての有用性を評価することは，

意義あることである。 

 本研究グループでは，すでに居住状態の住宅一件

を対象とした実測調査を通じて GSHP の省エネル

ギー効果を検証１）したが，薪ストーブを主として使用

しているため GSHP の稼働率が低く，SCOP は定格値

を下回っていた。その後，GSHP のみで暖冷房を行う

事例の室内温熱環境やエネルギー消費量を調査す

る機会を得たため，改めて長期の実測を企画した。

本研究では 2016 年 3 月から同年 12 月までを計測し

たデータを分析する。 

 
1．住宅概要 
 表-1に対象住宅の概要，図1に平面図を示す。
調査対象は秋田県能代市に立地する居住状態の戸
建住宅である。居住者は夫婦と子供 3人の 5人家
族である。暖冷房設備にはGSHPを利用したFCU
と温水パネルを使用している。住宅の断熱仕様は，

表-1に示す通りであり，十分な断熱が施されてお
り，開口部のサッシは樹脂製で，ガラスは Low-e
複層ガラスである。住宅の断熱性能(UA値)を省エ
ネルギー基準に準じて算出 2)したところ，
0.57W/(m2･K)となり，基準値(0.75)を十分に満た
す。給湯設備は，自然冷媒(CO2)ヒートポンプを
使用している。換気設備は第 3種機械換気である。 

GSHPの仕様として，地中熱交換器の深さは 100
ｍ，定格運転時の暖冷房出力が 10kW，成績係数
COPが暖房時 3.7，冷房時 3.2である。また，GSHP
システム全体の成績係数である SCOP は暖房時
3.2，冷房時 2.9である。配管内を循環する不凍液
は，1 次側ではエチレングリコール，2 次側では
プロピレングリコールが使用されている。電力消
費量は冷房で 3.38kW,暖房で 3.06kWで定格流量
は 20L/minである。 
 
2．実測調査概要 
 測定項目は，室内外の温湿度，GSHP室外機
の 1・2次側の往還配管表面温度である。図-1に
平面図とともに主な測定箇所を示す。配管表面温
度は，往還配管に熱電対を貼付し，1分間隔で測
定した。室内外の温湿度は小型データロガーを 1m
付近の高さに設置し，20分間隔で測定した。なお，
GSHPの電力消費量と不凍液の 1次側往還温度に
ついては，施工を担当した企業が計測しているた
めデータを共有した。  
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表-1 住宅概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1 住宅平面図 
3 実測結果 
3.1 室内温熱環境 
 図-2に夏季（2016年 8月 1日～8月 31日），図
3に冬季（2016年 11月 10日～12月 10日）の約 1
か月の室内外温度と室内外湿度を時刻別平均にて
示す。 
夏季は冷房使用により室内温度は 25℃程度で
安定している。昼と夜間の外気温の差は 10℃程度
あり，夜間に外気温が 20℃近くまで低下している
が，室内温度は昼の時間帯との変動が小さい。こ
のことから，夏季の室内温度は外気温の影響が小
さいといえる。冬季も外気温に影響されず，22℃
程度で一定となっている。いずれも室内温度の変
動や分布が小さく，断熱性能の高さが効果を発揮
していると判断される。夏季の室内における相対
湿度は 60から 70％で推移している。冬季の室内
における相対湿度は 40から 60％と夏季よりばら
つきがある。1階や玄関は 40から 50％であり，2
階は 60％程度となっている。これは，主な生活空
間が 2階であることが原因の一つとして考えられ
る。 

 (a) 温度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (b) 湿度 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2 夏季における時刻別平均の温度・湿度変動 

（2016.8/1～2016.8/31） 
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図-3 冬季の時刻別平均の温度・湿度変動 

（2016.11/10～2016.12/10） 
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3.2 GSHP の稼働状況 
図-4，5 に，夏季と冬季 1 週間の各部温度，室
内外温度，熱負荷注），電力消費量，SCOP 注）の推
移を 1時間間隔にて示す。夏季の SCOPは 2.0か
ら 3.0，冬季の SCOPは 1.5から 3.5程度で推移
し，定格 SCOP を下回る結果となった。これは，
夏季の電力消費量が定格の値の約 15％程度であ
り，かつ，熱負荷は定格の値の約 10％程度となっ
ている。 
 
3.3 SCOP と室内外温度の関係  
 図-6 に SCOP と室内外温度の関係を示す。図
には非居住状態の展示用住宅(UA 値 0.22W/(m2･
K))として既往の研究で調査した結果 1)を併せて
示す。夏季，冬季の両事例は室内外温度が大きく
なると SCOPがわずかに小さくなっている。居住
状態は非居住状態より SCOPが低く，室内外温度
差が高い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3.4 1 次往き温度と放熱量（採熱量）の関係  
 図-7に 1次往き温度と放熱量（採熱量）の関係
を示す。居住状態では非居住状態より 1次往き温
度の値が大きくなっていることが多い。夏季にお
いて両住宅は放熱量が類似し，1 次往温度差は
５℃しかない。冬季では 1次往き温度が大きくな
るにしたがって，採熱量が減少している。これは，
1 次往温度と地中温度の差が小さくなることで採
熱量が減少しているのだと考えられる。 
 
3.5 暖房負荷と電力消費量の関係 
図-8に，暖冷房負荷と電力消費量の関係を示す。 
夏季の結果では，電力消費量が大きくなるにつれ
て，冷房負荷が大きくなる。冬季では電力消費量
に対する熱負荷の発生が小さくなっている。居住
状態における夏季，冬季の両方では非居住状態に
比べて傾きが小さくなっている。 
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図-6 SCOP と室内外温度の関係（夏季，冬季） 
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3.6 電力消費量と室内外温度差の関係 
図-9 に電力消費量と室内外温度差の関係を示
す。居住状態では内部発熱の影響があるため，非
居住状態の内部と単純に比較できなが，室内外温
度差と暖冷房時の電力消費量には明確な関連が見
られる。夏季において室内外温度差が小さいほど
電力消費量が大きくなっている。これは，冷房が
安定して行われていることが示される。冬季では
両事例におけるグラフの傾きは類似しており，室
内外温度差が増加すると比例して電力消費量も増
加する。これは，室内外温度差が大きくなるほど，
GSHP の稼働率が高くなるためであると考えられ
る。 
 
4 地中温度の比較  
図-10 に地中温度(深さ 20m,40m,60m,100m)，
放熱量（採熱量），外気温，居間温度の 5 月～12
月までを 1月ごとに平均した値を示す。地中温度
は外気温に影響されるが，およそ 10℃から 20℃
の間を推移している。地中温度は深くなるほど
15℃程度に近い値になることが分かる。夏季の放
熱をしている 7月から 9月の期間では，地中温度
は外気温より常に 5℃程度低い値を示している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

冬季の採熱をしている 11月から 12月の期間で
は地中温度は外気温より約 5℃程度高い値を示し
ている。 
 
結論 
居住状態の温熱環境は良好であることが確認で
きたが，GSHPは定格通りの SCOPで稼働してい
ることを確認することができなかった。原因には
不明な点が多いため，引き続き事例の評価を行う
必要性がある。 
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注 
暖房(冷房)負荷： = −  
：2次側ブライン比熱[kJ/kg/K] 
：2次側ブライン密度[kg/l] 
：2次側ブライン流量[l/s] 
：2次側ブライン還り温度[℃] 

：2次側ブライン往き温度[℃] 

 SCOP =
電力消費量

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-10 地中温度の比較 
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浅層土壌による螺旋状地中熱交換器の設計・性能予測手法 

第 2報 設計・性能予測手法の精度向上の検討と実導入事例との比較による精度検証 

○東谷貴（北海道大学），葛隆生（北海道大学），長野克則（北海道大学）， 

大江基明(㈱イノアック住環境)，安江伸二(㈱イノアック住環境)，赤井仁志（福島大学/北海道大学） 

Design and performance prediction method for vertical type spiral ground heat exchanger 

buried in shallow layer 

Higashitani Takashi (Hokkaido University), Katsura Takao (Hokkaido University),  

Nagano Katsunori (Hokkaido University), Oe Motoaki (Inoac Corporation), 

Yasue shinzi (Inoac Corporation), 

 Akai Hitoshi (Fukushima University / Hokkaido University),  

 

キーワード：地中熱ヒートポンプシステム，螺旋状地中熱交換器，浅層土壌，設計・性能予測手法 

 

はじめに  

近年、再生可能エネルギーの一つとして地中熱

ヒートポンプシステム(以下 GSHP)システムが日

本でも注目されているものの、地中熱交換器(以下

GHEX)の設置コストの削減が未だに大きな課題

となっている。設置コストの削減の方法としては

小規模建物であれば、配電工事用建柱車を活用し

た垂直スパイラル型地中熱交換器（VSGHEX）の

設置が有効であると考えられる。近年では GHEX

の設置方法の標準化や熱交換器(螺旋状コイル)の

汎用化も進められ、これら技術を活用することに

より今後十分なコスト競争力を持つGSHPシステ

ムが確立されることが期待される。一方で

VSGHEX については、深度 4～20m程度の浅層土

壌を利用し、かつ口径が数百 mmになる螺旋状コイ

ルを用いるため、地表面の影響とボアホール内部

の熱容量を考慮した GHEXの設計・性能予測手法

が求められている。 

本論文ではまず、既報 1)で開発された VSGHEX

の計算モデルの精度を向上させることを試みた。

さらに VSGHEX を用いた地中熱ヒートポンプシ

ステムの実測を行い、VSGHEXの性能を評価する

と共に、実測値と計算値の比較を行い、計算モデ

ルの精度を検証した。 

１． 螺旋状地中熱交換器の計算モデルの精度向

上 

 既報 1) では螺旋状地中熱交換器の設計・性能予

測手法として、図 1のような熱回路網を用いた計 

図 1 熱回路網を用いた計算モデル 

図 2 熱回路網におけるモデルと実際の形状 

算モデルが開発された。この熱回路網による計算

モデルのグラウト core 部(VSGHEX の中心部)、

グラウト shell 部(VSGHEX の遠心部)の熱収支は

それぞれ以下の式で表される。 

            
 

          
  

      
     

 
         
 

          
  

   
     

                   
 
      
  (1) 

(2) 

A-21
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 (1)、(2)式の左辺の熱抵抗の計算において、図 2

の左図のように VSGHEX を円筒と見立てて計算

を行っているが、実際の形状は図 2の右図のよう

に螺旋状であるため、この式を用いて計算すると

誤差が生じる。そのため、(1)式と(2)式の左辺にあ

る lbを lp2に変更した。lp2は VSGHEXを仮想的に

円筒とみなした際の高さに相当するものである。

lp2は、最大 lb、最小で dpとなることから式(3)と置

いた。 

  

lp2の係数である cを求めるために第 1報 2)で開

発された比較的精度の高い数値解析モデルと熱流

の値を比較することにより精度の向上を図った。

方法はまず図 3のように地中熱交換器の中心部を

通るパイプ（Pipe1）とパイプ内部を流れる流体

については考慮せず、熱交換器の螺旋一巻き分を

モデル化した。境界条件としてパイプの温度を

1℃、土壌の温度を 0℃に固定し、深さ方向に断熱

境界を与えた時の熱流の比較を行い、ボアホール

表面から土壌への熱流である貫流の定常値がよく

合う lp2を求めた。この比較を表 1のように dp、db、

lpitchをそれぞれ変更させて計算し、lp2の係数 c を

dp、db、lpitchの関数として考え、重回帰分析を行い、

以下の式(4)を作成した。 

 
図 4 と表 2 は(3)、(4)式を用いて計算した熱流

と数値解析により計算された熱流の比較結果であ

る。パイプからグラウトへ移動する熱流を吸熱、

ボアホールから土壌へ移動する熱流を貫流と呼ぶ

が、両方の定常値がよく一致している結果が得ら

れた。  

 

２． 垂直スパイラル型地中熱交換器を用いた地

中熱ヒートポンプシステムの実測結果 

 宮城県美里町で図 5 に示すような延床面積 57

㎡、1 階建て、Q 値が 2.92W/㎡/K の住宅に導入

された VSGHEX を用いた地中熱ヒートポンプシ

ステムを対象に 1年間実測を行った。今回の実測

では深さ 4m、スパイラル径 600mm3基、400mm3

基の VSGHEX計 6基を隣接する VSGHEXの採

放熱による影響が少ないように図 6のように 3～

5m間隔を空けて配置した。図 7に GSHPシステ

ム系統図を示す。汎用のヒートポンプに

VSGHEX を組み込み、冷暖房機器はファンコイ

ルユニット 1台を使用した。実測対象住宅では実

際に人が生活をしていたため、運転温度設定は不 

 
図 3 計算モデル比較条件 

 

表 1 地中熱交換器条件 

チューブ口径

dp[mm]

ボアホール直径

db[mm]

スパイラルピッチ

lpitch[mm]

CASE1 16 450 60

CASE2 16 450 35

CASE3 16 450 140

CASE4 16 800 60

CASE5 16 800 35

CASE6 16 800 140

CASE7 20 450 140

CASE8 25 450 140  
 

図 4 熱回路網と数値解析比較の一例

 
 

表 2 貫流の定常値比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 5 住宅写真と概要 

(3) 

(4) 

数値解析 回路網 相対誤差(%)

CASE1 14.06 13.86 1.4

CASE2 15.11 15.34 1.5

CASE3 10.58 10.50 0.8

CASE4 15.84 15.60 1.5

CASE5 16.93 16.94 0.1

CASE6 12.04 12.29 2.1

CASE7 11.31 11.24 0.6

CASE8 12.15 12.18 0.2
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在時のみ表 3の設定温度でそれぞれの期間固定し

たが、在室時は居住者に任せた。 

年間の消費電力、採放熱量、出力、SCOPの結

果を図 8に、年間実測負荷を図 9に、年間実測 1

次側温度を図 10 に、冬季代表日の 1 次側温度と

流量を図 11に、消費電力、採放熱量、出力、SCOP

の結果を図 12 に、夏季代表日の 1 次側温度と流

量を図 13に、消費電力、採放熱量、出力、SCOP

の結果を図14にそれぞれ示す。冬季代表日は2/10

を、夏季代表日は 7/31を選択した。 

年間の消費電力は 1338kWh、採放熱量は

4517kWh、出力は3434kWh、SCOPは冬季で3.24、

夏季で 3.75という結果が得られた。図 12、図 14

からもわかるように今回の条件では地中熱交換器

能力に対して負荷が小さいことから、連続運転で

はなくこまめに発停を繰り返す運転となった。基

本的に間欠運転は連続運転と比べると、運転効率

が良くない。そのため、連続運転であれば、今回

の結果以上の SCOP を得ることが可能であると

推察される。また、図 10 の実測による温度変化

をみると、冬季に比べて、夏季の温度変化が大き

い。これは冬季の採熱量は出力－消費電力である

のに対し、夏季の放熱量は出力＋消費電力となる

ことが原因であると考えられる。図 11、図 13を

みると、両方の出力の最大値が 2kWh程度である

が、冬季の採熱量の最大が 1.5kWh程度、夏季の

放熱量の最大が 2.5kWh程度となる。今回の実測

地は日本の中でもそれほど気温が高くない場所で

あるが、冷房負荷に対し、35℃近くまで還り温度

の上昇が見られた。このことから宮城県以南の地

域で地中熱を利用する場合には、冷房負荷による

地中温度の変化も十分考慮する必要があるといえ

る。 

 
図 6実測地点平面図および測定点 

 
図 7 GSHPシステム系統図および測定点 

 

表 3 GSHPシステム運転期間と運転条件 

期間 二次側循環温度[℃]室内設定温度[℃]空調面積[㎡]

20 31

任意（在室） 31

24 46

任意（在室） 31

22 31

任意（在室） 31

冬季

夏季

冬季

40

10

4011/1～1/20

6/15～9/30

1/13～3/16

  
 

 
図 8 年間の実測結果（消費電力、採放熱量、出力、SCOP） 

 

 
図 9 年間の実測負荷 

 

 
図 10 年間実測 1次側温度 
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図 11 冬季代表日の実測結果 

（消費電力、採放熱量、出力、SCOP） 

 
図 12 冬季代表日の実測結果（一次側温度、流量） 

３． 実測結果と計算結果の比較による計算モデ

ルの精度検証 

実測結果と計算結果を比較し、計算モデルの精

度を検証した。改良した計算モデルを組み込んだ

GSHP システム設計・性能予測ツールに実測で得

られた負荷を与え、年間計算を行った。図 15 に

実測と計算のヒートポンプ入口温度、図 16 に実

測と計算の比較を示す。実測値と計算値の誤差は

最大でも 2℃程度であり、計算は実測を実用可能

な範囲で再現できていると考えられる。 

 

４．まとめ 

1) 垂直スパイラル型地中熱交換器の計算モデル

の精度を向上させた。 

2) 垂直スパイラル型地中熱交換器を用いた地中

熱ヒートポンプシステムを導入した住宅の実測を

行い、性能を評価した。 

3) 実測と計算結果を比較し、計算モデルの精度

検証を行い、その再現性を確認した。 
【参考文献】 

1) 葛隆生他: 垂直スパイラル型地中熱交換器を用いた浅層地

中熱ヒートポンプシステムの設計・性能予測ツールの開発と

その応用, 日本冷凍空調学会年次大会論文集 (2016) 

2) 葛隆生他: 浅層土壌による螺旋状地中熱交換器の設計・性能

予測手法 第 1報, 空気調和・東北支部学術・技術報告会 

 
図 13 夏季代表日の実測結果 

（消費電力、採放熱量、出力、SCOP） 

 
図 14 夏季代表日の実測結果（一次側温度、流量） 

 
図 15 実測と計算のヒートポンプ入口温度 

 
図 16 実測値と計算値の比較 

  論文集 (2016) 

【記号】 c: 比熱[kJ/(kg・K)],d:直径[m],l:深さ[m]T :温度[℃],

λ:熱伝導率[W/m/K],ρ:密度[kg/m3] 

【添え字】 b:ボアホール, core:グラウト core 部,grout:グラウ

ト,pitch:スパイラルピッチ,p1:パイプ 1,p2:パイプ 2,s:土壌,shell:

グラウト shell部, 
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図 1 標準住宅の平面図 

浅層土壌による螺旋状地中熱交換器の設計・性能予測手法 

第 3報：設計・性能予測手法を用いた必要地中熱交換器本数の検討 

○葛隆生（北海道大学），東谷貴（北海道大学），長野克則（北海道大学）， 

赤井仁志（福島大学/北海道大学），奥野敏彦(東北電力㈱)， 

瀬川和幸(東北電力㈱)，山本昌志(㈱ユアテック)， 

草刈洋行(㈱ユアテック)，大江基明(㈱イノアック住環境) 

Design and performance prediction method for vertical type spiral ground heat exchanger 

buried in shallow layer 

Katsura Takao (Hokkaido University), Higashitani Takashi(Hokkaido University),  

Nagano Katsunori (Hokkaido University), Akai Hitoshi (Fukushima University / Hokkaido 

University), Okuno Toshihiko (Tohoku-Electric Power Co.), Segawa Kazuyuki (Tohoku-Electric 

Power Co.), Yamamoto Masashi (Yurtec Corporation), 

Kusakari Hiroyuki (Yurtec Corporation), Oe Motoaki(Inoac Corporation) 

キーワード：地中熱ヒートポンプシステム，螺旋状地中熱交換器，浅層土壌，設計・性能予測手法 

 

はじめに 

筆者らは地中熱ヒートポンプ(以下 GSHP)シス

テムに関して、配電工事用建柱車を活用した螺旋

状地中熱交換器(以下 VSGHEX)の開発を行って

おり、本研究は VSGHEXを用いた GSHPシステ

ムの設計・性能予測手法の開発に関するものであ

る 1)～2)。前報 2)においては、VSGHEX 内部の熱

媒および充填材温度の計算手法について精度向上

を図り、さらには実測データとの比較により、実

用可能な範囲で性能予測を行えることを確認した。 

本報では、その VSGHEXを用いた GSHPシス

テム設計・性能予測ツールを使用して、東北地方

の各県と新潟県の各県庁所在地を対象地域として、

戸建て住宅に GSHP システムを導入した場合の

VSGHEX の必要本数について検討を行った。さ

らにはその結果をもとに、計算条件などとして与

えた各パラメータと VSGHEXの必要本数の関係

を分析し、必要本数に与える影響の大きいパラメ

ータを割り出し、VSGHEX 本数を簡易的に推定

する方法や、標準的な運転方法に対して

VSGHEX の採放熱量を推定する方法を検討した。 

 

1. 必要な螺旋状地中熱交換器本数の検討概要 

および計算条件 

 住宅の断熱性能、地域(都市)、土壌の熱伝導率、

冷暖房の運転条件を変更し、それぞれの条件に対

して必要な VSGHEX 本数の検討を行った。住宅

の条件として、図 1で示される日本建築学会で定

められている延床面積125㎡の標準住宅を設定し

た。都市については東北地方の県庁所在地である

青森、盛岡、秋田、仙台、山形、福島と新潟の 7

都市を選定した。断熱性能は表 1に示す通り地域

ごとに、次世代省エネ基準として定められている

熱損失係数（Q値）を満たす住宅と、更に高断熱

を想定した住宅の 2条件を設定した。冷暖房設定

温度は冷房28℃、暖房20℃と冷房26℃、暖房22℃

の 2条件を与えた。運転スケジュールは、特に暖

房運転において間欠運転となるとピーク負荷が突

A-22
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表 1 対象都市と断熱性能の条件 

 

省エネ基準 高断熱

青森 ４地域 2.4 1.8 12.4

盛岡 ３地域 1.9 1.3 12.2

仙台 ４地域 2.4 1.8 14.0

秋田 ４地域 2.4 1.8 13.2

山形 ４地域 2.4 1.8 13.2

福島 ４地域 2.4 1.8 14.5

新潟 ５地域 2.7 2.0 15.4

Q値代表

都市

地域

区分

不易層

温度[℃]

 

 

 

時間 暖房 冷房 暖房 冷房 暖房 冷房

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23 18 運転せず 18 運転せず

運転せず

30

運転せず

28
20 28

18 運転せず

30

暖房20℃冷房28℃

居間・和室 夫婦寝室・予備室 子供寝室

18 運転せず

18
18

20

28

18

20

18

20

20

 

図 2 暖冷房の運転スケジュール 

(暖房 22℃の時は 18℃→20℃、20℃→22℃、 

冷房 26℃の時は 28℃→26℃、30℃→29℃に変更） 

 

 

出し、必要 VSGHEX 本数が多くなることがこれ

までの研究で明らかとなっている 3)ため、図 2に

示すように就寝時や在室人数が少ない時間帯には

設定温度を低めにした運転を行うように設定した。

これら条件をもとに汎用熱負荷計算ソフトの

AE-CAD/AE-Simheat を用いて時刻毎の熱負荷

を算出した。計算結果として得られた各都市の断

熱性能の条件、設定温度条件に対する暖房負荷合

計値、暖房最大負荷、冷房負荷合計値、冷房最大

負荷を表 2に示す。計算結果より Q値の変化は暖

房負荷に与える影響は大きいが、冷房負荷に与え

る影響は小さいことが分かる。また、設定温度の

変更は暖房負荷合計値、冷房負荷合計値、冷房最

大負荷に与える影響は大きいが、暖房最大負荷に

与える影響は小さいことが伺える。 

 この負荷を計算条件として与え、VSGHEX を

用いた地中熱ヒートポンプ設計・性能予測ツール

により年間計算を行った際の必要本数を求めた。

システム及び地盤条件を図 3に示す。ヒートポン

プ熱源機は家庭用の汎用の機器を用いることを想

定した。地中熱交換器は螺旋口径 500mm の

VSGHEXを用いることとし、VSGHEXの深度に

ついては 4m、8mの 2条件を考え、それぞれ深さ

1～5m、1～9ｍの地点に埋設するものとした。地

盤およびグラウトの物性値は同じとして考え、熱

伝導率は 1.2、1.5、1.8 の 3 条件を与えた。地中

温度(不易層温度)については、表 1 に示される温

度を与えた。VSGHEX の必要本数については、

ヒートポンプ熱源機入口の熱媒温度の最低温度－

5℃、最高温度 35℃を制約条件として、この範囲

に収まる最小限の本数を必要本数として求めた。 

 

２．地中熱交換器必要本数計算結果 

 北部の 5 都市(青森、盛岡、秋田、仙台、山形)

については、暖房期間の制約条件(最低温度－5℃)

により必要本数が決定され、南部の 2都市(福島、

新潟)については、冷房期間の制約条件(最高温度

35℃)により必要本数が決定された。結果として、

図 4、図 5に北部 5都市の地中熱交換器必要本数

を、図 6、図 7に南部 2都市の地中熱交換器必要

本数を示す。まず、図 4と図 5、図 6と図 7の比

較から、熱伝導率が同じ場合には深さ 4m と 8m

では、必要本数が 4mは 8mのほぼ 2倍の本数と

なることが分かり、地表面の影響は少なく、深さ

あたりの性能にほとんど差が無い結果となった。

次に有効熱伝導率λの違いによる比較では、λを

1.2 W/(m・K)から 1.8 W/(m・K)に変更すると、

必要本数は 1～3 本減少する結果となり、平均で

約 8 本(λ＝1.2 W/(m・K))から約 6 本(λ＝1.8 

W/(m・K))という約 25％の減少となることが分か

った。また、北部 5都市の結果では Q値を省エネ

基準から高断熱仕様に変えると、必要本数は 1～3

本減少し、こちらも平均で約 25％の減少となる結
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表 1 各都市の暖房負荷合計値、暖房最大負荷、 

冷房負荷合計値、冷房最大負荷 

 

地域 Q値 温度設定

暖房負荷

合計

[GJ]

暖房最大

負荷

[kW]

冷房負荷

合計

[GJ]

冷房最大

負荷

[kW]

22-26 36.9 6.1 4.0 5.7

20-28 30.0 5.7 2.3 3.9

22-26 53.9 7.8 3.9 6.0

20-28 44.5 7.3 2.2 4.1

22-26 24.8 4.9 3.3 6.2

20-28 20.7 4.6 2.0 4.7

22-26 41.4 6.6 3.2 6.0

20-28 33.8 6.1 1.5 4.2

22-26 33.2 6.1 4.9 6.3

20-28 26.7 8.0 3.2 5.0

22-26 48.7 7.9 5.0 6.8

20-28 39.8 7.4 3.2 5.3

22-26 35.1 5.7 2.1 7.1

20-28 27.9 5.3 1.0 5.2

22-26 49.9 7.2 2.2 7.1

20-28 40.4 6.7 1.0 5.4

22-26 32.4 5.7 5.3 6.0

20-28 26.0 5.3 3.5 6.9

22-26 48.0 7.4 5.4 6.4

20-28 39.1 6.8 3.5 4.6

22-26 25.3 5.3 5.3 6.1

20-28 19.3 4.9 3.5 4.4

22-26 38.5 6.8 5.5 6.5

20-28 30.3 6.3 3.5 4.6

22-26 33.4 6.3 5.9 6.7

20-28 26.6 5.9 4.0 4.9

22-26 48.6 7.6 6.1 8.6

20-28 39.7 7.0 4.2 7.5

新潟

2.0

2.7

山形

1.8

2.4

福島

1.8

2.4

仙台

1.8

2.4

秋田

1.8

2.4

青森

1.8

2.4

盛岡

1.3

1.9

 

 

 

図 3 地中熱ヒートポンプシステムおよび地盤条件 

0

5

10

15

20

25

2
2
-2
6

2
0
-2
8

2
2
-2
6

2
0
-2
8

2
2
-2
6

2
0
-2
8

2
2
-2
6

2
0
-2
8

2
2
-2
6

2
0
-2
8

2
2
-2
6

2
0
-2
8

2
2
-2
6

2
0
-2
8

2
2
-2
6

2
0
-2
8

2
2
-2
6

2
0
-2
8

2
2
-2
6

2
0
-2
8

1.8 2.4 1.3 1.9 1.8 2.4 1.8 2.4 1.8 2.4

青森 盛岡 秋田 仙台 山形

必
要
本
数

熱伝導率1.2 1.5 1.8

図 4 地中熱交換器の必要本数(北部 5都市、深さ 4m) 
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図 5 地中熱交換器の必要本数(北部 5都市、深さ 8m) 
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図 6 地中熱交換器の必要本数(南部 2都市、深さ 4m) 
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図 7 地中熱交換器の必要本数(南部 2都市、深さ 8m) 

 

 

果が得られた。それに対し、南部 2都市は冷房

期間の制約条件で必要本数が決定しているため、

Q値の変更による本数の変化はほとんどないこ

とが分かった。一方で、設定温度の影響が大き

く、設定温度の変更で 1～2 本の必要本数が減

少することが確認された。 
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表 4 熱交換器本数への寄与率 

暖房負荷合計

[GJ]

暖房最大負荷

[kW]

冷房負荷合計

[GJ]

冷房最大負荷

[kW]

熱伝導率

[W/m/K]

寄与率 0.8087 0.9548 0.0761 0.0011 0.2916  

0

2

4

6

8

10

12

0 2 4 6 8 10

必
要
本
数

暖房最大負荷

有効熱伝導率1.2 1.5 1.8

 

図 8 暖房最大負荷と必要本数の関係 

 

 

 

３．地中熱交換器必要本数に影響を与える要因の

分析と考察 

VSGHEX の必要本数に対する暖房負荷合計、

暖房最大負荷、冷房合計負荷、冷房最大負荷、有

効熱伝導率λの寄与率(決定係数)をそれぞれ算出

し、VSGHEX の必要本数に影響を与える要因の

分析を行った。ここでは、暖房期間の制約条件に

より必要本数を決定した 5地域の結果をもとに計

算を行った。結果を表 4 に示す。この結果より、

暖房負荷合計と暖房最大負荷、λが必要本数決定

に影響を及ぼすことがわかる。しかしながら、暖

房負荷合計と暖房最大負荷にも強い相関があるた

め、必要本数は暖房最大負荷とλの 2変数である

程度決定できるものと考えられる。そこで暖房最

大負荷 Qhmax とλを変数として、深さ 8m の

VSGHEX の必要本数について重回帰分析を行っ

た結果、以下の近似式を得ることができた。 

必要本数 ＝ 4.58 + 1.22＊Qhmax － 3.45＊λ 

上記式で得られる必要本数は、本来の必要本数

と比較して、平均二乗誤差で 0.43本、相対誤差で

5％の範囲内で収まることが分かった。また、誤

差の最大値は 0.9となり、誤差 1本以内の範囲で

必要本数を推定できることが分かった。 

また、それぞれのλにおいて暖房最大負荷と必

要本数の関係を表したものを図 8～図 10に示す。

この結果からも暖房最大負荷と必要本数には強い

相関があることが伺えるが、この結果から、λ = 

1.2 W/m/Kの場合、深さ 8mの VSGHEX1本あ

たり対応可能な暖房最大負荷は約 750 W、λ = 

1.5 W/m/Kの場合は約 833 W、λ =1.8 W/m/K

の場合は約 1,000Wになる。この結果から、ヒー

トポンプ熱源機の COP を 4 と仮定した場合、今

回のような比較的一般的な住宅の暖房を行った条

件では、深さ 8mの VSGHEXの採熱量は 750～

1,000 W程度の 4分の 3、即ち 560～750 W程度

となるということが結論付けられた。 

 

まとめ 

 以下に本研究のまとめを示す。 

1) 住宅の断熱性能、地域(都市)、土壌の熱伝導率、 

冷暖房の運転条件を変更し、それぞれの条件に  

対して必要な VSGHEX本数の検討を行った。熱

伝導率が同じ場合には深さ 4m と 8mでは、必要

本数が 4mは 8mのほぼ 2倍の本数となることが

分かり、地表面の影響が小さい結果となった。 

2) 暖房で本数が決定する地域は建物の断熱性能

が、冷房で本数が決定する地域は冷房時の室温設

定が、地中熱交換器の本数に与える影響が大きい

ことが分かった。また、暖房で本数が決定する地

域は暖房最大負荷と地盤の有効熱伝導率で必要地

中熱交換器本数を推定できることが伺えた。 

3) 今回のような住宅の暖房を行った条件では、深

さ 8mの VSGHEXの採熱量は 560～750 W程度

となるということが結論付けられた。 
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○正会員 昆野 充（新日本空調㈱），    正会員 佐々木 匡（新日本空調㈱） 

 
Construction and performance of cooling and heating system by ground thermal energy  

 
Mitsuru Konno(Sin Nippon Air Technologies), Tadashi Sasaki(Sin Nippon Air Technologies) 

 

キーワード：現場打ち基礎杭利用地中熱交換器、帯水層利用蓄熱 

 
はじめに 

本計画地の山形県酒田市は､最上川に隣接した

扇状地に位置しており、地盤は砂質で地下水位が

高い特徴を持っている。 

本建物では､この特徴を最大限活用する為に、地

中熱ヒートポンプ（GSHP）システムをベース熱

源に位置づけている。さらに、帯水層の地下水を

冬期の融雪及び夏期の冷房に利用し、季間蓄熱を

行う帯水層蓄熱システム（ATES）も併用し、省

エネ性の高いグリーン庁舎を目指している。 

 

1. 施設概要 

本計画は、老朽化した庁舎の建て替え工事であ

り、Ⅰ期工事で延べ床面積の約７割、Ⅱ期工事で

残り 3 割を整備する計画となっている。 

本施設は、災害拠点として機能する必要があり、

基礎免震構造、都市ガスの中圧供給等の防災対策

が講じられている。 

 

写真-1 建物全景 

 

 

 

表-1 建物概要 

主要項目 内 容 

工事期間 2013 年 9 月～2017 年 3 月 

計画地 山形県 酒田市 

主要構造 RC 造（基礎免震構造） 

階数 地下 1 階、地上 8 階 

建築面積 2,933 ㎡（Ⅰ・Ⅱ期計） 

延べ床面積 14,899 ㎡（Ⅰ・Ⅱ期計） 

 
2. 熱源設備 

2.1 熱源システム構成 

本計画の熱源システム概念図を図-1 に、熱源の

主要機器表を表-2 に示す。 

冷房時、地中熱ヒートポンプチラー（GSHP）

をベース熱源とし、負荷増大時は水冷スクリュー

チラー（RS）を追いかけ運転する。これらで、ほ

ぼ冷房負荷に対応できるが、ピーク時には不足分

を直焚冷温水発生機（RH）により賄う。 

電力主体の運用を想定しているが、エネルギー

単価の変動時には、都市ガス熱源優先運転も可能

なシステム構成としている。 

GSHP システムの放熱先は、基礎杭利用型地中

熱交換器を主体とするが、補助として夏期用の井

戸から揚水した井水との熱交換により、熱源水温

度の低下を図ると同時に帯水層に蓄熱する

（ATES）システムとしている。 

また、暖房時にも GSHP システムをベースとし

て運用し、負荷増大時には真空式温水発生機

（BH）、次いで直焚冷温水発生機（RH）を稼働

させる計画としている。 

尚、冬期において ATES システム（井水）は、

無散水融雪設備（ロードヒーティング）専用で利

用するため、空調用熱源システムとしての運用は

行わない。 

A-23
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冬期は夏期と反対側（夏期の還元側）の井戸か

ら夏期運転で温度上昇した井水を揚水して融雪に

利用し、温度が下がった井水を夏期の揚水側へ還

元する。 

この様に夏－冬で逆向きの井水熱利用を行うこ

とにより、帯水層に季間蓄熱を行う。 
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図-1 熱源システム図 

 

表-2 主要熱源機器表 

主要熱源機器 台数 容 量 

水冷スクリューチラー

（RS） 
1 基 冷熱：527kW 

地中熱 HP チラー

（GSHP） 
1 基 

冷熱：527kW 

温熱：566kW 

直焚冷温水発生機 

（ガス焚）（RH） 
1 基 

冷熱：844kW 

温熱：676kW 

真空式温水発生機 

（ガス焚）（BH） 
1 基 温熱：349kW 

補助熱交換器

（HEX-SHP） 
1 基 交換熱量：350kW 

 

3. GSHP システムと施工方法 

3.1 GSHP システム概要 

GSHP システムの概要を表-3 に示す。地中熱交

換器（以降採熱管）は、据付可能な基礎杭のほぼ

全てに設置する。（Ⅰ期工事：48 本、Ⅱ期工事：

27 本）図-2 に採熱管の配置図を示す。 

杭長さは 57~64ｍあり、採熱管据付長さは、予

長も考慮し 50ｍとした。採熱管の杭への据え付け

概念図を図-3 に示す。杭内採熱管は高密度ポリエ

チレン製 20A の U字管である。各杭に対しては 4

セットの採熱管をセットしたが、可能な限り採熱

効率を上げるために、45°刻みで採熱管の往き還

り管の離隔を取って設置した。各杭内の 4セット

の採熱管は、各杭上部で往き還りそれぞれ集合し、

さらにピット内で各ゾーンの配管を統合した上で

機械室まで配管した。 

採熱管各ｿﾞｰﾝ区分け
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図-2 採熱管・センサー配置図 

 

表-3 GSHP システム概要 

項 目 仕 様 

採熱管 

仕様 

採熱管据付杭本数 
75 本 

(Ⅰ期48本 ,Ⅱ期27本) 

採熱設置深さ 50m 

各杭採熱管設置本数 4対のU字状採熱管 

採熱管材質(U 字管) 高密度 PE 管 

採熱管口径(杭内/水平) 20A/25A 

水平埋設管総延長 

(Ⅰ/Ⅱ期) 
1,640/1,064m 

GSHP 
仕様 

冷却時出入口温度条件 7.0／14.0℃ 

加熱時出入口温度条件 45.0／38.0℃ 

冷温水量 1080L/min 

熱源水量 1760L/min 

補機 

仕様 

冷温水一次ポンプ動力 4.0kW(INV) 

熱源水ポンプ動力 18.5kW(INV) 
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図-3 採熱管・センサー配置図 

 

3.2 地中採熱管施工方法 

計画地柱状図と杭断面の概念図を図-4 に示す。 

杭は全て地下水位より下部にあり、地中での熱

交換に優れている事が推察される。 

基礎杭への採熱管の取り付け工程は、概略下記

の手順である。（建築工事工程を含む） 

① 孔の掘削完了後に、杭施工位置を取り囲ん

で、4方向に作業台を設置する。（写真-2） 

② 鉄筋かご下部に採熱管先端部保護兼採熱管

取り付け用の金物を取り付ける。 

③ 鉄筋かごをクレーンで孔内へ吊り下ろす建

込み工程と並行して、立て込む鉄筋に採熱

管を 4 方向から取り付けていく。取り付け

は結束バンドを利用し、等間隔で鉄筋かご

に結束する。（写真-3） 

④ 掘削 → 杭頭処理。 

⑤ 水平埋設管敷設。（写真-4） 

⑥ 捨てコンクリート打設。 

⑦ マットスラブ構築。 

⑧ ヘッダー設置・接続。（写真-5） 
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図-4 計画地概略柱状図・杭断面概要図 

 
写真-2 作業台設置   写真-3 採熱管取付状況 

 
写真-4 水平敷設   写真-5 杭内採熱管ヘッダー 

 

3.3 熱応答試験 

地中熱交換器の性能を確認する為、熱応答試験

（サーマルレスポンステスト）を行った。試験結

果より､有効熱伝導率の推定値は、λ=3.40[W/(m･

K)]であり、砂地盤で含水率が高い場合の一般的な

値である 2.5～3.0 を超える高い値となった。 

これにより、GSHP システムの計画地としては

適当であると確認された。概要・結果を表-4、図

-5 に示す。 

 

表-4 熱応答試験概要 

項目 容 量 

測定開始日時 2015 年 5 月 26 日 8:00 

測定終了日時 2015 年 6 月 18 日 8:00 

試験実施場所 免震ピット内 

試験用熱交換器長さ 50m 

発熱体定格発熱量 4.0kW 

発熱体期間平均発熱量 4.09kW ※実測による 
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図-5 熱応答試験装置配管概念図 
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4. 竣工 1 年目における運転実績 

4.1 冬期 GSHP 運転実績 

図-6 に暖房熱源機器 3台の供給熱量を示す。供

給熱量に占める割合は、地中熱ヒートポンプチラ

ー(GSHP)が約 63％、ガス焚温水器(BH)が約 33％、

ガス焚冷温水器(RH)が約 4％となった。 

図-7 に GSHP 本体、熱源水ポンプ

（PCD-GSHP）、冷温水一次循環ポンプ

（PSH-GSHP）の消費電力量及び COP を示す。 

1 月中旬から 3 月中旬は約 4.4～4.5 で推移した。 

3 月中旬以降は暖房負荷が減少し、低負荷運転

となった為、COP が低下している。 

またこれに伴って､補機動力の割合が大きくな

り、SCOP も低下している。 

 

4.2 夏期 GSHP 運転実績 

熱源機器の機能保全を目標として、RS 及び RH

を強制的に優先運用した期間を除き、ほぼ GSHP

のみで負荷をまかなうことができている(図-8)。 

今シーズンの GSHP の COP は、8.0～9.0、

SCOP は、5.0～6.0 と良好な結果が得られた。 

 

5. まとめ 

熱応答試験の結果、λ=3.40[W/(m･K)]と大変高

い結果を示した。 

GSHP 単体の COP は暖房期間平均 4.39、冷房

期間平均は 7.87 を得ることができた。 

Ⅰ期工事の竣工１年目における GSHP の運転

は、良好な結果が得られた。 

来シーズン以降は、夏期・冬期ともⅡ期工事部

分も使用開始して空調面積が増えるため、GSHP

の負荷率が上がり、SCOP の改善が見込まれる。 

 

 

図-6 暖房運転における各熱源機器の供給熱量 

 

 

図-7 冬期 GSHP システムの消費電力と COP 

 

 
図-8 冷房運転における各熱源機器の供給熱量 
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建築設備分野での珪藻土式ろ過器の性能評価方法立案のための検討 

第 2 報：構成と種類等、性能評価の課題と考察 

○赤井仁志（福島大学），紀谷文樹（東京工業大学）， 

野知啓子（関東学院大学），松村佳明（㈱山下設計），松鵜さとみ（鹿児島大学）， 

福島雅弘（㈱アクアプロダクト），佐藤隆（フジカ濾水機㈱），野崎英之（ミウラ化学装置㈱） 

Investigation for Performance Evaluation Framing on Diatomaceous Earth Filters used for 
Plumbing Systems, Part 2: Constitution and Style, Problem and Consideration of Performance 

Evaluations 
Akai Hitoshi(Fukushima Univ.), Kiya Fumitoshi(Tokyo Institute of Technology),  
Nochi Keiko(Kanto Gakuin Univ.), MatsumuraYoshiaki(Yamashita Sekkei, Inc.),  

Matsuu Satomi(Kagoshima Univ.), Fukushima Masahiro(AQUA PRODUCT CORPORATION),  
Satou Takashi(FUJIKAROSUIKI.,CO LTD.),  

Nozaki Hideyuki(MIURA CHEMICAL EQUIPMENT CO.,LTD.)  
  

キーワード：珪藻土式ろ過器，水泳プール，業務用浴槽，ろ過工程，仕組み，種類 
  

1. 珪藻土式ろ過器の構成、工程と仕組み 

1.1 装置の構成 

 珪藻土式ろ過装置は、つぎの機材や配管で構

成される。 
・ヘアキャッチャ（集毛器）：ろ過器の上流側で

毛髪などを取り除く装置 
・珪藻土溶解槽（プレコートタンク）：定量のろ

過助剤を投入して、水と混合させる槽。この槽で

溶解したものを、水流を利用してろ過面に付着さ

せる。 
・循環ポンプ 
・ろ過器 
・以上の装置をつなぐ配管、附属機器など 

1.2 ろ過工程と仕組み 

 プリコートやろ過、逆洗等の工程と仕組みは

つぎの通りである。 
（1）充液 

珪藻土溶解槽へ、液を溜める。 
（2）ろ過助剤投入と混合 

所定の量のろ過助剤を珪藻土溶解槽へ投入して、

予め溶解槽に溜まっていた液と混合する。 
（3）プレコート（プリコート） 

液と混合したろ過助剤を、水流を利用してろ過

器に送り、ろ材に付着・堆積させて、ろ過膜を作

る。 
（4）ろ過 

ろ過膜に、プール水中や浴槽水中の懸濁物質が

捕捉される。ろ過運転を継続するに従い、ろ過膜

に汚れが溜まり目詰まり状態になる。これにより、

ろ過抵抗が上昇するために、ろ過水量が減少する。 
（5）洗浄（逆洗） 

ろ過抵抗が限界に達したら、ろ材に捕捉された

懸濁物質とろ過助剤を洗浄する。 
 
2. 珪藻土式ろ過器の種類 

珪藻土式ろ過器の主な種類は、つぎの 3 種類で

ある。 

2.1 外面プレコート式葉状（図-1） 

 最も一般的な方式で、通称、加圧式葉状。タン

ク式とも呼ばれる。ろ材は、葉状か円板状である。

珪藻土溶解槽へ投入した珪藻土を、ポンプ循環に

よってろ材表面に付着させてろ過膜を形成する

（プレコート）。ろ過は、弁を操作して行う。ろ過

膜に懸濁物質が溜まり、ろ過抵抗が限界に達した

時点で、弁を操作してろ過膜表面の懸濁物質とろ

過助剤をシャワーで洗浄して排出する。 

2.2 内面プレコート式葉状（図-2） 

 通称、密閉式葉状。多数のリーフ（ろ材）を内

蔵した密閉型ろ過タンク内のリーフの内側へ珪藻

土を混合した水をポンプで送り込んでプレコート

を行う。リーフの外側から出てきた水を、ポンプ

の圧力でプールに還流する。 

B-1
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2.3 可逆式（図-3） 

 1 個の五方弁の操作で、周期的にろ材を通過す

る水の方向を逆転させる。ろ材の両面を利用する

ために、プレコート→ろ過→逆洗を可逆的に繰り

返すことができる。 

3. 性能評価の課題と考察 

砂式ろ過器に較べて、捕集できる懸濁物質の粒

子が細かく、ろ過精度が高い。砂式のろ過精度 20
～50μm に対して、珪藻土式は 5μm 程度以下と

されている。また、ろ過速度は、砂式が 40m/h で

あるのに対して、珪藻土式は 4～5m/h とされてい

る。 
これらの特徴や特性、珪藻土式ろ過器の原理な

どを踏まえて、“SHASE-S219-2010 循環式浴槽

用砂式ろ過器の性能評価方法”（以降、砂式評価法

と記す）を珪藻土式に準拠した場合の主要な課題

と考察をする。 
砂式評価法のろ過性能測定では、濁度の懸濁物

質にカオリンを用いている。ろ過精度の高い珪藻

土式の評価で、要求される水質や性能を含めて、

妥当かの検証が必要である。また、ろ過助剤で、

同一製造者・同一商品に複数の異なった番手があ

り、粒度と透過率に差がある。また、ろ過助剤の

使用量により、プレコート層の厚みに違いが生じ

る。これらのことから、水泳用プール向けと業務

用大型浴槽向けで、予め条件を決めておく必要が

あると考える。 
砂式評価法では、ろ過器への流入水の温度を 40

±3℃としている。ろ過器の種類の中に、浴槽用

を想定していない機種もある。このために、プー

ル用と浴槽用で、別の水温を設定する必要がある。 
珪藻土式の逆洗は、砂式とは全く異なる。この

ために、砂式評価法と別の評価法を考案しなけれ

ばならない。 
以上の事項を含めて、今後、検討を行っていき

たい。 
 

参 考 文 献 
1）日本プールアメニティ協会：水泳プール総
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2） 水泳プール浄化装置工業連盟（現・日本浄

水機械工業会）：水泳プール浄化装置の基準

書, 2001 年版,（2001）, p.16・pp.20-25 
3）国土交通省大臣官房官庁営繕部設備･環境課

監修,公共建築協会編集：建築設備設計基準, 
平成 21 年度版,（2009）, pp.678-680 

4）A 社：技術資料（2015） 
5）F 社：技術資料（2015） 
6）M 社：技術資料（2015）  

図-1 外面プレコート式葉状珪藻土式ろ過器の

循環系統図 4） 

図-2 内面プレコート式葉状珪藻土式ろ過器の

循環系統図 5） 

図-3 可逆式珪藻土式ろ過器の循環系統 6） 
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災害時の LCPを考慮した建物の給排水設備計画・設計手法に関する研究 

-その 1 計画・設計フローの提案と集合住宅への適用の検討- 

○亘理 咲綺（関東学院大学），大塚 雅之（関東学院大学），松尾 隆史（関東学院大学）, 

山海 敏弘（国立研究開発法人 建築研究所） 

Study on the Water Supply and Drainage Planning and Design Procedure of the Building 

Considering LCP at the time of the Disaster. 

-Part1 A Proposal of Planning and Design Flow  

and Study of the Application to Apartment House- 

Saki Watari (Kanto Gakuin University), Masayuki Otsuka (Kanto Gakuin University), 

Takafumi Matsuo (Kanto Gakuin University),  

Toshihiro Sankai (Building Research Institute of JAPAN) 

 

キーワード：災害，LCP，給排水設備計画 

 

はじめに 

 東日本大震災等の大規模災害において、上下水

道が長期間に渡り途絶した場合、給排水設備の役

割は、特に BCP(事業継続計画)・LCP(生活維持

継続計画)の観点から極めて重要である。しかし、

震災時の被害状況等の報告 1)2)はあるが、その具体

的な計画・設計手法は十分に検証されていない。

そのような背景のもと本研究では、非常時におけ

る給排水設備に関する既往文献等を調査し、特に

給水・排水設備機器容量の算定のための基本原単

位を整理するとともに、BCP・LCPを考慮した容

量算定フローを示し、標準的な集合住宅を一例に

試算方法と結果を提示し、考察する。 

 

1.調査概要 

 まず、既往文献と国・各自治体の防災計画等を

調査し、災害時の生活水量やライフラインの復旧

期間等を想定し、上水・雑用水用水槽、排水槽の

有効容量の計画・設計フローを提案する。次にラ

イフラインの被害と復旧の状況を段階的に想定し、

提案したフローを用いて高層規模の集合住宅にお

ける給排水設備機器の有効容量を試算し、その結

果を考察する。以降で述べる水槽類の機器容量と

は有効容量分の値である。 

 

2.結果及び考察 

2.1災害時の提案水量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 1に災害時の生活水量と使用用途を示す。同

図は既往研究 2)や自治体の防災計画等 1)3)～8)を参

考に作成したものである。図中に示す数字は自治

体が防災計画等で提示している災害時に供給する

水量(応急給水量)、それ以外に既往文献で検討さ

れている災害時の生活に必要とされる水量(必要

生活水量)、それらを参考に本報で提案する災害時

の生活水量(提案水量)のそれぞれの値である。同

図より、経過に伴う応急給水量と必要生活水量を

比較すると、被災から 7日目までは応急給水量は

電力 1日間 2日間 1週間(7日間) 2週間(14日間)

上水道 4日間 8日間

Ⅲ Ⅳ

22日間 2ヶ月間(61日間)

途絶レベル Ⅰ Ⅱ

下水道 2日間 4日間
途絶
期間

2週間(14日間) 5週間(40日間)

表 1 インフラの途絶レベル 

図 1 災害時の生活水量と使用用途 

0～3日目

15L/人・日
提案

使用用途

自治体

既往文献

使用用途

25L/人・日 120L/人・日 250L/人・日

4～7日目 8～21日目 22日目～上水道途絶

飲料水
トイレ洗浄水

飲料水・炊事
トイレ洗浄水

飲料水・炊事・入浴
トイレ洗浄水・洗濯等

飲料水・炊事・入浴
トイレ洗浄水・洗濯

前期間と
同様

その日生きるための
最小限の水

飲料水・炊事
トイレ洗浄水

前期間と
同様

3 17

60

115

200

10 22

58

100

192

15 25

120 120

250

0

50

100

150

200

250

0～3 4～7 8～14 15～21 22～

水
量
[
L
/人

・
日

]

[日目]

自治体 応急給水量(n=8)

既往文献 必要生活水量(n=2)

提案水量

入浴用水量を多めに設定

横浜市

水道局
トイレ洗浄水含む

岩手県

※特に水量が特徴的だった

自治体を黒枠に示す
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必要生活水量に満たないが、8 日目以降からは必

要生活水量を満たす状況にあることがわかる。 

一方、阪神・淡路、東日本の両大震災における

断水で最も問題となったのは災害時の生活用水の

中でもトイレ洗浄水の確保とその排水排除であっ

たことが報告されている 1)。このことを考慮し、

応急給水量や必要生活水量を上回るように設定し

た水量が本報における提案水量である。以降の検

討では提案水量を災害時の生活水量として用いる。

提案水量の使用用途は、被災から 3日目まではト

イレの洗浄水を含むものとし、8～14 日目では応

急給水量や必要生活水量よりも入浴に使用できる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水量を多く確保するために 15～21 日目と同様の

水量とした。なお、災害時に確保できる水量が提

案水量に満たない場合は、適宜、自治体からの応

急給水や井水等を利用するものとする。 

2.2ライフラインの被害想定 

表 1に本報において設定したインフラの途絶レ

ベルを示す。同表に示す途絶期間は、図 1に示し

た提案水量の変化に応じた期間としており、途絶

レベルⅠ・Ⅱは早期復旧の阪神・淡路大震災、東

日本大震災規模、レベルⅢは熊本地震規模、レベ

ルⅣは阪神・淡路大震災、東日本大震災、南海ト

ラフ巨大地震規模の被害を想定したものである。 
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2.3給排水設備機器容量計画・設計フローの提案 

 図 2に本報で提案する給排水設備容量の計画・

設計フローを示す。今回は新築の住宅を想定した

ことから、通常水使用割合は上水 80％、雑用水

20％とするが 9)、この割合は建物用途によって変

更する(図 2中の※1)。災害時の使用水量には図 1

に示した提案水量を用いる。ここでは非常用水の

確保を念頭に置き、高置水槽方式を想定した。一

般的な上水のみの 1系統給水方式では、水槽容量

を確定するために、通常時設計の受水槽容量WRT、

高置水槽容量 WHT の合計と災害時の提案使用水

量の合計 qdE-iを比較する。WRTと WHTの合計の

方が小さい場合は、上水と雑用水を併用した 2系

統給水方式を集合住宅においても導入することを

提案する(図 2 中の＊)。2 系統給水方式の上水槽

の算定方法は 1系統給水方式の算定式に水使用割

合を考慮したものとし、雑用水槽は通常時設計の

水槽容量(WRT2、WHT2)と災害時設計の水槽容量

(WRT2’、WHT2’)を比較し、容量の大きい方を採

用する(図 2 中の※2)。排水槽(雑排水槽)容量を

求める際に用いる排水量は災害時の使用水量

qdei(qdE1-i)から飲料水分の想定水量(最少 3L)を除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いたものとする(図 2中の※3)。 

2.4集合住宅の水槽容量計算への適用 

図 3に災害時対応の給排水設備のグレードの概

念図を示す。給排水設備グレードとは LCPを考

慮した給排水設備システムを 3種類に分けたもの

である。グレード 1は 1系統給水方式、グレード

2は 2系統給水方式、グレード 3は途絶レベルに

応じた給水方式に災害用トイレ施設を設けたもの

とし、雑用水はトイレ洗浄水として使用する。な

お、2系統給水方式を採用するグレード 2は雨水

利用無し、グレード 3は、雨水等を雑用水として

利用することを検討する。 

 表 2に検討の対象とする集合住宅における建

築・設備の条件を示し、図 4に 6m×5m×2m(1

区画の有効容量分)のピットが 20区画分となる対

象集合住宅の地下ピット平面図を示す。図 2及び

表 2を用いて、図 3のグレード毎に LCPを考慮

した集合住宅における給排水設備の機器容量につ

いて検討する。 

(1)給排水設備グレード 1、2 

 図 5に居住者のみを対象とした途絶レベル毎の

給排水設備機器容量の試算結果を示す。途絶レベ

ルⅠは通常時水槽容量の合計の方が多くなり、上

水で賄えることから1系統給水方式のグレード1、 
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注)深さ:3000mm(有効深さ 2000mm) 図 3 給排水設備グレード概念図 
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表 2 対象集合住宅の条件 

3:災害用トイレ施設(2.5m×3.3m×3m)設置、外部利用者 50人

参考文献
2)
の器具数算出方法より、

洗浄水量1L以下の超節水形大便器3台設置
(既設設備利用(居住者300人)）

建物グレード

1:上水のみの1系統給水方式

2:上水+雑用水利用の2系統給水方式
(居住者のみが利用300人)

③井水利用
(上水槽の水が使用不可：緊急時用浄水装置により、上水利用)

横浜市の内陸部に位置する集合住宅

(降水量：最少月約54.8㎜/月、約1570mm/年10))

④蓄電池及び太陽光発電による電力利用

(停電時、排水横主管洗浄のためのポンプ等を稼働させる)

給排水設備等の
構成・対応

トイレ

その他

1人当たり平均6回/日使用
災害時の既設設備利用：被災1週間は通常時洗浄水量の1/3
1人当たりの使用雑用水量
0～7日目：12L/日、8日目～：36L/日

非常用排水槽を設ける(容量算定のために用いる係数:2.0)

居住者には災害時使用水量に関して管理者・組合等から
指導を行うものとする

①災害時でも給水が可能な高置水槽方式を採用

②洗浄水量6.0L/回ロータンク式大便器

通常使用水量
250L/人・日（上水・雑用水使用割合80％・20％）
（上水200L/人・日、雑用水50L/人・日）

排水処理
通常時は通常通り下水道放流、途絶時は非常用排水槽に貯留

建物概要
100戸の集合住宅　　居住者　300人

集水面積　965.69m2

立地
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図 6 外部者の利用を考慮した給排水設備機器容量 

途絶レベルⅡ～Ⅳは qdE-i の方が多くなることか

ら 2系統給水方式のグレード 2を採用した。 

(2)給排水設備グレード 3 

 グレード 3では敷地内に洗浄水量 1L以下の超

節水形大便器 11)を用いた災害用トイレ施設を設

け、外部利用者を受け入れる。基本的には居住者

が既設設備、外部者が災害用トイレ施設を使用す

ると仮定し検討する。トイレ洗浄水が不足し、災

害用排水横主管での汚物の停滞によるトラブルを

回避するために、超節水形大便器を 90 回使用す

る毎に洗浄水量 40L を災害用排水横主管に送水

し、非常用汚水槽まで汚物を搬送する 11)。この洗

浄水として、貯水していた雨水を利用する。 

 災害時の想定使用雑用水量 qde2-i には居住者分

の雑用水量に＋αとして、[外部者 50人分の洗浄

水量(1L/回×6回/人・日)×途絶日数 D’ ]を付加

し、雑用水槽容量を検討した。また、外部利用者

50 人分の汚水量に[災害用排水横主管洗浄水量の

合計 160L/日×D’ ]を付加したものを非常時の汚

水量として非常用汚水槽容量を算定した。また、

災害用トイレ施設の使用期間は被災当日から下水

道が復旧するまでとした。雨水貯留槽容量 WGT

は参考文献 10)と同様の算出方法を用いる。以上の

ことを踏まえ、検討した結果を図 6に示す。雑用

水槽容量は災害時設計のWRT2’、WHT2’を採用す

る結果となった。 

 図 5、図 6より、図 4に示した地下ピットを利

用する各水槽の有効体積を把握した。レベルⅠ、

Ⅱの機器容量は外部者の利用を考慮した場合でも

対象集合住宅の地下ピット 3～4 区画程度の容量

を確保することで賄うことができ、比較的現実的

であると言える。しかし、レベルⅢ、Ⅳの機器容

量は対象集合住宅の地下ピットのみで賄うには過

大であるため、別途、敷地内に一時貯留用排水槽

を設ける等の対応が必要となる。また、バキュー

ムカーによる排水回収等の対応にも期待しなけれ

ばならない。さらに、防災型超々節水システムの

活用 12)や通常時・非常時兼用節水型トイレ(6.0L/

回～1.0L/回の可変式)の開発及び普及が必要と

考える。仮に洗浄水量 1L/回以下の超節水形大便

器を対象集合住宅内で使用した場合、雑用水槽、

排水槽の容量を 18～27％程度まで削減すること

が可能である。また、今回は内陸部を想定してい

るが、臨海部等での検討は今後の課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.まとめ 

途絶レベルをⅠ～Ⅳまで想定し、給排水設備機

器容量の試算を行った結果、LCPを考慮する場合

は雑用水を導入すべきであると考えられる。なお、

現実の被災においては、被害が想定した程度を超

える可能性もあり、緊急的な節約、外部からの補

給・支援、代替手段による対応を容易にする等、

柔軟な対応が可能なシステムの構築によるレジリ

エンス向上が必要と考えられる。 
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台所用途の多種節湯型水栓の節湯効果の評価手法に関する研究 

○奥野 健太（関東学院大学），大塚雅之（関東学院大学） 

吉田衣里瑚（関東学院大学），矢部暁（UR都市機構） 

A Study on the Evaluation of Usability Hot Water-Saving Effects of Various Water-Saving 

Kitchen Faucets 

Okuno Kenta(Kanto Gakuin University),Otsuka Masayuki(Kanto Gakuin University), 

Yoshida Eriko (Kanto Gakuin University), Yabe Satoru (Urban Renaissance Agency) 

 

キーワード：節湯型水栓, 節湯効果, 使い勝手  

 

1.はじめに 
現在、住宅・建物内の省エネ基準において、浴
室や台所に設置する各種節湯型水栓の基準が規定
されている。その中で各種水栓は機能別に、手元
止水の節湯 A1型、小流量吐水の節湯 B1型、水優
先吐水の節湯 C1型に区分され、従来型に比べ湯水
総使用量の削減率がそれぞれ用途ごとに規定され
ている。 
 本研究では、まだ節水効果が明記されていない
台所用水栓における節湯 B1型の基準値に着目し、
各種水栓について洗浄実験と使い勝手のアンケー
ト調査を通し、節湯 B1型の基準値を策定すること
を目的とする。既報 2)までに最適流量と湯水使用
量の削減を指標に、使用感も含めた節湯効果の評
価手法を提案し、各種シャワー水栓の節湯効果を
調べた。本報では更に供試シャワー水栓を 4種追
加し、節湯効果についての知見を拡充するととも
に既報 2)までの節湯効果の評価手法の凡用性や妥
当性を含め検討した。 
 
2.実験概要 
台所流し台に、図 1に示す実験システムを設置
し、表 1に示す基準器である整流吐水 1種、節湯
型のシャワー吐水 4種の計 5種類の水栓を、順番
に変更しながら設置し被験者実験を行う。 
既報 1)により把握した各水栓の性能について図

2 に示す。同図には、総穴面積と最適流量、及び
それらから算出した吐水流速の値を示してある。
既報 2)より同図に示す満足度の良い総穴面積の範
囲について調査したため、本報では、その範囲か
ら大きく外れた位置にある水栓 No.1,No.3、近い
位置にある水栓 No.27、範囲内に位置する水栓
No.16 を選択し、適用の可能性の範囲を広めて、
データを拡充した。シャワー吐水は、住宅・建築
物の省エネ基準において節湯 B1 基準で規定され
ている浴室シャワー水栓の「削減率 15[％]以上で
あること」とする基準値を指標に評価する。洗浄 
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図 1 実験システム 
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図 2 総穴面積と吐水流速・最適流量の関係 
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実験は、最適流量を求める(1)簡易実験と、実際に
食器を洗浄し節水・節湯効果を定量的に捉える(2)
食器洗浄実験とする。実験期間は 2016 年 6 月 9
日～2017 年 1 月 7 日とし被験者は年齢が 26～73
歳の主婦 37名を対象とした。 
(1)簡易実験は、洗剤泡を付着させた中皿 1枚を
使用する。写真 1に示すように中皿を洗い流す際、
調節した流量から、図 3のように、5項目(最適流
量、適正上下限流量、使用上下限流量)の各流量を
順次決定してもらう。最適流量については図中の
①～③の最適流量の平均値を使用する。(2)食器洗
浄実験では、各水栓毎に湯水混合比を調節し、食
器洗浄中は統一して行う。実験は各水栓で、写真
2 で示すように「(一財)ベターリビング優良住宅
部品性能試験方法書食器洗い機 BLT DW：2005」に
基づき、疑似汚れを付着させた計 44点の食器を各
水栓で 1回ずつ洗浄してもらい、湯水総使用量を
測定する。(3)アンケート調査は(1)簡易実験(2)
食器洗浄実験の各実験終了後に行う。その際のア
ンケート調査の内容は、表 2に項目と内容の一部
を示す。具体的には、各水栓の「流量決定要因」
と、その流量決定に影響を与える「水の勢い」「水
の広がり」「水はね」「泡切れ」「レバーの調整」と
いう要因のほか、その要因を含め、使い勝手の良
い水栓を選定する「満足度」等がある。 
この結果より(1)簡易実験(2)食器洗浄実験の 2
つを通し、(3)アンケート調査で満足度が過半数の
50[％]以上かつ洗浄実験の結果より、削減率
15[％]以上の両方の条件を満たす水栓を選定する
方法とする。 
 
3.実験結果及び考察 
3.1簡易実験 
3.1.1最適流量及び削減率の比較 
 図 4に、各期間における各水栓の最適流量を示
す。また、参考値として既報 1)より、基準となる
整流吐水の最適流量 5.4[L/min]（全期間平均値）
と、その値に対する削減率を併記した。期間平均
での削減率は、基準の整流吐水の最適流量（全期
間平均値）に対して、2.6～36.6[％]となり、全て
の水栓で削減効果が見られた。既に規定されてい
る節湯 B1 基準の浴室シャワー水栓の削減率が
15[％ ]以上であり、それを満たす水栓は
No.3,No.16,No.27となった。水栓 No.1は表 1に
示すとおり総穴面積が 50.9[㎟]と大きく、洗浄時
に必要となる吐水流速を得るため一定以上の水量
が必要となり、基準を満たすことができなかった
ものと考えられる。 
3.1.2アンケート調査結果 
図 5(1)に簡易実験の流量決定要因について、水 
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栓ごとに「水の勢い」「水の広がり」「水はね」「泡
切れ」「その他」の 5項目で比較したアンケート結
果を示す。また、洗浄実験と同様に参考値として
既報 1)の整流吐水の値を示す。同図より、最適流
量を決定する上で「水の勢い」を要因として挙げ
る被験者の割合が 47～67[％]と最も高い結果と
なった。 
図 5(2)に、最も回答率が高かった「水の勢い」
を流量決定要因のアンケートで選択した被験者の
みで「弱すぎる」、「やや弱い」、「ちょうど良い」、
「やや強い」、「強すぎる」の 5段階での回答結果 
を示す。同図より、No.1,16 のシャワー水栓にお
いて被験者が「ちょうど良い」と回答した割合が
50[％]以上となった。 
図 5(3)に、簡易実験においてのアンケート調査
結果より、満足度について各水栓を総合的に評価
し、「満足」、「やや満足」、「どちらでもない」、
「やや不満」、「不満」の 5段階で回答してもらっ
た結果を示す。同図より、総穴面積が 35.3 ㎟と
50.9mm2の No.1,16の水栓において、使い勝手が良
いと考えられる「満足」、「やや満足」を合わせた
結果、50[％]以上となる。3.1.1 では No.16 の水
栓において削減率が節湯 B1 基準を満たし、「満
足」、「やや満足」の回答が過半数を超える結果と
なった。よって今回の簡易実験において、先に判
定条件を述べたように削減率が基準値を満たし、
総合的に使い勝手の良いとされる水栓は No.16で
あることを確認した。 
3.2食器洗浄実験 
3.2.1湯水総使用量及び削減率の比較 
図 6に、各期における各水栓の湯水総使用量を
示す。また、図 4と同様に、既報 1)より基準とな
る整流吐水の湯水総使用量 37.2[L/回]（全期間平
均値）と、それに対する削減率を併記した。同図
より、全期間平均の湯水総使用量は 25.4～
33.3[L/回]となり基準器である整流吐水に対し、
削減率は 10.4～31.6[％]となった。また、節湯 B1
基準の浴室シャワー水栓の削減率 15[％]以上を
満 た す 水 栓 は 、 簡 易 実 験 と 同 様 に
No.3,No.16,No.27であった。 
3.2.2アンケート調査結果 
図 7(1)に 3.1.2より把握した、流量決定要因と
なる「水の勢い」の回答率を(1)簡易実験と(2)食
器洗浄実験で比較して示す。また、洗浄実験と同
様に参考値として既報 1)の整流吐水の値を示す。
同図より、「水の勢い」との両実験での回答率の傾
向は類似しており、各水栓での差異は概ね 10[％]
程度となり、その差は小さく流量を決定するうえ 
で重要な要因であると推察する。 
図 7(2)に、両実験より最適流量を決定する上で 
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最も大きな要因であると考えられる「水の勢い（ち
ょうど良い）」について各水栓を総合的に評価した
結果を比較して示す。同図より、No.1,No.16の水
栓において「水の勢い（ちょうど良い）」と挙げる
被験者の割合が共に 50[％]以上と高く、特に、
No.16においては両実験ともに 90[％]以上と最も
高い割合となった。しかし、No.3,No.27の水栓に 
おいては、「水の勢い（ちょうど良い）」と挙げる
被験者の割合が 50[％]を下回る結果となった。ま
た、No.1の水栓において 30[％]以上の差が生じた
要因として、簡易実験では適正上限流量、使用上
限流量と必要以上の流量を要求した際に、総穴面
積が大きいため一定以上の吐水流速が得られず、
評価が下がったと考えられる。対して食器洗浄実
験ではちょうど良い流量で洗い続けるため、吐水
流速に不足感はなかったと推察できる。 
図 7(3)に、両実験より使い勝手の良い水栓を選
定する「満足度（満足、やや満足）」について各水
栓を総合的に評価した結果を比較して示す。同図
より、簡易実験での満足度と比較すると両実験の
差異は 20[％]以内に収まり、両実験において、使
い勝手の良いとされる水栓は、過半数の 50[％]以
上が「満足」、「やや満足」と回答している
No.1,No.16であるとみなせる。No.1,No.16は、自
宅で使用しているシャワー水栓に吐水形状等が最
も近いというコメントが 37名中 17名と多数ある
ため、結果的に使い慣れていることが、満足度が
高くなった要因の 1つであると考えられる。 
3.2.3最適流量と湯水総使用量及び削減率比較 
 図 8に、簡易実験により得られる最適流量と食
器洗浄実験により得られる湯水総使用量を比較し
た結果について、既報 2）の結果と併わせて示す。
前述までのアンケート調査結果より把握した、使
い勝手の良い水栓の総穴面積を図 2の近似曲線の
回帰式を用いて算出した最適流量が 4.5～
5.2[L/min]となるので図 8中の一次回帰式より、
湯水総使用量は約 29.0～32.0[L/(回・人)]となり、
最適流量との相関を把握できた。これにより簡易
実験から得られる最適流量は、食器洗浄実験の状
態を示すものとして、湯水使用量や削減率の評価
に活用できるものと判断する。  
図 9に、簡易実験により得られる最適流量と食
器洗浄実験より求めた基準水栓に対する湯水の削
減率の関係を示す。また、既報 1)2)の水栓の値も併
記した。同図より、アンケート調査結果で把握し
た使い勝手が良いとされる最適流量 4.5～
5.2[L/min]の範囲において、簡易実験では 3.6～
16.6[％]、食器洗浄実験の削減率は 15.1～
22.9[％]となった。これより厳しい条件となる 
簡易実験の値を使用する。この結果に 3.2.2の「満 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
足度」が過半数の 50[％]以上という条件を加える
と、算出した削減率の範囲と節湯 B1基準の削減率
15[％]以上をクリアする水栓は最終的に No.16と
なった。 
4.まとめ 
 既報 1)2)の 11種に今回の 4種を加え、計 15種の
節湯型水栓を用い総合的に評価を行った結果、最
適流量と湯水削減率の関係に、使い勝手の良さも
加味した評価判定用の線図も作成することができ、
これを用いてシャワー水栓の節水・節湯効果の評
価ができるものとなった。よって前報より提案し
てきた最適流量と削減率の関係図による評価手法
は有効であることが確認できた。 
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図 9 最適流量と削減率の関係 
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業務用建物への連立節水形トイレの適応の可能性 

○川口俊哉（関東学院大学），大塚雅之（関東学院大学）， 

石原唯（関東学院大学），和泉光（関東学院大学） 

Possibility of Adaptation of Water Saving Combined Toilets for Commercial Office（ 

Kawaguchi Toshiya (Kanto Gakuin Univercity), Otsuka Masayuki (Kanto Gakuin Univercity),  

Ishihara Yui (Kanto Gakuin Univercity), Izumi Hikaru (Kanto Gakuin Univercity) 

 

キーワード：節水形大便器，器具排水特性，搬送性能，定時間後洗浄，シミュレーション 

 

1. はじめに 

現在、国内外において節水形大便器の普及が進

み、日本においても JIS A 5207-2014で、節水Ⅰ

形(洗浄水量 8.5L以下)、節水Ⅱ形(洗浄水量 6.5L

以下)が規定されている。また昨今では、住宅用途

のみならずオフィス等の業務用途においても節水

形大便器を用いた 5連程度のスラブ上での配管の

連立トイレシステムの採用が進んでいるが 1)、多

数の大便器を連立させたシステムでは、スラブ上

の寸法のおさまりの問題から、いまだスラブ下で

の配管施工の事例が多い。しかし、その排水特性

や搬送性能データは十分に収集されておらず、ま

た、様々な配管条件への応用として搬送性能のシ

ミュレーション手法も確立していない。本報では、

スラブ下での配管を用い、SHASE-S206でも逃し通

気管を必要とする 8個以上が接続された排水横枝

管に関する規定を参考に、8 連節水形トイレシス

テムの器具排水特性と搬送性能について先ず実験

的に検討する。さらに搬送性能シミュレーション

手法の基礎的データの収集も一部で試みた。 

 

2. 実験概要 

2.1 供試排水横枝管システム 

実験は、オフィスビルのトイレブースを想定し

た図 1に示す、配管長 8.5mの供試排水横枝管シス

テムを用い、公称洗浄水量 6.0L の節水Ⅱ形大便器

を設置し行う。また供試大便器と排水横枝管を接

続する排水管の形状は、図 2 に示すように、LT継

手を用いた器具排水管と排水横枝管との接続部継

手の流入角が 90°のもの(以下、LT継手)と、45°

Y 継手と 45°エルボを用いた流入角 45°のもの

(以下、45°Y 継手)の 2 種類とした。供試大便器

は、大便器の排水口芯より 1m間隔で並列に設置し、

最上流の供試大便器を①、そこから下流に②～⑦、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最下流を⑧とする。排水横枝管には透明硬質塩化

ビニル管を使用し、呼び径は 100A(実内径 

103.7mm)とし、末端には JIS-DT継手(100A×125A)

を設置する。また、こう配は最小こう配 1/100と

する。最上流大便器①とその一つ下流の大便器②

の間にループ通気管(図 1中 A点)を、最下流大便

器⑧の下流側には逃し通気管(図 1中 B点)を立ち

上げ、どちらも開閉バルブ(図 1中 C点)を設け、

通常は閉とし実験に応じて開閉を行う。実験は表

1 に示す単独排水、合流排水の排水パターンにお

いて器具排水特性実験、及び搬送性能実験の 2つ

1/100(標準 )

ループ通気管 65A
① ② ④③ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

逃し通気管 65A
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台座
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補助脚

排水横枝管 100A

掃
除
口

W

A B

C
C

(1)平面図 

(2)立面図 

図 1 供試排水横枝管システム 

＊図中①～⑧は大便器番号 
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を行う。また、汚物が管内に停滞した際の洗浄に

よる排出を想定した定時間後洗浄実験も行う。各

実験の測定項目及び方法は、図 1中に示す H1～H3

点で管内水位を超音波水位センサで、P1～P3点で

管内圧力を圧力センサで測定する。排水桝では

SHASE-S220器具排水特性実験法に準拠し、管内排

水流量変動 Q[L/s]と器具排水量 W[L]を測定する。 

2.2 器具排水特性実験 

各排水パターンにおいて、汚物を含まない清水

による器具排水特性の測定を行う。 

2.3 搬送性能実験 

 表 2に示す、供試代用汚物 D、D’、BLの 3種類

のいずれかを排水する供試大便器に投入し、15秒

間浸した後に洗浄を行い、最上流大便器①と排水

横枝管接続部の管芯から、停止した供試代用汚物

の最後尾までの搬送距離を測定する。単独搬送実

験では供試大便器①～⑧のうち 1器具に供試代用

汚物を投入し排水を行い、搬送距離を測定する。

合流搬送実験では、排水するすべての供試大便器

に供試代用汚物を投入し測定を行う。合流搬送実

験での排水のタイミングは、最上流大便器①の排

水後から 1秒ずつタイムラグを設け、合流部で流

下した排水が重なるように順次排水する。また、

ループ通気管及び逃し通気管の両者とも有効にし

た場合とループ通気管のみを有効にした場合での

管内圧力、封水損失値の比較も行う。 

2.4 定時間後洗浄実験 

 単独搬送実験で最も搬送距離が短い排水パター

ンにおいて供試代用汚物が停滞してから 1時間後

に最上流に設置した供試大便器①から清水排水を

行い、停滞した供試代用汚物に対する後追い排水

による搬送距離の測定を行う。また、清水排水は

供試代用汚物が排水立て管まで完全搬送されるま

で連続で行い、その回数をカウントする。供試代

用汚物は最も条件の厳しい D′を用いる。 

2.5 シミュレーション方法での検討 

 既報 2）において、手法を確立している管径 75A

での計算モデル(図 3)の知見をもとに、排水特性

のシミュレーションを行う。図 4に示す装置を用

いた器具排水特性実験を行い、その結果から初期

条件を算出する。その値を式(1)の連続式と式(2)

の運動方程式に代入することで、時間変化をとも

なって変化する排水流量 Q [L/s]及び管内水位変

動 H [mm]を算出する。算出結果より排水流量波形

を作成し、計算波形と実測波形の比較を行う。ま

た、搬送性能の指標となる排水管接続器具平均排 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水流量 qd’値と、単独搬送性能実験から得られた

搬送データから搬送限界器具平均排水流量 qd’cp

を求め検討を行う。 

 

3. 実験結果及び考察 

3.1 器具排水特性実験 

図 5に各継手形状の排水流量曲線のうち、上流、

中流、下流の各位置の代表例として供試大便器①、

④、⑧からの排水時の比較を示す。また、図中に

は各継手形状での H2点から H3点間の流速を、水

位センサの立ち上がり時間差より求め併記した。

同図より、LT継手に比べ、45°Y継手の方が、流

速、また最大排水流量が大きく、供試大便器⑧で

図 4 器具排水特性測定装置 
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表 1 排水パターン 
(2)合流排水 (1)単独排水 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

No.1 〇

No.2 〇
No.3 〇
No.4 〇

No.5 〇
No.6 〇
No.7 〇
No.8 〇

単独排水

排水パターン
供試大便器

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

4箇所 No.9 〇 〇 〇 〇

No.10 〇 〇 〇 〇 〇 〇
No.11 〇 〇 〇 〇 〇 〇

8箇所 No.12 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

排水パターン
供試大便器

6箇所
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h

A

図 3 計算モデル 

種類 供試代用汚物写真 供試代用汚物概要

D
シングル仕様トイレットペーパー

1mカット　6枚重ね

D'
ダブル仕様トイレットペーパー

1mカット　6枚重ね

BL
＊ シングル仕様トイレットペーパー

0.9mカット　4枚重ね

表 2 供試代用汚物 

*(一財)ベターリビング, BLE WC:2013 
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は約 0.36L/s、供試大便器④では 0.56L/s、供試大

便器①では約 0.25L/s の差となり、約 28.8～57%

程度の差が見られた。図 6に、供試大便器⑤から

清水排水を行った際の、H2、H3点での水位変動の

比較を示す。これより、排水した大便器より上流

に位置する H2 において、LT 継手に比べ 45°Y 継

手は逆流水位（バックフロー）が少ないことがわ

かる。また、下流に位置する H3では、45°Y継手

に比べ LT 継手の方が抵抗が小さく水位が低く、

45°Y 継手の方が高水位で排水されていることが

わかる。これらの結果より、LT継手に比べ、45°

Ｙ型継手では高水位、かつ速い流速で排水が流れ

るため、図 5のように最大排水流量に大きな差が

生じたものと考えられる。 

3.2 搬送性能実験 

(1)搬送性能の把握 

図 7に単独搬送性実験の比較を示す。同図より、

LT継手では、ほぼ全てのパターンで 3種の供試代

用汚物が管内に多く停滞する結果となった。また、

LT 継手に比べ、45°Y 継手では、供試代用汚物 D

´以外の D、BLは全て排水立て管まで完全搬送さ

れた。45°Y 継手では、45°の流入角度を設けて

いるため、排水の際に抵抗が小さく流動がスムー

スであり、LT継手のように継手部において汚物が

停滞することはなかった。また、供試代用汚物 D’

では排水パターン No.5～8で汚物が排水立て管ま

で完全搬送されたが、排水パターン No.1～4にお

いては、汚物は停滞するが搬送距離は LT継手より

も長くなり、最大で約 4.5mの差が確認された。 

図 8に、各継手形状の合流搬送性能実験の代表例

として、排水パターン No.10、No.11の搬送結果を

示す。同図より、どちらの継手形状においても、

供試代用汚物 BLを流した場合では、排水立て管ま

で完全搬送される結果となった。また、45°Y 継

手は搬送性能が良く、どの供試代用汚物でも全て

の排水パターンで完全搬送されるが、LT継手では

供試代用汚物の D’、Dの 2種類で排水横枝管内に

停滞する結果となった。供試代用汚物 Dでは最上

流大便器①からの汚物のみ停滞するが、最も負荷

の大きい代用汚物 D’では上流側の大便器である

①から③までの汚物が管内で停滞した。 

(2)搬送限界器具平均排水流量 qd’cpの検討 

搬送性能を確保するための搬送限界器具平均排

水流量 qd’cpを、供試代用汚物 D’について実測

値と計算値で求める。ここでは、継手部の抵抗が

小さく、モデル化のしやすい 45°Y継手の場合で 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検討する。図 9に、排水流量曲線と、qd’値と配

管長の関係図から算出した qd’cpの計算値と実測

値の比較を示す。同図より、排水流量曲線では、

曲線の推移は大きな差違もなく概ね一致している

ことがわかる。また、qd’cp 値は、実測値では

0.43L/s、計算値では 0.39L/sとなり、その差は小

さく、排水曲線と同様に計算値と実測値は概ね一

致した。また、供試代用汚物 D’を搬送させる場

合には、0.43L/s以上の qd’値を確保できるよう

に配管長を設定する必要があると考えられる。 

0.00 1.00 2.00 3.00 4.00 5.00 6.00 7.00 8.00 9.00

[m]| 1 | 8| 20 | 3 | 4 | 5 | 6 | 7

図 8 合流搬送実験結果 

供試大便器 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧
凡例

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

LT

45°Y

LT

45°Y

LT

45°Y

LT

45°Y

LT

45°Y

LT

45°Y

〇 〇 〇

D

D’

BL

D

D’

BL

No.11 〇 〇 〇

No.10 〇 〇 〇 〇 〇 〇

継手
形状

排水
パターン

供試大便器 供試代用
汚物

（1）水位センサーH２ （2）水位センサーH3 

0

5

10

15

20

25

30

35

15 25 35 45 55

水
位

[㎜
]

測定時間 [sec]

LT Ｈ-3 45°Y Ｈ-3

45°Y H-3

LT H-3

0

5

10

15

20

25

30

35

15 25 35 45 55

水
位

[㎜
]

測定時間 [sec]

LT Ｈ-2 45°Y  Ｈ-2

45°Y  H-2

LT H-2

逆流水位

図 6 供試大便器⑤排水時の水位変動 

0

0.5

1

1.5

15.00 25.00 35.00 45.00 55.00

排
水
流
量

[L
/s

]

時間[sec]

45°Y⑧ LT⑧ 45°Y④ LT④ 45°Y① LT①

45°Y⑧1.25L/s

45°Y④0.98L/s

LT④0.42L/s

LT⑧0.89L/s

LT①0.38L/s

45°Y①0.63L/s

図 5 各継手形状の排水流量曲線の比較 

LT継手 0.77

45°Y継手 0.84

流速[L/s]

0 |  1 |  2 |  3 [m]|  4 | 5 |  6 |  7 |  8

図 7 単独搬送実験結果 
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(3)ループ通気管の影響評価 

図 10に、45°Y継手時の排水パターン No.11(上

流側 3台、下流側 3台排水)における、通気の有無

による管内圧力、通気流量の比較を示す。同図よ

り、管内圧力変動では通気無し時に、SHASE-S 218

の判定基準値である-400Pa を超えているのがわ

かる。しかし、通気管を有効とした場合では管内

圧力が判定基準値以内に収まる結果となった。ま

た、ループ通気管及び逃し通気管を開とした場合

と、ループ通気管のみを開とした場合には、管内

圧力、通気流量ともに大きな差は見られず、逃し

通気管を使用せずループ通気管のみとした場合で

も、通気は確保できており、管内圧力も同程度の

ため、逃し通気管の効果がみられない。また、図

11、図 12に各継手形状の、通気の有無による合流

排水時の管内圧力と封水損失の比較を示す。なお、

排水箇所以外での管内最大圧力 Pmax、最小圧力

Pmin と封水損失値⊿h は、図 1 中に示す圧力セン

サを設置している P1～P3のうち、合流排水を行っ

た際に排水を行っていない排水箇所の大便器の接

続された器具排水管での値を示した。同図より、

基準値-400Pa を超えたのは、45°Y継手の排水パ

ターン No.11の通気無しの場合のみであり、LT継

手では、通気の有無にかかわらず管内圧力、封水

損失値に大きな差は見られなかった。 

3.3 定時間後洗浄実験 

図 13に、汚物停滞 1 時間後に清水排水を繰り返

し行った定時間後洗浄実験の結果を示す。同図よ

り、LT継手では、はじめの汚物搬送時の距離が平

均で 1.14m の位置で停滞し、その後清水排水を 3

回、45°Y 継手では、汚物搬送時の距離が平均で

4.91m、その後清水排水を 1 回行うことで完全搬送

される結果となった。よって、そのような排水を

器具よりプラグラム化させて排水させる方法など

を検討することが有効である。 

 

4. まとめ 

スラブ下での配管の 8連節水形トイレシステム

において、45°Y 継手は搬送性能が高いが、無通

気時に、管内圧力が基準値-400Paを超える結果と

なり、この程度のシステムではループ通気管が必

要であることが確認できた。定時間後洗浄実験で

は、LT継手で 18L、45°Y継手で 6Lの清水排水を

行うことで、排水横枝管に停滞した汚物が排水立

て管まで搬送されることが確認でき、上流側器具

で定期洗浄をプログラム化させるための基礎デー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

タを収集できた。また、搬送限界器具平均排水流

量 qd’cpを求めることができたことを確認した。 
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建築物の全国的データベースによる水消費原単位の実態に関する研究 

 

○高島健太（東北文化学園大学），須田 美，川村広則，須藤諭（東北文化学園大学）  

A Study on the actual situation of water consumption unit by the National Database for 

Building 

 

Takashima Kenta(Tohoku Bunka Gakuen University)，Suda Yoshimi， 

Kawamura Hironori，Sudo Satoshi 

 

キーワード：非住宅建築物，商業施設，宿泊施設，水消費原単位 

 
1.はじめに 

日本サスティナブル建築協会に設置された

「非住宅建築物の環境関連データベース委員

会」では、各種用途建築物のエネルギー消費や

水消費に関する全国データベース(Database for 

Energy Consumption of Commercial Building 

DECC)を構築している。DECC データを用いた

た報告は多くなされているが、多くはエネルギ

ー消費に関するものである。水消費に関する地

域別での分析が行われている(1～(5 が、全国デー

タを対象とする報告例は少ない。全国データを

用いた分析事例としては池田、村川らが、事務

所・庁舎に関して、唯一行っている(6(7。 

そこで、本研究では、全国の商業施設、宿泊

施設における水消費実態を把握するとともに、

水消費原単位に影響を与える要因を明らかにす

ることを目的とした。ここでは、平成 19 年度調

査（平成 18 年度実績値データ）、平成 20 年度調

査（平成 19 年度実績値データ）、平成 21 年度調

査（平成 20 年度実績値データ）を対象とした。 

2.基礎データ分析 

 表１に商業施設のデータ件数、表 2 に宿泊施

設のデータ件数を示す。また、分析対象とする

有効データの抽出に関するフローチャートを    

図 1 に示す。建物主用途が商業施設又は宿泊施

設でないもの、延床面積の回答がなく、明らか

な記入ミスがあるもの、水消費量欄の回答がな

いものを除外し、グループ B とした。グループ

B の年間上水消費原単位を求め、原単位が平均

の 1/10 以上、10 倍未満となったものをグループ

C とした。さらに、グループ C のデータについ

てスミルノフ・グラブス検定を有意水準 5％で行

い、除外されなかったデータをグループ D とし

た。年間値はグループ D のデータを用いて分析 

した。グループ D の中で水消費量欄に 12 ヵ月

分の回答が全て記入されているものをグループ

E として、月別値の分析対象とした。 

A（元データ） B（回答有）
C（平均値
の1/10以上・
10倍以下）

D（年間値）E（月別値）

2006年 1045 892 826 801 611
2007年 990 804 743 731 567
2008年 740 623 551 532 482
全 2775 2319 2120 2064 1660

表 1 商業施設のデータ件数 

A（元データ） B（回答有）
C（平均値
の1/10以上・
10倍以下）

D（年間値）E（月別値）

2006年 564 482 400 363 279
2007年 532 448 377 352 323
2008年 567 432 346 323 297
全 1663 1362 1123 1038 899

表 2 宿泊施設のデータ件数 
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5％）を行い、外れ値とならない

12ヵ月の回答がある

年間値

月別値

図 1 有効データの抽出フローチャート 
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y = 1.5898x + 3496.5
R² = 0.6952
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図 2 延床面積と水消費量の関係（2006年） 

y = 1.3197x + 4388.2
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図 3 延床面積と水消費量の関係（2007年） 
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図 4 延床面積と水消費量の関係（2008年） 
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図 5 地域別年間水消費原単位の 3ヵ年の推移 
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図 6 規模別年間水消費原単位の 3ヵ年の推移 

3. 商業施設に関する基礎データ分析 

3.1 延床面積と水消費量の関係 

 図 2 に延床面積と水消費量の関係（2006 年）、

図 3 に延床面積と水消費量の関係（2007 年）、 

図 4 に延床面積と水消費量の関係（2008 年）を

示す。決定係数は 2006 年でＲ²=0.69、2007 年

でＲ²=0.60、2008 年でＲ²=0.43 となった。こ

の結果により、水消費原単位として延床面積あ

たりの水消費量を用いることの妥当性を確認し

た。 

3.2 水消費原単位(年間値) 

表 3 に水消費原単位の統計値を示す。各年度

の平均値としては、2006 年で 2.34(㎥/㎡・年)、

2007 年で 2.16(㎥/㎡・年)、2008 年で 2.06(㎥/

㎡・年)となった。商業施設の年間平均は 2.0(㎥

/㎡・年)～2.3(㎥/㎡・年)の範囲となった。 

3.3 3ヵ年の動向 

図 5 に地域別年間水消費原単位の 3 ヵ年の推

移を示す。地域別に見ると、法則性は見出せな

かった。図 6 に規模別年間水消費原単位の 3 ヵ

年の推移を示す。規模別に見ると、年度別につ

いては 3 ヵ年の変動はあまり大きくないのに対

して、規模別では規模が大きい程、原単位が小

さくなる傾向が見られた。 

表 4 水消費原単位の統計値（3ヵ年） 

データ年度 25％値 平均値 中央値 75％値 標準偏差 サンプル数

2006年 1.44 2.34 2.09 3.02 1.28 801
2007年 1.36 2.16 2.00 2.77 1.14 731
2008年 1.22 2.06 1.76 2.58 1.26 532

延床面積あたり
（㎥/㎡・年）
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y = 2.7803x + 9977.1
R² = 0.5518
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図 10 延床面積と水消費量の関係（2006年） 
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図 7 規模別月別水消費原単位（2006年） 
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図 8 規模別月別水消費原単位（2007年） 

0

0.05

0.1

0.15

0.2

0.25

0.3

0.35

0.4

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

水
消
費
量
原
単
位
（
㎥
/㎡

・月
）

3000㎡未満(n=53) 3000～5000㎡未満(n=89)

5000～10000㎡未満(n=87) 10000～20000㎡未満(n=100)

20000㎡以上(n=153)

図 9 規模別月別水消費原単位（2008年） 

3.4 水消費原単位(月別値) 

 図 7 に規模別月別水消費原単位（2006 年）、

図 8 に規模別月別水消費原単位（2007 年）、図 9

に規模別月別水消費原単位（2008 年）を示す。 

年間分析において、全年度で規模の大小で原単

位に変動が見られたため、月別分析でその傾向

を確認した結果、月ごとの変動は小さく、規模

が大きくなるにつれ原単位が小さくなる傾向が

見られた。また、地域別月別水消費原単位につ

いても分析したが、明確な法則性は見出せなか

った。 

4. 宿泊施設に関する基礎データ分析 

4.1 延床面積と水消費量の関係  

図10に延床面積と水消費量の関係（2006年）、

図 11 に延床面積と水消費量の関係（2007 年）、 

図 12 に延床面積と水消費量の関係（2008 年）

を示す。決定係数は 2006 年でＲ²=0.55、2007

年でＲ²=0.56、2008 年でＲ²=0.70 となった。

この結果により、水消費原単位として延床面積

あたりの水消費量を用いることの妥当性を確認

した。 

y = 2.7034x + 11047
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図 11 延床面積と水消費量の関係（2007年） 
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図 12 延床面積と水消費量の関係（2008年） 
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図 16 規模別月別水消費原単位（2007年） 

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

水
消
費
量
原
単
位
（
㎥
/㎡

・
月
）

3000㎡未満(n=17) 3000～5000㎡(n=36)

5000～10000㎡(n=80) 10000～20000㎡(n=81)

20000以上(n=83)

図 17 規模別月別水消費原単位（2008年） 

0

1

2

3

4

5

6

7

北
海
道

東
北

北
信
越

関
東

中
部

関
西

中
国
・
四
国

九
州

水
消
費
量
原
単
位
（
㎥
/㎡

・
年
）

2006

2007

2008

3ヵ年

図 13 地域別年間水消費原単位の 3ヵ年の推移 
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図 14 規模別年間水消費原単位の 3ヵ年の推移 

 

に規模別月別水消費原単位（2008 年）を示す。

年間分析において、全年度で規模の大小で原単位

に変動が見られたため、月別分析でその傾向を確

認した結果、月ごとの変動は小さく、規模が大き

くなるにつれ原単位が小さくなる傾向が見られ

た。また、地域別月別水消費原単位についても分

析したが、明確な法則性は見出せなかった。 
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図 15 規模別月別水消費原単位（2006年） 

4.2 水消費原単位(年間値) 

表 4 に水消費原単位の統計値を示す。各年度

の平均値としては、2006 年で 3.70(㎥/㎡・年)、

2007 年で 3.84(㎥/㎡・年)、2008 年で 3.76(㎥/

㎡・年) となった。宿泊施設の年間平均は 3.7(㎥

/㎡・年)～3.8(㎥/㎡・年)の範囲となった。 

4.3  3ヵ年の動向 

図13に地域別年間水消費原単位の3ヵ年の推移

を示す。地域別に見ると、法則性は見出せなか

った。図 14 に規模別年間水消費原単位の 3 ヵ年

の推移を示す。規模別に見ると、年度別につい

ては 3 ヵ年の変動はあまり大きくないのに対し

て、規模別では規模が大きい程、原単位が小さ

くなる傾向が見られた。 

4.4 水消費原単位(月別値) 

図 15 に規模別月別水消費原単位（2006 年）、

図 16 に規模別月別水消費原単位（2007 年）、図

17 表 4 水消費原単位の統計値（3ヵ年） 

データ年度 25％値 平均値 中央値 75％値 標準偏差 サンプル数

2006年 2.77 3.70 3.64 4.52 1.55 363
2007年 2.76 3.84 3.61 4.55 1.84 352
2008年 2.71 3.76 3.45 4.51 1.72 323

延床面積あたり
（㎥/㎡・年）
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図 18  規模別データ分布・検定値（2006年） 
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図 19  規模別データ分布・検定値（2007年） 

0

1

2

3

4

5

6

7

8

30
00
㎡
未
満

30
00
～

50
00
㎡

50
00
～

10
00

0㎡

10
00

0～

20
00

0㎡

20
00

0以
上

水
消
費
量
原
単
位
（㎥

/㎡
・年

n=66

166
105

95

101

カイ二乗値 自由度 Ｐ　値 判　定

165.9340 4 7.80×10-35 1%有意

図 20  規模別データ分布・検定値（2008年） 
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図 21  規模別データ分布・検定値（2006年） 
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図 22  規模別データ分布・検定値（2007年） 
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図 23  規模別データ分布・検定値（2008年） 

5.規模が水消費原単位に与える影響 

5.1 商業施設の規模別データ分布の検定 

商業施設の規模が大きくなるにつれ、原単位

が小さくなる傾向が統計的に認められるかを確

認するため、クラスカル・ウォリス検定を行っ

た。その結果を図 18 に規模別データ分布・検定

値（2006 年）、図 19 に規模別データ分布・検定

値（2007 年）、図 20 規模別データ分布・検定値

（2008 年）を示す。全年度において有意水準 1％

でこの傾向が認められた。 

 

5.2 宿泊施設の規模別データ分布の検定 

宿泊施設の規模が大きくなるにつれ、原単位

が小さくなる傾向が統計的に認められるかを確

認するため、クラスカル・ウォリス検定を行っ

た。その結果を図 21 に規模別データ分布・検定

値（2006 年）、図 22 に規模別データ分布・検定

値（2007 年）、図 23 に規模別データ分布・検定

値（2008 年）を示す。全年度において有意水準

1％でこの傾向が認められた。 
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 6.おわりに 

 年間水消費原単位は商業施設で 2.0(㎥/㎡・

年)～2.3(㎥/㎡・年)、宿泊施設で 3.7(㎥/㎡・

年)～3.8(㎥/㎡・年)の範囲となった。クラスカ

ル・ウォリス検定については規模が大きくなる

と水消費原単位は小さくなることが有意水準

1％で認められた。 
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はじめに 

これまで渇水や大きな災害が起こるたびに飲み水が話

題となるが、時が過ぎれば関心が薄れるという繰り返し

で時が過ぎてきた。しかし、1995年の阪神淡路大震災、

2011 年の東日本大震災時の長期間の断水を経験して飲

料水の確保に本格的に取り組まなければならないと考

えるようになった。飲料水の確保ではペットボトル、20L

程度のタンク、飲料水製造装置等であげられてきた。水

量の検討 1）は各地方公共団体をはじめとして日本水道協

会が発災からの経過日数に応じて必要水量を行政とし

て提案している。一方、容器内の水質劣化の検討は円谷

ら 2）の遊離残留塩素から容器の注意事項と安全な使用日

数を検討している。また、園田ら 3）による上水道の大型

緊急貯水槽内の残留塩素濃度の劣化予測調査があるが、

水槽内の水の流れの解明までには至っていない。岡田 4)

は水槽内の水の流れを押し出し流、短絡流について検討

している。また、水槽内の残留塩素の消失調査例は笹野
5)、北角 6)、阿部 7)、石塚 8)の報告があるが、水槽内の構

造までは検討されていない. 

 本研究は給水タンクとして住宅用災害給水タンクと

に着目して以下の実験的検討を行った。住宅用災害給水

タンクは住宅の床下に貯留槽を設け、水道水を通過させ

ながら貯留する方式の給水タンクである。水槽内の水の

流れをノズルの形状によって、槽内水流の変化や内のよ

どみをできるだけ少なくすることを目的に実験的検討

をした。 

1 実験方法 

 住宅の床下に設置される給水タンクを想定した実験

を行った。実大の容量の 1/2スケールモデルを模型の実

験装置とした。 

実大：内径312.5mm、全長2138mm、内容積163L 

模型：内径156mm、全長1080mm、内容積20.5L 

日本水道協会 9）の給水栓の標準使用流量は13㎜口径 

 

 

 

 

 

であれば、17L/min としているが、容器内の水の流れは

むしろ、低流量時の場合を検討することによって水の流

れが評価しやすいと考え、使用流量を5.6L/minとした。

実験装置の流入水量は実験時の水温時の動粘性係数を

用いて、レイノルズ数を実大と模型で同じ数値として、

3L/minを算出した。 

（1）実験装置 

実験用模型槽および実験装置を図-1に示すとおりで 

図-1 実験装置及び測定器 

ある。透明塩化ビニル板で作成した実験槽に、ホースで 

水道水を直結して流量は流量計で調整して流入させた。

槽容量は20.5Lである。流入水量は3L/minで行った。

ノズルは図-2に示す3種類のノズルとし、実験の種類は

垂直に短いA型、このA型を斜め45°、B型は槽底面

から流入する、C型は槽の中間の位置で流入する4種類

とした。 

（2）測定 

 図-1に示した装置の流量計の前部から注射器で、模型

槽容量に対して10mg/Lのトレーサ（ふっ化ナトリウム 

トレーサ注入口

1

流量計

流入口

ノズル

エア抜き弁

測定容器

流出口

測定器
貯留槽（20.5 L）

災害用貯水槽内の水の動きに関する研究 

技術フェロー   岡田 誠之（東北文化学園大学） 正会員 大古 道男（大丸鐵興㈱） 

正会員      亀谷 圭三（大丸鐵興㈱）  

Seishi OKADA＊1    Michio OOKO＊2  Keizo KAMETANI＊2 

Tohoku Bunka Gakuen Univ. *1  DAIMARU steel industry corporation * 2 

キーワード：貯水槽、水の動き、Morril指数、災害時対応 

B-6
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図-2 ノズルの種類 

 

溶液）を瞬間的にホース内に注入する。トレーサ注入

と同時に流出口のフッ素イオン濃度を10秒毎に自動計

測する。流出濃度が水道水のフッ素イオン濃度になる

まで測定を継続する。このトレーサ濃度を経過時間ご

とに模式的に現したものが図-3である。また、実験槽

内部の水流を見るために実験槽内に着色液（メチレン

ブルー水溶液）10mLを瞬間的に注入し、流出口から

排出されるまでの時間を可視化によって評価した。 

 

2 解析方法 

 まず、対象とした水槽から流出する物質濃度と経過

時間を無次元化して、図によって解析することを試み

た。さらに流入する水が強い外力のエネルギーによっ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 トレーサ濃度カーブとパラメータ 

 

記号説明 

 t10：トレーサの濃度10％が通過する時間 

t90：トレーサの濃度90％が通過する時間 

tp ：トレーサのピーク濃度が通過する時間 

 �̅� ：トレーサが滞留する実際平均滞留時間 

C ：濃度 

T ：:理論滞留時間 

 

て流入して、槽内の水の動きに影響を与えないことを

前提条件とすると、槽内は押し出し流れが、理想的な

流れであると考えて実験を進めた。そこで、押し出し

流れを最も表す指標としてMorril指数を検討対象とし

た。 

 トレーサ濃度を無次元化し、経過時間の関係から押

し出し流れの程度をMorril指数の程度を把握すること

を試みた。 

Morril指数は押し出し流れを理想流れと考えたもの

であり、1に近いほど押し出し流れを示している。下記

の式（1）で表すことができる。 

 

𝑡 90

𝑡 10
 ・・・・・（1） 

3 測定結果 

（1）Morril指数の評価 

4種類のノズルに対して各5回の実測を行い、表-1に

Morril 指数の平均値と範囲とトレーサ排出終了時間を

示した。 

A型はMorril指数の平均値 9.4（8.4～12.0）、トレーサ

排出終了時間が2694秒であった。 

A型斜め45°はMorril指数の平均値9.0（8.4~10.7）、

トレーサ排出終了時間が2128秒であった。 

B型はMorril指数の平均値10.2（9.5~10.8）、トレーサ

排出終了時間が2898秒であった。 

C型はMorril指数の平均値11.6（9.6~15.5）、トレーサ

排出終了時間が3676秒であった。 

 

表-1 Morril指数及びトレーサ排出時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）着色液投入の評価 

 実験槽内に瞬間的に着色液（メチレンブルー）を注

入し、流出口に到達するまでと完全に換水する時間を

目視で測定したものである。槽内の数字は着色液注入

からの時間（秒）である。図-4に示すノズルA型では

着色液注入後約50秒で流出口に着色液が確認でき、完

全換水時間は2160秒であった。図-5に示すノズルA

型斜め45°では着色液注入後約25秒で流出口に着色

  

 

 

ト
レ
ー
サ
濃
度

 

Ｃ
(m
g/
L)

 

時間  (min)  t
t i t10 t p t90t T

Morril指数 トレーサ排出時間（ｓ）

範囲 8.4～12.0

平均値 9.4

範囲 8.4～10.7

平均値 9.0

範囲 9.5～10.8

平均値 10.2

範囲 10.4～15.5

平均値 11.6

ノズルの種類

A型45°

B型

C型

A型

3490～3940

3676

2010～3610

2694

1460～2550

2128

2160～3380

2898
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液が確認でき、完全換水時間は1980秒であった。図-6

に示すノズルB型では着色液注入後約40秒で流出口に

着色液が確認でき、完全換水時間は2280秒であった。

図-7に示すノズルC型では着色液注入後約210秒で流

出口に着色液が確認でき、完全換水時間は3054秒であ

った。この数値はフッ素イオンをもちいたトレーサ排

出時間と同じ傾向を得ることができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 ノズルA型による水流の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 ノズルA型斜め45°による水流の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6 ノズルB型による水流の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 ノズルC型による水流の変化 

 

 

 

表-2 排出終了時間の比較 

 

 

 

 

 

 

 

表-2に排出終了時間を示した。イオン電極と目視によ

る排出終了時間はノズルの種類すべてにおけて、イオン

電極の排出終了時間は目視の排出終了時間に比べて排

出終了時間が長くなっている。また、着色初期の排出口

到着時間と併せてみると、着色液が槽内で早く排出され

るノズルはA型斜め45°＜A型＜B型＜C型の順となり、 

先に示したMorril指数は数値の低い順に並べるとA型

斜め45°＜A型＜B型＜C型となった。したがって、着

色液の排出時間が短く、Morril指数が低いノズルが斜

め45°であった。 

 

4 給水タンクの概要 

非常時給水タンクシステムの給水タンクは図-8に示

すとおり、水道管直結の給水タンクで、図-9に示すよ

うに水道メーターの2次側に繋ぎ、床下に設置するタ

ンクを経由後ヘッダーから分岐して各給水用具に水が

流れる。給水タンクを給水配管の一部として設置する

ので維持管理する必要はない。

 

図-8 2槽の給水タンク 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-9 床下設置図 
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図-10 断水時の給水タンクにエアポンプ接続 

 

通常の生活では、水を使用するごとに給水タンク内には

常に新鮮な水道水が流れるので安全安心な水が確保さ 

れる。給水タンクはステンレス製で1本163Ｌの容量が

あり、図-8のように2本設置でも１日の使用水量でタン

ク内の水は十分入れ替わる量である。 

万が一に災害などで断水した場合は、給水タンクに付

設している逆止弁により水道水の確保がなされている。 

図-10 に示すとおり加圧給水タンクに付設している空気

抜き弁を閉じて、手動のポンプなどを空気バルブに繋ぎ

タンク内に空気を送り込み、その空気圧で水を押し出す。

ヘッダーを介して繋がっているので蛇口からはもちろ

んトイレにも水を流すことができる。復旧後には、空気

抜き弁を開けることでタンク内に水が流れ込み貯水さ

れ、普段と変わらずに生活できるようになる。 

水道配管の破損修復後の復旧には泥水が出ることが

あるため、給水タンク設置時にバイパス配管を敷設して

おけば、給水タンクを通さずに水を流し泥水が流れなく

なり次第、給水タンク経由に切り替えることが可能で給

水タンク内が汚れることがなくなる。 

 

5 給水タンクの設置例 

給水タンクの設置例を新築の床下と既存家屋屋外設置 

について以下に示す。 

①新築設置 

建築時の床下に設置し、給水配管を敷設する。自動空

気抜き弁及びエアバルブを操作するため点検口を設け

て弁の操作ができるようにする（図-11）。 

②既存家屋屋外設置 

建屋横に基礎を施設し給水タンクを設置後に給水配

管を繋ぎカバーにて覆う。カバーは左右扉が開閉で

き、空気抜き弁及びバイパス配管の切り替えを行う。

エアバルブは建屋内床に配置する（図-12）。 

 

おわりに 

水道の断水時の飲用水の確保できる貯水タンクを提

案し、このタンク内の水の流れで最も押し出し流れに

なるノズルを選定して、実機を作成することができ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-11 新築設置例（写真は流出側） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図-12 既存家屋屋外設置例 
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屋外貯水槽の凍結防止対策の実験的検討 

第 3 報：本実験結果と考察 

○田中和則, 斎藤俊幸，草刈洋行（㈱ユアテック），赤井仁志（福島大学）， 

岡田誠之, 福井啓太（東北文化学園大学）前田信治（㈲前田衛生興業）， 

久住知裕（(公社)宮城県生活環境事業協会） 

Experimental Examination on Preventive Measures Freeze Proofing of Outdoor Water Storage 
Tanks, Part 2: Experiment Plan by Using of Real Size Model of Actual Phenomenon  

Tanaka Kazunori, Saitoh Toshiyuki, Kusakari Hiroyuki (Yurtec Corporation),  
Akai Hitoshi(Fukusima University) 

Okada Seishi ,Fukui Keita (Tohoku-Bunka-Gakuen University), Maeda Nobuharu (Maeda 
Clean Service Inc.), Kusumi Tomohiro (Miyagi Prefectural Authority for Living Environment) 

  

キーワード：貯水槽，屋外設置，凍結，寒冷地, 実寸大実験，自然通風（換気） 

  
はじめに 

寒冷地では気温が氷点下 4 度以下になると、水

道が凍結しやすくなり、屋外、北側で日が当たら

ない場所、風当りの強いところでは水道管等に凍

結防止ヒーターを施し、対策を図っている。しか

し、屋外に設置された受水槽や高置水槽は対策が

不十分であることから、水槽内部の水面やボール

タップ等が凍結する事象が見受けられる。貯水槽

内部が凍結するメカニズムとして、溢水管（オー

バフロー管）から冷やされた外気が貯水槽に侵入

し、通気口から抜ける際に槽内の気相部が冷却さ

れることが要因として考えられる。実験は冬期の

屋外環境を再現するため、山形県新庄市雪氷防災

研究センターにおいて実施した。今般、貯水槽の

水面凍結の実証実験の結果を報告する。 

 

 

1. 実験方法 

FRP 製水槽（1.0m×1.0m×1.0mH）を 4 基設

置する。各水槽（A,B,C,D）異なった対策のもと、

比較実験を行った（図-1～2・表-1）。熱電対を用

いて各水槽内部の温度を連続的に測定した。測定

点は気相部①（溢水管の上部）、気相部②（槽内）、

水面③、水中④、底面⑤の 5 ケ所とし、室内設定

温度条件は-10℃と-5℃の 2 条件で実施した。な

お、同じ環境条件とするため、全ての対策方法に

おいて溢水管端に向かって扇風機を運転した。 

 

 

図-1 試験水槽詳細図 

 

 

表-1 実験条件 

 

オーバーフロー管

通気口

防虫網

Ｗ．Ｌ

底面⑤

水中④

水面③

気相部②

気相部①

データロガーへ

50

50

300

300

100

200300

100

500

1000

700

150

300

冷気

熱電対

ＣＢ×5段積

室内設定温度 水槽 対策方法 

-10℃ -5℃ 

Ａ 対策なし 

Ｂ 溢水管を塞ぐ 

Ｃ 溢水管を塞ぎ、ブロワで攪拌 

Ｄ 溢水管に電気ヒーター設置 
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図-2 対策方法 

 

２．測定結果 

 測定データを図-3～図-6に記す。 

 
水槽Ａ 気相部① 気相部② 水面 水中 水底 

開始時（℃） -1.99 1.51 3.09 3.42 3.42 
終了時（℃） -9.14 -4.89 -0.08 0.95 1.18 

図-3 水槽Ａ（対策なし） 

 

 
水槽Ｂ 気相部① 気相部② 水面 水中 水底 

開始時（℃） -0.85 1.96 3.09 3.48 3.66 
終了時（℃） -6.54 -3.83 -0.01 1.04 1.26 

図-4 水槽Ｂ（溢水管を塞ぐ） 

 
水槽Ｃ 気相部① 気相部② 水面 水中 水底 

開始時（℃） -1.72 -1.98 0.00 0.01 0.00 
終了時（℃） -3.11 -2.71 0.00 0.01 0.00 

図-5 水槽Ｃ（溢水管を塞ぎ、ブロワで攪拌） 

 

 
水槽Ｄ 気相部① 気相部② 水面 水中 水底 

開始時（℃） -0.02 1.43 2.86 3.49 3.63 
終了時（℃） -5.07 -4.21 -0.01 1.19 1.32 

図-6 水槽Ｄ（溢水管に電気ヒーター設置） 

  

 

３．まとめ 

屋外を想定した凍結対策として有効な手法は溢

水管を塞ぎブロワで攪拌する「水槽Ｃ」であっ

た。しかし、飲料水は残留塩素濃度の基準値があ

るため、曝気による塩素消失は衛生上望ましくな

い。また、溢水管を塞ぐ「水槽Ｂ」と溢水管に電

気ヒーターを設置する「水槽Ｄ」はほぼ同程度の

数値であったが、水槽Ｄは電源を必要とする。実

験結果から、溢水管を塞ぐ手法（水槽Ｂ）が対策

なし（水槽Ａ）と比較した場合に気相部①②で 1

～3℃程度高いことがわかった。このことから、

風（熱伝達）などの周囲環境を考慮するととも

に、本来の排水機能を持たせることによって、凍

結防止対策として期待できるものと考える。 

水
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水
槽
A

水
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次世代中央式給湯システムデザインのための動的負荷の研究 

第２報：大浴場付きビジネスホテルの給湯負荷 

○小原雄輝（北海道大学），赤井仁志（福島大学/北海道大学），濱田靖弘（北海道大学） 

望月洋平（関西電力㈱） 

Study on Dynamic Load for Next-generation Central Hot Water Supply Systems Design 

Kohara Yuki (Hokkaido University),  

Akai Hitosi (Hukushima University / Hokkaido University),  

Hamada Yasuhiro (Hokkaido University)，Mochizuki Youhei（Kansai Electric Power Company） 
 

キーワード：給湯，動的負荷，機器容量，宿泊施設 

 

はじめに 

業務他部門のエネルギー源の大部分は電力・化

石燃料である．しかし近年電気料金は値上がりし，

化石燃料についても依存の増大・価格の乱高下と

いった向かい風を受けている．この現状を改善す

るために，今後は自然エネルギー・高効率機器を

用いた省エネルギーシステムの導入が重要となる． 

本研究では，業務他部門中のエネルギー消費の

うち 15％を占めている給湯について取り扱う．従

来の給湯機器容量算定方法では，科学的な裏付け

が取れない数値や経験則に基づいた数式が用いら

れている場合がある．特に季節・時刻別などの動

的な変化が考慮されていない．給湯負荷の変動に

は施設の規模や用途といった特徴が表れる．これ

を考慮した設計を行うことはイニシャル・ランニ

ングコストの削減に繋がる．そこで本研究ではこ

の現状を見直し，動的負荷を考慮した新たな給湯

設備設計手法を構築することを目的とした． 

本報では第１報 1）を踏まえ，大浴場付きビジネ

スホテルの給湯負荷について解析を行った． 
 

表-1対象施設概要 

所在地 関西（京都）

計測開始日 2010年4月7日

計測終了日 2012年3月30日

データ時間幅 10分

チェックイン 15:00

チェックアウト 11:00

給湯温度 60℃

部屋数 202（397人）

大浴場 有  
 

1. 日給湯負荷の算出 

1.1 概説 

 対象施設の概要を表-1に示す．対象施設は大浴

場付きのビジネスホテルである．チェックイン・

チェックアウトの時間を考慮し，データ解析時に

は 15：00～翌日 14：50までを一日ととして解析

した．また実測データは使用温度における給湯使

用量であり，解析時には 60℃換算した使用量（給

湯負荷）に修正して利用している．本章では既往

の算定手法の検討をするために，実測データと従

来の設計値との比較行った．  

1.2 既往の算定手法 

 機器容量（貯湯槽容量・加熱容量）は日給湯負

荷から求められている．日給湯負荷の算定方法は

いくつかあるが，第１報に引き続き「使用人員な

どによる方法」2）を検討する．算出式は式（1）

の通りである． 

Qd=N×qd・・・・・・・・・・・・・式（1） 

Qd：日給湯負荷 [L/日] 

  N：給湯対象人員 [人] 

  qd：一人当たり日給湯負荷 [L/（人・日）] 

また，一人当たり日給湯負荷の従来の設計値は

「150～250 L/（日・人）」3）となっている． 

1.3 正規性の確認 

 実測データより一人当たり日給湯負荷を算出す

る際，各月毎に一人当たり日給湯負荷の平均値に

標準偏差の 2倍を加えた値を用いている．この手

法を利用するに当たり，一人当たり日給湯負荷の

正規性を確認した．一か月分ではデータ数が最大

31日分しか得ることが出来ないため，今回は一人
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当たり日給湯負荷の平均値が近い３か月分のデー

タを用い，ヒストグラムを作成した．図-1 から，

概ね正規分布していることが確認できた． 

1.4 対象施設における一人当たり日給湯負荷 

 式（1）において，宿泊施設の一人当たり日給

湯負荷の設計値は「150～250 L/（日・人）」とな

っている．この値が妥当であるか調べるため，対

象施設における月ごとの平均一人当たり日給湯負

荷[L/（人・日）]を算出した．2010年度の結果を

図-2，2011 年度の結果を図-3 に示す．本施設で

は温泉系統・客室系統の給湯使用量が別々に計測

されており，グラフ上では色を分けて示している．

また前節を踏まえ，誤差範囲には標準偏差の 2倍

（2σ）を用いている． 

 結果より，客室系統・温泉系統の給湯負荷は夏

季に比べ冬季の方が大きいことがわかる．加えて

夏季の温泉系統の給湯負荷はかなり少ないことが

確認できた．平均一人当たり日給湯負荷は 2011

年度 1・2 月を除いて設計値を下回る結果となっ

た．また標準偏差の二倍を加えた場合では，2010

年度 1月，2011年度 12月・1月の 3カ月が従来

の設計値範囲内，2011年度 2月が従来の設計値を

超えた．  

給湯機器を設計する際，その容量は給湯使用量

が多い冬季に合わせて設計しなければならない．

冬季の温泉系統一人当たり日給湯負荷は全体の 3

分の 1ほど占めていることが結果から読み取れる．

その一方で夏季の温泉系統の給湯使用は小さい．

そのため温泉系統を含めて設計することで，夏季

における余剰容量が大きくなる．これらを踏まえ

ると，客室系統に合わせて容量を設計し，高負荷

時（温泉系統利用時）は他設備によって賄うこと

でイニシャル・ランニングコストの削減に繋がる

ことが予想される． 

また本対象施設の 2011 年度 1 月・2 月の一人

当たり給湯負荷は，前年度同月と比べても特異な

値となっている．温泉系統を除いたとしても，他

月に比べ使用量が大きい．図-4に 2011年度 2月

代表日の 10 分当たり給湯負荷変動を示す．図-4

より，一日中給湯負荷が常にみられる特異な変動

が確認できた．また同様の特異な負荷変動が 2011

年度 1月・2月に複数日存在し，大きな一人当た

り日給湯負荷が算出された原因であると考えられ

る．この極端な負荷変動を賄うよう機器を設計す 
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図-1 一人当たり日給湯負荷 正規性 
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図-2 2010年度 一人当たり日給湯負荷 
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図-3 2011年度 一人当たり日給湯負荷 
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ると平常時では過剰容量となるため，別途対策を

すべきであると考えられる． 

 

2. 加熱容量・貯湯槽容量の算出 

2.1 概説 

 本章では，実測データに基づいて実際に必要な

加熱容量と貯湯槽容量を算出した．さらに従来手

法の場合の各容量を算出し比較を行った．また 1

章の結果を踏まえ，客室系統のみの給湯負荷に基

づいた機器容量を算出し，全体（客室系統+温泉

系統）との差を確認した．  

2.2 既往の算定方法 

 貯湯槽容量・加熱容量の算定方法は以下の式

（2），式（3）の通りである 4）． 

貯湯槽容量[L]=日給湯負荷[L/日]×1/5・・式（2） 

加熱容量[L/h]=日給湯負荷[L/日]×1/7・・式（3） 

 これを踏まえ，加熱容量/日給湯使用量を加熱容

量係数，貯湯槽容量/日給湯使用量を貯湯槽容量係

数と呼ぶこととした． 

2.3 対象施設の日給湯負荷パターン 

 実測データより貯湯槽・加熱容量を算出するの

に先立ち，一日における給湯使用の傾向を調べた．

2 年間全日の給湯負荷変動を個別にみることは難

しい．そこで今回は 2010年度，2011年度それぞ

れの年間平均 10 分当たり給湯負荷を算出し，一

日の負荷変動の傾向を確かめた．2010年度の結果

を図-5，図-6に示す． 

 図-5 は全体（客室+温泉系統）と客室系統の給

湯負荷である．客室系統のみでは 7:00～10:00に

大きな負荷が一つだけある．しかし温泉系統を含

めると 13:10に瞬間的な高負荷，21:30～24:00に

大きな負荷が表れる．また図-6の温泉系統のみの

負荷変動を見る．3:00～5:00，10:00～11:00，14:00

～16:00 はほぼ給湯の使用はなく，給湯使用は一

部の時間帯に限られていることが分かる． 

2.4 対象施設における加熱容量・貯湯槽容量 

 2010年度，2011年度のそれぞれのデータに対

して加熱・貯湯槽容量を算出した．算出にあたり，

従来手法を踏まえ一年間の最大日給湯負荷を基準

にした． 

 貯湯槽容量を求めるためには加熱容量がまず必

要である．既往の手法では加熱容量は加熱容量係

数 1/7である．つまりは一日で使う給湯を 7時間

で沸かすことが可能な大きさである．これを踏ま 
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図-4 2011年度2月代表日 10分当たり給湯負荷 
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図-5 2010年度 全体・客室系統 

年間平均 10分当たり給湯負荷 
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図-6 2010年度 温泉系統 

年間平均 10分当たり給湯負荷 
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え，日給湯負荷を 7時間，8時間・・・24時間で

沸かすことが出来る容量（加熱容量係数＝1/7，

1/8・・・1/24）をそれぞれ設定し，これに対する

貯湯槽容量を算出した．貯湯槽容量の算出は，時

間当たり給湯負荷率（＝時間当たり給湯負荷/日給

湯負荷）と最大日給湯負荷から算出した．各値を

掛け合わせ，2年分の給湯使用パターンを作成し，

各加熱容量に対する最低貯湯槽容量を算出した．

結果を図-8，図-9に示す． 

 2010年度，2011年度いずれにおいても，従来

手法は最低容量より大きく外れていることが分か

る．また 2011年度では客室系統のみと客室+温泉

系統の容量に大きく差が出た．したがって客室系

統に合わせて設計することで，大きく容量を削減

することが見込まれる． 

 

3. 終わりに 

本研究では宿泊施設の給湯システムについて，

給湯負荷の動的変化を考慮した機器容量を算定し

た．結果，既往の設計値・算定方法を用いた場合

では機器容量が過剰となることが分かった．また

温泉系統の給湯負荷・変動を見ると，温泉系統を

賄うために容量が過剰となっていることが分かっ

た．温泉系統を負荷変動に合った別機器で賄うこ

とで，全体の省エネルギー化が見込まれる． 

今後は各容量に余裕を持たせた場合の検証，貯

湯槽内の残湯量変動の算出，特異な給湯使用日の

対策について研究を進めていく．また、加熱容量・

貯湯槽容量の関係について，さらに詳細を設定す

ることで，容量の範囲を限定していく． 
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図-7 時間当たり給湯負荷率 
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図-8 2010年度 加熱・貯湯槽容量 
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図-9 2011年度 加熱・貯湯槽容量 
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貯湯槽の断熱性能向上に関する研究 

第 1報：FRP製と鋼製貯湯槽の断熱強化による損失熱量の変化 

○山崎 森（北海道大学），赤井仁志（福島大学/北海道大学），濱田靖弘（北海道大学）， 

小原雄輝（北海道大学），豊貞佳奈子（福岡女子大学），周 潔（福岡女子大学）， 

鉾井修一（京都大学），伊庭千恵美（京都大学），竹内 進（東北電力(株)） 

Study on Improvement of Thermal Insulation Performance of Hot Water Tank 

Yamazaki Shin (Hokkaido University) 

Akai Hitoshi (Fukushima/Hokkaido University), Hamada Yasuhiro (Hokkaido University),  

Kohara Yuki (Hokkaido University), Toyosada Kanako (Fukuoka Women’s University),  

Zhou Jie (Fukuoka Women’s University), Hokoi Shuichi (Kyoto University),  

Iba Chiemi (Kyoto University), Takeuchi Susumu (Tohoku Electric Power Company),  

 

キーワード：貯湯槽，断熱，損失熱量 

 

はじめに 

  現在，工場や病院といった大規模な施設に対し，

給湯方式として，中央式給湯方式が用いられてい

る．中央式給湯方式とは貯湯槽などに蓄えた湯を

広範囲の給湯箇所に供給する方式である．機械室

に他設備機器とともに加熱装置などが設置される

ため集中管理がしやすい等の長所があるが，同時

に給湯設備の規模が大きくなる事や，配管や機器

からの熱損失が大きい事が短所として挙げられる 

そこで，今回は給湯設備を構成する機器の中で

も核となる貯湯槽からの熱損失を計測し実態を調

べる事を目的に，FRP製，鋼製の二つの貯湯槽を

用いて容器断熱性能比較実験を行った．その結果

を報告する． 

 

1. 容器断熱性能比較実験 

1.1 実験方法 

実験対象とした FRP製，鋼製貯湯槽を図-１に

示す．日射等の外的要因を無視するため，実験は

室内で行った．両貯湯槽の塞ぎ口二箇所，給湯口，

給湯管曲部には断熱材（FRP:グラスウール，鋼

製：ロックウール）が施されている．この両貯湯

槽を対象に比較実験を行った． 

まず，損失熱量を算定するにあたって，貯湯槽

各部位の温度が必要となる．そこで T型熱電対を

各測定箇所に貼り付け，データロガーに接続する

方法で温度計測を行った．熱電対設置箇所の概要

を図-2に示す．貯湯槽内部に挿入する鉄棒に熱電

対を等間隔で 10 点，貯湯槽内部の測定点と同じ

高さの貯湯槽外表面に 10 点，その他脚部，塞ぎ

口等に 7点，外気温を測定するため二つの貯湯槽

の間に地上からの高さ 1.3 ⅿの地点に 2点，2.0 m

の地点に 2点それぞれ熱電対を設置した．  

給湯温度は 60℃に設定，計測前に 2時間お湯を

貯湯槽内に貯め，予熱を与えた後に排水し，再び

お湯を蓄えてから測定を開始した．測定期間を

15:30 から四日後の 12:30 とし，測定期間毎に室

内温度を 28℃，23℃，18℃と設定を変え測定を 

   
図-1 鋼製貯湯槽（左）と FRP製貯湯槽（右） 

B-9
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行った．この測定を， 

（Ⅰ）塞ぎ口，給湯口，給湯管曲部に断熱材を施

した場合， 

（Ⅱ）断熱材を全て取り外した場合， 

（Ⅲ）塞ぎ口，給湯口，給湯管曲部に加えて脚部，

貯湯槽上部のフックに断熱材（FRP：グラスウー

ル，鋼製：ロックウール）を施した場合， 

の 3つのケースで行った． 

また，空調からの気流による影響を考慮し，貯

湯槽上の換気扇を段ボールで覆った． 

1.2 測定結果 

 (Ⅰ)のケースにおける，FRP製貯湯槽の内部温

度変化を図-3，鋼製貯湯槽の内部温度変化を図-4，

FRP製貯湯槽の脚部の温度変化を図-5，鋼製貯湯

槽脚部の温度変化を図-6，測定期間の室内の温度

変化を図-7に示す． 

図-3，図-4は横軸を温度[℃]，縦軸を地面からの

測定点の高さ[m]で，内部温度変化を表している．

貯湯槽上部の温度が高く，貯湯槽下部の温度が低

くなっていることが分かる．また，時間が経過し

ていくにつれて，FRP製では上部と下部の温度差

が大きくなっている事がわかる．これは，FRP製

貯湯槽の床接地面積が 0.36 m２，鋼製貯湯槽の床

接地面積が 0.058 m２と値に 6 倍以上の違いがあ

るためだと考えられる．床接地面積に影響を受け

ていないと考えられる，上部 7つの測定点に注目

すると，測定期間における FRP 製貯湯槽の温度

降下はおよそ 8℃，鋼製貯湯槽の温度降下はおよ

そ 12℃であった． 

 また，室温を 18℃に設定したときの FRP製貯

湯槽の内部温度変化，鋼製貯湯槽の内部温度変化

は室温28℃時と比べて約5℃大きくなる結果が確

認でき，各測定点で 28℃時と同様の変化の特徴が

みられた． 

 貯湯槽脚部に注目すると，図-5，図-6より，室

温 28℃における温度降下は，FRP製貯湯槽が 7℃，

鋼製貯湯槽も 7℃であり，室温 18℃における温度

降下は，FRP製貯湯槽が 10℃，鋼製貯湯槽が 6℃

となった．貯湯槽他部位（塞ぎ口・給湯口等）の

温度降下に比べて 3～4℃程大きいことから，熱損

失の大きな部位であることが予測できる． 

 （Ⅱ），（Ⅲ）のケースについても，貯湯槽下部

側から湯の温度が低下していく事が分かった． 

 
図-2 熱電対設置図 

(左：FRP製 右：鋼製) 
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図-3 室温 28℃での FRP製貯湯槽内部温度変化 

（塞ぎ口・給湯口・給湯配管に断熱材） 

 

0.6

0.8

1

1.2

1.4

1.6

1.8

30 35 40 45 50 55 60

測
定
点
の
地
面
か
ら
の
高
さ

[m
]

温度[℃]

実験開始時

6時間後

12時間後

18時間後

24時間後

30時間後

36時間後

42時間後

48時間後

54時間後

60時間後

66時間後

72時間後

78時間後

84時間後

90時間後

実験終了時

 

図-4 室温 28℃での鋼製貯湯槽内部温度変化 

（塞ぎ口・給湯口・給湯配管曲部に断熱材） 
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（Ⅱ）のケースにおいて，室温 28℃の場合では，

FRP 製貯湯槽は凡そ 14℃，鋼製貯湯槽は凡そ

15℃の温度降下を確認できた．また，室温 18℃の

場合では，FRP 製貯湯槽は凡そ 13℃，鋼製貯湯

槽では凡そ 15℃の温度降下を確認できた．貯湯槽

と室内の温度差が大きい程水の温度降下が大きい

結果となると予測したが，室温の違いによる温度

降下の差異を確認する事ができなかった．これは，

温度計測開始時の水温が室温 28℃の場合では凡

そ 56℃，室温 18℃の場合では凡そ 47℃と 10℃近

くの差が生じてしまっていたためであると考えら

れる．（Ⅰ）と比較して温度降下の割合が大きい事

から，熱損失が（Ⅰ）のケースよりも大きい事が

予測できる． 

（Ⅲ）のケースにおいて，室温 28℃の場合では，

FRP製貯湯槽は凡そ 9℃，鋼製貯湯槽は凡そ 10℃

の温度降下を確認できた．また，室温 18℃の場合

では，FRP 製貯湯槽は凡そ 12℃，鋼製貯湯槽は

凡そ 14℃の温度降下を確認できた．測定結果より

（Ⅰ），（Ⅱ）と比較して温度降下の割合が小さい

事から，熱損失が 3つのケースの中で一番小さい

事が予測できる． 

 

2. 損失熱量の算定 

2.1 損失熱量の算定方法 

 損失熱量を算定するにあたって，貯湯槽上部表

面の 2箇所の平均温度，貯湯槽下部表面の 1箇所

の温度，内部の 10 箇所の温度，お湯の密度，比

熱，貯湯槽の容積を用いて損失熱量の算定を行っ

た． 

算定方法としてまず，貯湯槽を 10 分割する．分

割部分に含まれている測定点の実験開始時と実験

終了時の温度差[℃]に，お湯の密度[kg/m３]・比熱

[kJ/(kg・℃)]，貯湯槽の体積[m３]を乗算する事で，

分割部分における損失熱量が算定できる．この分

割部分における損失熱量の総和が，貯湯槽全体の

損失熱量となる．また，FRP製貯湯槽，鋼製貯湯

槽共に容積は 500L であり．お湯の密度，比熱は

60℃の値を用いた． 

2.2 算定結果 

断熱材を塞ぎ口，給湯口，給湯配管曲部に施し

た場合の損失熱量の算定結果を図-8に示す．室温

23℃のケースはデータ不備の為省略した． 

図-8より室温の違いや，貯湯槽に用いられてい 

22

24

26

28

30

32

34

36

38

40

0 1000 2000 3000 4000 5000 6000

温
度

[℃
]

時間[min]

室温28℃ 室温18℃

 

図-5 FRP製貯湯槽脚部の温度変化 

（塞ぎ口・給湯口・給湯配管曲部に断熱材） 
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  図-6 鋼製貯湯槽脚部の温度変化 

   （塞ぎ口・給湯口・給湯配管曲部に断熱材） 
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図-7 室内温度変化 

  （塞ぎ口・給湯口・給湯配管曲部に断熱材） 
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る材質の違いにより損失熱量に差異が出ているこ

とが確認できる．室温 28℃における損失熱量は，

FRP 製貯湯槽が 20[MJ],鋼製貯湯槽が 26[MJ]，

室温 18℃における損失熱量は，FRP 製貯湯槽が

26[MJ]，鋼製貯湯槽が 30[MJ]となった． 

図-9 に室温 28℃における，断熱材の有無によ

る損失熱量の変化を示す．断熱材が施されていな

いケースでの損失熱量は，FRP 製貯湯槽が

22[MJ]，鋼製貯湯槽が 28[MJ]となった．塞ぎ口，

給湯口，給湯配管曲部に断熱材を施したケースで

の損失熱量は，FRP 製貯湯槽が 20[MJ]，鋼製貯

湯槽が 26[MJ]であり，大きな変化が見られなか

ったが，貯湯槽脚部に断熱材を施すと，損失熱量

は，FRP製貯湯槽が15[MJ]，鋼製貯湯槽が18[MJ]

となり，顕著な変化を確認する事が出来た． 

 図-10に室温 18℃における，断熱材の有無によ

る損失熱量の変化を示す．断熱材が施されていな

いケースでの損失熱量は，FRP製貯湯槽が

27[MJ]，鋼製貯湯槽が 31[MJ]となった．また，

塞ぎ口，給湯口，給湯配管曲部に断熱材を施した

ケースでの損失熱量は，FRP製貯湯槽が 26[MJ]，

鋼製貯湯槽が 30[MJ]であり，室温 28℃時と同様

に大きな変化が見られなかったが，貯湯槽脚部に

断熱材を施すと，損失熱量は FRP製貯湯槽が 22 

[MJ]，鋼製貯湯槽が 27[MJ]となり，顕著な変化

を室温 28℃時と同様に確認することが出来た． 

 

3. おわりに 

損失熱量がFRP製貯湯槽<鋼製貯湯槽である事

より，FRP製貯湯槽に優位性がある事を確認した．

また，高温部位である事と，断熱材を施すと，損

失熱量の減少が顕著になった事より，貯湯槽の脚

部が熱損失の主な原因の部位である事が分かった．

よって，貯湯槽脚部に断熱性の高い材質を用いる

事で，損失熱量を削減し，給湯システム全体の省

エネルギー化が期待できる． 
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図-8 室温の違いにおける損失熱量の比較 

（塞ぎ口・給湯口・給湯管曲部に断熱材） 
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図-9 断熱材の有無による損失熱量の変化 

（室温 28℃） 

 

0 10 20 30 40

断熱材有り

（塞ぎ口・脚部・給湯配管曲部・脚部）

断熱材有り

（塞ぎ口・給湯口・給湯配管曲部）

断熱材無し

損失熱量[MJ]

鋼製 FRP製

 

図-10 断熱材の有無による損失熱量の変化 

（室温 18℃） 
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大学内で発生する空調設備の騒音に関する実測調査 

 

○沼田寿明（東北文化学園大学），川村広則，須藤諭（東北文化学園大学）， 

Measurement survey on the noise of air-conditioning equipment in the university 

 

Numata Toshiaki (Tohoku Bunka Gakuen University),  

Kawamura Hironori，Sudo Satoshi (Tohoku Bunka Gakuen University) 

 

キーワード：設備機器，環境騒音，騒音レベル，実測調査 

 

はじめに 

環境騒音とは、どのように場所にも存在する全

ての騒音の総和をいう（ただし工場内、事業場内

における騒音は除く）。例として道路交通騒音、鉄

道騒音、航空機騒音、工場騒音、建築騒音、公共

事業の騒音、近隣騒音がある。屋内の環境騒音に

は主に、空調機器の音、事務機器の音、電化製品

の音、近隣騒音がある。環境騒音とはこれらの総

和のことである。近年、環境騒音問題は日々悪化

している。騒音によって急性的・慢性的な健康影

響が生じる事を考慮すれば、騒音問題の悪化は看

過できない 1)。一方、低周波騒音（100Hz以下の

音）に関する苦情件数も近年、増加の一途をたど

っている。低周波騒音の発生源としては、自動車

のエンジン音やエアコンの室外機、エコキュート

などがあげられる 2）。 

 

1．調査目的  

前述の状況から、筆者らは本大学の空調機器か

ら発生する騒音に着目した。本学では製図作業な

ど、様々な講義で静寂な環境を要求される場合が

ある。今回は校舎内の会議室や製図室などに設置

されている、冷暖房機器に着目し、実測調査をお

こなった。また冷暖房機器は低周波騒音を含んで

いる可能性があり、それらも含め調査を行った。 

 

2．調査概要 

 測定箇所として、本学の製図室、普通教室、実

験室、会議室にて実測調査をおこなった。各室内

の測定点を図１～図４に示す。 

普通教室は教室の中央と窓側について、黒板側

から後方に実測した。製図室は中央で黒板側から

後方に実測した。都市計画実験室は中央で廊下側

から窓側にかけて実測した。会議室は中央の一箇

所のみを測定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図１ 普通教室の測定点   図２ 製図室の測定点 

 

 

 

 

 

 

 

 
図３ 地域計画実験室の測定点   図４ 会議室の測定点 

 

騒音計は精密騒音計（ONO-SOKKI社）及び低

周波音レベル計（NA-18A）を使用し、騒音計の

高さはおおむね地上 1.2mとした。 

また、今回は、空調機器を停止した状態（暗騒音） 

空調機器を弱風、中風、強風にて稼働させた状態

で測定し、比較することを目的にしている。測定

機器は、精密騒音計では A特性及び周波数 125～

8000Hz を 1/1 オクターブバンド毎に行い、低周

波騒音計ではＧ特性及び周波数1～80Hzを1/3オ

クターブバンド毎に行った。 

尚、今回は、日本建築学会環境基準を参照し、

室内騒音における推奨地 40dB以下を目安に比較

していく。3） 
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3．調査結果 

3.1 普通教室の実測結果 

図５～図７はA特性及び 125Hz～8000Hzの騒

音レベルの結果を示す。弱風、中風においては推

奨値である 40dB以下を概ね下回っているが、強

風においては、推奨値をやや上回っており、冷暖

房機器が停止している状態と比較を行うと大きな

変化が見受けられる。 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

 

  

 

       

 

 

        

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8～図 10は G特性及び１Hz～80Hzの低周

波騒音の騒音レベルを示す。弱風に関しては特に

大きな変化はないが、中風、急風において

16Hz~20Hzにおいて大きな値を示している事が 

わかる。今後原因を深く分析し、明らかにしてい

く必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2 製図室の実測結果 

 図 11~図 13は A特性及び 125Hz～8000Hzの

騒音レベルの結果を示す。A特性、125Hzにて推

奨値である 40dBを上回る結果になった。冷暖房

機器が停止している状態と稼動している状態の比

較を行うと大きな変化があり、全体的に推奨値を

上回る結果となった。 

図 14～16は G特性 1Hz～80Hzの低周波騒音の
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図６ 普通教室 中風によるＡ特性実測結果 

 

図 5 普通教室 弱風によるＡ特性実測結果 

 

図 7 普通教室 強風によるＡ特性実測結果 

 

図 8 普通教室 弱風によるＧ特性実測結果 

 

図 9 普通教室 中風によるＧ特性実測結果 

 

図10 普通教室 強風によるＧ特性実測結果 
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騒音レベルを示す。弱風、中風、強風共に大きな

変化は見られなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.3 都市計画実験室の実測結果 

図 17は A特性及び 125Hz～8000Hzの騒音レ

ベルの結果を示す。A特性、125Hzにおいて推奨

値である 40dBを大きく上回る結果となった。冷

暖房機器を停止した状態と比較を行うと大きな変

化が見られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 18は G特性 1Hz～80Hzの低周波騒音の騒音

レベルを示す。図 9～図 10と同様に 20Hz～25Hz

において大きな値を示している。また G特性も冷

暖房機器が停止している状態と比較を行うと騒音

レベルに変化が見られる。 
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図11 製図教室 弱風によるＡ特性実測結果 

 

図12 製図教室 中風によるＡ特性実測結果 

 

図13 製図教室 強風によるＡ特性実測結果 

 

図14 製図教室 弱風によるＧ特性実測結果 

 

図15 製図教室 中風によるＧ特性実測結果 

 

図16 製図教室 強風によるＧ特性実測結果 

 

図 17 都市計画実験室 強風によるＡ特性実測結果 
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3.4 会議室の実測結果 

 図 19は A特性及び 125Hz～8000Hzの騒音レ

ベルの結果を示す。全体的に推奨値である 40dB

を下回る結果となった。推奨値に準じている結果

となった。 

図 20はG特性 1Hz～80Hzの低周波騒音の騒音

レベルを示す。冷暖房機器を停止させた場合と稼

働させた場合の騒音レベルに大きな変化がない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．まとめ 

 本研究は大学の、普通教室、製図室、都市実験

室の室内に設置されている冷暖房機器を対象とし

て、騒音レベルの実測調査を行った。A特性及び

周波数 125～8000Hz において、普通教室、製図

室にて冷暖房機器を稼働した状態では、今回の推

奨値である 40dBを超える結果となった。都市実

験室、会議室においては、概ね推奨値に準じてい

る結果となった。また A 特性及び 125Hz～

8000Hz においては風量などにより多少の変化は

見られるものの、大きな変化を示す結果には至ら

なかった。 

 低周波騒音においては普通教室、都市計画実験

室において 16Hz~20Hz付近において、冷暖房機

器を稼働している状態では、停止している状態と

比較を行うと、騒音レベルに変化が見受けられた。 

他の周波数にはさほど大きな変化はみられなか

った。また普通教室では風量による騒音レベルの

違いも多々見られる。一方冷暖房機器のメンテナ

ンス状況や室外の状況等により、騒音レベルに違

いがあるとおもわれるため、より詳細な分析が必

要である。 
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図 18 都市計画実験室 強風によるＧ特性実測結果 

 

図 19 会議室 弱風によるＡ特性実測結果 

 

図 20 会議室 弱風によるＧ特性実測結果 
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低周波音が脳波に及ぼす影響に関する研究その２ 

‐脳波成分比率による評価‐ 

○川村 広則（東北文化学園大学），沼田寿明（東北文化学園大学），田原 靖彦（東北文化学園大学） 

Study on Influence of Low-Frequency Sound on Brain-Waves part2 

‐Evaluation by Brain-Wave Component Ratio‐ 

Kawamura Hironori (Tohoku Bunka Gakuen University ), 

Numata Toshiaki (Tohoku Bunka Gakuen University),  

Tahara Yasuhiko (Tohoku Bunka Gakuen University), 
 

キーワード：設備機器，低周波騒音，脳波特性，成分比率 
 

はじめに 

筆者らは、給湯器、冷却塔、コンプレッサー、

ボイラーなどの設備機器から発生する低周波音の

生理学的影響を明らかにすることを目的として研

究を開始した。前報では、低周波音の聴取に伴う

脳波電圧の変化に着目した検討を行った結果、

10Hz･80dB-SPL の低周波音が被験者の脳波に平

常時とは異なる変化を及ぼすことを報告した(1)。  

前回着目した脳波電圧は脳波研究における最も

基本的な分析項目であるが、電圧の絶対校正やフ

ィルタによる脳波成分の分離、観測のための時定

数設定など、分析手続きが煩雑になるという欠点

があり、追試による検証に手間を要するという問

題を抱えている。一方、脳波性状の分析において、

その成分比率に基づく方法が考えられる。  

脳波は、その周波数成分から、θ、α、β、γ

波等の成分に分類されるが、その比率は脳波のパ

ワースペクトル分析によって容易に求めることが

できる。更に成分比率は脳波電圧とも密接に関わ

っているので、低周波音の影響によってその値が

変化することが予測される。そこで今回は、前回

報告した脳波電圧分析の場合と同一の実験環境・

実験条件において脳波の成分比率に着目した検討

を行ったので、その結果を報告する。 

 

1. 脳波測定システム 

脳波測定には、BIOPAC 社の MP システムシリ

ーズ生体アンプを用い、測定位置選択性と S/N 比

に優れた皿電極単極誘導方式を採用した。生体ア

ンプから出力される脳波信号（2ch）と音場モニ

ター信号（1ch）をサンプリング周波数 500Hz で

採り込み、信号解析ソフトウエア（MATLAB）を

用いて各種の分析を実施した。低周波音の再生に

は、TOA 社の 46cm ウーハーを内容積 480 リッ

トルの密閉箱に収めたスピーカシステムを 4 台用

いた。脳波測定システムのブロックダイヤグラム

を図-1 に示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 脳波測定（方法と手順） 

低周波音の脳波への影響を明らかにするために、

低周波音があるときとないときで脳波に有意な差

異があるか否かを、以下の 2 つ観点から検討した。 

なお、我々の在来研究(2)から、被験者 15 名によ

る脳波データは正規分布していると仮定している。 

2.1 基準環境における脳波特性（実験１） 

静寂な住宅地の暗騒音に相当する 35dB-A のピ

ンクノイズ（以下バックグラウンド・サウンド：

BGS という）を再生した状態を基準環境と見なし、

10 分以上の時間間隔を経て 3 回の脳波測定を実

図-1 脳波測定システムのブロックダイヤグラム 

B-11
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施した。被験者 15 名による 3 回の脳波のデータ

（成分比率）の平均値及びその信頼区間（有意水

準 10％・両側検定）を求めた。 

2.2 低周波音提示時の脳波特性（実験２） 

BGS を再生している中で、被験者が所定の位置

に座してから 120 秒以上経過した後、低周波音を

100 秒間提示し、低周波音提示前後の脳波特性を

測定した（図-2 参照）。低周波音提示前後におけ

る被験者 15 名の脳波成分比率の平均値を求め、

その有意差を検定した。 

2.3 脳波データの分析手順 

脳波データ分析手順を図-3 に示す。2 チャンネ

ルの脳波データにサウンドモニターデータを加え

た 3 チャンネル信号を MATLAB のバイナリデー

タとして採り込んだ。分析対象として、アーチフ

ァクト（外乱雑音）を含まない 30 秒間を選定し

てパワースペクトル求め、脳波 4 成分、すなわち

θ波(3～8Hz)、α波(8～13Hz)、β波(13～35Hz)、

γ波(35～80Hz)の成分比率を算定した。なお、こ

こでいう成分比率とは、各脳波のパワーを全脳波

パワー（脳波 4 成分パワーの合算値）で除したも

のである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 被験者 

表-１に被験者の構成を示す。被験者は前報(1)

と同様の男性 6 名、女性 9 名の計 15 名で、20 歳

代から 70 歳代まで分布している。被験者はリラッ

クスした状態で安楽椅子に座し、α波ブロックを

防ぐ目的でアイマスクを装着した。実験中は、筋

電位の脳波への混入を防ぐため、まばたき、眼球

運動、上体や首の動き等を極力回避してもらった。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

4．実験条件 

4.1 実験用低周波音の設定 

試験音（低周波音）は純音とし、周波数は、可

聴限界 20Hz を基準にインフラサウンドの代表と

して 10Hz、可聴域低周波音の代表として 30Hz

を選定した。10Hz 純音の再生レベルは、筆者ら

の予備実験で脳波影響が予測された80dB-SPL及

びそれより10dB低い70dB-SPLの2種類とした。

30Hz 純音の再生レベルについては、実験時間の

関係から 70dB-SPL の 1 種類とした。 

4.2 脳波測定位置 

図-4 に脳波の測定部位(国際 10-20 法表記)を示

す。脳波の測定部位は、既往研究の結果(2)を基に、

脳波の全体的傾向を示す Fz と、主として速波成

分に着目したC4の2点とし、基準点（cold/minus）

は右耳たぶ（A2）に、アース（ground）は左耳

たぶ（A1）に設定した。また、測定に際しては、

測定点の接触インピーダンスが 30ｋΩ 以下にな

るように頭皮の油分を除去した。 
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BGS：バックグラウンド･サウンド（ピンクノイズ、35dB-A） 

Ts：試験音（低周波音）再生時間帯（100 秒） 
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図-3 脳波データの分析手順 
図-4 脳波測定位置 

表-1 被験者構成一覧 

Code Age Sex Code Age Sex

1 male 8 male
2 male 9 female
3 female 10 female
4 female 11 female
5 male 12 male
6 female 13 male
7 female 14 female

15 female

20～34 50～64

35～49
65～75
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5．測定結果 

5.1 基準環境における脳波成分比率 

我々の既往研究(2)から被験者 15 名による脳波

データが正規分布していると仮定し、基準環境に

おける被験者 15 名の脳波成分比率の平均値及び

その信頼区間幅を求めた（3）。その結果を表-2 に示

す。例えば、測定点 Fz の α波（表-2 の下線の部

分）の場合、平均値は 0.381、標準偏差は 0.164、

信頼区間幅(有意水準 10％)は 0.075、基準環境に

おける脳波成分比率の信頼区間は 0.381±0.075、

すなわち 0.306～0.456 となる。 

5.2 低周波音提示時における脳波成分比率 

低周波音提示時における被験者 15 名の脳波成

分比率の平均値を表-3 に示す。 

 

6．考察 

図-5、図-6 は、基準環境における脳波成分比率

の信頼区間（表-2）と低周波音提示時の脳波成分

比率(表-3）を図示したものである。図-5 は測定点

Fz、図-6 は測定点 C4 に対する結果である。 

測定点 Fz に関する図-5 において、提示低周波

音が 10Hz･80dB-SPL（図 5(b)）の場合、α波の

成分比率は基準環境における信頼区間の外側にあ

る（下回っている）が、他の脳波成分波（θ 波、

β波、γ波）については信頼区間の範囲内にある。 

一方、提示低周波音が 10Hz･70dB-SPL（図

-5(a)）及び 30Hz･70dB-SPL（図-5(c)）の場合は、

4 種の脳波成分比率はいずれも基準環境における

信頼区間の範囲内にある。可聴域にある 30Hz･

70dB-SPL に対しては、全ての被験者が強い不快

感を示したが、α波成分比率の低下量はインフラ

サウンド（10Hz・80dB）に対するものよりも小

さい結果となった。 

上記に示す 3 種の低周波音提示条件に対する結

果は、図-6 に示す測定点 C4 についても同様であ

る。なお、10Hz・80dB-SPL における測定点 C4

（図-6(b)）の場合のθ波の成分比率（0.241）は、

信頼区間の上端値（0.240）を上回っているが、

この差は丸め誤差の範疇と見なした。以上の結果

は、3 種の提示低周波音と 4 種の脳波成分におい

て、提示低周波音が 10Hz･80dB-SPL の α 波成

分比率のみが基準環境の信頼区間の外にあること

を示しており、前報（1）で報告した脳波電圧に関

する分析結果とも一致している。従って、10Hz･

80dB-SPL の低周波音は脳波に何らかの影響を及

ぼしていることが示唆される。なお実験データの

統計処理に際して、多くの場合有意水準 5％が採

用されるが、本研究では脳波成分比率データの微

妙な差違を扱うことから、既往研究(1),(2)の場合と

同様、有意水準 10％を採用している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7．まとめ 

本報では前報に引き続き、被験者 15 名を対象

に、低周波音があるときとないときで脳波成分比

率に有意な差異があるか否かを比較検討した。 

低周波提示条件としては 10Hz･70dB-SPL、

10Hz･80dB-SPL、30Hz･70dB-SPL の 3 種とし、

脳波の 4 成分（θ、α、β、γ波）について検討

した。その結果、10Hz･80dB-SPL の α波の成分

比率のみが、基準環境における信頼区間（有意水

表-3 低周波音提示時の脳波成分比率 
（被験者 15 名による平均値） 

 

測定点Fz 測定点C4

θ 0.235 0.176

α 0.326 0.299

β 0.323 0.332

γ 0.116 0.194

θ 0.292 0.241

α 0.273 0.269

β 0.313 0.322

γ 0.122 0.168

θ 0.234 0.172

α 0.350 0.327

β 0.305 0.324

γ 0.110 0.177

脳波成分比率の平均値

10Hz
80dB-SPL

30Hz
70dB-SPL

実験条件
脳波の
成分波

10Hz
70dB-SPL

表-2 基準環境における脳波成分比率 
（被験者 15 名による平均値の信頼区間推定） 

 

θ 0.235 0.135 0.061 0.174～0.296

α 0.381 0.164 0.075 0.306～0.456

β 0.279 0.137 0.062 0.217～0.341

γ 0.105 0.080 0.036 0.069～0.141

θ 0.185 0.120 0.055 0.130～0.240

α 0.354 0.148 0.067 0.287～0.421

β 0.302 0.121 0.055 0.247～0.357

γ 0.159 0.139 0.063 0.096～0.222

標準偏差
信頼区間幅

（有意水準10％）
信頼区間

Ｆz

C4

測定点
脳波の
成分波

平均値
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準 10％）の下端値を下回っており、前回報告(1)

した脳波電圧に関する分析の場合と全く同一の結

果を得た。脳波分析はその電圧に関して行うこと

が本来の姿といえるが、今回、成分比率の分析に

おいても電圧分析の場合と同一の結果が得られた

ことにより、成分比率分析の有効性が確認された

と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

謝辞 

本研究の推進に際して、貴重な助言を賜った東

北文化学園大学・医療福祉学部の佐藤俊彦准教授、

科学技術学部の牧野正三教授、また、大学院研究

として脳波測定を共に推進して頂いた角田雅樹氏、

更に脳波測定の被験者としてご協力頂いた皆様に

謝意を表する。 

 

前回及び今回行った脳波分析において、低周波 

音の脳波に対する有意な影響が見出されたが、そ

れがすなわち健康影響を意味するものではなく、

この点に関しては、医学的な立場に基づく別途の

検討が必要と考えられる。また、今回の実験で得

られた結果は限られた実験条件と被験者によるも

のであり、今後更に実験条件を充実させた検討が

必要と考えられる 
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ワイヤを用いた吊り支持機器の制振補強方法 

○品田直也（新日本空調㈱），永坂茂之（新日本空調㈱），田村 稔（新日本空調㈱）， 

中川冬彦（新日本空調㈱），水谷国男（東京工芸大学） 

ン Damping Reinforcement of equipment with wire ン 

Naoya Shinada (Shin Nippon Air Techinologies Co.), Shigeyuki Nagasaka (Shin Nippon Air 
Techinologies Co.), Minoru Tamura (Shin Nippon Air Techinologies Co.), Fuyuhiko Nakagawa 

(Shin Nippon Air Techinologies Co.), Kunio Mizutani (Tokyo Polytechnic University) 
 

キーワード：吊り支持機器，制振補強 
 

はじめに 

 2011年3月の東日本大震災以降、設備機器の耐

震補強範囲が強化され吊り支持機器（以下、吊り

機器）への地震対策が進んでいる。建築設備耐震

設計・施工指針2014年版においては、天井スラブ

に直接支持するか、鋼製吊架台を用いる方法が示

されており、吊ボルトを用いた支持方法は推奨さ

れていない。しかし、実際には重量1kN以下の軽

量な機器の支持については、軽量であることを考

慮し、「設備機器の製造者の指定する方法で確実

に行えばよいとする。」とされている。従来の地

震対策は全ねじボルトを用いてX状の斜材を設け

て耐震補強を行うが、斜材の採寸・切断、狭い天

井裏での取付けに手間と時間がかかる。そのため、

特に既存の吊り機器に対する地震対策の簡素化・

時間短縮が求められる。 

本稿では、ワイヤの摩擦を利用した制振補強方

法に関し、吊り支持機器を用いて動的加振試験を

行い、加振に対する吊り機器加速度および振幅の

減衰効果を報告する。 

 
1. ワイヤによる補強方法 

 ワイヤの摩擦を利用した制振補強方法（以下、

本工法）を図-1、使用する部材を表-1、写真-1に

示す。吊り機器（⑤）を4本の吊りボルト（⑥）

で吊り下げた状態において、固定金具（②）を各

吊りボルトの上下2ヵ所に設置した。ワイヤ（①）

は図-1に示す濃線と淡線の2本構成とし、固定金

具（写真-2）にワイヤを通過させ、ワイヤがルー

プ状になる様に始点と終点を引留金具（④）で締

結した。またワイヤを締結する際に張力調整金具

（③）を挟み込み、ワイヤ張力を調整する。張力

調整金具は吊り機器の対称面に設置した。 

③、④

⑤

②

⑥

①

 
図-1 ワイヤによる制振補強 

 

表-1 使用部材一覧 

 名称 仕様・用途 

① ワイヤ 
ワイヤ径：φ2.0 

材質：SUS304 

② 固定金具 
吊りボルトに設置し、ワイヤ

を通過させ保持 

③ 張力調整金具 ワイヤ張力調整用 

④ 引留金具 ワイヤ締結用 

⑤ 吊り機器 
寸法:600×500×300H[mm] 

質量：33[kg] 

⑥ 吊りボルト 
径:W3/8 

吊長さ:1,500[mm] 

B-12
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① ②

③

④

 

写真-1 補強用金具一式 

 

2. ワイヤの摩擦を利用した制振効果 

 図-1に示す吊り支持機器が加振により図中左方

向に変位すると、手前および奥側の補強面形状が四

角から平行四辺形に変形する。その場合、濃い線の

ワイヤは手前補強面の対角距離は短くなり、奥側補

強面の対角距離が長くなるため、奥側補強面のワイ

ヤに引張力が加わり、手前補強面のワイヤの弛みを、

奥側補強面のワイヤが吸収する。その際、ワイヤと

固定金具間で摩擦が発生し制振効果が得られる。 

 

3. 試験方法 

 試験は新日本空調㈱技術開発研究所に設置した

加振装置を用い、吊元および吊り機器の加速度を

計測した。試験条件を表-2、図-2に示す。 

加振波は加振周波数が 13Hz～0.1Hz と連続的に

変化する Sweep 波を用いた。また、比較対象とし

て補強なしの試験も実施した。 

 

表-2 試験条件 
加振波 補強方法 

Sweep 波 

周波数：13Hz～0.1Hz 

ワイヤによる補強 

補強なし 
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図-2 Sweep 波波形 

4. 試験結果 

 計測された加速度をペクトル解析した結果を図

-3に示す。スペクトル解析は強震記録ビュアーソ

フト「ViewWave」を用いた。解析結果より、本

工法の場合、周波数 1.0Hz 以下および 3.6Hz 以上

において吊元振幅に対し吊り機器振幅がの減衰が

見られた。周波数 1.0～3.6Hz は吊元振幅に対し

吊り機器振幅が若干増幅する傾向が図られるが、

振幅倍率（吊り機器振幅/吊元振幅）は 1.9 倍

（2.6Hz）以下に抑えられている。 
 補強なしの場合、周波数 0.51Hz 以下および

1.5Hz 以上において吊元振幅に対し吊り機器振幅

がの減衰が見られた。周波数 0.51～1.5Hz は吊元

振幅に対し吊り機器振幅が増幅し、1.1Hz では振

幅倍率（吊り機器振幅/吊元振幅）が 38.4 倍とな

った。本工法の減衰効果として、1.1Hz での吊り

機器の振幅倍率（本工法振幅/補強なし振幅）は

0.026 倍となった。 

 
図-3 フーリエスペクトル（振幅） 

 
まとめ 

ワイヤの摩擦を利用した制振補強に関し、吊り

支持機器を用いて動的加振試験を行った結果、

1Hz以下、及び3.6Hz以上で吊元の加振に対する

減衰効果を確認した。また、補強なしでの共振（周

波数1.1Hz）を大幅に抑制できることを確認した。 
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CIE標準一般天空の天空タイプ決定手法に関する研究 

―由利本荘市測定データによる検証― 

○菅原彩夏（秋田県立大学），長谷川兼一（秋田県立大学），細淵勇人（秋田県立大学）， 

松本真一（秋田県立大学） 

Study on Identifying the Sky Types Recommended as CIE Standard General Sky 

―Inspection with the Yurihonjo city measurement data― 

Ayaka Sugawara (Akita Prefectural University), Hasegawa Ken-ichi (Akita Prefectural 
University), Hayato Hosobuchi (Akita Prefectural University), 

Matsumoto Shin-ichi (Akita Prefectural University)  
 

キーワード：天空放射輝度分布，天空輝度分布，CIE標準一般天空 
 

はじめに 

建物の熱負荷計算等の熱環境シミュレーション
においては，外壁面，ガラス面への入射日射量を
正確に求める必要がある。入射日射量を計算する
際には，天空日射量を天空一様とするのが一般的
であるが，近年，天空一様と仮定されてきた天空
日射に放射輝度分布を考慮し，より現実に即した
入射日射量を推定するモデル（斜面日射モデル）
が開発・提案されている。このようなモデルと一
様天空モデルを用い，日射量推定法の違いが年間
熱負荷に与える影響を検討し，最大 20％程度の差
が生じるという結果を示した報告 1)もある。 
 既往の研究 2）～6）では，より詳細な熱環境シミ
ュレーションを可能とする，天空放射輝度分布を
考慮した壁面日射量計算法の開発を進めてきた。
開発には，京都大学（京都府京都市）で観測した
天空放射輝度分布データを用いてきたが，他地域
での観測データによる検証・分析も必要と考え，
秋田県立大学（秋田県由利本荘市）において 2015
年 6月より天空放射輝度分布の観測，データの収
集を開始し，現在も継続している。 
本研究では，2015 年 6 月に秋田県立大学本荘キ
ャンパス内に設置された天空放射輝度・輝度分布
観測機器（スカイスキャナ EKO MS-321LR）に
より観測・収集されているデータ（以後，秋田観
測データ）を用いて，提案・開発された，日射量
を用いた CIE 標準一般天空の天空タイプ推定手
法の有効性を確認することを目的とする。 

1.  天空放射輝度分布の観測 

スカイスキャナは，天球を 145の天空要素に分
割し，天空要素それぞれについて放射輝度，輝度
を観測することで，天空の放射輝度分布・輝度分
布を求める機器である。図 1にスカイスキャナの
概要を示す。1 回の観測（145 天空要素全ての観
測。これを 1スキャンと呼ぶ）において，センサ
の方位角，高角度を変化させ，145 の天空要素の
放射輝度，輝度を順次観測する。1 スキャンには
4分 30秒を要す。 
本研究では，2015年 6月 12日から 2016年 11 

 

（a）MS-321LR7)   （b）測定天空要素の配置 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

図—1 スカイスキャナの概要 
 

表—1 観測概要 
 
 
 
 
 

観測項目 測定機器 測定間隔［min］ 備考

天空放射輝度分布［W/㎡ｓｔｒ］ EKO製 10
センサ開口角：11°

天空輝度分布［kcd/㎡］ MS-321LR 1スキャンに要する時間：

4分30秒

法線面直達日射量［W/㎡］
EKO製 1 太陽追尾装置：

MS-56 EKO　STR-21G

水平面全天日射量［W/㎡］
EKO製

1
測定波長域：

MS-802F 305～2800㎜
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月 30 日までの観測データを分析する。表 1 にス
カイスキャナ及び，同時に測定している日射量に
ついて，その観測概要を示す。 
 

2.  CIE標準一般天空 

既往の研究では，熱環境シミュレーションに天
空放射輝度分布を考慮するにあたって，  CIE
（Commission Internationale De L’eclairage，国
際照明委員会）標準一般天空モデル 8）を用いてい
る。このモデルは，晴天から曇天までの天空状態
を，天頂を中心とした輝度分布を表す Gradation
関数，太陽位置を中心とした輝度分布を表す
Indicatrix 関数について，各々6 組のパラメータ
の組み合わせによる，15の天空タイプで表現する
輝度分布モデル 9）である。 
本モデルの 15 の天空タイプを決定する方法は
標準化されていないため，既往の研究では京都観
測データを用いて，その推定手法を開発・提案し
ている。本報では，開発・提案された推定手法を，
秋田観測データを用いて検証する。 

 
3.  CIE 標準一般天空の天空タイプ推定手法の検討 

3.1 近似タイプと推定タイプ 

 既往の研究では，観測された天空放射輝度分布
が，CIE 標準一般天空の 15 タイプのどの天空タ
イプに一番近似するかを知るため，観測値と 15の
各天空タイプとの%RMSE 注)が最小となる天空タ
イプを求め，これを「近似タイプ」と定義した 2)。 
また，既往の研究 3）より，Gradation 関数，

Indicatrix 関数ともに同じ高度に対し，グループ
番号が大きくなるほど日射量の平均値が大きくな
ることが報告されている。そこで各グループ間に，
以下の式で境界を決め，Gradation 関数，
Indicatrix 関数の各グループを推定することで天
空タイプを決定する。Gradation関数，Indicatrix
関数の境界曲線の係数を表 2に示す。 

Gradation境界曲線：  , = , ∙ ℎ + , ∙ ℎ + , ∙ ℎ +   （1） 
Indicatrix境界曲線： , = , ∙ ℎ + , ∙ ℎ + , ∙ ℎ +     （2） 

 

 

 

 
 

 

3.2 壁面日射量の比較 

 境界線により推定した Gradation 関数，
Indicatrix 関数のグループから決定した天空タイ
プより，東西南北四方位の壁面日射量を求め，ス
カイスキャナにより測定された天空放射輝度分布
から求めた壁面日射量と比較して，既往の研究に
より開発された天空タイプ推定手法の妥当性を検
証する。推定タイプの壁面日射量の計算フローを
図 2に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図—2 推定タイプの壁面日射量の計算フロー 
 

 方位別日射量測定値が得られていないため，測
定した天空放射輝度分布から求めた壁面日射量を
精解値として，一様天空，近似タイプ，推定タイ
プの場合の壁面日射量にどのような傾向があるか
検討する。 
図 3に 2015年，2016年夏季の壁面日射量の比
較を示す。図3より，推定タイプの壁面日射量は，
各面で精解値と比べやや大きな日射量を計算する 
傾向があるが，精解値に近い壁面日射量を計算し 
 
 

 
 
 
 

 

Ⅰ-Ⅱ -0.0021 0.35 -10.84 170.93
Ⅱ-Ⅲ -0.0021 0.31 -4.87 99.05
Ⅲ-Ⅳ 0.0004 -0.11 17.62 -142.95
Ⅳ-Ⅴ -0.0012 0.07 14.11 -93.63
Ⅴ-Ⅵ -0.0028 0.24 9.64 -44.82

Gradation

1　2 0.0001 -0.02 0.82 -7.31
2　3 0.0009 -0.16 9.09 -82.30
3　4 0.0019 -0.32 17.05 -79.19
4　5 0.0030 -0.54 29.2 -67.36
5　6 -0.0021 0.16 1.82 355.83

Indicatrix

-
-
-
-
-

⽇射量（法線⾯直達⽇射量 ，⽔平⾯全天⽇射量 ）

CIE標準一般天空

Indicatrixグループの推定 Gradationグループの推定

天空タイプの決定

天空要素の相対放射輝度

天空要素の方位角・天頂角

修正⽴体角・⾼度・壁⾯に対する⾼度

傾斜⾯ ⽔平⾯

壁⾯⽇射量の天空⽇射成分

Ees Eed

Sky Type,Eed

表—2 境界曲線の係数
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図—3 各モデルによる壁面日射量の比較（夏季） 

ている。また，傾きが 1に近く， 値が大きいこ
とから，精解値と推定タイプとの相関は高いこと
がわかる。一様天空の壁面日射量は，各方位で精
解値と比べ小さな壁面日射量を計算する傾向があ
り，従来の一様天空では，精度よく壁面日射量を
計算することができないことが分かる。 
図 4に 2015年，2016年夏季の南面における近
似タイプと推定タイプによる壁面日射量の比較を
示す。図 4より，推定タイプと近似タイプとの差
は 5%程度であることがわかる。 
図 5 に各天空タイプの%RMSE，%MBE を示
す。推定タイプは近似タイプほど，%RMSEは小
さくはないが，一様天空と比べ%RMSEは小さい。
放射輝度分布が一般的に測定されていないことを
考えると，推定タイプを用いて壁面日射量を計算
することは有効であると判断できる。 

 表 3に京都観測データと秋田観測データを用い
て計算した壁面日射量の近似線傾きと 値の比
較，京都観測データと秋田観測データ推定タイプ 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図—4 近似・推定タイプの壁面日射量の比較 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図—5 各タイプの%RMSE，%MBE 
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表—3 壁面日射量の近似線傾き・ 値の比較 
秋田・京都の推定タイプ近似線傾きの誤差 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の近似線傾きの誤差について示す。全方位で一般
天空より，推定タイプの方が，傾きが 1 に近く，
値が大きくなる傾向がある。京都観測データと

秋田観測データの推定タイプの近似線傾きの誤差
は南面で 3.7％と小さく，似たような傾向を示す
ことが分かる。他地域データでも京都観測データ
を用いて開発された壁面日射量計算法は適用可能
であると考える。 
 

4.  まとめ 

秋田県立大学において観測した天空放射輝度分
布データを用いて，京都観測データにより開発・
提案された CIE 標準一般天空の天空タイプ推定
手法を検証した。 
秋田観測データを用いて，壁面日射量を計算した
ところ，推定タイプは近似タイプに次いで，精解
値に近い壁面日射量を計算することがわかった。
既往の研究で開発された壁面日射量計算法は，他
地域データでも有効であると判断した。 
 

注 釈 

       %RMSE = 1
標本数

(推定値―観測値
観測値

) × 100 

%MBE = 1
標本数

(推定値―観測値
観測値

) × 100 

 

記 号 表 , , , , , , ：Gradation 境界曲線の係数［-］ 

, , , , , ,  ：Indicatrix境界曲線の係数［-］ 
 : Gradation境界曲線による水平面全天日射量
［W/㎡］ 

 : Indicatrix境界曲線による法線面直達日射量
［W/㎡］ ℎ：太陽高度［°］ 
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溶液除湿型冷却システムの提案に関する研究 

○兪帥，許雷（東北工業大学），裴清清（広州大学） 

Proposal of Solution Dehumidification Type Cooling System  

Yu Shuai, Xu Lei（Tohoku Institute of Technology）, 

Pei Qingqing (Guangzhou University) 

 

キーワード：高温多湿，溶液, 除湿冷却，へちま，実用化 

 

1. はじめに 

1.1 研究の背景 

近年、空調のエネルギー消費量は増加傾向にあ

り、特に高温多湿な環境においては、冷房用エネ

ルギー消費量が大きくなっている。高温多湿な環

境における省エネ型除湿冷却空調システムの開発

は必要であると考える。 

従来に湿り空気を高濃度のリチウム化合物、    

塩化カルシウム溶液等の吸収液に接触させること

で空気の水蒸気を除去するという方法があり、シ

ステムの構成を図-1に示す。従来の溶液除湿シス

テムでは、外気を高濃度溶液と直接接触させ、充

填材にて除湿した空気がそのままに室内に送られ

る。その場合、送風空気の中に除湿溶液が含まれ

るため、室内の人の健康に悪い影響を与えること

が懸念される。 

 そこで、本研究では除湿される空気を室内に送

ることを避け、高温多湿な場所において塩化カル

シウム除湿溶液を用い、外気より相対湿度が低い

空気を作ることを目的とする。冷凍機を使わずに

フリークーリングを利用し、冷水を製造する溶液

除湿型冷却システムを提案する。 

 

図-1 従来の溶液除湿システム 1） 

2. 新しい溶液除湿システムの提案 

2.1 溶液除湿型冷却システムの概要 

 図-1に示す従来の溶液除湿システムでは、除湿

後の空気は直接に室内に送られる。図-2より除湿

された空気が充填材を通過し、排風機によって強

制的に室外に排出されるシステムを提案し、溶液

を含む空気が部屋に送られることを避けることが

期待できる。 

 新しい溶液除湿システムの仕組みは、（1）「溶液

システム」2）、（2）「空気システム」、（3）「冷水シ

ステム」より構成される。図-2より、溶液システ

ムでは、高濃度溶液がポンプを用いてへちまに送

られ、へちまによって外部からの空気と接触させ、

空気を除湿する。除湿の過程を経ることで溶液の

濃度は低くなり、下の溶液へ落ちる。 

高濃度溶液（Cacl2）

排風（室外へ）

排風機

低濃度溶液

散水スプレー

外気

へちま

充てん材

除湿冷却器 冷水容器
 

図-2 溶液除湿型冷却システムの系統図 

 

空気システムでは、外部の空気がへちまを通じ、

除湿後に除湿冷却器の充填材へ入り、散水スプレ

ーからの散水と十分に接触した後、排風機にて室

外へ排出される。 

B-14
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冷水システムでは、散水スプレーからの散水が

充填材を通じて、蒸発後に除湿冷却器底部の冷水

容器に入り、ポンプにて外部の冷水容器へ送る。

よって冷水容器の冷水は冷房用冷水として利用さ

れると考えられる。 

 

2.2 新しい溶液吸着材 

実験を行う前に、へちまの溶液吸着性能を確認

する。 

 へちまの特徴として、内部に空洞があり、外部

には多孔質繊維を備えていることがあげられる。

空気は繊維のすき間を通過しやすい。図-3に示す

ように、へちまの中空部に溶液を吸収できる材料

を入れた場合、これらを組み合わせることでへち

まが溶液吸着材として機能させられると考える。

へちま自体の溶液吸収力が小さいが、コットン球

を用いて、溶液を吸収し、へちまの空洞に充填す

る。 

 
図-3 除湿へちま 

 

3. 実験概要 

3.1 実験時間と場所 

 2016年 7月から 12月の期間に東北工業大学八

木山キャンパス工学部の循環技術研究施設館の実

験室にて溶液除湿冷却実験を行った。 

 冬季にヒータ（強 1200W、弱 600W）1 台と加湿

器（定格消費電力 74W）2台を用いて高温多湿な環

境を作り、人工的な高温多湿な環境を再現した実

験室にて実験を行った。 

 

3.2 実験装置 

 提案した除湿溶液システムにおける溶液再生器、

除湿冷却器、散水スプレー、冷水容器、データロ

ガー等の装置を写真-1に示す。なお溶液再生器は

鉄製容器で塩化カルシウム溶液を盛り、ガスコン

ロで溶液を加熱したものを指す。中心部分の除湿

冷却器（写真-2）はへちま、扇風機、プラスチッ

ク製容器より構成されている。 

  

写真-1 実験装置 

 

    

写真-2 除湿冷却器 

 

4. 溶液除湿システムの実験結果及び分析 

前述の実験環境下における、2016年 11月 29日

～30日の実測データに基づき結果を分析する。 

 

4.1 周囲空気の状態変化 

図-4より、除湿中の空気である除湿前 1、除湿

後 2と蒸発後 3の三つの状態がある。周囲空気は

1のところからへちまを経ることで、2の状態にな

る。この時空気の温度が上昇し、絶対湿度と露点

温度が下がる。除湿後は空気が充填材を通じ、上

部の扇風機の出口に出ることで、3の状態となる。

2から 3への移行中に、空気の乾球温度は下がり、

絶対湿度と露点温度が上がる。 
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図-4 空気状態の変化 

4.2 溶液除湿システムの除湿効果 

今回の実験は高温多湿な環境における小型溶液

除湿システムの除湿性能と冷却能力の確認を目的

としている。図-5より、夜 21時から 2時半まで

の約 5時間半の実験中は除湿前の空気の温度は 29

～32℃に変化する。この時除湿後空気の温度は急

速に下がり、次第に急上昇している。原因として

は除湿開始時刻に温度の高い空気と温度の低い溶

液が接触し、空気の温度がすぐに下がることがと

考えられる。 

時間が経つにつれて、溶液温度が高くなり、こ

れによって除湿後空気の温度も高くなる。実験開

始時刻での絶対湿度の差が最も大きく、およそ

3.9ｘ10（-3）kg/kg（DA）である。除湿の長い時間

には、両方の差は約 8ｘ10（-4）kg/kg（DA）である。

加えて 4.95L溶液の連続除湿時間がおよそ 5時間

ということを分かる。 
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4.3 溶液除湿システムの冷却効果 

図-6より、溶液除湿及び蒸発の効果を両方利用

することで、散水の温度は 27.2℃から 25.4℃まで

下がった。よって小型溶液除湿システムの冷却効

果は 1.8℃である。 
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温
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図-6 水温の変化 

式（1）より、溶液除湿システムの冷却量を求め

る。 

(1) 

ここで 

Q：冷水冷却量，「W」 

Cp：水の比熱容量，「 J/(kg・ k)」，ここでは

4200J/(kg・k)を用いる 

ρ:水の密度，「kg/m3」, ここでは 1000kg/m3を用

いる 

V：冷水流量，「ml/s」 

ｔ1：夏季冷房設定温度，「℃」，ここでは 28℃を

用いる 

ｔ2：冷水温度，「℃」 

冷却量計算式により、この小型溶液除湿システ

ムの冷却量は約 143Wである。 

4.4 溶液再生器 

図-7に溶液再生の方法を示す。温度 35.8℃、質

量濃度 32.3％の低濃度溶液がポンプを用いて溶

液再生器に送られ、ガスで再生器を加熱すること

で、溶液の水分が蒸発される。この時溶液の温度、

濃度が高くなり、もう一度冷却水で溶液の冷却を

行って、温度 25.7℃、濃度 35％の溶液を作る。溶

液再生の際は、銅管に冷却水を通し、溶液を冷却

する。なお銅管の長さは約 6ｍ、熱伝導率 401W/

（ｍ・ｋ）である。 
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銅管

再生器

高濃度溶液
25.7℃ 35％

4.95L

 

図-7 溶液再生器 

 

 図-8に溶液濃度と再生温度の関係を示す。実線

は溶液の温度を表し、点線が溶液の濃度を表す。

ガスによって 20℃の溶液を加熱し、溶液が 35℃に

なった時点で、加熱を停止する。その後、溶液の

温度が段階的に下がり、それに伴って溶液の濃度

が上昇する。溶液温度が 20℃以降になった時点よ

り、溶液の濃度は変わらないことが分かる。 
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図-8 溶液濃度と再生温度の関係 

 

5． 溶液除湿システム実用化の可能性 

溶液除湿システムの冷却量は 143.2Wであり、約

2ｍ2の住宅の冷房用冷水を提供できると考える。

今回の実験は小型溶液除湿型冷却システムを用い

たことで、冷却・除湿能力を分析した。 

実用化に向けてシステムを拡大する必要はある

が、システムの扇風機のパワーとへちまの面積を

大きくして、システムを大型化させることで、も

っと大きい空間への対応も可能と考える。 

本研究では、2 枚のへちまのみ利用していない

ため、例として除湿冷却器の周囲に全部にへちま

タワシを備え、かつ冷却除湿器を 0.275ｍ（直径）

×0.315ｍ（高さ）から 2 倍に拡大した場合、24

ｍ2 の住宅冷房用冷水が提供可能であると予想す

る。 

 

6．結論 

従来の溶液除湿システムは溶液を含む空気を部

屋に送り、人体に悪い影響を与える懸念があるこ

とから、本研究では、高温多湿の場合における空

調エネルギー消費量削減を目的として、新しい溶

液除湿型冷却システムを提案した。 

また提案の溶液除湿システムを対象として、実

測を行う。提案したシステムにおける冷却量、除

湿能力、溶液の再生能力等を確認した。主な分析

結果を以下に示す。 

 

①実験より、高温多湿な環境下での小型溶液除湿

型冷却システムの冷却量は 143.2Wである。 

②実験より、散水温度は 27.2℃から 25.4℃に下が

る。また蒸発効果によって、散水温度は 0.9℃

下がる。加えて溶液除湿および蒸発により、散

水温度は 1.8℃下がる。よって、溶液除湿効果

より、散水の温度は更に 0.9℃下がった。 

③4.95L の溶液での連続除湿時間は約 5 時間であ

る。 

④上記のデータを基に、小型溶液除湿型冷却シス

テムを大型化させることでより大きい空間への

対応も可能である。 

 

提案した溶液除湿型冷却システムを実用化する

にあたってはまだ多くの課題が残っており、今後

の課題としてこれらについてのより詳細な研究が

必要と考える。 
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ゼオライト/水系を用いた一体型吸着蓄熱槽の性能試験 

○佐々木 賢知（三機工業），福森 幹太（三機工業） 

Evaluation on Heat Storage Performance of Integrated Adsorption Thermal Storage Tank 

using Zeolite/water pair  

Masanori Sasaki(Sanki Engineering Co., Ltd.) Kanta Fukumori(Sanki Engineering Co., Ltd.) 

キーワード：吸着，蓄熱，ゼオライト，ヒートポンプ 

    

はじめに 

現在、省 CO2 社会の実現が求められている。通常

は大気に開放される低温度の排熱を貯蔵し供給・利

用する「熱の高度利用」は化石エネルギーの代替とし

て利用することで，一次エネルギーの消費量を削減

する効果が大きい。 

これら低温排熱利用の分野において，既報 1)では

潜熱蓄熱材を採用した蓄熱システムの試験・導入を

実施し，定置式・輸送式を含めて実績を重ねている。 

しかし，この技術分野では 100℃域において

1GJ/m3 が蓄熱密度のひとつの目標 2)として示されて

おり，蓄熱量の高蓄熱密度化が特に課題であるとさ

れている。吸着蓄熱システムを用いることにより，蓄熱

密度を高密度化し，この目標に近づくことが可能であ

る。さらに化学蓄熱・吸着蓄熱は蓄熱速度と放熱速

度に優位である。例えばこれまで前述の潜熱蓄熱シ

ステムでは一日最大 3 回が蓄熱・放熱回数の限界で

あったものが，本システムでは最大 4 回の蓄放熱が

可能である。装置単体では吸着蓄熱システムの方が

高コストであるものの，相対的に蓄熱量と熱出力が大

きく，導入効果を大とすることで，投資回収では有利

となる。また，本報では熱媒を熱媒油から温水・高温

水に変更した。熱媒油を使用しないことにより，法的

制約が緩和され，伝熱性能も向上している。 

本報では蓄熱材規模 1,500kgの吸着蓄熱システム

を，熱媒に温水･高温水を採用し，蒸発･凝縮槽と蓄

熱槽を一体的として製作した。この吸着蓄熱システム

の放熱性能を実験的に確認し報告する。 

１．試験概要 

 吸着蓄熱システムの運転概要を図-１に示す。

本システムは密閉型の吸着蓄熱システムであり，吸

着材を充填する反応部と蒸発・凝縮熱交換器を設置

する蒸発凝縮部から構成し，両槽を隔壁･真空用バ

タフライ弁により隔絶している。また，両槽は真空ポン

プによりあらかじめ空気を脱しており，システムを動作

する水蒸気の移動のためのドライビングフォースは反

応部と蒸発凝縮部の圧力差である。既報との構造的

違いは吸着材を充填する反応部と，蒸発凝縮部，貯

水部を一体的構造とした点であり，大口径となる真空

配管を減らすことが可能となった。 

図-１上に吸着過程の動作を示す。この過程は実

システムの運転時には熱を供給する過程である。図

左の反応部に予め脱水した吸着材を充填した状態

から説明を始めるが，吸着過程の前で，吸着材の温

度が低い運転開始前は数Pa程度の真空に近い状態

となる。運転開始時に，両槽間の真空バタフライ弁を

開放する。同時に貯水部の水を蒸発凝縮部の熱交

換器により間接的に加熱し水を蒸発する。水蒸気は

圧力差により反応部へ移動し，吸着材に吸着する。

吸着材は吸着反応により発熱し，熱交換器により間

接的に温熱を取り出す。この温水を熱利用側へ供給

し，利用する。また，このとき蒸発凝縮部内の熱交換

器表面では水が蒸発し，熱を吸収する。蒸発凝縮部

からは同時に冷熱を供給することとなる。 

 次に図-１下に示す脱水過程は，実システム運転

時には蓄熱運転に相当する。反応部の吸着材を間

接的に加熱することで吸着材の水分が脱離する。水

図-１ 吸着蓄熱システム運転概要 
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③ 
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蒸気の発生し，反応部の圧力が上昇する。蒸発凝縮

部より高い圧力となった時点で真空バタフライ弁を開

放し，反応部の水蒸気が相対的に低圧である蒸発凝

縮部に移動する。蒸発凝縮用熱交換器を間接的に

冷却することにより，水蒸気を凝縮し低圧を維持，反

応槽部で吸着材の脱水を継続する。この際，熱の入

出としては，反応部では吸熱し 150℃の熱を受け入

れており，水槽側では水蒸気を凝縮，発熱するため

熱交換器により間接的に冷却している。 

２．吸着材 

本報告で採用した吸着材（ゼオライト 13X）の

吸着・脱離性能について図-２に示す。図は，試料

雰囲気の水蒸気圧を調整可能な示差走査熱量測定

装置（TG-DTA）により測定した結果である。窒

素と水蒸気の混合ガス流通雰囲気下で，水蒸気分

圧 1.2kPa･2.3kPa･4.3kPa（10･20･30℃飽和水蒸

気圧相当）一定条件で材料温度を変化した際の吸

着量[kg/kg]（吸着水質量÷吸着材質量（乾燥状

態））を示す。測定は試料温度 200℃，窒素流通雰

囲気で乾燥した状態を基準とし，その後水蒸気分

圧を調整すると同時に材料 40℃に冷却し，吸着す

る。その後，材料温度を段階的に上昇し，各温度

で 30 分の定常時間を設定し吸着量を測定してお

り，脱離側の測定結果である。 

図よりこの材料は，水蒸気分圧 1.2kPa（10℃

飽和水蒸気雰囲気）に暴露する条件下で，吸着材

温度50℃で吸着すると0.18kg/kgの水分量を吸着

し，水蒸気分圧一定のまま吸着材温度 150℃に加

熱すると，水分を 0.15kg/kg 脱離する。さらに，

本報告で採用したゼオライトは単位水分量あたりの

吸着熱が 3,600kJ/kg（64kJ/mol(H2O)3)）であり，他

のシリカゲル・活性炭等の吸着熱（水の蒸発熱

2,500kJ/kg 程度）と比較し大である。特に温熱の供

給に適した材料である。 

３．試験装置 

 図-３に熱源システムの概要を示す。図-４に吸

着蓄熱槽の概要を示す。試験システムは，反応槽，

温熱源系，冷熱源系から構成している。冷熱源系

は放熱時にはダミー冷房負荷として動作し，蓄熱

時には蒸発凝縮部から発生する凝縮熱の冷却熱源

として動作する。温熱源系は，高温水系と温水系

から構成しており，放熱時にはダミー暖房負荷と

して反応部から発生する温熱を冷却し，蓄熱時に

は反応部を 150℃で加熱するための温熱源として

動作する。冷熱源系には流量測定系と温度測定系

を設置している。温熱源系には，流量測定系と温

度測定系，圧力測定系を設置しており，それぞれ

測定機はデータロガーに接続し，常時試験データ

を記録している。 

吸着蓄熱槽は内部で蒸発凝縮部と反応部に，隔

壁及びバタフライ弁により分離している。蒸発凝

縮部は，熱交換器・散水管・貯水部・散水ポンプ・

真空圧力計・水位計・流量計により構成している。

反応部は内部に 1,507kg（乾燥重量）の吸着材を

内蔵し，この吸着材を加熱・冷却し，水蒸気を吸

着材に吸着・脱着するための伝熱管・伝熱フィン・

蒸気分散管・真空圧力計により構成している。反

応部の有効長は 2.4mである。 

 基本的な試験方法を蓄熱（脱着）運転から示す。 

事前に吸着蓄熱槽を真空引きし，不凝縮性ガス

を槽から排出する。貯水部と吸着材が吸着蓄熱槽

内にあるため，真空引きの下限圧力は貯水温度の

飽和水蒸気圧もしくは，吸着材の吸着量と温度で

決定する吸着材の水蒸気圧の高い側の水蒸気圧力

まで減圧する。真空引き後，蒸発凝縮部と反応部

を連結するバタフライ弁は閉止する。この真空引

きは常時運転するのではなく，1日 1回の蓄熱･放

熱運転を行なう場合であれば，蓄熱側で 1分程度

の真空引きのみで十分な真空性を保持する真空槽

である。 

①高温水・冷水の循環を開始し，高温水ボイラ・

冷熱源を運転する。 

②高温水の温度上昇と共に反応部圧力が上昇する。 

③反応部圧力が蒸発凝縮部圧力より高圧となった

時点でバタフライ弁を開放する。反応部から水蒸

気が蒸発凝縮部へ移動し冷却･凝縮する。 

④吸着材からの水の脱離と共に反応部圧力が徐々図-２ 吸着等圧線（ゼオライト 13X） 

0.15kg/kg 

0.18 

0.03 
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図-３ 試験熱源システム概要 

吸着蓄熱槽 冷熱源系 温熱源系

温度測定
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冷水系

真空系
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温水槽より温水槽へ

に低下する。反応部圧力が蒸発凝縮部の圧力と同

程度となった時点でバタフライ弁を閉止し，蓄熱

を終了，ボイラと冷熱源を停止する。 

⑤放熱運転を開始する。放熱運転では高温水側を

冷却水により冷却する。反応部圧力が蒸発凝縮部

の圧力よりも低圧となった時点で，散水ポンプを

運転，同時にバタフライ弁を開放する。水蒸気が

蒸発凝縮部から反応部へ移動し，吸着・発熱する。

蒸発凝縮部の冷水入口をヒートポンプにより一定

温度とする。 

⑥温熱出力が低下（概ね 30kW 以下）した時点で

吸着完了を判断し，真空バルブを閉止・散水ポン

プを停止し，吸着試験を終了する。 

本報告で用いる記号を以下に整理する。 

Qh ：積算温熱量（MJ）Qc ：積算冷熱量（MJ） 

qh ：温熱出力（kW）  qc ：冷熱出力（kW） 

Ma：吸着材充填質量〈乾燥状態〉(kg）=1,507kg 

Mw：水量変化･吸着水量（kg） 

添え字 

a：吸着材，w：水，h：温水･温熱，c：冷水･冷熱 

４．試験結果と考察 

 150℃の高温水により蓄熱を完了した直後の放

熱試験時の測定結果を図-５～７に示す。本報では

放熱試験について説明する。蓄熱に要する時間は

3.1 時間である。この試験では，温水と冷水の流

量を一定とし，かつ温水入口温度 50℃･冷水入口

温度 12℃一定とした試験である。試験開始直後に

最大約 120kW の温熱出力が得られ，その後熱出

力が一定的に低下していることが確認される。こ

の時間は蓄熱材からの顕熱のみを放熱しており，

水蒸気の吸着を開始する前の放熱段階である。試

験開始 0.7時間に反応槽出口温水温度が60℃を下

回ったことを確認し，散水ポンプを運転，同時に

バタフライ弁を徐々に開放している。バタフライ

弁の開放により，蒸発凝縮部の圧力が反応部の圧

力により低下し，蒸発凝縮部の熱交換器内を流れ

る冷水(12℃)により散水が間接的に加熱され蒸

気が発生，圧力差により反応槽へ移動し，吸着材

に吸着する。このタイミングで温熱出力の上昇と，

冷熱出力の上昇が確認される。その後，徐々に温

熱と冷熱出力は低下する。試験開始後 2.7 時間経

過時に温熱出力が30kWを下回ったことを確認し，

①真空圧力計  ②流量計 ③散水器 ④蒸発凝縮熱交換器 ⑤貯水部 ⑥水位計 ⑦散水ポンプ ⑧バタフライ弁

⑨蒸気分散管 ⑩伝熱管 ⑪吸着材 ⑫伝熱フィン

高温水入

図-４ 吸着蓄熱槽概要 

④ 

真空引き 

冷水入

冷水出

高温水出

⑦

⑤⑥

① ① ①

2400

②

③
⑧

⑨ ⑩

反応部蒸発凝縮

部 ⑪
F

⑫
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散水を停止･バタフライ弁を閉止，試験を終了して

いる。この時点までの積算温熱が 0.78GJ，積算

冷熱が 0.26GJ，貯水部の水量変化は 152kg であ

り同水量が吸着材に吸着している。表１に理論蓄

熱量および，温熱量･冷熱量･反応率･吸着水量の計

画値と試験値を整理する。理論蓄熱量は 1.1GJ，計

画温熱量は0.94GJであり，反応率は86%であった。

試験結果は 0.78GJであり，反応率は 71%である。こ

の反応率が計画より低い原因は，吸着材に対して，

熱交換用フィンが到達していない部分があり，この不

易部分の影響が大きい。大規模化の際には蓄熱部

の径を大とするため，この寸法効果もあり，フィンの到

達率が大となり反応率も拡大する。 

冷熱量は吸着水量試験結果（152kg）と蒸発潜熱

（2,500kJ/kg）から考えると，約 380MJが試験結果と

して得られるべき冷熱量であり，これと比較し 32%低

い試験結果である。この冷熱量が低い要因は，貯水

部から低温の水を取り出し，散水ポンプを介して蒸発

凝縮器の上部から散水する系のポンプ動力と貫流熱

負荷が主な要因であると考えられる。既報４）の散水を

行なわず，水を槽外に取り出す配管も無い試験結果

では約 5%の熱量の誤差であった。散水ポンプは真

空下の水を取り出す必要から，リークのごく小さいポ

ンプを使用したため，ポンプ効率が低いこと，蒸発熱

交換器での蒸発を安定化するため，実際の蒸発量の

数倍の水量を循環しており，ポンプ動力を過大に消

費している結果である。実証試験の際には，この散水

ポンプは再検討が必要である。 

蓄熱時間と放熱時間の計画値は 2.5時間に対し，

蓄熱時間・放熱時間の試験値は 3.1時間・2.7時間

であり，計画より長時間を要している。この長時間化

の要因も不易部分によるものと考えられる。 

表１ 熱量･水量･蓄熱放熱時間整理 
 計画値 試験結果 

理論温蓄熱量（GJ） 1.1 

温熱量（GJ） 0.94 0.78 

冷熱量(GJ) 0.57 0.26 

反応率（%） 86 71 

吸着水量（kg） 185 152 

蓄熱時間/放熱時間（h） 2.5/2.5 3.1/2.7 

５．まとめ 

ゼオライト-水系を採用し，吸着材質量規模 1500kg，

高温水熱媒とし，かつ蓄熱槽と蒸発槽を一体的とし

た吸着蓄熱槽において蓄放熱の試験を実施し以下

の結果を得た。 

・本試験条件における積算温熱量は 0.78GJ，積算冷

熱量は 0.26GJ であり，反応率が 71%，蓄熱時間・放

熱時間が 3.1時間と 2.7時間である。 

・反応率が計画値より小さかった点，蓄熱・放熱時間

がそれぞれ長時間を要した点が課題である。 
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図-５ 温熱･冷熱出力 

図-６ 温熱･冷熱積算熱量 

図-７ 温水･冷水･散水流量 
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中空糸膜式湿式デシカント空調における除湿液の状態による膜の透湿性能に関する研究 

○會田 良介（東北大学），小林光（東北大学），弥富飛鳥（東北大学），村越綾（東北大学） 

Study on the change of the membrane's vapor permeability in the liquid desiccant 

air-conditioning system using hollow fiber membrane 

Aita Ryosuke (Tohoku University), Kobayashi Hikaru(Tohoku University),  

Iyatomi Asuka(Tohoku University), Murakoshi Ryo(Tohoku University) 

 

キーワード：デシカント空調，湿式除湿，中空糸膜 

 

はじめに 

 建築空調分野の省エネルギー化の取組みの一つ

として、デシカント空調が導入されるようになっ

た。デシカント空調は冷却除湿で必要な低温の熱

源が不要であるとともに、再生熱源には排熱や太

陽熱の利用が可能であるといったエネルギー面で

のメリットがある一方で、一般的なロータ式デシ

カント空調機は装置サイズの大きさや除湿・再生

部間が隣接することに起因する熱損失など、改善

が望まれる課題も少なくない。このような課題を

解決すべく森谷らは透湿性の中空糸膜を用いた密

閉回路にデシカント液を流し、処理空気の除湿を

する空調システムによって、最終的には除湿・再

生を分離したマルチ型のシステム構築を目指した

検討を行った 1)。図 1に使用した中空糸膜を、図

2 に中空糸膜による除湿の概要図を示す。同研究

により中空糸膜を使った調湿膜ユニットの除湿・

再生能力及びデシカント液の調整による除湿容量

制御の可能性が確認されたが、デシカント液の温

度や濃度による中空糸膜の水分移動に関する特性

は未だ十分には明らかになっていない。そこで、

本報ではデシカント液の状態による中空糸膜の透

湿性能変化を明らかにするための実験、及びその

性能変化を反映させたシミュレーションについて

報告する。 

 

1. 新たな調湿膜ユニットの製作 

 図 3に本研究で新たに製作した調湿膜ユニット

を、表 1にその寸法等を示す。ユニットは中空糸

膜を 240本(40本×6式)使用し、初期のユニット

(40本)に比べ、中空糸膜の充填率を大きくするこ

とで、バイパスファクタを小さくし、除湿及び再

生能力を確保している。ユニット内での処理空気

の温湿度変化を計測することを目的として新たな 

 

 
 図 1 今回使用   図 2 中空糸膜における 

 した中空糸膜   水分透過の概要図 

 

 

図 3 新たに製作した調湿膜ユニット 

 

表 1 新ユニットの細部寸法 

 

実験用ユニットを構成した(以降、新ユニットと称

する)。新ユニットでは空気の流路方向に中空糸膜

を 6層に分け、80mmの間隔を設けることで温湿

度センサーの入る隙間を確保した。また、6 層に

分けた中空糸膜の液側条件を等しくするために各

系統にバルブを設け、液流量を均一に調整した。 

B-16
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2. 新ユニットを用いた実験 

2.1 実験概要 

 図 4に実験システムを示す。本実験では新ユニ

ットを用いてデシカント液の 3 つのパラメータ

(液濃度・液流量・液温度)が膜の透湿性能、即ち

物質移動係数に与える影響を明らかにする。デシ

カント液には塩化リチウム水溶液を用いた。 

 表 2に実験条件を示す。CASE A~Cはそれぞれ

液濃度、液流量、液温度を変化させたケースであ

り、それ以外の条件となる風量は約 160m3/h、処

理空気の温湿度は関東の夏季の外気を想定して約

33℃/60%で一定とした。 

2.2 実験結果・考察 

 測定ケースごとに、膜の透湿性能を意味する物

質移動係数𝑘𝑡𝑜𝑡をデシカント液と処理空気の絶対

湿度差他から式(1)のように求め、デシカント液の

3 つのパラメータが膜の透湿性能に与える影響を

考察する。 

𝑘𝑡𝑜𝑡 = 𝜔𝑒𝑣/{(𝜔𝑠𝑖𝑛 −𝜔𝑎𝑖𝑛) × 𝐴𝑚𝑒𝑚 × 𝜌𝑎}…式(1) 
 𝑘𝑡𝑜𝑡：総合的な物質移動係数[m/s] 
 𝜔𝑒𝑣：水の透過量[g/s] 
 𝜔𝑠𝑖𝑛：デシカント液の平衡絶対湿度[g/kg'] 
 ω𝑎𝑖𝑛：空気の絶対湿度[g/kg'] 
 𝐴𝑚𝑒𝑚：中空糸膜の表面積[m2] 
 𝜌𝑎：空気の密度[kg/m3] 

 図 5~10に 3つのパラメータ(液濃度・液流量・

液温度)に対する水の透過量及び物質移動係数を

示す。CASE Aの実験結果より液濃度を大きくす

るほど水の透過量は大きくなるが、物質移動係数

は小さくなり、水分は膜を透過しにくくなること

が分かる(図 5,6)。これはデシカント液の濃度が大

きくなり、駆動力であるデシカント液の平衡絶対

湿度が大きくなる一方で、溶液の粘性が大きくな

り水分透過の抵抗が大きくなるためだと考えられ

る。CASE Bの実験結果では液流量を大きくする

ほど水の透過量、物質移動係数ともに大きくなる

(図 7,8)。これは液流量が大きいほど水分移動が促

進されるためだと考えられる。また CASE Cの実

験結果では、液温が除湿・再生の平衡状態から離

れるほど水の透過量、物質移動係数は大きくなる

(図 9,10)。即ち除湿・再生が平衡する条件から液

温が低くなれば、水分は除湿方向に膜を透過しや

すくなり、高くなれば再生方向に再生方向に透過

しやすくなる。 

 以上から、デシカント液のパラメータ全てが膜

の物質移動係数𝑘𝑡𝑜𝑡に影響すると考えられる。 

 
図 4 実験システム 

 

表 2 実験条件 

 

 

 

 

 

 

図 5 液濃度と     図 6 液濃度と 
 水の透過量      物質移動係数 

図 7 液流量と     図 8 液流量と 
 水の透過量      物質移動係数 

図 9 液温度と     図 10 液温度と 
 水の透過量      物質移動係数 
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3. シミュレーションによる検証 

3.1 シミュレーションの概要 

 調湿膜ユニットを空調用のユニットとして実用

化するために出口空気の温湿度を制御することが

求められる。そのためには物理条件として調湿膜

ユニット内で熱や物質がどのように移動している

かを検討するための熱・物質移動のシミュレーシ

ョンモデルの構築が必要である。 

 本研究において扱うシミュレーションモデル内

では調湿膜ユニット内の中空糸膜を細分化し、そ

のそれぞれの微小部分において、デシカント液と

処理空気との熱及び物質のやりとりを定常状態・

完全拡散を仮定して導いている。具体的には図 11

のようにモデル化し、x 軸方向に細分化したそれ

ぞれの微小部分での拡散による熱・物質移動量を

求めている。 

3.2 従来のシミュレーションでの物質移動係数 

 一連の研究におけるシミュレーションでは物質

移動係数𝑘𝑡𝑜𝑡を膜の拡散𝐷𝑣𝑚と気液の界面の物質

移動係数𝑘𝑖𝑛,𝑘𝑜𝑢𝑡を統合し、式(2)のように算出し

ている 2)。 

1

𝑘𝑡𝑜𝑡
=

1

𝑘𝑖𝑛
×

𝑑𝑜𝑢𝑡

𝑑𝑖𝑛
+

𝛿

𝐷𝑣𝑚
×

𝑑𝑜𝑢𝑡

�̅�
+

1

𝑘𝑜𝑢𝑡
 …式(2) 

    𝑘𝑖𝑛,𝑘𝑜𝑢𝑡：液側及び空気側の界面物質移動係数[m/s] 
       𝑑𝑖𝑛,𝑑𝑜𝑢𝑡,�̅�：中空糸膜の内径、外径、内外径の平均[m] 
       δ：中空糸膜の厚み[m] 
       𝐷𝑣𝑚：中空糸膜の有効水分拡散率[m2/s] 

  

 ここで中空糸膜のデシカント液及び空気との界

面における界面物質移動係数についてはレイノル

ズ数、シュミット数、シャーウッド数、プラント

ル数、ヌルセット数を用いることで間接的に算出

している。また、中空糸膜の拡散係数𝐷𝑣𝑚にはデ

シカント液の状態と独立した一定値を用いている。 

 図12~14にデシカント液の3つのパラメータ(液

濃度・液流量・液温度)に対する式(1)による物質

移動係数の実験値、及び式(2)によるこれまでのシ

ミュレーションにおける物質移動係数を示す。こ

れらのグラフから全てのケースで従来のシミュレ

ーションにおける物質移動係数の方が実験値から

算出したものより大きく、従来のシミュレーショ

ンは水分の透過を過大に評価していることが分か

る。また、図 14では両者の傾向が大きく異なり、

膜の拡散係数𝐷𝑣𝑚に温度依存性が大きいことが推

測され、今後𝑘𝑖𝑛,𝑘𝑜𝑢𝑡,𝐷𝑣𝑚に分解した分析が期待

される結果となった。 

 

図 11 調湿膜ユニットのモデル化 

 

図 12 液濃度に対する物質移動係数 

 

図 13 液流量に対する物質移動係数 

 

図 14 液温度に対する物質移動係数 
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4.3 実験値から物質移動係数の定式化 

 以上の結果を踏まえながら本研究の目的である

システム検討に実用上有効なシミュレーションを

実現するために、実験から得られたデシカント液

の状態による膜の水分透過性能の変化を考慮し、

物質移動係数を式(3)のように定式化した。係数の

決定には重回帰分析を用いた。 

𝑘𝑡𝑜𝑡 = |𝑎1 ∙ 𝑋 + 𝑎2 ∙ 𝐹 + 𝑎3 ∙ 𝜃 + 𝑎4| …式(3) 

 X：濃度[%], F：流量[L/h], θ：液温[℃] 

i 1 2 3 4 

𝑎𝑖 -0.00071 0.00043 -0.0015 0.089 

 式(3)による𝑘𝑡𝑜𝑡をシミュレーションに導入し、

実験 CASE A~C のデータを用いてその精度を検

証した。 

4.4 シミュレーションの結果・考察 

 図 15~17に CASE A~Cにおける実測値と計算

値の出口絶対湿度の比較を示す。グラフから従来

のシミュレーションによる計算値より、膜の性能

変化を考慮した方が実測値に近く、精度が向上し

た。このことはデシカント液の条件の変化に対し 

て有効なシミュレーションが構築できたことを意

味する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. まとめ 

 新しい調湿膜ユニットによる実験でデシカント

液の状態が中空糸膜の透湿性能に与える影響を明

らかにした。また、その影響を考慮することで従

来より高精度なシミュレーションを行うことがで

きた。これにより除湿・再生を含むトータルなシ

ステムの詳細な検討が可能となる。 
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図 15 出口絶対湿度のシミュレーション結果(CASE A) 

図 16 出口絶対湿度のシミュレーション結果(CASE B) 

図 17 出口絶対湿度のシミュレーション結果(CASE C) 
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建築設備設計における BIM技術の応用 

―中国での利用現状 

○謝永杭（東北工業大学）， 許雷（東北工業大学），裴清清（広州大学） 

 

Application of BIM Technology in Equipment Design 

―The Status Quo of Application in China 

Xie Yonghang, Xu Lei(Tohoku Institute of Technology), Pei Qingqing (Guangzhou University) 

 

キーワード：BIM，設備設計，利用現状 

 

1.はじめに 

2002 年頃、オートデスク社は、中国に BIM

（Building Information Modeling）技術を紹介し

た１）。2011年 5月に中国建設部より 2011－2015

年建設業情報化発展要綱が頒布された。建築プロ

ジェクトにおける BIM 管理の実現を目指し、設

計や施工段階における BIM 技術の応用が段々増

えてきている２）。 

2013 年に中国工程建設標準化建築情報モデル

専門委員会（略称、中国 BIM基準委員会）が設立

され、BIM知識の普及、基準の策定及びコンサル

ティングなどの役割を果たしている。 

本論文では、中国広東省某設計研究院のインタ

ーシップの体験を踏まえ、建築設備設計における

BIM技術の応用現状を紹介していく。 

  

2. 設備設計の現状 

2.1建築設計の流れ 

建築プロジェクトは意匠設計を中心として進め

られている。一般的に、意匠設計者は AutoCAD

を利用して、２Dの図面を作成する。そして、構

造設計者、設備設計者に図面を渡して、それぞれ

の図面が作成される。 

2.2設備設計計算の流れ 

意匠設計からの２D図面に基づいて、設備設計

の前段階である設備計算などを行う。まずは、建

築外皮、レイアウトなどの情報を読み取る。そし

て、空調、給排水システムの負荷計算を行い、熱

源機器、給排水設備の容量を計算し、ダクト、配

管の抵抗を計算する。計算結果、設計者の経験に

より、AutoCAD を利用して、２D の設備設計図

面を作成する（図１）。 

この段階では、主に設計者の経験値や手計算に

より行われている。一般事務の空調負荷を 140～

175W/㎡、会議室の負荷を 175-290W/㎡として計

算することが多い。 

近年では、負荷計算、抵抗計算用専門ソフトが

多くなっている。例えば、HDY-SMAD の空調負

荷計算ソフト（上海華電信息技術会社）がある。

建築図面から壁、窓など外皮の面積情報、断熱性

能のデータなどを読み取り、在室者人数、照明、

設備機器の情報を設定することにより、時刻別の

空調負荷が計算できる。また、空調設備の容量を

設定できる。 

設備システムの計算、２D図面が完成後、BIM

設計（主に３D図面の設計）が行われる。 

3. 設備設計における BIMの応用 

図 2に示すように、２Dの設備設計図面（主に

dwgファイル）に基づいて、BIM技術を用いて、

設備図面の３D化、干渉チェックを行う。 

 

図１ 設備の設計計算 

意匠設計図面

負荷計算

抵抗計算

容量計算

設備設計図面

dwgファイル

空調、給排水

ダクト、配管

熱源、タンク

dwgファイル
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3.1図面の３D化 

2次元図面をインポートし、Revit MEPなどを

利用して、建物全体のモデル（壁、窓、床、屋根、

天井）を含め、空調設備・配管・ダクト、給排水・

消防設備、電気設備などを設計する。 

一部プロジェクトでは、RevitKM（北京 GLS 

BIMソフトウェア社）を利用して、dwgファイル

から迅速的に建築モデルの３D 化が実現できる。  

3.2干渉チェック 

Revit MEP の干渉チェックツールを利用する

ことにより、設備の配管、ダクトと梁、柱などの

干渉チェックが自動的に行われる。ただし、配管、

ダクトが多くなる箇所には、設計者が Revit MEP

など BIM ソフトウェアの自動断面機能を利用し

て、断面における配管、ダクト、梁などの高さ、

空間位置などが確認できる（図３）。 

干渉箇所が検出される場合、居室の天井高さを

確認しながら、配管などの設置高さを調整する。

干渉箇所の確認にはかなり手間がかかるのが現状

である。 

3.3図面の見える化 

２D の図面に比べ、建築空間、配管設備が３D

化されるため、各専門の配管、ダクト及びスリー

ブなどが非常に分かりやすくなっている（図４）。

廊下、隅角部、階段など分岐が多い箇所における

図面の見える化が簡単に実現されるため、専門家

ではなく、素人でも理解しやすくなっている。 

4まとめ 

インターシップの体験を踏まえて、中国の建築

設備設計における BIM の応用現状をまとめてき

た。近年、中国政府や行政の指導に基づいて、BIM

プロジェクトが増えている。設備設計者は意匠設

計者の２D図面を参照し、空調負荷、設備容量な

どを計算し、2次元の設備図面を作成する。 

また、BIMソフトウェア Revit MEPを利用し

て、設備図面の３D化を行い、断面確認、干渉チ

ェックなどに多く利用されている。図面の見える

化が簡単に実現されるため、専門家ではなく、素

人でも理解しやすくなっている。 

一方、設備設計の初期段階では、建築情報の再

入力、空調負荷、ダクト、配管などの抵抗計算に

はかなり多くの時間と労力が費やされている。設

備設計と意匠設計、構造設計の連携がやや遅れて

いると感じる。BIM技術の特徴はデータ連携であ

るため、設計の初期段階から、設備、意匠、構造

のデータ連携が重要であり、設計品質の向上、施

工管理の円滑化に寄与できると考えられる。 

参 考 文 献 
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図３ 断面の確認 

図４ 設備図面の見える化 

図２ 設備の BIM設計 

設備設計図面

図面の３D化

干渉チェック

図面の見える化

dwgファイル

RevitKM

ダクト、配管、
梁、柱

Revit MEP
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BIM技術を活用した学校の防災教育に関する研究 

〇相澤 拓弥,許 雷（東北工業大学） 

Study on Disaster Prevention Education in schools Using BIM Technology 

Aizawa Takumi,Xu Lei（Tohoku Institute of Technology） 

キーワード：防災教育,避難シミュレーション 

1. はじめに

 日本は、数年おきに大地震が起き建築物は大きな被

害を受けている。2011 年の東日本大震災では、最大

震度 7 を観測し日本の観測史上最大規模の地震であ

った。学校施設の被害は東日本の広範に渡り公立学校

では 6250校も柱や壁の崩壊、天井部材や照明器具の

落下等で物的被害を受けている 1)。学校では建物内で

被災した場合を想定し、防災教育の一部として避難訓

練を実施している。しかし、避難訓練は先生が生徒を

安全に誘導させるのが最優先であり、生徒が避難訓練

にマンネリ化を感じ始める。 

そこで、研究室で開発したソフトウェアである

VisualFDS+Evac で、避難シミュレーションを行い、

避難ルートの違いで避難時間にどのくらいの時間が

生じるかを検証し、smokeview で避難行動の可視化

を図り、防災教育に生かせるように研究する 2)。 

2. ヒアリング調査

本研究では、学校の防災教育の現状を知るために仙

台市の某高等学校を対象に防災教育の現状について

ヒアリング調査を行った。図-1は、1号館の西側階段

をさける避難経路である。西側階段を使えないことを

想定し、東側階段だけ使用して避難している。2つの

階段を使用しないで、避難しているので避難時間の遅

れ、避難者の滞留が予測される。緊急時には、正しい

避難経路を選択することにより自らの安全を確保し

なければいけない。

図-1 1号館避難経路 

3. モデルの作成及び設定条件

仙台市の某高等学校 1 号館のモデルを ArchiCAD

で作成した。例として 1階のみ図-2に表示している。

6階建ての建物であり、出口は 1階東側の昇降口とな

っている。表-1は、各教室の人数設定で、用途に合わ

せて各教室に人数を設定した。全人数は 430人である。

表-2が避難経路設定で、ヒアリング調査の結果避難経

路が 3つあったので、それに西側階段だけ利用する経

路を加えた 4つの避難経路を比較検証していく。なお、

避難者は「Adult」にしているため FDSのデフォルト

設定で歩行速度は、1.25±0.3m/s とする。 

図-2 1階平面図 

表-1 各教室の人数設定 

場所 人数 場所 人数 場所 人数 

6階 60人 5階 120人 4階 150人 

音楽教室 30人 S11教室 30人 T11教室 30人 

視聴覚教室 30人 S12教室 30人 T12教室 30人 

S21教室 30人 T13教室 30人 

S31教室 30人 T14教室 30人 

3階 30人 2階 65人 T15教室 30人 

物理実験室 30人 化学実験室 30人 1階 5人 

生物実験室 30人 学習センター 4人 

ラウンジ 5人 保健室 1人 

表-2 ルート設定 

経路 内容 

ルート 1 西側階段だけ利用する経路 

ルート 2 東側階段だけ利用する経路 

ルート 3 両方の階段を利用する経路 

ルート 4 偶数階は東側階段,奇数階は西側階段を利用する経路 

B-18
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4. 避難シミュレーション

4.1 一斉避難時の全館避難時間比較検証 

4つの避難経路を設定したので、それぞれの避難経

路で避難シミュレーションを行い、全館避難時間の比

較検証をする。図-3に一斉避難時の全館避難時間を示

している。 

図-3 一斉避難時の全館避難時間（変更前） 

 ルート 1とルート 2を比較してみると、ルート 1は

全館避難時間 476秒に対して、ルート 2は全館避難時

間 454秒であった。出口が東側なので、ルート 2がル

ート1より全館避難時間が22秒早いことが分かった。 

 次にルート 3とルート 4を比較してみると、大きな

時間差は見られないがルート 3は全館避難時間 314

秒に対してルート 4は全館避難時間 318秒であった。

ルート 3の方がルート 4より全館避難時間 4秒早いこ

とが分かった。階ごとに利用する階段を変更しても避

難時間に大きく差ができないことが分かった。 

 最後に 1番遅かったルート 1と 1番早かったルート

3を比較してみると大きな時間差が見られた。ルート

1は全館避難時間 476秒に対してルート 3は全館避難

時間 314秒であった。ルート 1の方がルート 3より全

館避難時間 162秒、約 3分早いことが分かった。 

図-4に避難開始 60秒後の西側階段の様子を示して

いる。階段付近で滞留してしまった為、6階の避難者

が約 2分進めなくなってしまい、全館避難時間に大幅

な時間差が生じてしまった。

図-4 ルート 1 避難開始 60秒後の西側階段の様子 

4.2 上から順次避難時の全館避難時間比較検証 

実際の避難訓練同様に上の階から順次避難させた。

また、ルート 4は偶数階と奇数階で利用する階段が違

うので 6階と 5階を最初に避難させ、階段付近に避難

者が少なくなったら次の階を避難させ検証する。図-5

に上から順次避難時の全館避難時間を示している。

図-5 上から順次避難時の全館避難時間（変更後） 

片方の階段が利用できないため、滞留してしまった

ルート 1とルート 2では変更前に比べて 77秒短縮す

ることができた。全避難者が一斉避難するより上の階

から順次避難させ、階段付近の滞留を避けた方が、約

1分半全館避難時間が早いことが分かった。 

5. 結論

本研究では、研究室で開発したソフトウェアである 

VisualFDS+Evacを使用し避難経路の違いでどのく

らいの時間が生じるのかを検証してきた。全避難者同

時に避難させると階段付近で避難者が滞留してしま

い、6階の避難者が約 2分進めなくなってしまった。

ルート 1とルート 3で約 3分近く差が生じた。実際の

避難訓練同様に上の階から順次避難させたらルート 1

とルート 2で約 1分半短縮することができた。 

防災教育への活用方法は、避難訓練前に避難シミュ

レーションを行うことで時間の目安や避難経路の 3D

での可視化ができるので分かりやすくなる。また、階

ごとに出口までの避難時間が分かるので、実際の避難

訓練の時間と比べることで遅れたクラスが分かり、学

生への注意を促すことができる。研究室で開発したソ

フト VisualFDS+Evacを防災教育に用いることで防

災に対する意識を高めることができる。  
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高齢者施設における避難シミュレーションに関する研究 

○車塚 亜美（東北工業大学），許 雷（東北工業大学） 

Study on Evacuation Simulation in Elderly Facilities 

Kurumadsuka Ami(Tohoku Institute of Technology)，Xu Lei(Tohoku Institute of Technology) 

 

キーワード：避難解析，避難安全検証，避難時間，火災 
 

はじめに 

 高齢者施設での火災は死傷者を出しやすい。

その原因としては、自立歩行のできない入居者や

寝たきりの入居者の避難に対する計画の弱さ、職

員の施設内部の防災設備の認知の薄さ、職員の人

手不足などが挙げられる。そこで、避難安全検証

法と研究室で開発したソフトウェアである

visualFDS+Evac(以下 FDS とする)での検証と

の避難時間の比較を行い、モデルケースを条件の

変更を加えながらシミュレーションを行い、安全

かつ迅速に避難できるような計画を高齢者の方に

分かりやすく示すための研究を行っていく。 

 
1. 避難安全検証法と FDS の計算結果の比較 

1.1 モデルケースの設定 

本研究では、必要最低限の室と入居者の居室で、

独自の中廊下型の施設のモデルを作成した。その

平面図は図-1、2 の通りである。居室は全個室で

入居者数は 24 人、2 階建てで出口は玄関のみであ

る。避難安全検証法では、歩行速度は高齢者を想

定して 0.8m/s とした。FDS での検証も 0.8m/s の

もので行う。今回計算する室は、食堂・談話室、

廊下、居室とする。 

   

図-1 1 階平面図    図-2 2 階平面図 

1.2 比較検証の結果 

図-3 は階避難時間及び全館避難時間の比較の

グラフである。階避難時間と全館避難時間は、約

7 秒とわずかな差しかない。この検証より、FDS
での避難シミュレーションは、階避難時間、全館

避難時間においては有効性があるといえる。 

 

図-3 階避難時間及び全館避難時間の比較 

 

2. 条件変更による避難時間の比較 

ここで用いるモデルは、1．で作成したモデルケ

ースの、歩行速度を「Adult」に変えたものを基準

としている。 

2.1 人の歩行速度を変えた場合 

ここでは、FDS のデフォルトの歩行速度である

「Adult」「Elderly」で検証したもの、そして歩行

速度の設定を「0.8m/s」に変えて検証したものの、

計 3 種類の速度の比較を行った。その比較したグ

ラフを図-4に表す。 

 
図-4 歩行速度を変えた場合の避難時間の比較 

B-19
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「Adult」は FDS での歩行速度の設定が

1.55m/s～0.95m/s なので、最も避難時間が短くな

る。「Elderly」だと設定が 1.1m/s～0.5m/s なので、

館内の全ての人が速度 0.8m/s で避難している

「0.8m/s」の数値の方が、「Elderly」よりも避難

時間が早くなったと推測できる。

2.2 1方向避難の場合と 2方向避難の場合 

ここでは、もう一つ非常口を追加し、地上階へ

の出口が 2 箇所にある場合の避難時間の違いにつ

いて見ていく。それぞれの避難時間を比較したグ

ラフを、図-6に表す。 

図-6 1 方向避難と 2 方向避難の避難時間の比較

2 階からの階避難時間はあまり変わらないが、

地上階への出口を増やした 1 階の階避難時間と全

館避難時間は 2 方向避難の方が早くなったのが、

図-6より分かる。しかし、1 階の階避難時間が 14
秒も短縮されたにもかかわらず、全館避難時間は

9.9秒しか短縮できなかった。この約 5秒の差は、

2 階からの避難者が全員非常口の方へ逃げてしま

ったので、避難経路が分散されず、避難時間の大

幅な短縮には繋がらなかったことが原因と言える。 

3．火災を想定した避難シミュレーション 

高齢者施設において火災を発生させ、避難の様

子を検証した。火災が発生したモデルの様子を図

-7に表す。また、条件は次の通りである。 

・1 方向避難で廊下の幅などは基本のモデル通り 
・入居者（Elderly）は全員居室にいる 
・職員（Adult）がヘルパーステーションに各階

3 名ずつ 
・1 階事務室には事務員（Adult）が 4 名 
・2 階食堂・談話室から出火 

66 秒の時点で煙が 2 階廊下の天井から床まで

を覆った。1 階の階避難時間は 71.5 秒で、2 階 

図-7 モデルケースの火災避難の様子 

も煙にまかれ動けなくなった 1 人を除いては 63
秒で階避難を終えた。1 人を除いた全館避難時間

は 115 秒となった。動けなくなった 1 人は、両

側にある階段のどちら側からも遠いちょうど中央

付近の部屋にいた入居者で、幾らか近い方の階段

に逃げようとしたが、その道に火元となった部屋

があったため、煙に巻かれてしまった。FDS で

はまだ火元を認識して危険の無いほうへ逃げるこ

とはできない。更に FDS の研究が進み、危険を

認識して回避できるようになると、FDS の有効

性は更に高まるだろう。

4．結論 

本研究では、避難安全検証法では何回も計算し

なければならない条件の変更でも、FDS を使え

ば早くシミュレーションを行うことができ、設計

や避難計画に生かせるということが確認できた。

また、FDS での避難の見える化は建築の知識の

ない人や高齢者、子供にも、避難経路や火災の危

険を伝えるために、大変有効である。FDS はま

だよく知られていないが、実測を取ることの難し

い大型複合施設や病院などでもシミュレーション

が可能なため、一般的に避難計画で用いられるよ

う研究が進むことを期待する。
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原発事故後の建築空間における空間線量率の予測手法に関する研究 
その 1 汚染土壌からの放射線が周辺建築環境に及ぼす影響について 
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はじめに 

福島第一原子力発電所の事故（以下、原発事故）

による放射能汚染の影響を把握するために、これ

まで多くの調査・研究が行われてきたが、建築空

間内と屋外の関係性を明確にした報告や分析的に

評価した資料は少ない。被災地域では、宅地周囲

の汚染状況に加え、土地利用や地形特性の違いが

建築空間内の放射線量率分布に影響を及ぼす可能

性がある 1）。また、建築物を構成する建材によっ

ても建築空間内の放射線量率分布は異なってくる。 
被災地域で建築計画を行う場合には、建物周囲の

汚染状況を明らかにし、これに応じた建築的配慮

による放射線防護等の対策が期待される。 
本研究では、原発事故由来の放射能汚染が建築

空間の放射線空間線量率に与える影響のメカニズ

ムを明らかにすること及び、空間内放射線量率を

予測する手法を確立することを目的とする。筆者

らは、これまでにも、住宅を対象として屋内・外

の放射線量率の測定等を行ってきたが 2）、本報で

は、土壌汚染状況と周辺建築環境に及ぼす影響を

より詳細に把握することを目的とし、福島県郡山

市の逢瀬川堤防の法面と河川沿いの RC 建築を対

象に行った実測について報告する。 
 

1. 調査の目的 

放射能汚染が周辺建築環境に及ぼす影響につい

て明らかにすることを目的として、未除染の河川

堤防の法面及び、その周辺の調査を行った。河川

は、公園など一般公衆の活動が多い生活圏に該当

する場合等を除き、基本的には除染の対象となっ

ていない 3）。 

2. 調査概要 

福島県郡山市の逢瀬川堤防の法面（以下、屋外）

と逢瀬川沿いに位置する三階建ての RC 建築（以

下、屋内）を対象にガンマ線空間線量率及び土壌

の放射能濃度を測定した（図-1、図-2）。 
空間線量率は、NaI（Tl）シンチレーション式

サーベイメータ（日立アロカメディカル：

TCS-172B）、NaI（Tl）スペクトロメータ（EMF：
EMF211）により測定しガンマ線空間線量率

（Sv/h）及びスペクトルを得た。土壌の放射能濃

度は、Ge 半導体検出器（オルテック：GEM20-70）
により分析した。土壌サンプルは、測定箇所毎に

1 m 四方の 5 点（対角線上 4 点とその交点 1 点）

で、地表から 5 ～10 cm の深さを採取し、深さ毎

に十分に混合した。 
調査は、2016 年 12 月 8 日～11 日の期間に実施

した。 
 

3. 調査結果と考察 

3.1 屋外の空間線量率および土壌の放射能濃度 

 河川区域内の法肩からの斜面距離と測定高さ別

の空間線量率および土壌の放射能濃度について、

それぞれ図-3、図-4に示す。 (1) 河川区域内の空

間線量率は、いずれの地点においても国が示す除

染基準の 0.23 µSv/h を上回った。尚、河川区域外

では 0.16 µSv/h 程度であった。また、測定位置に

より線量分布が異なり、それぞれの位置の特性に

よりかなりばらつきがあることが推察される。(2) 
土壌の放射能濃度も同様に測定位置で異なる汚染

傾向を示している。右岸 A 法肩付近は、雨の効果

によって川裏から汚染物質が流れ込み、特異点に

B-20
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なっている可能性がある。また、右岸 A で深度別

に採取した結果より、放射能は表層 5 cm に 70～
80 %、5～10 cm に全体の 20～30 %が含まれてお

り、表層 5 cm よりさらに地中へ拡散しているこ

とを確認した。 
3.2 屋内の空間線量率およびγ線スペクトル 

 測定点 A の高さ別ガンマ線スペクトルを図-5

に示す。測定点 A は RC の手すりを備えたバルコ

ニーになっており、河川を望む FL+1,100 mm で

は Cs 137 の全吸収ピーク（662 keV）が確認され

るが、FL+650 mm では、コンクリートの手すり

による遮へい、散乱効果により、Cs 137 のカウン

ト数が減少している。また、住宅内の空間線量率

は 0.08～0.1 µSv/h である。スペクトル計測を行

うことにより、線量率計測のみでは判断しにくい

原発事故由来の影響を確認できた。 
 

4. おわりに 

今回は未除染の河川堤防および河川沿いの RC
建築を対象に汚染状況について調査を行った。河

川区域内の空間線量率が国の除染基準以上である

ことを確認した。また、ガンマ線スペクトルを計

測することにより、原発事故由来の放射能汚染を

確認することができた。周辺の汚染状況の違いが

建築空間内線量率分布に与える影響を明らかにす

るためには、ガンマ線の到来方向を計測可能な放

射線測定手法が求められる。現在検討している放

射線測定手法については次報（その 2）で報告す

る。 
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図-1 左：河川と建築の位置関係 

右：概略平面図（3 F）および測定点 
 

.  
図-2 河川堤防模式図（●：測定点） 

 

 
図-3 法肩からの斜面距離と空間線量率 

 

 
図-4 法肩からの斜面距離と土壌濃度 

 

 
図-5 測定点 A におけるガンマ線スペクトル 
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はじめに 

本研究は原発事故による放射能汚染が建築内の

放射線量率に与える影響のメカニズムの解明､及び

建築空間内の放射線量率の予測手法の確立を目的

とし、その達成には方向線量率及びエネルギスペクト

ル計測といった､分析的な測定が必要となる。シンチ

レータ等による方向線量率測定には鉛遮蔽体を用い

るが､その際の計測範囲(視野角)は使用する遮蔽体

とシンチレータの形状により異なり、目的に応じて適

切な組み合わせが必要である。また十分な遮蔽性能

を備える遮蔽体は重く、実測時の取り回しが難しくな

る。筆者らは直径 3 inch のシンチレータを備えた計

測器（EMF211）を採用しており、つぼ型の遮蔽体

(図-1)は重量面で実用困難となる。そこで測定精度

及び実測時の取り回しを考慮した遮蔽器具を検討を

行っており、本報で報告する。 

 

1. 方向線量率の測定手法について 

方向線量率測定の多くは特定方向以外全て鉛で

覆うことで特定方向のみから到達するγ線による線

量率の測定(以下、コリメート法/図-1)を行っているが、

筆者らは鏡渕らによる、計測面前に鉛遮蔽板を設 

 

 

 

 

 

 

置・非設置した際の差を線量率とする測定手法 1)(以

下、差引法/図-2,3)を採用した。本手法は、１）遮蔽

体の質量削減､2)測定時間短縮 をその特長とする。 

 

 

 

 

 

 

 

2.遮蔽体の検討 

2.1 検討の方向性 

筆者らは (1)実測時の取り回し 及び(2)測定精度

の観点で検討を行った。 

(1)測定時の取り回し条件 実測経験より、①遮蔽

板を含む計測器重量:最大 20kg(EMF211：3.4kg)、

②同測定器総長:50cm 以下(EMF211:総長 32cm) 

を基準とした。これは検出器設置の容易さ及び三脚

搭載時の安定性に基づく。 

(2) 測定条件 等価視野角注 1)90°を条件とする。測

定目的と時間を考慮し、1測定点あたり4方向が妥当

と考え、等価視野角を 90°とした。 

以上を基準に、放射線挙動解析コード PHITS 

ver.2.852)を用いて適切な遮蔽板を検討した。 

2.2 放射線解析による検討 

(1)解析条件 PHITS において、図-4 のようにジオ

メトリを設定した。本解析では円柱の遮蔽板(5cm 厚)

を想定した。 

図-3 差引法の概念 

視野(遮蔽体有) 

 

― 

視野(遮蔽体無) 

 

= 

特定方向からの線量率 

 

図-1遮蔽体(コリメート法) 図-2 測定イメージ(差引法) 

B-21
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γ線源:Cs137を模擬した 

θ°の方向へ直射線源(662kev)↓ 

θ 

EMF検出領域↑ 

:円柱(径と長さ=3inch) 

遮蔽板・計測面の距離↓ 

遮 

蔽 

板 

直 

径 

 

↓遮蔽板厚 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)検討ケース 視野角は 1)遮蔽板の径、2)計測

面・遮蔽板間距離と相関すると考え直径15,20,25cm、

距離 1,3,5,7cmの計 12種についてCs137によるγ

線の到来方向を θ= -90 ～90°について 10°毎に解

析した(全 120ケース)。 

2.3 解析結果 

(1)距離､径と視野角の相関 径のみ変えた場合

(距離3cm/図-5)、距離のみ変えた場合(直径20cm/

図-6)の配向図を示す。径が大きく、距離が近いほど

視野角が大きい。 

(2)同等の等価視角度での比較 90°付近の等価視

野角を持つ組み合わせを比較した(図-7)。エッジの

ぼやけをここではボケ値注 2)と称し、なるべくこれが小

さくなる組み合わせは直径 25cm,距離 7cm である。

同等価視野角ならば遮蔽板の径が大きいほど高精

度となる。 

(3)遮蔽板の選定 直径 25cm(5cm 厚)の遮蔽板は

27.8kg となる(鉛密度=11.34g/cm3)。ゆえに取り回し

を考えると、17.8kg の直径 20cm の遮蔽板がより適

切と言える。さらに厚さ 2,3,4,5cm(直径 20cm,距離

5cm)での結果(図-8)から厚さ 4cmと 5cmの遮蔽板

の精度はほぼ同等とわかる。これより実測時の取り回

しと測定精度を踏まえれば、14.2kgの4cm厚の遮蔽

板が好適と考えられる。 

 

おわりに 

測定精度及び実測時の取り回しを考慮した遮蔽器

具を解析で検討した。今後は遮蔽板の形状にも注目

し、更なる改良を進めていきたい。 
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注釈 

注 1)相対レスポンス R(θ) = 0,1 とした仮想視野角。実

視野角の分布面積(R,θ積分値)と等しい等価視野角

を、その実視野角の等価視野角と定義(図-9)。 

注 2)視野角境界のぼやけの大きさ。ボケ値 0 で等価視

野角と実視野角の形状が等しくなるが、遮蔽体の外

周付近等、完全遮蔽されない部分が必ず出るため現

実には存在しない。ボケ値が小さいほど測定精度は

高い。ボケ値は図-9灰色の面積と定義。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3)角度θに対する相対レスポンスを以下に定義 
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図-4 解析体系 

図-5 直径 20cmでの配向図 

(相対レスポンス注 3)と角度の関係) 

図-6 距離 3cmでの配向図 

(相対レスポンスと角度の関係) 

 

図-7(上) 等価視野角 90°となる遮蔽板の配向図( 0~90°) 

図-8(下) 遮蔽板厚の別配向図( 0~90°/Φ20cm、距離 5cm) 

←等価視野角 90°の理想図 

図-10 ボケ値について 

図-10 左はボケ値が大

きい状態の視野 

図-10 右はボケ値 0 の

理想的な視野 

図-9 等価視野角と実視野角の配向図(-90～90°) 
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SHASE 100 周年プレイベント 

空衛学会東北支部地区講演会・ 空衛学会東北支部第 6 回学術・技術報告会特別セッション 

「東北地方におけるスマート設備システムへの期待」 
 

 

日 時：平成 29 年 3 月 14 日（火）15:30～17:00 

場 所：東北学院大学多賀城キャンパス 工学基礎教育センター 

    (http://www.tohoku-gakuin.ac.jp/campusmap/tagajo.html) 
※アクセス JR 仙石線「多賀城駅」から徒歩約 7 分 JR 東北本線「国府多賀城駅」から徒歩約 15 分。 

参加費：無料 

 

 

 将来的な人口減少を見越してのコンパクト・シティや、新たな地域基盤を期待してのスマート・

コミュニティ形成が、東日本震災後に各地で試行されています。特に後者は ICT・IoT といった

先端技術の社会実装に他なりませんが、その目的、適用、実態、将来像等々、必ずしも詳らかで

ない印象があります。本シンポジウムは、スマート・コミュニティの実践に取り組んでおられる

方々にその取り組みや考えを解説いただき、設備システムのスマート化に技術者が果たすべき役

割や、スマート化がもたらす東北の未来等々を多面的に議論することで、東北地方におけるスマ

ート・コミュニティに関わる今後の課題と対処の方向性、そしてその意義を共有する場とするも

のです。関係諸兄姉の活発な議論を期待します。当日は同会場で第 6 回学術・技術報告会も開催

されていますので併せてご参加くださいますようご案内申し上げます。 

 

 

プログラム  （司会 松木石二（事業委員会）） 

15:30 １．開会挨拶 小林光（学術・技術報告会組織委員長・東北大学） 

15:35 ２．主旨説明 渡邉浩文（事業委員会幹事・東北工業大学） 

15:40 ３．主題解説 

15:40 １）「諸外国の取り組み」菅健太郎（Arup 東京事務所） 

15:55 ２）「『エコ』と『防災』～東松島市の復興まちづくり～」石垣亨（東松島市復興政策部） 

16:10 ３）「東北地方におけるスマート設備システムへの期待－地域の未来・設備・技術者－」 

内海康雄（東北支部長・仙台高等専門学校） 

16:25 ４．ディスカッション 

コーディネーター：渡邉浩文（前掲） 

パネリスト：石垣亨（前掲），菅健太郎（前掲），内海康雄（前掲）ほか 

16:55 ５．閉会挨拶 赤井仁志（副支部長・福島大学/北海道大学） 

 

 

※申し込み不要。受付をして会場へお入りください。 

 





Arup 

Internet of Things (IoT)

https://blogs.scientificamerican.com/guest-blog/smaller-cheaper-faster-does-moores-law-apply-to-solar-cells/

2030
Ramez Naam, Computer Scientist and Entrepreneur
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https://maps.london.gov.uk/webmaps/heatmap/

My London

https://data.london.gov.uk/mylondon/

Realtime Rome Project by MIT Media Lab.

http://www.pedestrian.melbourne.vic.gov.au/#
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Arup Report: “Growing Smart Cities in Denmark”

5

Arup Report: “Growing Smart Cities in Denmark”
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3 4

NPO/NGO

5

1.
•

2.

3.
•

4. ICT

5.
•

5

6

NPO/NGO

Barcelona Activa
(Business 
Promotion 
Bureau),
Barcelona

many services, 
industry (car, 
printing, etc.), 
logistics and 
tourism

enhancing 
emerging 
economic sectors,
e.g. mobile 
technology, 
health

SME 18.5% of 
Spain companies,
Asking 
companies to 
invest

15 years of the 
collaboration 
between public 
administration, 
companies and 
universities

ready to change 
and adjust

many companies
in the area for 
the innovation

ÀGORA 
Educational 
Centre for the 
elderly,
Barcelona 

Autonomous 
community of 
citizens
‘Community 
Learning’ spread 
as around 400 
similar centers in 
the world

Partial financial 
support from EU, 
local body,
private 
companies, etc.

Not active Lectures at 
university, UPF,
Mainly the study 
of the liberal arts, 
information 
literacy, financial 
literacy, etc.

2,400 students 
and 150 
volunteers

‘Talent House’ of 
San Sebastian 
City

Balanced city, 
environment, 
food, earning of 
inhabitants, age 
of people, etc.

Activities based 
on the need in 
region
Smart city makes 
technology 
socialized,
e.g. Smartkalea, 
EU project 
(evaluation 
indicators)

Four technology 
center
Future industry, 
e.g. mobility, ICT

34 research 
center of 4000 
people,
3% of GDP,
14 technology-
intensive-
company

Slogan ‘ways of 
citizen power’

Projects 
supported by EU, 
Spain, other local 
bodies besides 
local tax

International film 
festival

European capital 
of culture,
San Sebastian

Legacy of the city,
Multi-culture 

Supported by 
San Sebastian 
city

20 staff and 400 
cooperative 
organization

Newspaper, 
music, theater, 
food, etc.
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7

NPO/NGO

ITC companies:
VICOMTECH,
San Sebastian 

Knowhow to 
integrate 
technologies, 
To make impact 
to the region
ICT, visualization,
etc.

Research 
projects of SME,
Not going into 
market

Internship 
program

Governing board 
of 18 public 
companies, etc.

7.2mEuro/year

ITC companies:
IRISBOND,
San Sebastian 

Communication 
tool using only 
eyes

Two public 
administrations

Established in 
2013

Social inclusion Two institutes

Bilbao’s post 
industrial 
machidukuri

Cultural centrality,
Future oriented,
New leaders 
emerging often

Revitalization 
from recession 
with 30 
municipalities 
since late 80s 
supported by 
Bilbao city 
council
Revival plan, e.g.  
port, subway

No particular 
control

Decision makers 
are old minded 
in general

The activity of 
Bm30,
Think tank to get 
the opinion of 
private sector
International 
network of 
young people is 
necessary

Bilbao Txokoak Participation of 
citizens

Budget 
supported by 
Bilbao city 
council

The activity of 
Bm30,
Art and design 
sector,
Applicants are 
young people, 
architects, 
neighbors, etc.

Official web site 
for the idea 
contest

2/3

8

NPO/NGO

Bilbao, a model 
of urban 
regeneration,
from an 
Industrial to a 
Creative City”
by Mr Asier
Abaunza

Accessibility, 
regenerating 
environment and 
urban quality, 
culture, etc.

Council for Urban 
Planning,
Old town,
moving of the 
port and
extension,
Bilbao RIA 2000
70% of the 
budget for social, 
education and 
health

Investment to
the city needs
Investment to 
new instruments 
by the city

Collaboration 
with three 
universities 

To increase new 
young people, 
e.g. universities, 
private 
companies, 
accessibility

Economically
independent 
region based on 
own tax system

the Guggenheim 
Museum

The culture of 
the city

70% budget from 
local body

Contracts for art 
pieces

IDIBAPS 
Biomedical R&D 
center

Network in EU 
and overseas,
Integrated care

Reducing local 
service expense

Research 
collaboration

University and 
research center

Having seamless 
medical service

Fund from EU
(H2020), OECD

the St Cugat City 
Council

Average age is 
39.5 years

Open data,
Sharing data 
center with other 
municipalities 

Short term 
internship,
Few patents

16,000 university 
students (25% 
get job around 
the area)

ESADE
CREAPOLIS 
Business 
Innovation 
Center

Based on existing
technology

Coordination to 
innovate (cross 
innovation)

Innovation 
manager

Internship 
program for the 
task of private 
companies, 4 
months
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公益社団法人空気調和・衛生工学会の概要 

 

空気調和・衛生工学会は、暖冷房・換気、給水・排水、衛生設備など一般市民の生活と

密着した設備やその仕組み・原理などを扱う学問領域で活動する学術団体です。  

本会はこの領域の研究者と実際にこれらの設備の設計や施工を行う設計者・技術者、装

置を製作するエンジニア、運転・管理技術者等の会員で構成され、日本にある工学系の中

では 10 番目の規模の学会です。  

また、創立時より「学理と工業は両輪である」との理念と「空気調和と衛生設備に関す

る専門学会」との立場をもって運営されており、現在もこれを継承しています。  

 

【会員数】※平成 28 年 3 月末現在  

個人  法人  
合計  

正会員  名誉会員  特別会員  学生会員 小計  賛助会員  

14,640 名  28 名   32 名   376 名  15,076 名  478(社 )  15,554 名  

 

【創立】  

   1917 年（大正 6 年）7 月 28 日、“煖房冷蔵協会”として創立（会員数約 150 名）  

 

【本部】  

   〒169-0074 東京都新宿区北新宿 1-8-1 中島ビル 3 階  

 

【会長】  

奥宮 正哉（名古屋大学・教授）  

 

【ホームページ】  

http://www.shasej.org/ 
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空気調和・衛生工学会東北支部 メンバー 

 

■東北支部運営委員 【2015 年（第 43 期）・2016 年（第 44 期）】   

役 職  氏  名  所  属  

支部長  内海 康雄  仙台高等専門学校  

副支部長  

 

赤井  仁志   福島大学  

須藤   諭 東北文化学園大学 

事業幹事  

 

菅原 正則  宮城教育大学  

渡辺 浩文 東北工業大学 

松木 石二 ㈱朝日工業社 東北支店 

総務幹事  

 

荒川 博之  高砂熱学工業㈱東北支店  

船木 寮一  三建設備工業㈱東北支店  

金田 清満 新菱冷熱工業㈱東北支社 

会計幹事  

 

庄司 恒久  空気調和・衛生工学会東北支部事務局  

小林   照和  ㈱興盛工業所  

三宅 偉久 ダイダン㈱東北支店 

委員  

 

石島  和明  大成建設㈱  

及川 義信  新日本空調㈱東北支店  

岡田 誠之  東北文化学園大学  

許 雷 東北工業大学  

小林 隆之 ㈱西原衛生工業所東北支店 

小林 光 東北大学大学院工学研究科 

後藤 正徳 第一工業㈱東北支店 

鈴木 道哉 東北学院大学 

高原 洋介 東北地方整備局 

田中 和則  ㈱ユアテック 

谷 博之 ㈱大気社東北支店 

田原 誠 ㈱竹中工務店東北支店 

西 孝一 東北電力㈱ 

月野 智弘 ㈱ピーエーシー仙台支所 

山田 英明  東洋熱工業㈱東北支店  

渡邉 東一  三機工業㈱東北支店  
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■賛助会員  

社  名  郵便番号 住  所  

北関東空調工業㈱  970-8026 いわき市平字柳町 3 

㈱興盛工業所  983-0035 仙台市宮城野区日の出町 1-1-35 

新日本空調㈱東北支店  980-0811 仙台市青葉区一番町 3-7-1 電力ﾋﾞﾙ 

新菱冷熱工業㈱東北支社  980-0803 仙台市青葉区国分町 3-6-1 仙台ﾊﾟｰｸﾋﾞﾙ 

常磐興産㈱ｽﾊﾟﾘｿﾞｰﾄﾊﾜｲｱﾝｽﾞ 972-8555 いわき市常磐藤原町蕨平 50 

高砂熱学工業㈱東北支店  980-0811 仙台市青葉区一番町 2-4-1 興和ﾋﾞﾙ 

第一工業㈱東北支店  980-0812 仙台市青葉区片平 1-5-20 

㈱東北開発コンサルタント  980-0804 仙台市青葉区大町 2-15-33 大町電力ﾋﾞﾙ新館  

東北電力㈱  981-0952 仙台市青葉区中山 7-2-1 

㈱ユアテック  983-8622 仙台市宮城野区榴岡 4-1-1 

大成建設㈱東北支店  980-0811 仙台市青葉区一番町 3-1-1 

三建設備工業㈱東北支店  980-0014 仙台市青葉区本町 1-13-22 

ダイダン㈱東北支店  980-0811 仙台市青葉区一番町 1-15-17 

㈱朝日工業社東北支店  980-0821 仙台市青葉区春日町 3-21 

㈱竹中工務店東北支店  980-0803 仙台市青葉区国分町 3-4-33 

三機工業㈱東北支店  980-0811 仙台市青葉区一番町 2-8-10 

東日本旅客鉄道㈱東北工事

事務所  
980-8580 仙台市青葉区中央 1-1-1 

サンポット㈱  025-0301 花巻市北湯口第 2 地割 1-26 

㈱アクーズ会津  965-0817 会津若松市千石町 4-50 

東北エネルギーサービス㈱  980-0804 仙台市青葉区大町 2-2-25 

ジョンソンコントロールズ

㈱東北支店  
984-0852 仙台市若林区新寺 1-3-45 

㈱大気社東北支店  980-0802 仙台市青葉区二日町 12-30 

東日本興業㈱  980-8534 仙台市青葉区一番町 3-7-1 

弘栄設備工業㈱  990-0821 山形市北町 1-7-2 

㈱ユアテック山形支社  990-0073 山形市大野目 3-5-7 

㈲トータルライフプラン  971-8172 福島県いわき市泉玉露 7-11-10 

（公社）ふくしま海洋科学館  971-8101 福島県いわき市小名浜辰巳町 50 

東洋熱工業㈱東北支店  980-0014 宮城県仙台市青葉区本町 1-12-7 

平成 29 年 1 月末現在  
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第1回 平成24年3月14日 (水) 東北工業大学 八木山キャンパス

講演
№

講演題目 発表者 所属

A-11
グリース阻集器の油脂分解技術の評価試験
（その１）評価試験の基礎的実験

草刈 洋行 ㈱ユアテック

A-15 洗浄水量4.0Ｌを有する超節水型大便器の排水性能の検討 各務 紘史 関東学院大学

B-8
大規模震災時における応急給水施設の整備方策に関する研究
－仙台市を対象とした検討－

石橋 直也　 東北工業大学

B-12
公共建物における空調機器の予測制御システムの適用に関する研究
その1　システムの概要と日射量の推計式について

松本 若菜 仙台高等専門学校

P-4 在室スケジュールに基づいた予熱暖房による熱負荷低減効果 田中 恵莉 宮城教育大学

第2回 平成25年3月12日 (火) 東北文化学園大学

講演
№

講演題目 発表者 所属

A-4
東日本大震災時の仙台市水道被害の実態分析
～大規模地震時における上水道被害に関する研究～

菅原 章斗 東北工業大学

B-13
全国事務所建物における電力系・燃焼系熱源設備併用建物のエネル
ギー消費原単位
－DECC平成21年度調査データによる分析

井城 依真 東北文化学園大学

B-16
水素吸蔵合金を用いた水素貯蔵容器内の充填状態変化と応力発現の
検討

川上 理亮 高砂熱学工業㈱

第3回 平成26年3月18日 (火) 株式会社ユアテック 本社

講演
№

講演題目 発表者 所属

A-2
秋田県立大学におけるエネルギー消費特性の分析と環境負荷削減の
適応手法の可能性に関する研究

庄司 侑椰 秋田県立大学

A-5
東日本大震災後の東北地方の福祉施設におけるエネルギー消費に関
する調査

伊藤 梓 東北文化学園大学

B-16
室温の上昇・下降が人間の覚醒状態に及ぼす影響に関する被験者実
験

平松 美紀 東北大学

P-1 オフセットを有する排水立て管システムの排水能力把握に関する研究 杉本 遼太 関東学院大学

第4回 平成27年3月10日 (火) 東北大学 人間･環境系校舎

講演
№

講演題目 発表者 所属

A-3 集合住宅への介護用圧送トイレシステムの適用の可能性 松尾 隆史 関東学院大学

A-9 PCMを利用したパッシブ温度管理型グリーンハウスの開発 澤田 真吾 東北大学

A-23
東日本大震災後の避難施設に関する研究
-防災システムの概要と稼働状況-

村上 美穂 仙台高等専門学校

A-24 避難者が製作できる段ボールルームの提案 相澤 華絵 宮城教育大学

B-7 サーバ室におけるラック型前面吹出しユニットの評価 岩崎 守顕 三機工業㈱

公益社団法人 空気調和・衛生工学会 東北支部
優秀発表奨励賞受賞者
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公益社団法人 空気調和・衛生工学会 東北支部
優秀発表奨励賞受賞者

第5回 平成28年3月11日 (金) 東北工業大学八木山キャンパス

講演
№

講演題目 発表者 所属

A-4 脳卒中死亡と住環境要因との関連性に関する調査研究 貝沼 拓哉 秋田県立大学

A-6
住宅のダンプネスの評価法の構築と子供の健康影響に関する統計分
析

竹鼻 紫 秋田県立大学

A-19
浅層土壌による螺旋状地中熱交換器の埋設工法の開発と評価
その2：改良後の実証試験計画・結果

瀬川 和幸 東北電力㈱

A-21 太陽光発電を用いたエネルギー自給型まちづくりの検討 菅野 智之 東北学院大学
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